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表 1 内閣府における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表）   

 

1 事前評価     

     

表 1－(1)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年９月 15 日公表）   
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/cao.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

民間資金等活用事業推進機構の法人

事業税の資本割に係る課税標準特例

の創設 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結 

果、当該要望は認められ、本施策を盛り込んだ「地方税法及び航空

機燃料譲与税法の一部を改正する法律案」が平成29年2月7日に国会

に提出された。 

2 
沖縄の観光地形成促進地域における

課税の特例の拡充・延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、対象施設の見直しの上、２年間の延長が認められ、本施策を盛

り込んだ「所得税法等の一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２

月３日に、また、「地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正す

る法律案」が平成 29 年２月７日に国会に提出された。 

3 
沖縄の産業高度化・事業革新促進地

域における課税の特例の拡充・延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、２年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の

一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２月３日に、また、「地方

税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律案」が平成 29 年

２月７日に国会に提出された。 

4 
沖縄の経済金融活性化特別地区にお

ける課税の特例の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、２年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の

一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２月３日に提出された。 

5 
沖縄の国際物流拠点産業集積地域に

おける課税の特例の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、２年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の

一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２月３日に、また、「地方

税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律案」が平成 29 年

２月７日に国会に提出された。 

6 
沖縄の情報通信産業特別地区・地域

における課税の特例の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、２年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の

一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２月３日に、また、「地方

税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律案」が平成 29 年

２月７日に国会に提出された。 

7 
沖縄の離島における旅館業用建物等

の課税の特例の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、２年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の

一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２月３日に提出された。 

8 
沖縄路線航空機に係る航空機燃料税

の軽減措置の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、３年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の

一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２月３日に提出された。 
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9 
沖縄型特定免税店制度における関税

の軽減措置の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、３年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「関税定率法等

の一部を改正する法律案」が平成 29 年２月７日に提出された。 

10 
沖縄県産酒類に係る酒税の軽減措置

の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結

果、２年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の

一部を改正する等の法律案」が平成 29 年２月３日に提出された。 

11 
地方における企業拠点の強化を促進

する税制措置拡充 

 評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った

結果、当該要望の一部が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法

等の一部を改正する法律案」が平成 29 年 2 月 3日に国会に提出され

た。 

12 

国家戦略特区における国家戦略民間

都市再生事業に対する課税の特例措

置の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について平成２９年度税制改正

要望を行った結果、当該要望は一定の見直しの上認められ、本施策

を盛り込んだ「所得税法等の一部を改正する法律案」が平成２９年

２月３日に国会に提出されたところ。 

13 

国家戦略特区における民間の再開発

事業のために土地等を譲渡した場合

の特例措置の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について平成２９年度税制改正

要望を行った結果、当該要望は認められ、本施策を盛り込んだ「所

得税法等の一部を改正する法律案」が平成２９年２月３日に国会に

提出されたところ。 

14 

国家戦略特別区域において地方税を

減免した場合の国税における所要の

調整措置の創設 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について平成２９年度税制改正

要望を行ったが、認められなかった。 

15 

公共施設等運営権制度（コンセッシ

ョン制度）を活用した水道事業等の

経営安定化のための準備金に対する

税制上の特例措置の創設 

水道事業等における公共施設等運営権制度の活用促進を図るため、

逓増する償却費を事業期間前期に準備金として積み立てる制度を創

設するとともに、民間事業者が積み立てる当該準備金について、損

金算入や課税の留保の特例措置を創設するという税制改正要望を行

ったが、別途運用により対応できることが明らかとなったため、措

置しないこととされた。 

16 
雨水貯留利用施設に係る割増償却制

度の延長 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「雨水貯留

利用施設に係る割増償却制度の延長」を要望した。 

17 
防災街区整備事業に係る事業用資産

の買換特例等の延長 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「防災街区

整備事業に係る事業用資産の買換特例等の延長」を要望した。 

18 
生産緑地地区の要件緩和に伴う特例

措置の拡充 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った

結果、当該要望は認められ、本施策を盛り込んだ「都市緑地法等の

一部を改正する法律案」が平成 29 年 2 月 10 日に国会に提出され

た。 

19 

熊本地震による被害等からの復旧及

び今後の災害への対応の観点からの

税制上の措置（被災市街地復興土地

区画整理事業等に係る土地等の譲渡

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「熊本地震

による被害等からの復旧及び今後の災害への対応の観点からの税制

上の措置（被災市街地復興土地区画整理事業等に係る土地等の譲渡

所得の課税の特例）」を要望した。 
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所得の課税の特例） 

 
2 事後評価     

     

表 1－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/cao_h27.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【政策 2施策 1】 

重要施策に関す

る広報 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 評価結果を踏まえ、引き続き、政府の重要施策に関する広報を各々

のテーマに応じた適切な広報媒体、実施時期を考慮して実施する。 

＜予算要求＞ 

 広報活動を推進するため、次のとおり予算要求を行った。 

（平成 29 年度概算要求：5,405 百万円） 

（平成 29 年度予算案額：4,706 百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

 的確な効果検証のため、平成 28 年度行政事業レビュー公開プロセ

スでの指摘を踏まえ、測定指標の目標値の設定方法を見直した。 

2 
【政策 2施策 2】 

国際広報の強化 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

・評価結果を踏まえ、引続き広報戦略に沿って、複数の広報媒体を

活用した機動的かつ柔軟な広報の実施を継続する。 

＜予算要求＞ 

 広報活動を推進するため、次のとおり予算要求を行った。 

・国際広報の強化 

 （平成 29 年度概算要求：3,957 百万円） 

 （平成 29 年度予算案額：3,598 百万円） 

＜事前分析表への反映＞ 

・既存の測定指標を引き続き採用し、経年の効果測定に役立てる。 

3 

【政策 3施策 3】 

道州制特区の推

進 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

道州制特区の推進のため、フォローアップ調査等に係る経費を、

平成 29 年度概算要求（1百万円）した。（平成 29 年度予算案額：1

百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

達成すべき目標に対する施策の効果を適切に検証できるよう、測

定指標を「移譲した事務・事業のうち特定広域団体が成果が出てい

ると評価している事務・事業の割合」に変更した。 

4 

【政策 3施策 5】 

民間資金等活用

事業の推進（ＰＦ

Ｉ基本方針含む） 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

多様なＰＰＰ／ＰＦＩの活用の一層の推進を図るため、平成 29 年

度概算要求（322 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：163 百

万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

測定指標の選定理由及び目標値の設定の根拠欄の記載を時点修正。 
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5 

【政策 3施策 6】 

競争の導入によ

る公共サービス

の改革の推進（公

共サービス改革

基本方針含む） 

目標達

成 

その他

(注 1) 

平成 28 年 4 月に総務省へ移管 

6 
【政策 3施策 7】 

市民活動の促進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

引き続き、国民に分かりやすい情報発信を目指し、システムの強化

に努めるとともに、改正特定非営利活動促進法の施行後の制度周知

を行い、所轄庁と密に連携しながら、法の円滑な施行等に取り組む

ため、平成 29 年度概算要求（99 百万円）を行った（平成 29 年度予

算案額：92 百万円）。 

7 

【政策 3施策 8】 

担い手の育成を

通じた復興・被災

者支援の推進 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜事務改善＞ 

「平成 28 年度以降の復旧・復興事業について」（27 年 6 月復興推

進会議決定）等に沿って、関連施策の再構築を実施。 

＜事前分析表の変更＞ 

本政策に替わる新たな政策として、「『絆力（きずなりょく）」』を

活かした復興・被災者支援の推進」を実施。 

8 

【政策 4施策 1】 

国家戦略特区の

推進 

目標超

過達成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・規制改革等の施策を総合的かつ集中的に推進するため、平成 29 年

度概算要求を行った。 

（平成 29 年度予算案額：287 百万円（前年度予算額：275 百万円）） 

＜事前分析表の変更＞ 

・平成 27 年度の目標達成度合いの測定結果等を踏まえ、測定指標の

目標年度における目標値を 290 事業から 330 事業に上方修正する

見直しを行った。 

・参考指標として、日本再興戦略 2016 において設定しているＫＰＩ

の「世界銀行のビジネス環境ランキング」「世界の都市総合ランキ

ング」の２項目を追加した。 

9 

【政策 4施策 2】 

中心市街地活性

化基本計画の認

定 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

中心市街地活性化を推進するため、平成 29 年度概算要求（12 百

万円）を行った（平成 29 年度予算案額：9百万円）。 

＜制度改正＞ 

「中心市街地の活性化に関する法律」に基づく「中心市街地の活

性化を図るための基本的な方針」において、中心市街地活性化基本

計画の認定を受けた地方公共団体は、計画期間中、原則毎年フォロ

ーアップを行うこととしており、平成 28 年度においては、「このま

までは目標達成可能とは見込まれない」と自己評価した地方公共団

体に対して個別にヒアリングを実施し、必要に応じて改善方策の検

討について助言するなど目標達成に向けた取組を推進している。 

  

4



10 

【政策 4施策 3】 

構造改革特区計

画の認定 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

地域の特性に応じた規制の特例措置を活用した地域活性化を推進

するため、平成 29 年度概算要求（12 百万円）を行った（平成 29 年

度予算案額：12 百万円）。 

11 
【政策 4施策 4】 

地域再生の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

地域再生法に基づき、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取

組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の

地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、平成 29 年度

概算要求（458 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：305 百万

円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

改正地域再生法（平成 28 年４月 20 日施行）により、地域再生基

盤強化交付金が地方創生推進交付金に再編され、評価対象外となっ

たため、測定指標を削除した。また、同法により、地方創生応援税

制の課税の特例が盛り込まれたことから、達成手段に地方創生応援

税制（企業版ふるさと納税）普及広報事業を追加した。 

12 
【政策 4施策 5】 

総合特区の推進 

その他

（注 2） 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

国際競争力の強化、地域活性化のための包括的かつ先駆的チャレン

ジに対し総合的に支援する総合特区に関する計画の実現を支援する

ため、関係府省の予算制度を重点的に活用した上でなお不足する場合

に、関係府省の予算制度での対応が可能となるまでの間、機動的に補

完する総合特区推進調整費等を計上。 

（平成 29 年度概算要求：2,500 百万円） 

（平成 29 年度予算案額：1,500 百万円） 

13 

【政策 4施策 8】 

地方創生リーダ

ー人材の育成・普

及事業 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜事前分析表の変更＞ 

・プロフェッショナル人材事業において、地方創生の実現にあたっ

て必要となる新たな業態（DMO、地域商社など）等についても、リ

ーダー人材を含めた人材確保支援を積極的に実施する方針とし、

測定指標（地方自治体等からの相談件数）を測定指標（プロフェ

ッショナル人材戦略拠点等の相談件数）に統合することとした。 

14 

【政策 4施策 9】 

地方創生推進に

関する知的基盤

の整備 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

地方創生の実行段階において引き続き行政と住民や産官学金労言

等の一体となった取組を加速させるための情報支援として、RESAS

の利用を促進する取組の強化が必要であることから、平成 29 年度概

算要求（146 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：146 百万

円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

地方創生の取組について戦略策定の段階から本格展開の段階に進

展しており地方版総合戦略についてもその実行が重要となっている

ことから、本施策の測定指標について地方版総合戦略を策定した地

方公共団体の割合としていたものから、RESAS の普及のための説明

会等の実施回数に変更した。 

5



15 

【政策 4施策 10】 

地方版総合戦略

に基づく取組の

推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

地方創生の更なる深化に向けて、引き続き、地方公共団体が複数

年度に渡り自主的・主体的実施する先導的な取組を支援する必要が

あることから、平成 29 年度概算要求（117 百万円）を行った（平成

29 年度予算案額：100 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

地方創生の取組について戦略策定の段階から本格展開の段階に進

展したことを受け、地方創生推進交付金の申請要件に重要業績評価

指標（KPI）の設定とそれに基づく PDCA サイクルの実施が盛り込ま

れたことから、本施策の測定指標から、KPI を設定した採択事業の

数を削除した。 

16 

【政策 5施策 1】 

地方分権改革に

関する施策の推

進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

・ 住民が地方分権改革の成果を実感でき、また、地方が取組を進

めるためのノウハウを把握できるようにするため、改革の成果

を活かした地方の独自の取組や工夫、国の取組等について、地

方分権改革推進室の HP や Facebook・Twitter 等の SNS、シンポ

ジウム、都道府県・指定都市向け研修会等を活用した効果的な

情報発信を行い、普及啓発を図る。 

＜予算要求＞ 

地方分権改革を推進するため、平成 29 年度概算要求（56 百万

円）を行った。（平成 29 年度予算案額 56 百万円）。 

＜事務改善＞ 

地方分権改革推進室 HP へのアクセス件数及び SNS 関連指数の増加

等を通じ、国の取組等について普及啓発を図るため、 

① SNS 更新頻度の増大、 

② 会議写真の積極的な掲載等による HP デザイン・ビジュアルの改

善、 

③ 「地方分権改革・提案募集方式ハンドブック(平成 29 年度版)」

及び「提案募集方式データベース」の作成・掲載 

等の改善を図った。 

＜事前分析表の変更＞ 

経過を観察することから、測定指標に今年度の変更なし。 

「地方分権に関する地方自治体への研修・講師派遣回数」及び「地

方からの提案に関する対応の実現・対応の割合」を参考指標として

追加した。 

17 

【政策 7施策 1】 

原子力の研究、開

発及び利用に係

る政策の検討・情

報発信等 

目標達

成 

引き続

き推進 

原子力委員会では、公開で会議を開催し、原子力の研究開発利用に

関し幅広くヒアリング等を継続して実施するとともに、関係省庁等の

原子力の研究開発利用に関し意見を述べる等の活動を行っている。 

平成 28 年度においても、会議後には議事録等をホームページにお

いて公開するなど、我が国の原子力に関する活動の情報発信を着実に

実施した。 

なお、評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

 
＜事前分析表の変更＞ 

6



 原子力委員会が行う、我が国の原子力利用に関する取組の理解増

進を目的とした情報発信等活動について、より定量的に測定するた

め指標を見直し、平成 28 年度からは「原子力委員会 Web サイトのア

クセス件数」を新たに設定した。

18 

【政策 10施策 1】 

防災に関する普

及・啓発 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・防災に関する普及・啓発を推進するため、平成 29 年度概算要求

（614 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：540 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・地域の防災力向上の観点から、「研修の総受講者数」へ測定指標の

見直しを行った。

また、測定指標「研修修了後に行われる学習到達度テストで 80％

以上の点数を得た人の割合」の目標値について、より適切な値を

設定した。

19 

【政策 10施策 2】 

国際防災協力の

推進 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・国際防災協力を推進するため、平成 29 年度概算要求（300 百万

円）を行った（平成 29 年度予算案額：272 百万円）。

20 

【政策 10施策 3】 

災害復旧・復興に

関する施策の推

進 

目標達

成 

引き続

き推進 

政策評価を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・災害復旧・復興に関する施策を推進するため、平成 29 年度概算要

求（78 百万円）を行った。（平成 29 年度予算案額：75 百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・避難所以外の避難者への支援施策の検討・実施を図るため、参事

官補佐１名の新規定員要求を行った。また、被災者台帳の作成及

び活用に係る適切な指導を行っていくため、参事官補佐１名の平

成 31 年度末までの時限延長要求を行った。

21 

【政策 10施策 4】 

地震対策等の推

進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

政策評価を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・地震対策等を推進するため、平成 29 年度概算要求（1,231 百万

円）を行った。（平成 29 年度予算案額：684 百万円）

＜事前分析表の変更＞ 

・目標の達成度合いの測定結果を踏まえ、当該目標について見直し

を行い、新たな目標を設定することとした。

・火山災害対策において中間目標値を設定することとした。

＜その他＞ 

・平成 28 年度は、４月に発生した熊本地震の教訓を踏まえた応急対

策・生活支援策等の各種防災対策を推進するため、速やかに検

討・とりまとめを行った。

22 

【政策 10施策 5】 

防災行政の総合

的推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

政策評価を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・災害救助法に基づく応急救助に要する費用のため、平成 29 年度概

7



算要求（1,882 百万円）を行った。（平成 29 年度予算案額：1,882

百万円） 

＜法定計画の修正＞ 

・平成 27 年９月関東・東北豪雨災害における教訓等を踏まえ、平成

28 年５月 31 日付けで、防災基本計画を修正した。

23 

【政策 11施策 1】 

原子力災害対策

の充実・強化 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

原子力災害対策の充実・強化は、住民の安全・安心のために重要

であり、地域原子力防災協議会の活動を核とし、地域防災計画・避

難計画の策定、必要な資機材・設備・施設等の整備や、防災訓練の

実施等を引き続き進めていく。 

＜予算要求＞ 

緊急時用連絡網の整備及び防災資機材の整備等を支援し、地方公

共団体の防災体制の更なる充実・強化を推進するために、平成 29 年

度概算要求（22,714 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額： 

13,589 百万円）。 

24 

【政策 13施策 2】 

青少年インター

ネット環境整備

の総合的推進（青

少年インターネ

ット環境整備基

本計画） 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

青少年のインターネット環境の整備に関する検討会の指摘を踏ま

え、他省庁、地方公共団体、民間団体等に対して関係会議、各種月間

や進級進学時期の一斉行動期間等利用して取組を促進していくとと

もに、内閣府としても青少年が安全、安心にインターネットを利用で

きる環境を整備するという目標に向けて、「普及啓発資料の作成・公

表」「青少年インターネット利用環境実態調査」及び「地方連携フォ

ーラムの開催」等の施策を行い関係する省庁と連携を図りながら対策

を推進する。

＜事前分析表の変更＞

青少年インターネット環境整備のためには、政府が実施すべき施

策の指針として決定された青少年インターネット環境整備基本計画

に盛り込まれた施策を着実に推進していくことが必要である。この

ため新たに策定された青少年インターネット環境整備基本計画（第

３次：平成２７年７月３０日決定）に盛り込まれた施策の進捗状況

を測定指標とすることとした。 

25 

【政策 13施策 3】 

食育の総合的推

進 

進展が

大きく

ない 

その他

(注 1) 

平成２８年４月に農林水産省へ移管 

26 

【政策 13施策 5】 

バリアフリー・ユ

ニバーサルデザ

イン推進に関す

る広報啓発、調査

研究等 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

 すべての国民がバリアフリーを認知することは重要であり、今後も

引き続き認知度 100％を目指していく必要があることから、バリアフ

リー・ユニバーサルデザイン推進功労者表彰を実施し、バリアフリー・

ユニバーサルデザインの推進について顕著な功績又は功労のあった

個人又は団体を顕彰するとともに、事例をＨＰに掲載することによ

り、バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する優れた取組を広く

情報提供し、普及・啓発を行っていく。 

＜予算要求＞ 

バリアフリーデザインの推進・普及を図るため、平成 29 年度概

算要求（５百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：４百万円）。

8



27 

【政策 13施策 7】 

交通安全対策の

総合的推進 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

広報啓発事業等交通安全対策に資する施策を効果的に推進するた

め、平成 29 年度概算要求（92 百万円）を行った（平成 29 年度予算

案額：83 百万円）。 

＜事業の改善＞ 

・ 若い年代を中心に交通安全意識が低い傾向にあることから、

春・秋の全国交通安全運動をはじめとする広報啓発事業を一層推

進し、安全思想の高揚を図った。 

・ 高齢者に係る事故が多いことから、高齢者の事故防止対策とし

て、各地域の交通安全リーダー等に対する啓発活動を推進するな

ど、地域において必要な交通安全に資する事業の推進を支援する

地域提案型交通安全支援事業を推進した。 

28 

【政策 13施策 9】 

自殺対策の総合

的推進 

目標達

成 

その他

(注 1) 

平成２８年４月に厚生労働省へ移管 

29 

【政策 14施策 1】 

男女共同参画に

関する普及・啓発 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（41 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：40 百万円）。 

政策評価結果を踏まえ、平成 29 年度概算要求においては、「男性

の家事・育児等参加応援事業」については積算の見直しによる経費

削減を図る一方で、事業の拡大のために必要な予算の増額要求を行

った。「男女共同参画白書作成経費」についても必要な予算の増額要

求を行った。また、他の経費に計上されていた「女性が輝く先進企

業経費」を普及啓発経費の各種表彰経費に統合することにした。 

 

＜その他＞ 

平成 28 年度実施施策より総合評価方式による政策評価を行うこと

としている。 

30 

【政策 14施策 2】 

男女共同参画を

促進するための

地方公共団体・民

間団体等との連

携 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

 地方公共団体・民間団体等の取組を支援・促進するとともに、こ

れらの主体における男女共同参画社会の形成に向けた総合的かつ実

践的な取組が展開されるよう促すため、事業の見直しを図り、平成

29 年度概算要求（43 百万円）を行った。（平成 29 年度予算案額：41

百万円） 

 

＜その他＞ 

 平成 28 年度実施施策より総合評価方式による政策評価を行うこ

ととしている。 

31 
【政策 14施策 3】 

国際交流・国際協

相当程

度進展

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

9



力の促進 あり 男女共同参画に係る国際交流・国際協力の促進のため、平成 29 年度

概算要求（107 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：104 百万

円）。 

 

＜その他＞ 

 平成 28 年度実施施策より総合評価方式による政策評価を行うこと

としている。 

32 

【政策 14施策 4】 

女性に対する暴

力の根絶に向け

た取組 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

調査研究や性犯罪・性暴力被害者支援の取組促進のために必要な予

算を重点的に要求する一方、より効率的・効果的な研修を実施するた

め、必要な経費と削減可能な経費を精査し、平成 29 年度概算要求（353

百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：236 百万円）。 

 

＜その他＞ 

 平成 28 年度実施施策より総合評価方式による政策評価を行うこと

としている。 

33 

【政策 14施策 5】 

女性の参画の拡

大に向けた取組 

目標達

成 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

 男女共同参画社会の形成の促進に係る、様々な分野における女性の

参画拡大をさらに推進するため、平成 29 年度概算要求（64 百万円）

を行った（平成 29 年度予算案額：57 百万円） 

・「政策・方針決定過程への女性参画に資する情報提供経費」につい

ては、引き続き社会のあらゆる分野における女性の参画状況の把握

に努めるとともに、より効果的な情報提供を企図し、過去からの蓄

積データと最新の調査結果を用いて、その進捗状況について体系的

に整理し公表するために必要な予算を要求した。 

 

【廃止】 

・「女性の活躍促進に向けた『見える化』推進経費」 

企業等における女性の活躍促進事業については、平成 27 年 3 月より

有価証券報告書に役員の男女別人数及び女性比率の記載が義務付け

られたほか、28 年 4 月には「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律」が施行され、役員に占める女性の割合については民間事

業主が公表する情報の一つとして位置づけられたことから、本事業に

ついては平成 28 年度をもって終了することとした。 

 

＜その他＞ 

 施策の特性等を精査し、28 年度実施施策以降は総合評価方式によ

る政策評価を行うこととしている。 

34 

【政策 14施策 7】 

東日本大震災に

よる女性の悩み・

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

地元行政機関相談機能回復研修に重点を置く一方、相談体制を縮小
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暴力に関する相

談事業 

し、平成 29 年度概算要求（35 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：35 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

 達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証した上で、目標に対して全て達成できていたことも鑑み、測

定指標はそのままに、目標の設定を前年度より高くした。 

35 

【政策 15施策 1】 

食品健康影響評

価技術研究の推

進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

 信頼性の高い食品健康影響評価の効果的・効率的な実施を促進す

るため、国際的に重大かつ喫緊の課題である、食品摂取によるアレ

ルギーのリスク評価、薬剤耐性アクションプランを踏まえたリスク

評価、ヒ素等食品中の汚染物質のばく露量推定に係る有用性の高い

研究課題について新規に予算要求する一方、既存の研究事業につい

て経費を見直した。（平成 29 年度概算要求額：217 百万円）（平成 29

年度予算案：177 百万円） 

 

＜事務改善＞ 

研究事業総体としての目標の達成度合い、副次的成果等について

の評価（プログラム評価）を行うための指針を策定した。 

36 

【政策 15施策 2】 

食品安全の確保

に必要な総合的

施策の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

食品安全委員会が行うリスク評価等に係るリスクコミュニケーシ

ョンについて、食品安全に関する科学的根拠に基づく基礎知識の普

及啓発や情報発信、教育関係者とのリスクコミュニケーションの連

携強化、情報提供方法の多様化を図るために必要な予算を重点的に

要求する一方、子どもを中心とした普及啓発・情報発信の強化につ

いては経費を見直し、予算の重点化を行った。（平成 29 年度概算要

求額：46 百万円）（平成 29 年度予算案：28 百万円） 

 

＜事務改善＞ 

意見交換会において、食品健康影響評価の内容をより分かりやす

く伝えるために、地方公共団体とより一層の連携を図りながら、企

画、運営及び資料の作成を行い、参加者の理解を増進させた。 

37 

【政策 16施策 1】 

公益法人制度の

運営と認定・監督

等の実施 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・  利用者の問題意識を踏まえた電子申請システムの改修を行い、利

用者の利便性向上を図る 

・ 職員による立入検査を適切に実施することにより、適正な法人運

営の確保を図る 

ために必要な経費を要求。 

（平成 29 年度概算要求：590 百万円） 

（平成 29 年度予算案額：586 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

・ 公益法人に対する監督業務等を適切に実施するために、再任用職

員（平成 29 年度定員要求において１名措置）を要求。 
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＜税制改正要望＞ 

・ 公益法人の多様な収入源を確保するため、公益法人の寄附税制の

整備として、現物寄附へのみなし譲渡所得課税等に係る特例措置適

用の承認手続の簡素化を要望（平成 29 年度税制改正において措置） 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 平成 27 年度までの、公益法人の活動を支援するという政策目標

達成の指標として「HP「公益法人 information」へのアクセス数」

を設定していたが、HP のシステム改修が実施されることに伴い、測

定指標の見直し及び参考指標の追加を行った。 

38 

【政策 17施策 3】 

人材育成、能力開

発 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

経済社会活動についての経済理論等の研修実施及び政策研究を行う

人材育成のため、平成 29 年度概算要求（10 百万円）を行った（平

成 29 年度予算案額：10 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

27 年度をもって SNA 研修を終了したため、それに関する指標を削除

した。 

39 

【政策 18施策 1】 

迎賓施設の適切

な運営 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

観光立国の推進に資するよう、通年での一般公開を実施するため、

平成 29 年度概算要求（1,283 百万円）を行った。 

また、各国賓客の招待外交の表舞台に相応しい迎賓館としての施設

面・運営面の整備・充実を図るため、平成 29 年度概算要求（86 百

万円）を行った。 

（平成 29 年度予算案額：1,169 百万円） 

＜事務改善＞ 

迎賓館の通年での一般公開に対応するため、運営方法等を検討の上

赤坂迎賓館においては 4月から、京都迎賓館においては 7月から通

年での一般公開を開始した。 

＜制度改正＞ 

迎賓館の通年での一般公開のため、迎賓館の施設に係る参観料の徴

収に関する内閣府令（平成 28 年 4 月 19 日 内閣府令第三十八号）、

参観の対象となる施設及び参観の認められる年齢並びに参観料の額

を定める告示（平成 28 年 4 月 19 日 内閣府告示第百二十九号）等

を制定した。 

＜事前分析表の変更＞ 

迎賓館の通年での一般公開開始に伴い、平成 28 年度政策評価より当

該測定指標を新たに設定した。 

40 

【政策 20施策 2】 

子ども・子育て家

庭の生活安定化

等の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

家庭等における生活の安定と時代の社会を担う児童の健やかな成

長のため、児童を養育している者に児童手当の支給を行っている。

その認定請求を勧奨するため、国から自治体向けに広報資料の作成

やホームページへの掲載等を行い、また、自治体においては、出生

届提出の際に児童手当の認定請求の案内を行う等により、引き続

き、適切な支給を図る。 
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41 

【政策 23施策 1】 

民間人材登用等

の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

 官民人事交流及び早期退職募集制度の円滑な実施に寄与するた

め、引き続き現在の施策を推進する。 

（平成 29 年度概算要求：124 百万円、平成 29 年度予算案額：62 百

万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

官民人事交流制度等の周知及び理解等を目的とした説明会の効果

を図る観点から、説明会アンケートにおいて、交流の実施に前向き

な回答のあった出席者の割合を測定指標とすることとした。 

また、測定指標１、２ともに、これまでの実施状況を踏まえて、

平成 29 年度実施施策に係る事前分析表から目標値を変更することと

した。 

（注）1 事業実施主体の移行等により施策が終了したものである。 

   2 政策評価は毎年 10 月に実施しており、平成 28 年８月 31 日公表時点では政策評価が行われていない 

ため、その他としたものである。 

 

表 1－(3) 総合評価方式により評価を実施した政策（平成 28 年４月１日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の一般分野の政策を対象とする政策評価

（総合評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippansogo/cao.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
犯罪被害者等施策の総

合的推進 

評価結果

を踏ま

え、これ

までの取

組を引き

続き推進

した 

平成２８年４月に警察庁へ移管 

 

2 

子供・若者育成支援の総

合的推進（子ども・若者

ビジョン）（注） 

評価結果

を踏ま

え、これ

までの取

組を引き

続き推進

した 

【引き続き推進】  
 子ども・若者育成支援推進法に基づく大綱による施策について、

子ども若者育成支援推進本部の枠組みや、子供・若者白書の取りま

とめなどを活用するとともに、関係機関・団体の連携、ネットワー

クの構築を促進するための取組を地域の実情に応じた形で行うこと

などにより、一層効果的な子供・若者育成支援施策の総合的推進を

行った。なお、平成 28 年 2 月には、政策評価の結果等も踏まえ、新

たな「子供・若者育成支援推進大綱」を策定した。   

（注）平成 26 年度実施施策 
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表 1－（4） 租税特別措置等を対象として評価を実施した施策（平成 28 年８月 31 日公表）   

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/cao.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
特定非営利活動法人に係

る税制上の特例措置 

取組を引

き続き推

進 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、特定非営利活動法人に係る税制上の特例につい

ては、引き続き、租税特別措置法上に存置されている。 
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公正取引委員会 





表 3 公正取引委員会における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

  該当する政策なし 

2 事後評価 

表 3－(1) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年８月 31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（公正取引委員会の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/jftc.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【施策 1-1】 

独占禁止法違反

行為に対する措

置等 企業結合

の迅速かつ的確

な審査 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

政策評価結果を踏まえ，平成 29年度概算要求において，迅速かつ

的確な企業結合審査を行い，一定の取引分野における競争を実質的に

制限することとなる企業結合を防止するために必要な経費（10,444

千円）を要求した（平成 29年度予算案：10,444千円）。 

また，平成 29年度事前分析表において，測定指標の内容を変更し

た。 

2 

【施策 1-2】 

独占禁止法違反

行為に対する措

置等 独占禁止

法違反行為に対

する厳正な対処 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

政策評価結果を踏まえ，平成 29年度概算要求において，独占禁止

法に違反するカルテル，入札談合，不公正な取引方法等に厳正に対処

するとともに酒類，石油製品及び家庭用電気製品の小売業に係る不当

廉売事件について迅速に対処し，これらを排除するために必要な経費

（250,160千円）を要求した（平成 29年度予算案：244,544千円）。 

また，政策評価結果を踏まえ，平成 29年度機構・定員要求におい

て，厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用のための体制整備とし

て，６人の増員を要求した。 

平成 29年度事前分析表において，測定指標の内容を変更した。 

3 

【施策 2-2】 

下請法違反行為

に対する措置等 

下請法の的確な

運用 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

政策評価結果を踏まえ，平成 29年度概算要求において，書面調査

等による情報収集，下請法違反行為に対する迅速かつ的確な措置，下

請法に係る講習会などによる下請法の普及・啓発を行うために必要な

経費（216,777千円）を要求した（平成 29年度予算案：198,694千円）。 

また，政策評価結果を踏まえ，平成 29年度機構・定員要求におい

て，中小企業に不当に不利益を与える行為の取締り強化のための体制

整備として，上席下請取引検査官１人の増設及び６人の増員を要求し

た。 

表 3－(2) 総合評価方式により評価を実施した政策（平成 28年８月 31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（公正取引委員会の一般分野の政策を対象とする政

策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippansogo/jftc.html）参照
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№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
消費税の円滑かつ適正

な転嫁の確保 

目標達成

に向けて

順調に進

捗した 

【引き続き推進】 

政策評価結果を踏まえ，平成 29年度概算要求において，転嫁拒否

行為の未然防止のための取組の推進，転嫁拒否行為に対する迅速かつ

適正な対処並びに転嫁カルテル及び表示カルテルの届出の受付，事業

者からの相談等のために必要な経費（1,199,911千円）を要求した（平

成 29年度予算案：1,115,791千円）。 
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国家公安委員会・警察庁 





表 4 警察庁における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 4－(1)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28年 10月 26日公表）  

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（警察庁の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/npa.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
教習用貨物自動車を取得した場合の

特別償却又は税額の特別控除 

自動車教習所業を営む中小企業者等が、専ら自動車の運転に関す

る技能の教習の用に供するために取得した貨物自動車で車両総重量

が 3.5トン以上のもの（以下「教習用貨物自動車」という。）を取得

した場合に、初年度 30％の特別償却又は７％の税額控除を受けるこ

とができるよう、教習用貨物自動車を特別償却等の対象資産とする

平成 29年度税制改正要望を行い、対象車両及び措置内容等の見直し

を行った上で、所要の改正が盛り込まれた。 

2 事後評価 

表 4－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年７月 14日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（警察庁の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/npa_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【基本目標 1 業

績目標 1】 

総合的な犯罪抑

止対策の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 総合的な犯罪抑止対策のため、必要な経費を予算措置した。

・防犯ボランティアフォーラムの開催に要する経費

平成 29年度概算要求（11百万円）

（平成 29年度予算案額：11百万円）

・女性・子供を犯罪から守るための施策に要する経費

平成 29年度概算要求（７百万円）

（平成 29年度予算案額：７百万円）

・高齢者犯罪被害防止対策の推進に要する経費

平成 29年度概算要求（52百万円）

（平成 29年度予算案額：52百万円）

・ストーカー事案の加害者に関する精神医学的・心理学的アプ

ローチに係る地域精神科医療等との連携に要する経費

平成 29年度概算要求（15百万円）

（平成 29年度予算案額：15百万円）

・非行少年を生まない社会づくりの推進に要する経費

平成 29年度概算要求（53百万円）

（平成 29年度予算案額：53百万円）
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・人身取引事犯に係るコンタクトポイント連絡会議の開催に要

する経費 

  平成 29年度概算要求（２百万円） 

（平成 29年度予算案額：２百万円） 

・保安警察関係執務資料の作成に要する経費

平成 29年度概算要求（２百万円）

（平成 29年度予算案額：２百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・児童の性的搾取等に係る対策に関する総合調整事務が国家公安

委員会に移管されたことに伴う同対策の推進のための機構（性的

搾取等対策官（仮称））の新設を要求し、容認された。 

・ストーカー対策等の強化のための警察庁職員を増員要求し、容

認された。 

・人身安全関連事案対策の強化のための地方警察官を増員要求

し、容認された（No.4と同じ）。 

＜事前分析表の変更＞ 

 評価結果を踏まえ、新たな参考指標及び達成手段を設定すること

とした。 

2 

【基本目標 1 業

績目標 2】 

地域警察官によ

る街頭活動及び

初動警察活動の

強化 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化のため、必

要な経費を予算措置した。

・地域警察官の安全確保・執行力強化のための各種資機材の整備

に要する経費

平成29年度概算要求（544百万円）

（平成29年度予算案額:544百万円）

○ 平成 29年度地方財政計画において、交番相談員の導入に必要

な経費が容認された。 

3 

【基本目標 1 業

績目標 3】 

悪質商法等の防

止及び環境破壊

等の防止 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 経済犯罪等の取締りの推進による良好な経済活動等の確保の

ため、必要な経費を予算措置した。

・生活経済事犯関係執務資料に要する経費

平成29年度概算要求（１百万円）

（平成29年度予算案額：１百万円）

○ 環境事犯の取締りの推進による環境破壊等の防止のため、必要

な経費を予算措置した。

・環境犯罪対策（重機借上費）に要する経費

平成29年度概算要求（９百万円）

（平成29年度予算案額：９百万円）

・生活経済事犯関係執務資料（上記と同じ）に要する経費

 平成29年度概算要求（１百万円） 

（平成29年度予算案額：１百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

・悪質商法等の防止のための警察庁職員を増員要求し、容認され

た。

4 
【基本目標 2 業

績目標 1】 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上を図るため、必要な経費を
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重要犯罪・重要窃

盗犯の検挙向上 

予算措置した。 

・適正な死体取扱業務の推進に要する経費

平成 29年度概算要求：2,828百万円

 （平成 29年度予算案額：2,828 百万円） 

・ＤＮＡ型鑑定の推進に要する経費（No.７と同じ）

平成29年度概算要求：3,440百万円

（平成29年度予算案額：3,362百万円）

・自動車ナンバー自動読取システムの支障移転に要する経費

平成 29年度概算要求(25百万円)

（平成 29年度予算案額：25百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・人身安全関連事案対策の強化のための地方警察官を増員要求

し、容認された（No.1と同じ）。 

5 

【基本目標 2 業

績目標 2】 

政治・行政・経済

の構造的不正の

追及の強化 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

○ 政治・行政をめぐる構造的不正事案や経済的不正事案の検挙に

向けて、各都道府県警察に対して、組織を挙げた端緒情報の収集・

分析、内偵捜査の着実な実施、捜査幹部の指揮能力の向上等を引

き続き指導することとした。 

6 

【基本目標 2 業

績目標 3】 

振り込め詐欺を

始めとする特殊

詐欺の捜査活動

及び予防活動の

強化 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の捜査活動及び予防活動

の強化を図るため、必要な経費を予算措置した。

・特殊詐欺に係る警告電話事業の実施に要する経費

平成29年度概算要求（53百万円）

（平成29年度予算案額：53百万円）

・特殊詐欺捜査用資機材借上に要する経費

平成29年度概算要求（37百万円）

（平成29年度予算案額：37百万円）

・広域知能犯捜査センター借上に要する経費

平成29年度概算要求（57百万円）

（平成29年度予算案額：57百万円）

・特殊詐欺助長犯罪に対する市民協力の確保に要する経費

平成29年度概算要求（2百万円）

（平成29年度予算案額：2百万円）

・特殊詐欺事件に係る効率的捜査の更なる推進に要する経費

平成 29年度概算要求(37百万円)

（平成 29年度予算案額：37百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・特殊詐欺対策の強化のための警察庁職員を増員要求し、容認され

た。 

・特殊詐欺対策の強化のための地方警察官を増員要求し、容認さ

れた（No.9と同じ）。 

＜事前分析表の変更＞ 

評価結果を踏まえ、業績指標の一部を変更するとともに新たな参

考指標を設定することとした。 

7 
【基本目標 2 業

績目標 4】 

相当程

度進展

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 科学技術を活用した捜査の更なる推進を図るため、必要な経費を
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科学技術を活用

した捜査の更な

る推進 

あり 予算措置した。 

・ＤＮＡ型鑑定の推進に要する経費（No.4と同じ）

平成29年度概算要求：3,440百万円

（平成29年度予算案額：3,362百万円）

・第一線警察における科学捜査力の強化に要する経費

平成29年度概算要求：1,901百万円

（平成29年度予算案額：674百万円）

・危険ドラッグ対策に要する経費

平成29年度概算要求：244百万円

（平成29年度予算案額：240百万円）

・デジタルフォレンジック用資機材の増強等に要する経費

（No.18と同じ）

平成 29年度概算要求（102百万円）

（平成 29年度予算案額：101百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・サイバー空間の脅威への対処能力の強化のための警察庁職員を

増員要求し、容認された。（No.18と同じ） 

＜事前分析表の変更＞ 

評価結果を踏まえ、新たな参考指標を設定することとした。 

8 

【基本目標 2 業

績目標 5】 

被疑者取調べの

適正化の更なる

推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 被疑者取調べの適正化の更なる推進を図るため、必要な経費

を予算措置した。 

平成 29年度概算要求（11百万円） 

 （平成 29年度予算案額：11百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

評価結果を踏まえ、業績指標を変更するとともに、新たな参考指

標を設定することとした。 

9 

【基本目標 3 業

績目標 1】 

暴力団等犯罪組

織の存立基盤の

弱体化 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 総合的な暴力団対策の推進や危険ドラッグを含む総合的な薬物事

犯対策の推進のため、必要な経費を予算措置した。

平成29年度概算要求（353百万円） 

（平成29年度予算案額：353百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

・暴力団対策の強化のための警察庁職員を増員要求し、容認された。 

・特殊詐欺対策の強化のための地方警察官を増員要求し、容認され

た（No.6と同じ）。

10 

【基本目標 3 業

績目標 2】 

国際組織犯罪対

策の強化 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 国際組織犯罪対策の推進のため、必要な経費を予算措置した。

平成29年度概算要求（1,492百万円）

（平成29年度予算案額：1,381百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・国際組織犯罪対策の強化のための警察庁職員を増員要求し、容認

された。

11 

【基本目標 4 業

績目標 1】 

歩行者・自転車利

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜事前分析表の変更＞ 

評価結果を踏まえ、新たな達成手段を設定することとした。 
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用者の安全確保 

12 

【基本目標 4 業

績目標 2】 

運転者対策の推

進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為の取締りの強化のた

め、必要な経費を予算措置した。 

  平成 29年度概算要求：220百万円 

  （平成 29年度予算案額：220百万円） 

○ 平成 27年改正道路交通法の円滑な施行による高齢運転者対策

の強化のため、必要な経費を予算措置した。 

平成 29年度概算要求：95百万円 

  （平成 29年度予算案額：95百万円） 

○ 平成 29年度地方財政計画において、高齢運転者等支援補助に

必要な経費が容認された。 

＜事前分析表の変更＞ 

評価結果を踏まえ、新たな達成手段を設定することとした。 

13 

【基本目標 4 業

績目標 3】 

道路交通環境の

整備 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 道路交通環境の整備を推進するため、特定交通安全施設等の

整備事業に必要な経費を予算措置した。 

平成 29年度概算要求：18,696百万円 

（平成 29年度予算案額：17,556百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

 評価結果を踏まえ、達成手段を変更するとともに、新たな業績指

標及び参考指標を設定することとした。 

14 

【基本目標 5 業

績目標 1】 

重大テロ事案等

を含む警備犯罪

への的確な対処 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 重大テロ事案等の予防鎮圧を推進するため、必要な経費を予算

措置した。

・各種違法行為に対処するための採証・解析能力の強化に要する

経費

平成29年度概算要求（６百万円） 

（平成29年度予算案額：６百万円） 

・テロに対処するための捜査能力の強化に要する経費

平成29年度概算要求（４百万円）

（平成29年度予算案額：４百万円）

・重大テロ等対策用資機材の整備等に要する経費

平成29年度概算要求（553百万円）

（平成29年度予算案額：553百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・国際テロ対策の強化のための警察庁職員を増員要求し、容認され

た（No.16と同じ）。

・我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するための事態対処能

力の強化のための地方警察官を増員要求し、容認された（No.16と

同じ）。

15 

【基本目標 5 業

績目標 2】 

大規模自然災害

等の重大事案へ

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 大規模自然災害等の重大事案に的確に対処するため、必要な経

費を予算措置した。

・大規模災害対策の推進等に要する経費

平成29年度概算要求(812百万円)

21



の的確な対処 （平成29年度予算案額：742百万円） 

16 

【基本目標 5 業

績目標 3】 

対日有害活動、国

際テロ等の未然

防止及びこれら

事案への的確な

対処 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 国内外における情報収集・分析機能の強化により国際テロ等

を未然に防止し、また、これらの事案に的確に対処するため、

必要な経費を予算措置した。 

・インターネット・オシントセンターの運用に要する経費

平成 29年度概算要求（88百万円）

（平成 29年度予算案額：88百万円）

・査証審査の厳格化及び迅速化の実現に必要なシステム改修に

要する経費 

平成 29年度概算要求（９百万円） 

（平成 29年度予算案額：９百万円） 

・国際テロ対策に係る人材育成強化に要する経費

平成 29年度概算要求（30百万円）

（平成 29年度予算案額：26百万円）

・ＩＮＷＧ開催に要する経費

平成 29年度概算要求（10百万円）

（平成 29年度予算案額：10百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・国際テロ対策の強化のための警察庁職員を増員要求し、容認さ

れた（No.14と同じ）。 

・我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するための事態対処能

力の強化のための地方警察官を増員要求し、容認された（No.14と

同じ）。 

17 

【基本目標 6 業

績目標 1】 

犯罪被害者等に

対する経済的支

援・精神的支援等

総合的な支援の

充実 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ 犯罪被害者等に対する経済的支援・精神的支援等の総合的な

支援の充実を図るため、必要な経費を予算措置した。 

・犯罪被害者等給付金

平成 29年度概算要求（1,116百万円）

（平成 29年度予算案額：1,116百万円）

・犯罪被害者等に対するカウンセリングの充実に要する経費

平成 29年度概算要求（59百万円）

（平成 29年度予算案額：59百万円）

・民間被害者支援団体等との連携の推進に要する経費

平成 29年度概算要求（257百万円）

（平成 29年度予算案額：257百万円）

・犯罪被害者に対する公費負担制度の運用に要する経費

平成 29年度概算要求（174百万円）

（平成 29年度予算案額：174百万円）

＜事前分析表の変更＞ 

 評価結果を踏まえ、業績指標の一部を変更するとともに、新た

に参考指標を設定することとした。 
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18 

【基本目標 7 業

績目標 1】 

情報セキュリテ

ィの確保とネッ

トワーク利用犯

罪等サイバー犯

罪の抑止 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

○ サイバー犯罪の取締り、サイバー攻撃対策等を推進するた

め、必要な経費を予算措置した。 

・サイバーセキュリティ対策に係る人材育成基盤の整備に要す

る経費 

平成 29年度概算要求（868百万円） 

（平成 29年度予算案額：868百万円） 

・サイバーセキュリティ対策に係る警察学校における教養に要

する経費 

平成 29年度概算要求（149百万円） 

（平成 29年度予算案額：149百万円） 

・民間事業者等の知見を活用した試験問題作成に要する経費

平成 29年度概算要求（22百万円）

（平成 29年度予算案額：22百万円）

・サイバー犯罪対策用資機材の充実に要する経費

平成 29年度概算要求（29百万円）

（平成 29年度予算案額：23百万円）

・デジタルフォレンジック用資機材の増強等に要する経費

（No.7 と同じ） 

平成 29年度概算要求（102百万円） 

（平成 29年度予算案額：101百万円） 

・サイバーテロ対策用資機材の増強等に要する経費

平成 29年度概算要求（411百万円）

（平成 29年度予算案額：411百万円）

・サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおける研究

及び研修の実施に要する経費 

 平成 29年度概算要求（11百万円） 

（平成 29年度予算案額：11百万円） 

・サイバー犯罪対策に係る国際連携に要する経費

平成 29年度概算要求（295千円）

（平成 29年度予算案額：295千円）

・最新の技術情報の国際的な共有の促進に要する経費

平成 29年度概算要求（9百万円）

（平成 29年度予算案額：9百万円）

○ 平成 29年度地方財政計画において、サイバー防犯ボランティ

アが行う犯罪抑止活動への支援に要する経費が容認された。

○ 平成 29年度地方財政計画において、サイバー犯罪対策テクニ

カルアドバイザーの導入に要する経費が容認された。

＜機構・定員要求＞ 

○ サイバー空間の脅威への対処能力の強化のための警察庁職員

を増員要求し、容認された。 

＜事前分析表の変更＞ 
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評価結果を踏まえ、業績目標、業績指標及び達成手段を変更す

るとともに、新たな参考指標を設定することとした。 
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個人情報保護委員会 





表 5 個人情報保護委員会における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 5－(1)  規制を対象として評価を実施した政策（平成 28年８月２日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（個人情報保護委員会の規制を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/ppc.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 個人識別符号に関する規定の整備 

＜法令改正＞ 

個人識別符号、要配慮個人情報及び個人情報データベース等から除外

されるものに関する規定の整備等を内容とする「個人情報の保護に関

する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の

整備及び経過措置に関する政令（平成 28 年政令第 324 号）」を平成

28年 10月５日に公布した。（平成 29年５月 30日施行）。 

2 要配慮個人情報に関する規定の整備 

＜法令改正＞ 

個人識別符号、要配慮個人情報及び個人情報データベース等から除外

されるものに関する規定の整備等を内容とする「個人情報の保護に関

する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の

整備及び経過措置に関する政令（平成 28年政令第 324号）」を平成

28年 10月５日に公布した（平成 29年５月 30日施行）。 

3 
個人情報データベース等から除外さ

れるものに関する規定の整備 

＜法令改正＞ 

個人識別符号、要配慮個人情報及び個人情報データベース等から除外

されるものに関する規定の整備等を内容とする「個人情報の保護に関

する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の

整備及び経過措置に関する政令（平成 28年政令第 324号）」を平成

28年 10月５日に公布した（平成 29年５月 30日施行）。 
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2 事後評価 

表 5－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年９月７日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（個人情報保護委員会の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kojin_h28.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【施策 1】 

特定個人情報の

取扱いに関する

監視・監督 

目標達

成 

引き続

き推進 

特定個人情報の監視・監督について、行政機関等に対する定期的な

検査に関する委員会規則及び地方公共団体等による定期的な報告に

関する委員会規則を制定し、監視・監督体制を整備した。 

また、特定個人情報の更なる適正な取扱いを確保するため、地方公

共団体の特定個人情報の事務担当者に対して、特定個人情報の取扱い

に関する留意点について説明を行うとともに、委員会ウェブサイトに

おいて、マイナンバーを取り扱う際の基本的な注意点等を掲載するな

ど、特定個人情報の取扱いについて情報を広く発信した。 

評価結果を踏まえ、マイナンバーに係るシステムセキュリティ対策

の強化のため、２名の定員要求を実施した。 

2 

【施策 2】 

特定個人情報保

護評価制度の適

切な運用 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価実施機関による保護評価の適正な実施が図れるよう、引き続

き、評価書の承認・確認やマイナンバー保護評価 Webの円滑な運用等

を適切に実施することとした。 

3 

【施策 3】 

個人情報の保護

及び利活用に関

する施策の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

施策については、改正個人情報保護法の全面施行に向けて、個人情

報の保護と利活用に対する一層の取り組みを実施することとする。 

測定指標については新規に「改正個人情報保護法の円滑な施行」等

の指標を設定し、ガイドライン等の策定等の進捗状況（実績）を把握・

分析する。 

評価結果を踏まえ、更なる体制強化及び広報活動の充実を図るた

め、平成 29年度概算要求において 234百万円を要求した。 

また、個人情報の利活用に係る企画・立案体制の整備のため、参事

官１名の他、５名の定員要求を実施した。 

4 

【施策 4】 

所掌事務に係る

広報・啓発・国際

協力 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

広報・啓発については、改正個人情報保護法の全面施行に向けて、

個人情報の有用性に配慮しつつ、その適正な取扱いを確保するため、

個人情報の保護に対する一層の広報に取り組むこととする。 

国際協力については、引き続き各国との情報交換と番号制度や個人

情報保護を取り巻く最新の国際情勢の把握に取り組むとともに、関係

機関との更なる協力関係の構築を図ることとする。 

評価結果を踏まえ、中小規模事業者に対する周知・徹底、国際的な

協力関係の構築のため、平成 29年度概算要求において 194.8百万円

を要求した。 

また、個人情報保護法改正に係る国際協力構築に向けた体制の整備

のため、参事官１名の他、１名の定員要求を実施した。 
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表 6 金融庁における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表）   

 

1 事前評価   

     

表 6－(1)  規制を対象として評価を実施した政策（平成 28 年４月６日、７月７日、12 月 28 日、平成 29 年１月 27 日、３

月２日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（金融庁の規制を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/fsa.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
法人顧客を相手方とする店頭ＦＸ取

引に係る証拠金規制 

・ 規制の事前評価及びパブリックコメントの結果を踏まえ、「金融

商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令等」が

公布・施行された（平成 28 年６月公布、平成 29 年２月施行）。 

2 
信用協同組合連合会による国等に対

する員外貸付制限の見直し 

・ 規制の事前評価及びパブリックコメントの結果を踏まえ、「中小

企業等協同組合法施行令の一部を改正する政令」が公布・施行さ

れた（平成 28 年９月公布・施行）。 

3 

キャッシュ・マネジメントの高度化

等に係る貸付けに係る貸金業規制の

適用の見直し（２件） 

・ 規制の事前評価を踏まえ、「貸金業法施行令の一部を改正する政

令」が公布・施行された（平成 29 年３月公布・４月施行）。 

4 

信用金庫、信用協同組合及び労働金

庫の国立大学法人及び大学共同利用

機関法人に対する員外貸付制限の見

直し 

・ 規制の事前評価を踏まえ、「信用金庫法施行令の一部を改正する

政令等」が公布・施行された（平成 29 年３月公布・施行）。 

5 
電子決済等代行業に係る制度整備

（２件） 

・ 規制の事前評価の結果を踏まえ、「銀行法等の一部を改正する法

律案」を国会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

6 
上場会社による公平な情報開示に関

するルールの整備 

・ 規制の事前評価の結果を踏まえ、「金融商品取引法の一部を改正

する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

7 株式等の高速取引への対応（２件） 

・ 規制の事前評価の結果を踏まえ、「金融商品取引法の一部を改正

する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

8 
取引所グループの業務範囲の柔軟化

（３件） 

・ 規制の事前評価の結果を踏まえ、「金融商品取引法の一部を改正

する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

（注）表中の（ ）の件数は、評価対象とした規制の新設又は改廃に係る政策において、発生する効果と負担

の関係を分析するのに適した評価の単位を計上 
 
表 6－（2） 租税特別措置等を対象として評価を実施した施策（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（金融庁の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/fsa.html）参照 
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№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
協同組織金融機関に係る一括評価

金銭債権の割増特例措置の恒久化 

・ 租税特別措置等に係る政策評価の結果を踏まえ、協同組織金融機

関に係る一括評価金銭債権の割増特例措置の恒久化について税制改

正要望（28 年８月）を行った結果、平成 29 年度税制改正大綱（28

年 12 月）において、協同組織金融機関等に係る一括評価金銭債権

の割増特例措置について、割増率を 10％（現行：12％）に引き下

げた上、その適用期限を２年延長とすることが盛り込まれた。 

2 
投資法人に係る税制優遇措置の延

長及び拡充 

・ 租税特別措置等に係る政策評価の結果を踏まえ、投資法人に係る

税制優遇措置の延長及び拡充について税制改正要望（28 年８月）

を行った結果、平成 29 年度税制改正大綱（28 年 12 月）におい

て、投資法人に係る課税の特例における再生可能エネルギー発電設

備の取得期限を３年延長することが盛り込まれた。 

3 
銀行等保有株式取得機構に係る資

本割の特例措置 

・ 租税特別措置等に係る政策評価の結果を踏まえ、銀行等保有株式

取得機構に係る法人事業税（資本割）の特例措置の延長について税

制改正要望（28 年８月）を行った結果、平成 29 年度税制改正大綱

（28 年 12 月）において、銀行等保有株式取得機構に係る法人事業

税（資本割）の特例措置の適用期限を３年延長することが盛り込ま

れた。 

4 
投資信託等に係る二重課税調整措

置の見直し 

・ 租税特別措置等に係る政策評価の結果を踏まえ、投資信託等に係

る二重課税調整措置の見直しについて税制改正要望（平成 28 年８

月）を行った。 

5 
企業年金等の積立金に対する特別

法人税の撤廃 

・ 租税特別措置等に係る政策評価の結果を踏まえ、企業年金等の積

立金に対する特別法人税の撤廃について税制改正要望（28 年８

月）を行った結果、平成 29 年度税制改正大綱（28 年 12 月）にお

いて、企業年金等の積立金に対する特別法人税の停止措置の適用期

限を３年延長することが盛り込まれた。 

 

 

2 事後評価     

     

表 6－(3) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（金融庁の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/fsa_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【基本政策 1施

策 1－1】 

金融機関の健全

性を確保するた

めの制度・環境

整備 

目標達

成 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「金融機関等検査旅費」、「金融検査に関する

広報経費」、「モニタリング支援情報整備・活用経費」、「リスク計

測参照モデル関係経費」、「デジタルフォレンジック関連システム

経費」、「自己資本比率規制の国内実施に係る必要な経費」、「金融

機能強化法に基づく資本増強の審査等に必要な経費」及び「金融
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分野のサイバーセキュリティ対策向上に必要な経費」の平成 29 年

度予算要求（420 百万円）を行い、政府予算案に計上（383 百万

円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、平成 29 年度機構・定員要求において以下の

要求を行った。 

○ 財務局検査に対する支援強化のため、課長補佐 1名、係長 1

名の定員要求を行った。 

○ 地域銀行の金融機能強化のための体制整備のため、課長補佐

１名、係長１名の定員要求（時限延長）を行った。 

○ 協同組織金融機関の金融機能強化のための体制整備のため、

課長補佐１名、係長１名の定員要求（時限延長）を行った。 

○ 保険会社の財務基準高度化に係る体制整備のため、保険財務

会計管理官１名、係長１名の定員要求を行った。 

＜法令・制度の整備・改正＞ 

・ 評価結果を踏まえ、主に以下の法令等の整備・改正を実施し

た。 

○ 国内での少子高齢化や潜在成長力の低下といった構造要因

や、世界経済での需要の低下、成長の減速リスクの存在などと

いった、金融・経済情勢の変化に対応し、金融機関等が金融仲

介機能を安定的に発揮していくため、国の資本参加の申請期限

を５年間延長する法律の改正を行った。（28 年 12 月）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（国際的な議論を踏まえた国内制

度整備）の見直しを行い、新たな測定指標（保険会社に係る資

産・負債の経済価値ベースによる評価・監督手法に関する目標）

を設定した。 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（金融行政の質的向上に向けての

取組み）は金融機関の健全性確保に限られるものではないため、

施策Ⅳ－３（金融サービスの提供者に対する事業環境の整備）の

測定指標に変更した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ オン・オフ（検査・監督）一体的なモニタリングの推進 

「平成 27 事務年度金融行政方針」に基づき実施したモニタリン

グを通じて得られた検証結果や課題のうち、金融システムの健

全性確保の項目であり、「金融システムや各セクターの動向に関

する分析、あるいは、各金融機関の優れた業務運営等の事項」

を「平成 27 事務年度金融レポート」において公表した。 

また、「平成 28 事務年度金融行政方針」の重点施策に掲げた
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事項について、監督局・検査局が緊密に連携しながら、各金融

機関の取組みの実態把握や深度ある対話などのモニタリングを

効果的・効率的に実施した。 

○ グローバルなシステム上重要な金融機関等に対する適切な監

督  

監督カレッジを含め、海外当局との会合や電話会議の実施を

通じて、グローバルに活動する我が国の金融機関の経営実態や

リスク管理に係る情報を共有するとともに、海外当局における

監督実務のベスト・プラクティス等について情報収集に努め

た。 

○ 効果的なモニタリング実施のための諸施策 

リアルタイムモニタリングに必要な情報収集の機動性を高め

るため、情報の一元的な格納や、ユーザーフレンドリーなシス

テムの構築の検討を進めた。 

また、既存のデータ徴求の改善のため、庁内での議論や外部

ヒアリングを通じて、データクレンジング体制の整備や徴求デ

ータの所在の共有等に取り組んだ。 

 ○ 大規模証券会社グループに対するモニタリング 

「平成 28 事務年度金融行政方針」の重点施策に基づき、リスク

リターン及びコスト分析、国内外拠点におけるヒアリング、社

外取締役や経営陣との深度ある対話等を通じて、ビジネスモデ

ルの持続可能性や顧客の立場に立った業務運営等の経営実態を

適時・的確に把握し、継続的に向上を促した。 

○ 国際的な議論を踏まえた国内制度の整備 

保険会社に係る資産・負債の経済価値ベースによる評価・監

督手法を検討するため、国際的な議論も踏まえ、全保険会社に

対する影響度調査を実施し（28 年６月）、当該調査結果の概要

を公表した（29 年３月）。 

 ○ 金融機能強化法の適切な運用 

金融機関に対して、金融機能強化法の活用の検討を促すとと

もに、１金融機関に対して、同法に基づく資本参加を実施した

（28 年 12 月）。 

また、同法に基づき国が資本参加を行った金融機関の経営強

化計画等について、履行状況報告を公表した（28 年９月、29 年

３月）。 

さらに、同法に基づく資本参加金融機関の新しい経営強化計

画等を公表した（28 年９月）。 

 

2 

【基本政策 1施

策 1－2】 

我が国金融シス

テムの安定性を

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「金融危機管理経費」の平成 29 年度予算要

求（10 百万円）を行い、政府予算案に計上（10 百万円）された。 

＜その他の反映状況＞ 
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確保するための

制度・環境整備 

・ 評価結果を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 預金保険機構と連携した金融機関に対する検査・監督を通じ 

て、名寄せデータの整備状況等を引き続き検証し、改善を促し

た。 

 

3 

【基本政策 1施

策 1－3】 

金融システムの

安定性を確保す

るための経済・

市場全体にかか

るリスクの把握

と行政対応 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 「平成 28 事務年度金融行政方針」において、「経済・市場に係 

る各種計数の収集・分析、国内外の市場参加者やアナリスト等

との意見交換、グローバルに活動する金融機関の役員等の責任

者からの貸出・運用動向をはじめとしたビジネス動向のヒアリ

ングを通じて、マクロ経済・市場動向や市場参加者の動向等に

ついて精緻かつリアルタイムに把握し、金融システムの潜在的

リスクをフォワードルッキングに分析していく」こととした。 

○ これを踏まえつつ、庁内関係部署間の更なる連携強化を図っ

た 上で、内外の市場動向やマクロ経済情勢、金融機関の動向

等について、経済統計や金融機関から新たに徴求したデータや

ビジネス動向に関する資料等を活用したより深度ある分析を実

施するとともに、エコノミスト・アナリスト等の幅広い有識者

からより高い頻度でヒアリング等を行った。これらを通じて把

握したリスク等を基に金融機関へのモニタリングを実施するこ

とによって、金融システムの安定性確保に貢献した。 

○ 金融システム・金融市場を巡る諸情勢について意見交換を行

う こと等を目的として金融庁長官と日本銀行副総裁を含むメ

ンバーからなる「金融庁・日本銀行連絡会」を定期的に開催す

るなど、引き続き関係機関との連携にも取り組んだ。 

 

4 

【基本政策 2施

策 2－1】 

利用者が安心し

て金融サービス

を受けられるた

めの制度・環境

整備 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「貸金業者情報検索サービス経費」、「貸金業

務取扱主任者登録に必要な経費」、「金融分野における裁判外紛争処

理制度改善経費」及び「貸金業法に係る制度・多重債務者対策に関

する広報経費」の平成29年度予算要求（18百万円）を行い、政府予

算案に計上（17百万円）された。 

＜事前分析表の変更＞ 

・  評価結果を踏まえ、測定指標（証券・金融商品あっせん相談セ

ンター等における苦情件数、振り込め詐欺救済法に基づく被害者へ

の返金申請の状況、法令違反行為等が認められた適格機関投資家等

特例業務届出者に対する適切な対応）を見直し、新たな測定指標（総

務省関東行政評価局開設の東京総合行政相談所での相談会の実施、

金融庁・財務局開催のシンポジウムにおける相談会の実施、振り込
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め詐欺救済法に基づく被害者への返金の状況、法令違反行為等が認

められた適格機関投資家等特例業務届出者に対する適切な対応及

び行政処分等の勧告の実施状況）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成27事務年度金融レポー

ト」（28年９月）や「平成28事務年度金融行政方針」（28年10月）を

踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 保険会社や保険募集人における改正保険業法施行後の対応状

況等を確認するため、28年10月から12月までの間、保険代理店（全

100店）に対するヒアリングを実施し、その結果を公表した。 

○ 金融ＡＤＲ（裁判外紛争解決）制度の着実な実施

金融トラブル連絡調整協議会を２回開催（28年６月、29年２月）

し、各指定紛争解決機関の業務実施状況やトラブルの未然防止の

ためのフィードバック等について議論を行った。 

○ 多重債務者のための相談等の枠組みの整備

１ 「多重債務者相談強化キャンペーン2016」を実施し、全国各 

地で消費者向け及び事業者向けの無料相談会の開催等の取組 

みを行った（28年９月～12月）。 

２ 都道府県別に、消費者向け及び事業者向けの相談窓口を記載 

したリーフレット82万枚、ポスター６万枚を作成し、関係機関 

等に配布した。 

３ 「多重債務者相談の手引き」の普及・活用の促進も含め、自 

治体の職員及び相談員等を対象として、各財務局において自治 

体の人材育成の支援のための研修を実施した。 

○ 振り込め詐欺救済法の円滑な運用等

１ 28年４月から29年３月までの間、振り込め詐欺救済法に基づ 

く返金制度及び犯罪被害者等支援事業についてインターネッ 

トに掲載し、広く一般国民に向けて周知を行った。

２ 28年９月、政府広報において、被害回復分配金の支払手続等

について政府広報番組「霞が関からお知らせします」を放送し

た。 

３ 28年９月、政府広報において、被害回復分配金の支払手続等

について音声広報ＣＤ「明日への声」を発行した。 

○ 振り込め詐欺への的確な対応及び不正口座利用に関する金融

機関等への情報提供 

１  平成28事務年度金融行政方針において、「振り込め詐欺等へ

の対応」を重点施策と定めており、金融機関における不正利用

口座の利用停止等の対応状況を検証した。 

２  預金口座の不正利用防止のため、不正口座利用に関する金融

機関等への情報提供を行うとともに、広く一般に預金口座の不

正利用問題に対する注意喚起の観点から、引き続き、情報提供

件数等を四半期毎に当庁ウェブサイトにおいて公表した。 
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○ 偽造キャッシュカード等による被害の防止等のための対策の

強化・フォローアップ 

１  偽造キャッシュカードやインターネットバンキング不正送

金被害等に対する注意喚起の観点から、引き続き、被害発生状

況及び金融機関による補償状況を四半期毎に当庁ウェブサイ

トにおいて公表した。 

２  金融犯罪被害を減らすため、金融機関に対して各種セキュリ

ティ対策等の向上を促す観点から、偽造キャッシュカードやイ

ンターネットバンキング等に係るセキュリティ対策の導入状

況についてアンケート調査を実施し、その結果について当庁ウ

ェブサイトにおいて公表予定。 

３  特に、被害が高水準で推移しているインターネットバンキ

ング不正送金被害については、平成 28 事務年度金融行政方針

において、「インターネット等を利用した非対面取引の安全対

策・不正送金への対応」を重点施策と定めており、金融機関

におけるセキュリティ対策等の取組み状況について検証する

とともに、セキュリティ対策向上のため、金融機関の取組み

を促した。 

○ 無登録業者等による違反行為等及び被害の防止等のための取

組み 

無登録で金融商品取引業を行っていた者 60 先、虚偽告知や顧

客資産の流用等の法令違反等が認められた適格機関投資家等特

例業務届出者 13 先に対して、警告書を発出するとともに、これ

らの業者等について、社名等を公表した。加えて、裁判所への

申立てを 1件実施した。 

○ 28 年３月施行の 27 年改正金融商品取引法を踏まえた適格機

関投資家等特例業務届出者への対応 

１ 法改正により当局に行政処分権限が付与されたことを踏ま

え、連絡が取れないこと、法施行後６か月以内に提出が必要

な届出書の未提出及び投資家保護上の問題等を理由として、

適格機関投資家等特例業務届出者 513 者に対して、行政処分

を実施した。 

２ 当庁ウェブサイトにおいて、29 年 3 月、適格機関投資家等

特例業務届出者の届出事項の公衆縦覧を開始した。 

３ 適格機関投資家等特例業務について、27 年改正金融商品取

引法の改正内容の周知や投資家への注意喚起を行うため、27

年度実施した以下の広報を継続した。 

― プロ向けファンドを悪用した投資勧誘に注意することを

呼び掛ける政府広報「投資詐欺にご注意を」（27 年 10 月掲

載） 

― 新しい制度の内容を案内する当庁ウェブサイト専用ペー

ジ「適格機関投資家等特例業務等を行うみなさまへ」（28
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年２月掲載） 

 

5 

【基本政策 2施

策 2－2】 

資金の借り手が

真に必要な金融

サービスを受け

られるための制

度・環境整備 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「関係機関等との連携強化に必要な経費」、

「自然災害による被災者の債務整理支援に必要な経費」、「地域金

融機関による事業性評価に基づく融資・コンサルティング機能の

発揮状況等に関する調査・研究」及び「金融仲介機能の改善に向

けた検討会議の開催経費」の平成 29 年度予算要求（142 百万円

※）を行い、政府予算案に計上（130 百万円※）された。 

 ※復興庁所管において一括計上された分を含む。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、平成 29 年度機構・定員要求において以下の

要求を行った。 

○ 地域銀行の金融機能強化のための体制整備のため、課長補佐

１名、係長１名の定員要求（時限延長）を行った。 

○ 協同組織金融機関の金融機能強化のための体制整備のため、

課長補佐１名、係長１名の定員要求（時限延長）を行った。 

＜法令・制度の整備・改正＞ 

・ 評価結果を踏まえ、主に以下の法令等の整備・改正を実施し

た。 

○ 国内での少子高齢化や潜在成長力の低下といった構造要因

や、 世界経済での需要の低下、成長の減速リスクの存在など

といった、金融・経済情勢の変化に対応し、金融機関等が金融

仲介機能を安定的に発揮していくため、国の資本参加の申請期

限を５年間延長する法律の改正を行った（28 年 12 月）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、新たな測定指標（自然災害被災者債務整理

ガイドラインの運用支援）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 外部有識者により構成される「金融仲介の改善に向けた検討

会議」において、融資先企業へのヒアリングや金融機関へのモ

ニタリング等を通じて得られた事実を踏まえ、金融仲介のある

べき姿等について議論を行い（28 年４月、５月、６月、11 月、

29 年２月）、その内容等を地域金融機関のモニタリングに活用

した。 

○ 金融機関における金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価で

きる多様な指標（「金融仲介機能のベンチマーク」）を策定・公

表した（28 年９月）。 

○ 取引先金融機関に対する顧客企業の評価を把握するため、融
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資先企業へのアンケート調査を実施した。 

○ 年末（28 年 12 月）、年度末（29 年 2 月）に、金融担当大臣等

から金融機関団体の代表者等に対し、中小企業等に対する金融

の円滑化について直接要請するとともに、要請文を発出した。 

○ 各財務（支）局等において、地域密着型金融の取組みに関す

る知見・ノウハウの共有化等を目的に｢金融仲介の質の向上に向

けたシンポジウム｣を開催した（29 年３月）。 

○ 「経営者保証に関するガイドライン」について、ガイドライ

ンを融資慣行として浸透・定着させるため、政府広報等による

周知（29 年２月）や、民間金融機関におけるガイドラインの活

用実績の集計結果の公表（28 年６月、29 年１月）を行った。 

また、業界団体との意見交換会において、平成 28 事務年度金

融行政方針」に基づき、金融機関におけるガイドラインの活用

実績の開示を促すとともに、ガイドラインの活用を積極的に進

めている金融機関の組織的な取組みを紹介した（29 年１～３

月）。 

さらに、金融機関等により広く実践されることが望ましい取

組みを取りまとめた参考事例集の改訂版を公表した（29 年４

月）。 

 ○ 平成 28 年 4 月から適用開始した「自然災害による被災者の債

務整理に関するガイドライン」が、平成 28 年熊本地震をはじめ

とする自然災害の被災者により活用されるよう、マスメディア

による広報を含め、その運用支援や制度周知を行うとともに、

金融機関に対して、同ガイドラインの利用に係る相談に適切に

応じることや周知広報を要請した。 

○ 金融機能強化法の適切な運用 

金融機関に対して、金融機能強化法の活用の検討を促すとと

もに、１金融機関に対して、同法に基づく資本参加を実施した

（28 年 12 月）。 

また、同法に基づき国の資本参加を行った金融機関の経営強

化計画等について、履行状況報告を公表した（28 年９月、29 年

３月）。 

さらに、同法に基づく資本参加金融機関の新しい経営強化計

画等を公表した（28 年９月）。 
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【基本政策 2施

策 2－3】 

資産形成を行う

者が真に必要な

金融サービスを

受けられるため

の制度・環境整

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・  評価結果を踏まえ、「金融税制調査等経費」及び「ＮＩＳＡに関

する広報等経費」の平成 29 年度予算要求（27 百万円）を行い、政

府予算案に計上（24 百万円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、国民の金融リテラシー向上に向けた施策

（金融・投資教育）等の推進のための体制整備のため、平成 29 年
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備 度機構・定員要求において、参事官（１名）、室長（１名）、課長

補佐（１名）を要求した。（№14 及び№16 と同じ） 

＜事前分析表の変更＞ 

・  評価結果を踏まえ、測定指標（金融審議会金融分科会報告「新

しい保険商品・サービス及び募集ルールのあり方について」の提言

内容を踏まえた「保険業法等の一部を改正する法律」の施行に向け

た取組みの進捗状況、金融機関の投信窓販等に関する横断的な検証

状況）を見直し、新たな測定指標（金融審議会「市場ワーキング・

グループ」における検討状況、投資運用業者におけるガバナンス状

況に加え販売会社における販売体制についての検証状況）を設定し

た。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 少額からの積立・分散投資の促進のためのＮＩＳＡ（少額投

資非課税制度）の改善について税制改正要望（28 年８月）を行

った結果、平成 29 年度税制改正大綱（28 年 12 月）において、 

１ 積立・分散投資に適した一定の投資信託に対して定期かつ

継続的な方法で投資を行う「積立ＮＩＳＡ」を創設（年間投

資上限額 40 万円、非課税期間 20 年。現行のＮＩＳＡとは選

択適用）する 

２ 非課税口座に設けられた非課税管理勘定に、他の年分の非

課税管理勘定又は未成年者口座に設けられた非課税管理勘定

から移管がされる上場株式等については、その移管により非

課税管理勘定に受け入れる上場株式等の価額（払出し時の金

額）の上限額を撤廃する 

ことが盛り込まれ、これを反映した「所得税法等の一部を改

正する法律案」が国会提出された（29 年２月提出、同年３月成

立）。 

○ ＮＩＳＡの周知、広報活動の実施について 

制度の正しい理解や投資家の金融リテラシー向上を図りつ

つ、制度を着実に普及・定着させるため、積極的な広報に努め

ることとし、制度の概要や趣旨等を政府広報オンラインやＮＩ

ＳＡ特設ウェブサイト等において引き続き公表した。 

   また、広報の機会として、日本経済新聞社「資産形成応援プ

ロジェクト」の一環として開催された「ＮＩＳＡの日特別セミ

ナー」を後援したほか、新聞・雑誌等による取材、セミナー等

における後援依頼に随時対応した。 

○ 平成 27 事務年度金融行政方針に基づき実施したモニタリング

を通じて得られた金融機関の投資商品に関する販売姿勢等の検

証結果や課題について、平成 28 事務年度金融レポートの中で、
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「金融機関の顧客本位の業務運営を巡る課題と今後の対応策」と

して取りまとめた。 

また、平成 28 事務年度金融行政方針において、「金融機関等に

よる『顧客本位の業務運営』（フィデューシャリー・デューティ

ー）の確立と定着」を重点施策の一つとして設定し、海外におけ

る金融商品の運用・販売時の取組状況を参照しつつ、金融機関と

の対話を通じて、金融機関が真に顧客のために行動しているか実

態把握を行った。 
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【基本政策 3施

策 3－1】 

市場インフラの

構築のための制

度・環境整備  

目標達

成 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・  評価結果を踏まえ、「店頭デリバティブ取引情報の蓄積・分析シ

ステム経費」及び「有価証券報告書等電子開示システム整備経費」

の平成29年度予算要求（902百万円）を行い、政府予算案に計上（649

百万円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、EDINETの情報セキュリティ確保のための体制

整備のため、平成29年度機構・定員要求において、課長補佐１名、

係長１名の要求を行った。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（店頭デリバティブ取引の決済の安

定性・透明性の向上に向けた制度の整備状況、国債取引等の証券決

済・清算態勢の強化に向けた取組み状況及び国際的な議論に則した

清算機関等の制度整備状況、我が国における中央清算された円利ス

ワップ取引（想定元本ベース）の割合）を見直し、新たな測定指標

（中央清算されない店頭デリバティブ取引にかかる証拠金規制の

整備状況、証券決済期間の短縮化に向けた取組み状況）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成27事務年度金融レポー

ト」（28年９月）や「平成28事務年度金融行政方針」（28年10月）を

踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

 ○ 証券決済リスク削減等に向けて、日本証券業協会ワーキング・

グループ等を通じて、決済期間短縮化に向けた市場関係者の取組

みを促すとともに、取組状況について金融庁のウェブサイトにお

いて公表した。（28 年 7 月） 

○ 近年の標的型攻撃といった新たなセキュリティ侵害の増加傾

向を踏まえ、EDINET においては、セキュリティレベルの更なる向

上を図り、以ってより一層の安定運用を行うことを目的として、

情報セキュリティ対策機能強化のため、システム対応及びハード

ウェアの全面更改（３月完了）を実施した。 
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【基本政策 3施

策 3－2】 

相当程

度進展

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「コーポレートガバナンスの更なる推進に係
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市場機能の強化

のための制度・

環境整備 

あり る事業費」の平成29年度予算要求（18百万円）を行い、政府予算案

に計上（18百万円）された。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（26 年５月に改正された金融商品取

引法及びそれに基づく関係政令及び内閣府令等の制度整備に係る

進捗状況、不動産投資市場活性化に向けた取組に係る検討状況、「日

本版スチュワードシップ・コード」（26 年２月 26 日策定）及び「コ

ーポレートガバナンス・コード」（27 年６月１日適用開始）の定着

に向けた取組みの実施状況）を見直し、新たな測定指標（新規・成

長企業へのリスクマネーの供給促進に向けた取組みの実施状況、不

動産投資市場の持続的な成長の実現に向けた取組みに係る進捗状

況、上場企業のコーポレートガバナンスの実効性の向上を促す取組

みの状況）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポー

ト」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10 月）

を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

 ○ 「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・

コードのフォローアップ会議」において、28 年２月より、企業と

機関投資家との間の建設的な対話について議論を行い、「機関投

資家による実効的なスチュワードシップ活動のあり方」と題する

意見書を公表した（28 年 11 月）。意見書においては、スチュワー

ドシップ・コードの見直しが提言されたことから、29 年 1 月よ

り、「スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」にお

いて改訂に向けた議論を実施し 29 年３月に、同コード改訂案を

取りまとめ、パブリックコメント手続を開始した。 
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【基本政策 3施

策 3－3】 

市場取引の公正

性・透明性を確

保するための制

度・環境整備 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「企業財務諸制度調査等経費」、「証券取引等

監視委員会一般事務費」、「証券取引等監視経費」、「デジタルフォレ

ンジック関連システム経費」、「インターネット巡回監視システム運

用経費」、「情報収集・分析態勢強化経費」及び「課徴金制度関係経

費」の平成29年度予算要求（273 百万円）を行い、政府予算案に計

上（244百万円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、平成29年度機構・定員要求において、国際的

な動きを踏まえた不公正取引に対する市場監視の強化等のため、統

括審査官１名、主任証券取引審査官１名、証券取引審査官１名、開

示情報専門官１名の要求を、アルゴリズムを用いた高速な取引への

対応に係る体制整備のため、企画官１名、課長補佐１名の要求を行

った。 

＜事前分析表の変更＞ 
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・ 評価結果を踏まえ、測定指標（ＩＦＲＳ任意適用の拡大促進）の

見直しを行い、新たな測定指標（我が国において使用される会計基

準の品質向上）を設定した。また、新たな測定指標（マクロ経済情

報の収集・分析を踏まえたフォワードルッキングな観点からの市場

監視/根本原因の的確な追究・評価/市場関係者との対話・認識の共

有のプロアクティブな実施）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成28事務年度金融行政方

針」（28年10月）や証券取引等監視委員会が策定した「証券取引等

監視委員会 中期活動方針（第９期）」（29年１月）を踏まえ、主に以

下の取組みを実施した。 

○ 内外環境を踏まえた情報力の強化 

従来の事後チェック型の市場監視にとどまらず、大規模上場会

社の経営環境の変化等に伴う潜在的リスク等に着目した市場監

視を行ったことに加え、国内外の経済情勢等の影響を受けやすい

業種・企業に係る情報収集・分析を行い、検査・調査に活用する

など、市場環境のマクロ的な視点での分析等によるフォワード・

ルッキングな市場監視を行うため、新たに市場モニタリング室を

設置した。また、主要証券会社やアナリスト等にヒアリングを実

施するなど、マクロ経済状況や市場動向等を広く収集・分析し、

業務に活用した。 加えて、海外当局との信頼関係の醸成に努め、

連携に基づき得られた有益な情報について、市場監視に活用し

た。 

○ 迅速かつ効率的な検査・調査の実施 

   国内外の不公正取引等の個別事案がより大型化・複雑化してい

る中で、アルゴリズム注文を誘引した相場操縦事案について課徴

金勧告を行うなど、課徴金制度を積極的に活用し、不公正取引等

に対する検査・調査を迅速かつ効率的に行った。 

クロスボーダー取引による違反行為に対しては、国際的な情報

交換の枠組み等を積極的に活用し、28 年度においては、韓国、

米国、香港当局の協力を得て、課徴金勧告を行った。 

法令違反行為のうち重大で悪質なものについては、犯則調査の

権限を行使し、捜査・訴追当局等の関係機関とも連携のうえ、厳

正に対応した。 

○ 深度ある分析の実施と市場規律強化に向けた取組み 

市場規律の強化に向けた取組みとして、検査・調査を通じて把

握した、経営・内部管理態勢等を含めた問題点について、その根

本原因の的確な追究を行った。 

個別事案における検査・調査で明らかになった問題や市場横断

的な課題について、再発防止や未然防止等の観点から、必要に応

じて自主規制機関等との定期的な意見交換会において議論を実

施するなど、行政処分や刑事告発等の一定の「出口」にとらわれ
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ずに、監視手法の多面的・複線的活用を進め、感度を一層高めた

情報収集・分析を行うとともに、対応を要する問題にタイムリー

に取り組んだ。 

事案の意義、内容及び問題点を明確にした、具体的で分かりや

すい情報の発信を行うとともに、昨年度に続き、地方で委員会を

開催するなど、効果的な情報発信に努めた。 

○ 市場監視におけるＩＴ技術の更なる活用 

市場におけるＩＴ やＡＩ（人工知能）技術の進展を含めた市

場の構造的変化に対応するため、金融技術の動向や他の規制当

局・法執行機関におけるＩＴ 技術の導入状況等について、国内

外の金融機関やＩＴ企業等の有識者にヒアリングを実施するな

ど、現行の市場監視システムにおけるＩＴ 技術の更なる活用（Ｒ

ｅｇＴｅｃｈ）について検討を行った。 

○ 自主規制機関等との連携 

従前より実施している、自主規制機関等との定期的な意見交換

会において、よりフォワードルッキングなテーマ（リスクとして

認識している分野等）について議論を実施するなど、これまで以

上に情報や問題意識をタイムリーに共有し、自主規制機関との更

なる連携強化を行ったことに加え、市場の公正性・透明性確保に

関連する関係機関との連携の拡大を通じて、市場監視機能の強化

に向けた取組みを行った。 
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【基本政策 3施

策 3－4】 

市場仲介機能が

適切に発揮され

るための制度・

環境整備 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「検査等一般事務費」の平成 29 年度予算要

求（25 百万円）を行い、政府予算案に計上（22 百万円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、平成 29 年度機構・定員要求において、事務

局次長１名の時限撤廃（恒久化）の要求を、財務局検査に対する

支援強化のため、課長補佐１名、係長１名の要求を、投資一任業

者等に対する検査の強化のため、証券検査官２名（時限延長）の

要求を行った。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 28 事務年度金融行政

方針」（28 年 10 月）や証券取引等監視委員会が策定した「証券取

引等監視委員会 中期活動方針（第９期）」（29 年１月）を踏ま

え、主に以下の取組みを実施した。 

○ 効果的・効率的なモニタリングの実施 

   全ての金融商品取引業者等に対してオンサイト・オフサイト

の一体的なモニタリングを行うこととし、業態、規模その他の

特性等を踏まえつつ、ビジネスモデルの分析、それを支えるガ

バナンスの有効性やリスク管理の適切性等に着目したリスクア

セスメントを実施した。 
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オフサイト・モニタリングの結果を踏まえて、リスクベース

でオンサイト・モニタリング先を選定し、オンサイト・モニタ

リングにおいては、金融商品取引業者等が取り扱う商品の内容

や取引スキームについて深度ある分析を行った上で業務運営の

適切性等について検証を進めた。 

○ 自主規制機関等との連携 

引き続き自主規制機関等と連携し、問題意識を共有すること

で証券モニタリングを効率的に進めたことに加え、証券監視委

による証券モニタリングと自主規制機関による監査・検査の役

割・連携について検討を行った。 
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【基本政策 3施

策 3－5】 

市場機能の発揮

の基盤となる会

計監査に関する

制度・環境整備 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「懲戒処分経費」、「課徴金制度関係経費」、「公

認会計士等検査経費」及び「試験実施経費」の平成29年度予算要求

（105百万円）を行い、政府予算案に計上（104百万円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、以下のとおり平成29年度機構・定員要求を行

った。 

○ 監査法人のガバナンス・コードの策定及び実施に向けた体制整

備：企画官１名、課長補佐１名 

○ 海外監査監督当局との協力・連携機能の充実・強化（ＩＦＩＡ

Ｒ）：係長１名 

○ 検査の実効性向上のための体制の整備(ガバナンスの検証、フ

ォローアップ検査の導入等）：統括検査官１名、公認会計士監査

検査官２名 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（監査基準等の整備に向けた取組み

状況）の見直し（適正な会計監査の確保のための態勢整備に向けた

取組みの実施）を行った。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成27事務年度金融レポー

ト」（28年９月）や「平成28事務年度金融行政方針」（28年10月）を

踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 監査法人の実効的な組織運営を後押しするため、「監査法人の

ガバナンス・コードに関する有識者検討会」を設置した。有識者

による議論等を踏まえ、29年３月に、「監査法人の組織的な運営

に関する原則」（監査法人のガバナンス・コード）を公表した。 

○ 監査法人のローテーション制度を導入した場合の実効性を確

保するための方策等について、欧州や米国の最近の動向を踏まえ

た深度ある調査・分析を行うため、海外調査等を実施した。 

○ 「監査事務所等モニタリング基本方針 -より実効性のある監査

の実施のために-」（平成28年５月13日）、「平成28事務年度監査事
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務所等モニタリング基本計画」（平成28年７月14日）を策定・公

表し、大手監査法人に対して、ガバナンス等経営管理態勢、業務

管理態勢に一層重点を置いた検証や通常検査の翌年にフォロー

アップ検査を実施する等、監査法人等に対する的確な検査を実施

した。（28年度検査件数10件）。 

○ 平成28年４月、フランス会計監査役高等評議会と監査監督上の

協力に関する書簡の交換を行った。また、平成29 年４月のIFIAR

常設事務局開設と東京での本会合開催、その後の円滑な運営に向

け、金融庁として必要な支援を行った。 
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【基本政策 4施

策 4－1】 

国際的な政策協

調・連携強化 

目標達

成 

改善・

見直し 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、平成 29 年度機構・定員要求において、以下

の要求を行った。 

 ○ 国際的な資金洗浄及びテロ資金供与対策に関する業務へ対応

するため、課長補佐１名、係長１名。 

 ○ 保険分野の国際資本基準（ＩＣＳ）の開発に従事する業務へ

対応するため、課長補佐１名。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果も踏まえ、達成すべき目標について、明確化を図る観

点から記載を見直し、「国際的な金融規制の策定等に関する議論等

における内外への発信、提案等を通じ、グローバル化した金融シ

ステムの安定と発展を確保し、我が国経済の持続的な成長、世界

経済の安定・発展に資すること」とした。また、測定指標などの

見直しを行った。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、以下の通り、金融規制に関する国際的な議論に積

極的に参画・貢献した。 

 ○ 金融危機以降の国際的な規制改革は、金融システムの強靭性

を高める上で一定の成果があったと考えられる。一方、改革の

全体像が概ね明らかとなったいま、例えば以下のような点につ

いても検証が必要と考えられる旨、国際コンファレンスの場な

どを活用して問題提起を行った。また、国際的な議論がこうし

た考え方を踏まえたものとなるよう努めた。 

  １ 規制が、経済の持続的成長と金融システムの安定を両立で

きるものとなっているか。 

  ２ 規制は、金融機関の規制回避行動を通じた歪みなどの形

で、想定外の副作用も生み出しうるところ、規制の複合的な

効果・影響についての検証が必要ではないか。 

 ○ Ｇ７伊勢志摩サミット（28 年５月）やＧ20 杭州サミット（28

年９月）においては、以下の通り、金融庁による考え方と整合
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的な内容を含む首脳宣言が採択された。 

  １ 「銀行セクターにおける資本賦課の全体水準を更に大きく

引き上げることなく」バーゼルⅢ（銀行の自己資本比率規

制）を最終化するためのバーゼル銀行監督委員会（ＢＣＢ

Ｓ）の作業を支持することが再確認された。 

  ２ 持続的な経済成長という目的との整合性を確保するため、

「重大で意図せざるいかなる影響にも対処すること」を含

め、「改革の実施と影響に対する監視を引き続き向上させる」

こととされた。 

 ○ 日本国内の実情や課題を踏まえて国際交渉を行うため、国内

規制・監督担当者と国際交渉担当者の連携を引き続き強化し

た。例えば、保険監督者国際機構（ＩＡＩＳ）が国際資本基準

（ＩＣＳ）に関する市中協議を行った際には、こうした内外一

体の検討を踏まえ、金融庁として提言を行った（28 年 10 月）。 

 ○ 金融庁職員が、国際会計基準（ＩＦＲＳ）財団モニタリン

グ・ボード議長や証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）アジア・

太平洋地域委員会議長、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）コーポ

レートガバナンス委員会議長、保険監督者国際機構（ＩＡＩ

Ｓ）執行委員会共同副議長、東アジア・オセアニア中央銀行役

員会議（ＥＭＥＡＰ）銀行監督ワーキング・グループ共同副議

長、取引主体識別子（ＬＥＩ）規制監視委員会副議長など、国

際会議の議長職・副議長職を務め、金融規制に関する国際的な

議論を主導した。 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、以下の通り、海外当局との連携強化等を行った。 

 ○ 28 年９月にインドの銀行監督当局、28 年 10 月及び 29 年３月

に米国の保険監督当局、28 年 11 月に台湾の一元（銀行・証券・

保険）監督当局との間で、それぞれ２当局間協議を開催した。 

 ○ 新たに、オーストラリア健全性規制庁（28 年８月）、米国ニ

ュージャージー州銀行・保険局（28 年 10 月）、イラン・イスラ

ム共和国中央銀行（29 年２月）、英国金融行為規制機構（29 年

３月）、シンガポール金融管理局（29 年３月）、フランス健全性

監督破綻処理機構（29 年３月）、ベルギー国立銀行（29 年３

月）との間で監督協力等（協力範囲の拡大を内容とするものを

含む）に係る書簡交換を行った。 

・ 評価結果を踏まえ、以下の通り、マネー・ローンダリング及び

テロ資金供与対策の国際的推進に積極的に貢献した。 

 ○ 日本は、金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）による第３次対日相

互審査（20 年）において、一部国際基準の遵守状況に関して改

善が必要と評価され、以来フォローアップ・プロセスに置かれ

てきた。これについて、関係省庁との連携のもとで対応を進
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め、併せてＦＡＴＦ加盟国の理解・支援を得るための取組みを

行った結果、28 年 10 月のＦＡＴＦ会合において、日本に対する

フォローアップ・プロセスの終了が採択された。 
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【基本政策 4施

策 4－2】 

アジア諸国をは

じめとする新興

国の金融・資本

市場の整備及び

金融業の一層の

開放に向けた政

策協調 

目標達

成 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「国際開発金融機関協力経費」、「新興市場国

等を対象にした金融行政研修に必要な経費」、「アジア等の金融イ

ンフラ整備支援等に関する事業に必要な経費」、「グローバル金融

連携センター経費」について、平成 29 年度予算要求（324 百万

円）を行い、政府予算案に計上（293 百万円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、平成 29 年度機構・定員要求において、総務

企画局参事官（国際連携・協力担当）の時限の撤廃（恒久化）の

要求を行った。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果も踏まえ、達成すべき目標について、明確化を図る観

点から記載を見直し、「アジア諸国をはじめとする新興国の金融・

資本市場の整備を促進することや、金融規制の緩和を促すことを

通じて、日本企業・金融機関の新興国における事業の拡大や新興

国の成長力基盤の強化を支援し、日本の金融・資本市場を新興国

とともに成長させる」とした。また、測定指標などの見直しを行

った。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、以下の通り、アジアの金融インフラ整備支援やア

ジア金融連携センターの運営などを行った。 

 ○ 日系金融機関等の意見も踏まえた上で、ミャンマーやインド

ネシア、タイ、ベトナム等に対する技術協力を継続した。具体

的には、例えば以下の取組みを行った。 

  １ ミャンマーに関しては、技術協力を受けて、28 年３月にヤ

ンゴン証券取引所（ＹＳＸ）において取引が開始されたとこ

ろ、引き続き、現地に長期派遣中の金融庁職員と連携しつ

つ、上場企業数の増加や不公正取引への対策のための取組み

を行った。 

  ２ インドネシアに関しては、28 年４月、インドネシア金融庁

（ＯＪＫ）と共催で、日系金融機関等に対して同国のイスラ

ム金融を紹介するためのセミナーを開催した。 

 ○ アジアを中心とする新興国の金融当局職員を招聘し、銀行・

証券・保険各分野における日本の規制や検査・監督上の取組み

を紹介する内容の研修を提供した（28 年８月（銀行分野）／同

11 月（保険分野）／29 年３月（証券分野））。 
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 ○ 日本も参加する「アジア地域ファンドパスポート」（アジア太

平洋経済協力（ＡＰＥＣ）加盟国のうち参加を表明した国が、

投資者保護上の要件を満たす投資信託等について、その相互販

売を容易にするための枠組み）に関して、運営管理等のために

設立された合同委員会の議長を金融庁職員が務めるなど、議論

を主導した。 

 ○ 28 年４月、「アジア金融連携センター」（26 年４月設置）を

「グローバル金融センター」に改組し、対象地域を全世界の新

興国に拡大した。同センターにおいて、新興国の金融当局職員

を研究員として招聘し、金融庁が提供する講義の受講や外部関

係機関（金融機関や研究所など）の訪問などを内容とするプロ

グラムを提供した。なお、同センターでは、研究員の帰国後

も、ニュースレターの定期送付や職員出張の機会を活用した面

談を実施するなど、ネットワークの維持・海外当局における知

日派の育成を着実に進めている。 

   同センターでは、26 年４月の設置以来、29 年３月までに 22

ヶ国から計 77 名の金融当局職員を受け入れた。 

 ○ 日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）や東アジア地域包括的経済連

携（ＲＣＥＰ）などの経済連携交渉について、金融庁として積

極的に交渉に参加・貢献した。 

   また、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に関して

は、28 年 12 月、臨時国会において「環太平洋パートナーシップ

協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律」（平成 28 年法

律第 108 号）が成立した。 

 

14 

【基本政策 4施

策 4－3】 

金融サービスの

提供者に対する

事業環境の整備 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「活力ある金融・資本市場の実現に資する調

査研究費」及び「英語発信力強化のための経費」の平成 29 年度予

算要求（63 百万円）を行い、政府予算案に計上（58 百万円）さ

れた。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、国民の金融リテラシー向上に向けた施策

（金融・投資教育）等の推進のための体制整備のため、平成 29 年

度機構・定員要求において、参事官（1名）、室長（1名）、課長補

佐（1名）を要求した。（№6及び№16 と同じ） 

・ また、活力ある金融・資本市場の実現に向けた戦略的な窓口機

能の強化（FinTech）のため、課長補佐（1名）を要求した。 

＜法令・制度の整備・改正＞ 

・ 評価結果を踏まえ、以下の関係法令等の整備を実施した。 

○ 決済高度化及び金融グループ法制の検討 

金融審議会の「決済業務等の高度化に関するワーキング・グ

ループ」及び「金融グループを巡る制度のあり方に関するワー

45



キング・グループ」の報告書の内容を踏まえ、「情報通信技術の

進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する

法律案」を国会に提出し、平成 28 年通常国会にて成立した（28 

年３月提出、５月成立、６月公布）。これを受け、銀行法施行令

等の所要の改正を実施した（平成 29 年３月公布・４月施行）。 

・ 加えて、金融・ＩＴ融合の動きへの戦略的対応を進める観点か

ら、利用者保護を確保しつつ、金融機関と FinTech 企業とのオー

プン・イノベーション（連携・協働による革新）を進めるため、

「銀行法等の一部を改正する法律案」を平成 29 年通常国会に提出

した（平成 29 年３月）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（金融機関等との意見交換の会合

（官 

民ラウンドテーブル等）の開催実績、「金融・資本市場活性化に向

けての提言」及び「金融・資本市場活性化に向けて重点的に取り

組むべき事項（提言）」等を踏まえた金融・資本市場活性化策の検

討作業、決済高度化及び金融グループ制度のあり方についての検

討状況）を見直し、新たな測定指標（金融サービスの提供者を対

象とした金融行政のあり方・アプローチの見直しの進捗状況、

FinTech の動きに対する制度面の対応）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 金融・資本市場活性化策の検討

「平成 28 事務年度金融行政方針」に基づき、「活力ある資本

市場と安定的な資産形成の実現、市場の公正性・透明性の確

保」等に向けて、 

（１）家計における長期・積立・分散投資の促進、

（２）金融機関等による顧客本位の業務運営（フィデューシャリ

ー・デューティー）の確立と定着、 

（３）機関投資家による投資先企業との建設的な対話の促進とそ

れを通じた企業価値の向上 

等の取組みを包括的に進めた。 

15 

【基本政策 4施

策 4－4】 

金融行政につい

ての情報発信の

強化 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果を踏まえ、以下の取組みを実施した。

○ 国民にとって重要と考えられる施策、あるいは関心が高い施

策については、記者向け説明を開催し、当庁の施策・考え方を

積極的に発信・説明する機会の充実に取り組んだほか、政府広

報の活用による施策の周知や注意喚起の促進などの取組みを行

った。 

○ また、英語ワンストップ窓口において、当庁宛の海外からの
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問い合わせを一元的に受け付け、迅速な回答に取り組んだほ

か、タイムリーな情報発信を行うため、新着情報の概要を英語

により作成し、週次で「FSA Weekly Review」として公表した。 

さらに、英語で発信すべき情報等を検討し、コンテンツの充

実 を図ったほか、重要な政策決定等については、発表資料の

概要を積極的に掲載するなどの取組みを行った。 
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【基本政策 4施

策 4－5】 

金融リテラシー

（知識・判断

力）の向上のた

めの環境整備 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「金融知識等普及施策のためのパンフレット

等作成経費」、「金融経済教育を考えるシンポジウム関係経費」及

び「金融知識普及施策奨励経費」等の平成 29 年度予算要求（52

百万円）を行い、政府予算案に計上（37 百万円）された。 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、国民の金融リテラシー向上に向けた施策

（金融・投資教育）等の推進のための体制整備のため、平成 29 年

度機構・定員要求において、参事官１名、室長１名、課長補佐１

名の要求を行った。（№6及び№14 と同じ） 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（国民の金融知識の状況・金融商

品の選択）の見直しを行い、新たな測定指標（最低限身に付ける

べき金融リテラシーの普及に向けた取組み）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果を踏まえ、以下の取組みを実施した。 

 ○ 大学生に対して、「金融リテラシー・マップ」（※）に基づい 

  た授業を関係団体と連携して８大学で実施した。さらに 29 年 

  度において取組みを拡大するため、大学に対して働きかけを行 

  った。 

  ※ 金融庁や関係団体から構成される金融経済教育推進会議 

   において、「最低限身に付けるべき金融リテラシー」の内容 

   を項目別・年齢層別に具体化・体系化したもの。27 年６月に 

   改定・公表。 

 ○ 金融取引の基礎知識をまとめたガイドブック「基礎から学べ 

  る金融ガイド」及び未公開株取引等に関するトラブル防止を解 

  説した「『未公開株』等被害にあわないためのガイドブック」、  

  リーフレット「最低限身に付けるべき金融リテラシー」を全国 

  の高校・大学・地方公共団体等へ配布した。 

○ 関係団体と連携しながら、一般の方々が金融トラブルに巻き 

 込まれないよう注意を促すことを目的として、「金融トラブル 

 から身を守るためのシンポジウム」を全国６箇所で開催した。 

○ 電子マネーに関する消費者被害の未然防止のため、啓発チラ

シ（「『プリペイドカードを買ってきて』は詐欺」）を全国の高校

へ配布したほか、政府広報を実施するなど様々な手段で注意喚
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起を行った。 
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【分野 1施策 1-

(1)】 

金融行政を担う

人材の確保と資

質の向上 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標を見直した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果のほか、金融庁が策定した「平成 27 事務年度金融レポ

ート」（28 年９月）や「平成 28 事務年度金融行政方針」（28 年 10

月）を踏まえ、主に以下の取組みを実施した。 

○ 職員のキャリアパスに係る希望や適性等に配慮しつつ、金融

行政の各専門分野において計画的な人事配置・人材育成を行う

との方針に基づき、専門性を意識した人事・任用や、能力・実

績主義に基づく公平・公正な人事を継続的に実施している。 

○ 人材育成方針の策定に向けた取組みの一環として、中長期的

なキャリアパスの希望や進路の悩み等について、職員と人事当

局が直接面談する機会を設けた。 

○ 「平成 28 事務年度金融行政方針」に基づき、人材育成文化の

醸成と職員の主体的な取組みを促すために、人材育成のための

人事評価制度の位置付けの明確化・職員への周知や、部下を持

つ職員を対象としたマネジメントに係る業績目標設定の必須化

等により、上司による職員の人材育成・マネジメント意識の向

上を図るとともに、困難な課題に主体的・積極的に取組む職員

を適切に評価するよう職員に周知するなど、人事評価の運用の

見直しを行った。 

○ 「平成 28 事務年度金融行政方針」に基づき、全職員を対象と

した組織活性化アンケートの結果を踏まえ、事務の効率化をは

じめ、テレワークの実施拡大、フレックスタイム制の活用を推

進するとともに、超過勤務の縮減やリフレッシュ休暇の取得促

進といった職場環境改革を進め、斬新な発想が湧き出るための

ワークライフバランスの実現に取り組んだ。 

○ 金融庁業務の国際性の涵養や専門性の習得を図るべく、国際

機関、海外監督当局、在外公館、海外の先進的な金融機関や、

民間企業、地方自治体、大学等への出向の拡大を図った。 

○ 高い専門的知識を有する人材を積極的に任用するとの方針に

基づき、金融機関をはじめとする金融実務経験者や弁護士・公

認会計士などの専門家を、官民人事交流法や任期付職員法を活

用して、年間を通じて積極的に採用した。 

○ 業務上のニーズを一層研修に反映させるよう、研修内容の検

証・見直しを行い、管理者に求められるマネジメント能力向上

のための研修や、ＩＴ・セキュリティ人材の育成に向けた情報

セキュリティマネジメント研修の新設など、研修内容の充実を

図った。 
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【分野 2施策 2-

(1)】

学術的成果の金

融行政への導

入・活用 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、「国際コンファレンス経費」、「金融研究会関

係経費」、「研究論文執筆関係経費」の平成 29 年度予算要求（10 百

万円）を行い、政府予算案に計上（10 百万円）された。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果を踏まえ、以下の取組みを実施した。

○ 研究成果の庁内へのフィードバック

28 年４月以降、研究官等による研究成果をまとめ、ウェブサ

イト上に掲載した６本のディスカッションペーパーについて、

研究者による論文発表や、庁内関係者からコメントを得ること

などを通じて、行政と研究者の交流を行った。 

○ 学術研究との架け橋となり、庁内外との相互交流の充実

１ 28 年５月にシンポジウム「日本及びアジアにおける地方創生

に貢献する金融業のあり方」（共催：神戸大学大学院経営学研究

科、京都大学経済研究所、大阪大学社会経済研究所、アジア開

発銀行研究所）を開催した。庁内幹部等がスピーカーとして発

表を行ったほか、研究者、金融機関関係者等 130 名を越える参

加者を得、活発な議論が展開された。 

２ 28 年４月以降、金融をはじめ様々な分野の実務家や研究者等

を講師とする、庁内職員が自由に参加できる勉強会（通称「金

曜ランチョン」）を、計 31 回（通算では 322 回）開催（職員の

参加者数は最大 115 名、平均 58 名。）。会議参加者と講演者が活

発な質疑応答を行った。 

３ 28 年４月以降、アカデミズム等の金融に関する有識者が最先

端の研究内容を発表し、職員等との議論を通じて金融行政・ア

カデミズムの両方に必要な新たな視点・論点を探求することを

目的とした勉強会（金融経済学勉強会）を庁内にて計 10 回開催

した。 
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【分野 3施策 3-

(1)】

金融行政におけ

る情報システム

の活用 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜機構・定員要求＞ 

・ 評価結果を踏まえ、庁内情報システムに係る情報セキュリティ

対策強化のための体制整備のため、平成 29 年度機構・定員要求に

おいて、情報セキュリティ分析専門官１名、係長１名の要求を行

った。 

＜事前分析表の変更＞ 

・ 評価結果を踏まえ、測定指標（「金融検査及び監督並びに証券取

引等監視等業務に関する業務・システム」の運用コストの削減）

を見直し、新たな測定指標（「金融庁ウェブサイトシステム」の運

用コストの削減）を設定した。 

＜その他の反映状況＞ 

・ 政府情報システム改革ロードマップに基づく改革（情報システ

ム数及びスタンドアロンコンピュータ台数の削減への取組み）を
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実施した。 

・ 情報セキュリティ対策の推進について、引き続き情報管理研修

及び情報セキュリティに関する各種規則の遵守状況に係る職員の

自己点検を実施した。 
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【分野 3施策 3-

(2)】

災害等発生時に

おける金融行政

の継続確保 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果を踏まえ、以下の取組みを実施した。

〇 政府防災訓練への参加に加え、業務継続計画の実効性を検

証・ 確認するため、職員の安否確認訓練、参集訓練及び金融

庁災害対策本部の設置・運営訓練などを実施した。また、一般

社団法人全国銀行協会と連携した訓練を実施した。 

さらに、新型インフルエンザ等の国内感染期における対応に

ついて、政府対策本部運営訓練と連携して、金融庁新型インフ

ルエンザ等対策本部幹事会の運営訓練等を実施した。

表 6－(4) 事業評価方式により評価を実施した政策（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（金融庁の一般分野の政策を対象とする政策評価

（事業評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/fsa.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
金融庁業務支援統合シ

ステムの開発
目標達成 

【引き続き推進】 

＜その他の反映状況＞ 

・ 評価結果を踏まえ、引き続き経費削減に努めていくほか、業務処

理時間の短縮を図っていく。
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消費者庁 





表 7 消費者庁における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

該当する政策なし

2 事後評価 

表 7－(1) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年８月 24日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（消費者庁の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/caa_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【施策（1）】 

消費者政策の企

画・立案・推進

及び調整 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・インターネット消費者取引に関する実態調査を実施するため、平

成 29年度概算要求（28百万円）を行った。（28年度予算額：28

百万円、29年度予算案額：14百万円）

・消費者被害・トラブル情報の新たな把握手法の調査を実施するた

め、平成 29年度概算要求（10百万円）を行った。（28年度予算

額：6百万円、29年度予算案額：10百万円）

・消費者財産被害事案への対応を継続的に推進するため、平成 29年

度概算要求（25百万円）を行った。（28年度予算額：28百万円、

29年度予算案額：25百万円）

・消費者行政の総合的調整対応を継続的に推進するため、平成 29年

度概算要求（11百万円）を行った。（28年度予算額：10百万円、

29年度予算案額：11百万円）

・消費者行政の国際化を継続的に推進するため、平成 29年度概算要

求（63百万円）を行った。（28年度予算額：63百万円、29年度予

算案額：71百万円）

＜事前分析表の変更＞ 

・新たな課題への対応をフォローアップするため、測定指標に「美

容医療サービスに関する消費生活相談件数」、「美容医療サービス

に関する注意喚起の回数」を追加。

・従来の消費者庁の主たる情報源である消費生活相談（主に電話相

談）の情報（ＰＩＯ-ＮＥＴ）では捕捉しづらい消費者被害・トラ

ブルの情報を迅速に把握し、消費者被害が拡大する前に的確な対

応につなげられるよう、ソーシャル・ネットワーキング・サービ

ス等のインターネット上の書き込み等の情報から消費者被害･トラ

ブルの状況を把握するための実用可能な手法を調査・検討するた

め、達成手段に「消費者政策関係情報調査経費」を追加。 
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＜その他の具体的取組＞ 

・「インターネット消費者取引連絡会」の開催（平成 28年 4月～平

成 29年 3月の期間に 4回開催）。 

・消費者政策担当課長会議を開催（平成 28年 12月）。

・消費者安全法に基づき、社名公表を伴う注意喚起を実施（平成 28

年 4月～平成 29年 3月の期間で注意喚起を 10件実施）。

・マイナンバー制度に便乗した不正な勧誘等について、消費者庁、

内閣府、警察庁、特定個人情報保護委員会、総務省及び国税庁の

連名で注意喚起を実施（平成 27年 10月公表、随時更新）。

・消費者庁、警察庁及び金融庁において、政府広報を通じた「高齢

者の消費者トラブル」未然防止に係る注意喚起を実施（平成 28年

12月）。

2 

【施策（2）】 

消費生活に関す

る制度の企画・

立案・推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・消費生活に関する制度の企画・立案・推進のため、平成 29年度概

算要求（43百万円）を行った。（28年度予算額：39百万円、29年

度予算案額：43百万円）

・公益通報者保護の推進のため、平成 29年度概算要求（57百万

円）を行った。（28年度予算額：28百万円、29年度予算案額：57

百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・公益通報者保護の推進のため、平成 29年度機構・定員要求におい

て増員（係長クラス 1名）を要求。

＜事前分析表の変更＞ 

平成 28年 7月 15日政策評価有識者委員会での有識者の指摘（測

定指標は目標に対してより直結するものとすべき）を踏まえ、測定

指標を以下のように変更した。 

・消費者団体訴訟制度の円滑な運用のための環境がどの程度整備さ

れているかを示す指標に、「適格消費者団体の認定件数」、「特定適

格消費者団体の認定件数」を追加。

・公益通報者保護制度に基づく通報が行われる環境がどの程度整備

されているかを示す指標に、「労務提供先の設置する内部通報窓口

を信頼している労働者の割合」を追加。

＜その他の具体的取組＞ 

・消費者団体訴訟制度においては、平成28年10月に施行された消費者

裁判手続特例法に基づき、これまでの差止請求に加え、被害回復を

請求することが可能となった。この被害回復制度の円滑な運用に資

するため、特定適格消費者団体が申立てをする仮差押えの担保を国

民生活センターが立てる仕組みを整備する「独立行政法人国民生活
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センター法等の一部を改正する法律案」を平成29年３月３日に国会

に提出。 

・消費者契約法の見直しについて、内閣総理大臣から内閣府消費者委

員会に対して行った諮問に対する答申が平成28年1月にされた。同

答申を踏まえ、消費者庁において「消費者契約法の一部を改正する

法律」を平成28年3月に国会に提出し、平成28年６月に成立したと

ころ、上述の答申において今後の検討課題として引き続き検討を行

うべきとされている論点については、内閣府消費者委員会において

消費者契約法専門調査会が再開（平成28年９月７日）され、消費者

契約に係る裁判例や消費生活相談事例等の更なる調査・分析を踏ま

えた検討がされていることから、審議の状況等を踏まえつつ必要な

措置を検討。 

・「公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会」において事

業者や行政機関の取組を促進する方策や通報者保護の要件・効果

等について検討し、報告書を公表（平成 28年３月第１次報告書、

平成 28年 12月最終報告書）。これらの報告書に基づき、関係ガイ

ドラインの改正を実施（平成 28年 12月民間事業者向けガイドラ

イン、平成 29年３月行政機関向けガイドライン）。

3 

【施策（3）】 

個人情報保護に

関する施策の推

進 

目標達

成 

その他

（注） 

本事業は、個人情報保護委員会に移管し実施されることとなった

（平成 28年１月）ため、今後は、個人情報保護委員会において事業

を実施していく。 

4 

【施策（4）】 

消費者に対する

教育・普及啓発

の企画・立案・

推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・消費者に対する教育・普及啓発の企画・立案・推進経費につい

て、平成 29年度概算要求（57百万円）を行った。（28年度予算

額：36百万円、29年度予算案額：47百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・消費者教育行政において、強いリーダーシップを発揮するために

平成 29年度機構・定員要求において消費者教育推進室長の設置を

要求。

・環境や被災地の復興、開発途上国の労働者の生活改善等社会的課

題に配慮した商品・サービスの消費についての関心の高まりを踏

まえ、「エシカル消費」（地域の活性化や雇用なども含む、人や環

境に配慮した消費行動）の推進のため、平成 29年度機構・定員要

求において倫理的消費推進係（課長補佐クラス 1名、係長クラス

1名）を要求。

・成年年齢引下げの議論等の社会情勢等の変化への対応が求められ

ていること、平成 30年度に「消費者教育の推進に関する基本方針」

（平成 25年 6月閣議決定）の見直しを予定していることを踏まえ、

平成 29 年度機構・定員要求において社会情勢の変化に対応するた

めに必要な消費者教育の現状の把握・分析や、体系的な消費者教育
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の研究・立案、地域の先進的取組の調査等の業務を担う消費者教育

推進第 1係（課長補佐クラス 1名、係長クラス 1名）を要求。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・政策評価の結果を踏まえ、消費者教育推進のための先進事例の把

握状況をより詳細かつ定量的にフォローアップするため、測定指

標に「消費者教育推進会議の開催回数」のほか、「先進事例のヒア

リング状況（ヒアリング箇所数）」を追加。 

・消費者教育に使用される教材等の整備、家庭における消費者教育

の推進、及び事業者・事業者団体による消費者教育の推進に係る

測定指標をいずれも「消費者教育ポータルサイトにおける情報提

供の状況」と表していたところ、より適切な指標へと変更した

（更新件数から掲載件数へ変更）。 

 

＜その他の具体的取組＞ 

・第 2期消費者教育推進会議（平成 27年 7月～）において、①「消

費者教育の推進に関する基本的な方針」の見直しに向けた論点整

理、②成年年齢引下げの動きを踏まえた若年者に対する消費者教

育の機会の充実などの社会情勢等の変化に対応した課題を中心に

検討を進めた。 

・成年年齢引下げに向けた環境整備のため、高等学校の授業用教材

を作成。 

・消費者団体との意見交換会の開催（平成 28年度 5回）。 

・高齢消費者・障害消費者見守りネットワーク連絡協議会の開催

（平成 29年 3月）。 

・子ども関連イベントへの参加を通じた啓発活動の推進（平成 28年

度 6回）。 

・「倫理的消費」調査研究会及びエシカル・ラボを開催（平成 28年

度研究会 4回、ラボ 1回開催）するとともに、平成 28年 6月には

「倫理的消費」調査研究会の中間取りまとめを公表。 

5 

【施策（5）】 

地方消費者行政

の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・平成 28年度補正予算において、「地方消費者行政推進交付金」を

2,000百万円措置。 

・地方公共団体職員や消費者問題に取り組む関係者・グループとの

「顔の見える関係」の構築や、消費者ホットラインの運用による

相談情報の共有、地方消費者行政全体の現況を把握すること等、

国から地方公共団体、消費者団体等への情報提供を通じて、消費

者行政に対する地方公共団体、消費者団体等の行動、取組の促進

を図るため、地方消費者政策推進経費として平成 29年度概算要求

（174百万円）を行った。（28年度予算額：170百万円、29年度予

算額：166百万円） 

・「地方消費者行政推進交付金」を活用し、消費生活相談体制の維
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持・充実、消費者問題解決力の高い地域社会作り等の地方公共団

体の取組及び国が提案する政策テーマに対応した先駆的な取組を

支援するため、平成 29年度概算要求（5,000百万円）を行った。

（28年度予算額：3,000百万円、29年度予算案額：3,000百万

円） 

・岩手県・宮城県・福島県・茨城県の「地方消費者行政推進交付

金」については、震災・原発事故を受けた緊急対応に活用するた

め、平成 29年度概算要求（482百万円）を行った。（28年度予算

額：482百万円、29年度予算案額：482百万円） 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・政策評価の結果を踏まえ、「地方消費者行政強化作戦」で掲げた政

策目標の達成状況を定量的な指標としてフォローアップするた

め、平成 28年度の事前分析表における測定指標に引き続き設定。

加えて、「地方消費者行政強化作戦」の政策目標の達成に向けた、

効果的な相談体制整備の推進を図るため参考指標として、「消費生

活センター設置カバー率上昇幅」、「都道府県と市町村の相談分担

率」、「消費生活相談員配置カバー率上昇幅」を設定。 

・政策評価の結果を踏まえ、執行専門研修の開催による地方公共団

体の担当職員一層の専門性の向上を図るために、より適切な指標

へと変更した（開催回数から参加人数へ変更）。 

 

＜その他の具体的取組＞ 

・積極的な地方の関係者との意見交換等の実施。 

・「地方消費者行政活性化基金」及び「地方消費者行政推進交付金」

を活用し、相談体制の充実等、地方公共団体における取組を支

援。 

・「地方消費者フォーラム」（全国 8ブロック）を効率的に運営する

とともに、会議の開催を通じ、地域で消費者問題に関わる団体・

グループの交流を促進（平成 28年 11月～平成 29年 2月）。 

・「消費者行政ブロック会議」（全国 6ブロック）を効率的に運営す

るとともに、会議の開催を通じ、地方公共団体との連携を強化

（平成 28年 9月～11月）。 

・平成 28年 4月に消費者安全法を改正する法律が施行されたことか

ら、消費生活相談員資格試験を実施する登録試験機関として「一

般財団法人日本産業協会」及び「独立行政法人国民生活センタ

ー」を登録。 

・平成 28年 4月 1日時点で消費生活相談員資格試験の合格者として

みなされる可能性がある者（以下「みなし合格者」という。）につ

いて、みなし合格者として扱うための研修（指定講習会）を実施

する指定講習機関として「一般財団法人日本産業協会」、「独立行

政法人国民生活センター」及び「一般財団法人日本消費者協会」
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の 3団体を指定。 

・放射性物質検査機器の貸与等による放射性物質検査体制の整備を

実施（検査機器の配分（257地方公共団体に 291台）：～28年 12

月末、研修会の実施：随時）。 

・「地方消費者行政推進交付金」を通じて、被災地の地方公共団体の

相談体制の構築のため、相談窓口に各分野の専門家を派遣する事

業等の支援を実施。 

・消費者ホットライン「188」を運用するに当たり、同時期に開始さ

れた厚生労働省の「189」（児童相談窓口）との情報交換を実施。 

6 
【施策（6）】 

物価対策の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・物価対策の推進のため、平成 29年度概算要求（63百万円）を行

った。（28年度予算額：58百万円、29年度予算案額：63百万円） 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・平成 28年４月に開始された電力の小売全面自由化や、平成 29 

年４月に開始される都市ガスの小売全面自由化に当たり、測定指

標に「消費者から寄せられたトラブル事例など、電力及びガスの

小売全面自由化に関する消費者保護のための情報提供の回数」を

追加。 

7 

【施策（7）】 

消費者政策の推

進に関する調

査・分析 

目標達

成 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・消費者政策の推進に関する調査・分析の実施のため、平成 29年度

概算要求（100百万円）を行った。（28年度予算額：75百万円、

29年度予算案額：94百万円） 

 

＜機構・定員要求＞ 

・消費者政策の企画立案のための調査・分析業務において、理論

的・先進的な調査研究を実施するため、平成 29年度機構・定員要

求において増員（課長補佐クラス２名、係長クラス４名）を要

求。 

・事業者連携推進業務において、中小企業を中心とした地方の企業

への消費者志向経営の取組促進を図るため、平成 29年度機構・定

員要求において増員（係長クラス１名）を要求。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・有識者を交えた消費行動に関する研究について、定量的に測定す

るため測定指標に「消費行動、消費者問題等に関する有識者への

ヒアリング実施回数」を追加。 

・「消費者志向経営の取組促進に関する検討会」報告書が取りまとめ

られたこと踏まえ、測定指標に「消費者志向経営を促進するセミ

ナーやシンポジウムの開催回数」を追加。 

・学識経験者との定期的な検討会等を行いながら、消費者を取り巻

く現状や消費者政策に関する基礎的・理論的かつ学際的な研究及
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び報告書の作成を行うことで、消費者関連法律の執行及び消費者

政策の企画立案を行う上での理論的な基礎の強化を図り、消費者

政策のより効果的・効率的な推進につなげるため、達成手段に

「有識者を交えた消費行動に関する研究」を追加。 

8 

【施策（8）】 

消費者の安全確

保のための施策

の推進 

目標達

成 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

○消費者の安全確保のための施策の推進のため、所要の経費を予算

措置。 

・消費者安全法等に基づき集約される生命・身体に係る消費者事故

等への対応を継続的に推進するため、平成 29年度概算要求（104

百万円）を行った。（28年度予算額：91百万円、29年度予算案

額：104百万円）

・リコール情報の周知強化による事故の再発防止対策の推進のた

め、平成 29年度概算要求（９百万円）を行った。（28年度予算

額：17百万円、29年度予算案額：９百万円）

・消費者に対して食品中の放射性物質等に関する正確な情報提供を

行い、消費者の理解の増進を図る施策を推進するため、平成 29年

度概算要求（37百万円）を行った。（28年度予算額：34百万円、

29年度予算案額：35百万円）

・消費者安全調査委員会による事故等原因調査等の実施のため、平

成 29年度概算要求（77百万円）を行った。（28年度予算額：81

百万円、29年度予算案額：77百万円）

＜機構・定員要求＞ 

・子供の事故防止に関する取組強化を図るため、平成 29年度機構・

定員要求において増員（課長補佐クラス 1名、係長クラス 1名）

を要求。

＜事前分析表の変更＞ 

・平成 28年 7月 15日の消費者庁政策評価有識者委員会での有識者

の意見を踏まえ、測定指標に「分析した事故情報を活用した情報

提供（注意喚起、ＳＮＳ配信等）の件数」を追加。

・リコール情報の周知について、より効果的な情報発信を定量的に

測定するため、測定指標に「ＳＮＳでの情報提供件数」を追加。

＜その他の具体的取組＞ 

・関係行政機関等から生命・身体被害に係る消費者事故等の情報を

的確に収集し、消費者への注意喚起を適切に実施（平成 28年４月

～平成 29年 3月の間に注意喚起を 16件実施）。

・子供の事故防止に向けて、関係省庁が緊密に連携して取組を推進

するため、「子供の事故防止に関する関係省庁連絡会議」を設置し

た（平成 28年 4月～平成 29年 3月の間に会議を 3回開催）。

・食の安全等に関する緊急事態において、迅速かつ適切に対応でき
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るよう関係府省庁と連携し、緊急時対応訓練を実施（平成 28年４

月～平成 29年 3月の間に訓練を 4回実施）。 

・食品中の放射性物質等に関し、地方公共団体等と連携した意見交

換会や、地域において正確な情報提供ができる者の支援（フォロ

ーアップ研修の開催、ウェブサイト、メールマガジンでの情報提

供）等を通じたリスクコミュニケーションを実施（平成 28年４月

～平成 29年 3月の間に各種意見交換会等を 105回開催）。 

・消費者安全調査委員会が原因を究明する必要があると認める事故

について、事故等原因調査等を実施（事故等原因調査等の実施

数：13件、申出受付件数：249件（うち、事故防止の情報提供件

数（ワンポイントアドバイス：39件））※いずれも累計）。 

9 

【施策（9）】 

消費者取引対策

の推進 

目標達

成 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

・特定商取引法の厳正な執行等を行うため、平成 29年度概算要求

（315百万円）を行った（28年度予算額：304百万円、29年度予

算案額：306百万円）。特に、国と都道府県の連携を図るため、国

と都道府県それぞれの執行部門を結ぶシステムの拡充のための予

算要求を行った。 

 

＜機構・定員要求＞ 

・特定商取引法の執行業務において、複雑化する違反事例に対応す

るため、平成 29年度機構・定員要求において増員（課長補佐クラ

ス 4名、係長クラス 1名）を要求。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・都道府県の執行体制の充実を図るために、国と都道府県の連携に

よる調査・処分を定量的に測定できるよう、測定指標に「特定商

取引法執行状況（国及び都道府県の行政処分件数）」を追加。 

 

＜その他の具体的取組＞ 

・特定商取引法の厳正な執行。 

・特定電子メール法の厳正な執行。 

10 

【施策（10）】 

消費者表示対策

の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・景品表示法の厳正な執行等を行うため、平成 29年度概算要求(192

百万円）を行った。(28年度予算額：202百万円、29年度予算案

額：188百万円） 

 

＜事前分析表への反映＞ 

・平成 28年７月 25日消費者庁政策評価有識者委員会での有識者の

意見を踏まえ、測定指標に景品表示法に係る行政指導件数及びイ

ンターネットにおける健康食品の広告の改善要請件数を、参考指

標に「都道府県における景品表示法執行状況」を追加。 
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＜その他の具体的取組＞ 

○景品表示法の運用及び執行体制の拡充 

・景品表示法に違反する行為を行った事業者に対して、その行為

の取りやめ、再発防止策の実施等を命令する措置命令及び金銭

的な不利益を課す課徴金納付命令を実施。 

・景品表示法違反行為の未然防止等の観点から、商品等に関する

表示の方法等について、事業者等からの相談に対応。 

・消費者向け電子商取引の健全な発展と消費者取引の適正化を図

る観点から、一般消費者に「電子商取引表示調査員」を委嘱し

て、景品表示法上問題となるおそれがあると思われる表示につ

いて報告を受け、同報告を景品表示法違反事件の端緒の発見、

景品表示法違反行為の未然防止の観点から行う事業者への啓発

活動に活用。 

○景品表示法の普及啓発 

・景品表示法の普及・啓発のため、各種団体主催の食品表示等に

係る講習会等に講師を派遣し、景品表示法のパンフレットの配

布等の普及啓発活動を実施。 

○公正競争規約の積極的な活用、円滑な運用のための支援 

・公正競争規約の所要の変更につき公正取引協議会から相談を受

け認定を行うとともに、規約担当職員が各公正取引協議会に対

し規約の適正な運用等について必要な助言等を行うこと等によ

り、公正競争規約の積極的な活用、円滑な運用を促進。 

・公正取引協議会等関連団体が主催する研修会等への講師派遣。 

○家庭用品の品質表示の適正化 

・家庭用品品質表示法における品目指定の在り方について見直

し、品質表示が義務付けられる家庭用品を政令で全て指定する

ことを改め、指定品目の一部を内閣府令で定めることとするよ

う改正（平成 28年４月１日施行）。また、内閣府令及び４つの

告示を改正し、指定品目の見直しや品目の追加を行った（平成

29年３月 30日公布、平成 29年４月１日施行。ただし、新たに

追加された品目についての改正は平成 30年４月１日施行）。 

・新たな洗濯表示に関する繊維製品品質表示規程についての普及

啓発（平成 28年 12月１日施行）。 

○住宅性能表示制度の普及・啓発 

・電話での問合せ等に対して、ウェブサイト上の資料の掲載先を

案内するなど、住宅性能表示制度の普及啓発に取り組む。 

○健康食品も含めた食品の表示・広告の適正化 

・健康食品も含めた食品の表示・広告について、執行体 

制の整備や留意事項の周知徹底等により、適正化を推進。 

○関係機関の連携による食品表示の監視・取締り 

・食品表示に関する取締りについて、関係する行政機関で構成す

る連絡会議の活用等により連携を図り、効果的かつ効率的な執
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行を実施。 

○ 消費税転嫁対策特別措置法の運用及び執行体制の拡充

・消費税転嫁対策特別措置法の規定に違反するおそれのある表示

を監視し、消費税転嫁対策特別措置法の規定に違反するおそれ

のある行為を行っている事業者に対しては、厳正に対処。

11 

【施策（11）】 

食品表示の企

画・立案・推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

・食品表示対策の推進のため、平成 29年度概算要求（267百万円）

を行った。（28年度予算額：193百万円、29年度予算案額 219百

万円）

＜機構・定員要求＞ 

・国民の健康の保護及び増進を図るために必要な食品表示制度の企

画立案業務を適正に行うため、平成 29年度機構・定員要求におい

て増員（室長クラス１名、課長補佐クラス 1名、係長クラス１

名）を要求。

＜事前分析表の変更＞ 

・機能性表示食品制度の残された検討課題の検討に係る政策目標の

達成状況を定量的に測定するため、測定指標に「機能性表示食品

の公表件数」を追加。

（注）事業実施主体の移行により施策が終了したものである。 
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復興庁 





表 8 復興庁における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 8－(1)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年８月 30 日公表）  

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（復興庁の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/reconstruction.html）参

照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

避難解除区域等に係る特例措置（収

用交換等の場合の譲渡所得の特別控

除等）の帰還困難区域内に設定され

る復興拠点等への拡大 

＜税制改正＞ 

「避難解除区域等に係る特例措置（収用交換等の場合の譲渡所得

の特別控除等）の帰還困難区域内に設定される復興拠点等への拡

大」に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った

（平成 29 年度税制改正大綱において、福島復興再生特別措置法の改

正を前提に、一団地の復興再生拠点市街地形成施設に係る都市計画

事業の対象区域に特定復興再生拠点区域を加えることについて措置

することが盛り込まれ、これを反映した「福島復興再生特別措置法

の一部を改正する法律案」を平成 29 年２月 10 日に国会に提出し

た。）。 

＜法令改正＞  

本施策を内容とした「福島復興再生特別措置法の一部を改正する

法律案」を国会に提出した（平成 29 年２月 10 日提出、同年５月成

立）。 

2 事後評価 

表 8－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年８月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（復興庁の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/reconstruction_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【施策（1）】 

復興支援に係る

施策の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

復興特区支援利子補給金及び被災者支援総合交付金を推進するた

め、平成 29 年度概算要求（23,935 百万円）を行った（平成 29 年度

予算案額：21,897 百万円）。 

＜事務改善＞ 

復興特区支援利子補給金における支給申請手続きにおいて、各指

定金融機関の窓口担当者に対して、当該手続きに関する事務要領を

周知徹底し、事務の効率化を図った。 

被災者支援総合交付金について、申請者の負担軽減及び審査の効

率化等を図るため、申請様式を見直した。 
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＜事前分析表の変更＞ 

引き続き、本施策が適切に活用されるよう、現在の目標を維持

し、推進していく。 

2 

【施策（2）】 

復興交付金制度

に係る施策の推

進 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

東日本大震災により著しい被害を受けた地域の円滑かつ迅速な復

興のため、平成 29 年度概算要求（53,600 百万円）を行った（平成

29 年度予算案額 52,502 百万円）。 

＜事務改善＞ 

震災復興が新たなステージに入っている中で、新たに顕在化して

いる地域の課題に対応するべく、効果促進事業の対象を明確化し

た。 

＜事前分析表の変更＞ 

引き続き各被災地方公共団体において適時適切な復興交付金事業

計画が作成されるよう、現在の目標を維持し、推進していく。 

3 

【施策（3）】 

原子力災害から

の復興に係る施

策の推進 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

原子力災害からの福島の復興と再生に係る施策を推進するため、

平成 29 年度概算要求（114,651 百万円+事項要求）を行った（平成

29 年度予算案額：98,772 百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

 福島復興再生特別措置法の改正を見込んだ業務の増加に対応する

ため、必要な人員（参事官補佐２名及び主査１名の計３名）を要求

した。 

＜制度改正＞ 

自治体からの要望や与党提言を受け、除染対象以外の道路等側溝

堆積物の撤去・処理の対応方針を示し、福島再生加速化交付金に市

町村等が行う道路等側溝堆積物の撤去・処理を支援する事業を創設

した。 

＜事前分析表の変更＞ 

施策に係る目標や測定指標については、原子力災害からの福島の

復興と再生のために引き続き継続して実施していくことが重要であ

り、特段問題は見受けられないことから、今後も同様の目標・測定

指標を設定し、中長期的に施策の進捗状況等を評価していく。 

4 

【施策（4）】 

被災者の住宅再

建の支援に係る

施策の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜事務改善＞ 

評価結果を踏まえ、引き続き、相談会の開催や住宅事業者への説

明会等を通じ、住まいの復興給付金制度の周知に努めた。 

効率的な事務運営に努め、平成 28 年 4 月の事務費を前年同月と比

べて１割以上削減した。 

＜制度改正＞ 

 消費税率 10％への引き上げが延期されたことに伴い、住まいの復

興給付金の対象期間の延長等を実施（「住宅取得等に係る給付措置に

ついて」の一部改正について（平成 28 年 9 月 26 日閣議決定））。 

＜事前分析表の変更＞ 
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 外的な要因により被災者間で生じる負担の不均衡を避け、被災者

の住宅再建に支障なく給付措置を実施できるよう、今後も同様の目

標及び測定指標を維持し推進していく。 

5 

【施策（5）】 

「新しい東北」の

創造に係る施策

の推進 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

＜予算要求＞ 

「新しい東北」官民連携推進協議会における活動等を通じ、被災

地における先進的な取組や地域での持続的な取組を促進するため、

平成 29 年度概算要求（859 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：859 百万円）。 

＜事務改善＞ 

被災地における先進的な取組や地域での持続的な取組に関する情

報発信の強化を目的として、「新しい東北」の実現に向けて貢献して

いる個人・団体の活動を顕彰する「新しい東北」復興・創生顕彰及

び「新しい東北」復興功績顕彰を創設した。 

＜事前分析表の変更＞ 

今後も同様の目標及び測定指標を維持し、引き続き被災地におけ

る先進的な取組や地域での持続的な取組を促進していく。 
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表 9 総務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表）   

 

1 事前評価 

表 9-（1）  個別研究開発課題を対象として評価を実施した政策（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（総務省の研究開発を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/mic.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 次世代人工知能技術の研究開発 

 評価結果を踏まえ、「次世代人工知能技術の研究開発」として平成 29

年度予算概算要求（12.0 億円）を行った（平成 29 年度予算案額：4.1

億円）。 

2 

小型旅客機等に搭載可能な電子走査

アレイアンテナによる周波数狭帯域

化技術の研究開発 

 評価結果を踏まえ、「小型旅客機等に搭載可能な電子走査アレイアン

テナによる周波数狭帯域化技術の研究開発」として平成 29 年度予算概

算要求（3.2 億円）を行った（平成 29 年度予算案額：2.0 億円）。 

3 
狭空間における周波数稠密利用のた

めの周波数有効利用技術の研究開発 

 評価結果を踏まえ、「狭空間における周波数稠密利用のための周波数

有効利用技術の研究開発」として平成 29 年度予算概算要求（9.7 億円）

を行った（平成 29 年度予算案額：6.2 億円）。 

4 

IoT 機器増大に対応した有無線最適

制御型電波有効利用基盤技術の研究

開発 

 評価結果を踏まえ、「革新的ネットワーク駆動型電波有効利用基盤技

術の研究開発」として平成 29 年度予算概算要求（9.0 億円）を行った

（平成 29 年度予算案額：6.5 億円）。 

5 

次期技術試験衛星の実現に向けた

Ka 帯広帯域デジタルビームフォー

ミング機能による周波数利用高効率

化技術の研究開発 

 評価結果を踏まえ、「次期技術試験衛星の実現に向けた Ka 帯広帯域

デジタルビームフォーミング機能による周波数利用高効率化技術の研

究開発」として平成 29 年度予算概算要求（9.5 億円）を行った（平成

29 年度予算案額：8.6 億円）。 

 

表 9-（2）  規制を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 4 月 26 日、6月 17 日、11 月 1 日、11 月 25 日、29

年 2 月 9日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（総務省の規制を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/mic.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

衛星基幹放送による超高精細度テレ

ビジョン放送の実用放送の業務の実

施に向けたマスメディア集中排除原

則の緩和 

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「放送法施行規則及び基

幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享

有基準の特例に関する省令の一部を改正する省令」が公布された（平

成 28 年６月公布）。 

2 消防活動阻害物質の追加 

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「危険物の規制に関する

政令別表第一及び同令別表第二の総務省令で定める物質及び数量を指

定する省令の一部を改正する省令」が公布された（平成 28 年 8 月公

布）。 

3 
水底線路の保護に係る禁止行為が許

容される場合の追加 

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「電気通信事業法施行令

の一部を改正する政令」が公布された（平成２８年１２月公布）。 

4 

圧縮天然ガス充塡設備設置給油取扱

所の圧縮天然ガスの充塡及び給油の

ための停車スペースを共用化する場

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「危険物の規制に関する

規則の一部を改正する省令」が公布された（平成 29 年 1 月公布）。 
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合の技術上の基準の整備 

5 
電気通信業務を目的としない船舶

地球局の実用化に係る規定の整備 

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「電波法及び電気通信事

業法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成２９年２月提

出）。 

6 
登録検査等事業者等が使用する測

定器等の較正等に係る期間の延長 

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「電波法及び電気通信事

業法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成２９年２月提

出）。 

7 
電波の利用状況の調査等に係る周

期の見直し 

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「電波法及び電気通信事

業法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成２９年２月提

出）。 

8 

航空機局等の無線設備等の点検そ

の他の保守に関する規程の認定制

度の整備 

 評価結果を踏まえて、本政策を盛り込んだ「電波法及び電気通信事

業法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成２９年２月提

出）。 

 

表 9－(3)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（総務省の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mic.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
過疎地域における事業用設備等に係

る特別償却 

 評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において、「過疎地

域における事業用設備等に係る特別償却」を要望した。 

2 
過疎地域における事業用資産の買換

えの場合の課税の特例措置 

 評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において、「過疎地

域における事業用資産の買換えの場合の課税の特例措置」を要望し

た。 

3 
企業年金等の積立金に対する特別法

人税の撤廃 

 評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において、「企業年

金等の積立金に対する特別法人税の撤廃」を要望した。 

4 
試験研究を行った場合の法人税額等

の特別控除の拡充 

 評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において、「試験研

究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充」を要望した。 

 

5 

中小企業者等が機械等を取得した場

合の特別償却又は法人税額の特別控

除（中小企業投資促進税制）の拡充 

 評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において、「中小企

業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除

（中小企業投資促進税制）の拡充」を要望した。 

6 
沖縄の情報通信産業特別地区・地域

における課税の特例の延長 

 評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において、「沖縄の

情報通信産業特別地区・地域における課税の特例の延長」を要望し

た。 

7 
中小企業者等の試験研究費に係る特

例措置の拡充 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において、「中小企

業者等の試験研究費に係る特例措置の拡充」を要望した。 
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2 事後評価     

     

表 9－(4) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（総務省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/mic_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【主要な政策 1】 

適正な行政管理

の実施 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、行政運営の改善・効率化を実

現するための業務・システム改革に関する取組の推進、独立行政法

人制度改革に伴い新たな制度がスタートしたことを受けた独立行政

法人制度の運用に関する取組の推進、行政の信頼性の確保及び透明

性の向上を図るための行政手続制度、行政不服審査制度及び国の行

政機関等の情報公開・個人情報保護制度及び公共サービス改革制度

の適正かつ円滑な運用に必要な経費を 1.8 億円要求した（平成 29 年

度予算案額：1.8 億円）。 

 事前分析表における測定指標については、各府省における業務改

革の推進や、独立行政法人制度のより安定的な運用のため、これま

での取組を踏まえた測定指標の見直しを行った。また、行政手続制

度や行政不服審査制度については、法改正後の新制度定着等のた

め、旧制度を前提とするなどしていた従来の測定指標を見直し、取

組状況の把握や情報提供の実施等に着目した測定指標を設定した。 

2 

【主要な政策 3】 

分権型社会にふ

さわしい地方行

政体制整備等 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、地方分権型社会の確立を目指

すため、地方行政体制を整備することにより、より住民意思を反映

した行政運営を行う体制を整えるための必要な経費を 5.2 億円要求

した（平成 29 年度予算案額：4.1 億円）。 

 事前分析表における測定指標については、一定の圏域人口を有し

活力ある社会経済を維持するための拠点形成を進めるという観点か

ら「連携中枢都市圏の形成数」を、具体的な地方行革の取組を明示

するという観点から「窓口業務のアウトソーシング」を追加した。

また、地方公務員の給与に関する情報提供について複数の測定指標

にて内容に重複があったことから、「給与制度・運用の適正化状況」

に統合した。 

3 

【主要な政策 7】 

選挙制度等の適

切な運用 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、民主政治の健全な発達に寄与

するため、選挙制度、政治資金制度等を適切に運用するための必要

な経費を 2.2 億円要求した（平成 29 年度予算案額：2.0 億円）。 

 事前分析表における測定指標については、国民投票に関する施策

をより明確化するため、施策目標を「公明かつ適正な国民投票の執

行を実現すること」から「公明かつ適正な国民投票の執行を実現す
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るため、国民投票制度の認知度を高めること」とし、その目標値に

ついては、現状の認知度を踏まえ「90％」から、より短期的な目標

値「80％」に変更した。 

4 

【主要な政策 8】 

電子政府・電子自

治体の推進 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、国民の利便性の向上と行政運

営の合理化、効率化及び透明性の向上等を図るため、ＩＣＴを活用

した電子行政を推進するために必要な経費を 588.9 億円要求した

（平成 29 年度予算案額：465.5 億円）。 

 平成 29 年度機構・定員要求において、政府共通プラットフォーム

の運用に係る事務体制の強化や、人材育成に係る研修の企画・実施

体制の強化のため、課長補佐等を９人要求した。 

 事前分析表における測定指標については、府省共通情報システム

等の運用をより一層業務効率化につなげるため、目標を大幅に上回

った測定指標を見直し、電子決裁業務の迅速化についての測定指標

を設定したほか、政府内でより高度な IT 人材を育成するため、研修

の実施についての測定指標を見直した。また、電子自治体の推進に

関しては、「日本再興戦略 2016」（平成 28 年６月２日閣議決定）

等における目標設定を踏まえ、「クラウド導入市区町村数」という

定量的な指標を設定した。加えて、番号制度の導入に伴い整備され

た情報提供ネットワークシステムの運用が本格開始するため、シス

テム運用に向けた準備等についての測定指標を見直し、システムの

主要な業務の稼働率を測定指標として設定した。 

5 

【主要な政策 9】 

情報通信技術の

研究開発・標準化

の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、我が国の国際競争力の強化や

安全・安心な社会の実現に向けて情報通信技術の研究開発及び標準

化を積極的に推進するとともに、国際競争の激化や社会課題の複雑

化・高度化等の状況変化に対応するため、日本再興戦略、科学技術

イノベーション総合戦略、世界最先端 IT 国家創造宣言等を踏まえ

て、ビッグデータ・人工知能・IoT・ロボット等の先端技術の研究開

発及び標準化の取組等を更に充実させていくために必要な経費を

98.6 億円要求した（平成 29 年度予算案額：73.2 億円）。 

事前分析表における施策目標について、本政策における各々の測

定指標を理解する上で、本政策の一連の流れにあることを明確にす

ることがより適切であるため、施策目標を一つに統合し「我が国の

国際競争力の強化や安全・安心な社会の実現に向けて必要な技術を

確立するため、ICT の研究開発・標準化を推進すること」に修正。 

事前分析表における測定指標について、「競争的資金を用いた研究

開発課題の提案時における競争性の確保」については、過去５年以

上にわたり目標を達成してきており、研究開発課題の適切かつ着実

な実施がなされている一方で、研究開発課題の課題設定時から終了

時までの複数年度にわたる着実な実施を図るという、更に幅広い観

点からの評価とするため、「研究開発課題の適切かつ着実な実施」を
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指標として改めて設定。また、「標準化提案の検討における規格等の

策定支援件数」については、施策目標の達成状況を測るためには、

支援した件数よりも標準化提案に結びついた件数を目標とする方が

より適切であることから、指標を策定支援件数から標準化寄与提案

件数に変更。 

事前分析表における達成手段については、「自律型モビリティシス

テム（自動走行技術、自動制御技術等）の開発・実証」等を設定。 

6 

【主要な政策10】 

情報通信技術高

度利活用の推進 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、我が国の経済再生や様々な社

会課題（超高齢社会、地域経済の活性化、社会保障費の増大、大規

模災害対策等）を解決するためには、あらゆる領域に活用される万

能ツールである ICT の高度利活用の推進が不可欠であり、このよう

な現状を踏まえ、全ての国民一人ひとりが「真の豊かさ」を実感で

きる世界最高水準の情報通信技術利活用社会の実現のため、これま

で整備してきた ICT 利活用のための基盤も活用しながら、ICT によ

る新たな産業・市場を創出すること、社会課題の解決を推進するこ

と及び ICT 利活用のための環境整備を実施するため、必要な経費を

170.9 億円要求した（平成 29 年度予算案額：49.7 億円）。 

 平成 29 年度機構・定員要求において、IoT サービスの創出等に向

けた「参照モデル」の構築及びその普及展開、必要なルールの整備

等について関係機関との高度な調整等を行うため、企画官を 1名要

求した。 

 事前分析表における施策目標については、「ＩＣＴ利活用のための

基盤（インフラ整備）の整備を主たる目標とするものではなく、Ｉ

ＣＴ利活用社会の実現のためのＩＣＴ利活用の共通的な利活用基盤

（仕組や取組）の整備が主たる目標であることを明確化するため、 

「ICT 利活用のための環境を整備すること」に変更する。 

事前分析表における測定指標について、①ＩＣＴによる新たな産

業・市場を創出する観点、②社会課題の解決を推進する観点及び③

ＩＣＴ利活用のための環境を整備する観点から、新たな測定指標と

して「IoT サービスの普及・展開に向けた啓発事業の実施・利活用

モデルの確立」「クラウドと地域民間人材を活用した、プログラミン

グ教育実施モデルの確立」「高齢者世代のインターネット利用率」

「Ｌアラートを運用している都道府県の割合」を追加するととも

に、既存指標を見直し、「4K・8K 放送の実現メディア数」「放送コン

テンツ関連海外市場売上高」「マイナンバーカード（公的個人認証サ

ービス）の官民における利活用推進のための取組の実施」等を設定

した。また、目標に対して一定の成果を収めたこと等から、「G空間

情報（地理空間情報）を円滑に組み合わせて利活用できるプラット

フォームの構築のための取組状況」「産学連携による実践的 ICT 人材

育成に有用な方策等の確立と普及」「放送・通信の連携による地域コ

ンテンツの流通促進のための取組状況」等については、削除した。 
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事前分析表における達成手段については、クラウドや地域の人材

を活用した、教育課程外におけるプログラミング教育の実施モデル

を実証し、指導者育成方法や講座ノウハウ等を取りまとめ、「未来の

学びコンソーシアム」等を通じて広く全国の学校等に普及するた

め、「若年層に対するプログラミング教育の普及推進」を設定した。 

7 

【主要な政策15】 

郵政民営化の確

実な推進 

目標達

成 

改善・

見直し 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、日本郵政グループに対して適

正な監督等を行い、同グループの企業価値や、利用者利便の向上、

ユニバーサルサービスの確保等を図るため、また、国際的な郵便制

度・業務の改善や日本型郵便インフラシステムの海外展開等を積極

的に推進するために必要な経費を 4.5 億円要求した。（平成 29 年度

予算案額：4.3 億円） 

 平成 29 年度機構・定員要求において、ユニバーサルサービスの確

保に資する施策の検討等による業務量増加に対応するため、係長等

を２名要求した。 

 事前分析表における施策目標については、「郵便・信書便分野にお

ける規制の合理化、市場の活性化」について、関係法律の改正等に

よって必要な制度整備を行い、目標を達成したため、施策目標から

削除した。 

事前分析表における測定指標については、情報通信審議会の答申

で検討が必要とされた事項を中心に検討を進めることから、「日本郵

政グループの健全な業務運営等」から、「郵政事業のユニバーサルサ

ービスの確保のための取組を実施」に変更した。また、信書便事業

については、これまでの参入事業者数や市場規模の指標に加え、制

度改正を行ったことから、「制度の周知活動の実施」を指標に追加し

た。 

8 

【主要な政策18】 

公的統計の体系

的な整備・提供 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

 平成 29 年度予算概算要求において、公的統計は国民・企業等の

様々な意思決定のための「社会の情報基盤」であることから統計需

要や調査環境の変化に対応した統計調査を着実に実施し、必要不可

欠な公的統計を体系的かつ効率的に整備するとともに、統計情報を

的確に提供することで、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上

に寄与するため、必要な経費を 301.6 億円要求した（平成 29 年度予

算案額：297.4 億円）。 

 平成 29 年度機構・定員要求において、第Ⅱ期基本計画に掲げられ

た諸施策の実現に向けた、府省横断的な検討・推進体制の構築や国

際協力を一層推進するため、統計企画管理官補佐（統計精度改善担

当）等を５名要求したほか、個人消費動向等社会経済情勢を把握す

るため、課長補佐等を３名要求した。 

 事前分析表における達成すべき目標については、今後、公共デー

タの民間開放（オープンデータ）の推進や、データ分析を担う人材

の育成に重点的に取り組むため、新たな施策目標を設定した。 
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 事前分析表における測定指標については、よりわかりやすく取組

状況を把握するため、第Ⅱ期基本計画に基づく取組についての測定

指標の統合、「着手率」から「実施率」への数値の取り方の変更、国

際協力等に関する測定指標の定性的な指標から定量的な指標への変

更を行った。また、大規模調査等の終了及び新たに着手する大規模

調査に向けた取組開始に伴い、測定指標の見直しを行ったほか、こ

れまでの取組の結果、目標が十分に達成された総合統計書の定期刊

行に関する指標を削除した。業務の周期により年によってばらつき

が生じる測定指標については、大規模周期調査の実績を勘案し、大

規模調査の一般的周期である５か年の平均値により実績を把握でき

るよう測定指標を変更した。 

表 9－(5) 事業評価方式により評価を実施した政策（終了時）（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（総務省の完了後・終了時の政策を対象とする政策

評価）（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/mic.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

国際連携によるサイバ

ー攻撃の予知技術の研

究開発 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、本研究開発終了後は、本研究開発の委託先及

び国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が研究を引き継いで

実施しており、今後も巧妙化・悪質化するサイバー攻撃に対応する

ため、本研究開発で確立した技術を高度化する取組を進めており、

総務省も追跡調査等でフォローアップを行っていく。 

なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

2 

ネットワーク仮想化技

術の研究開発（ビッグデ

ータ時代に対応するネ

ットワーク基盤技術の

確立等） 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、標準化による本研究開発技術そのものの普

及・展開、オープン化による使用者裾野の拡大、製品化・事業化に

よる市場貢献等への注力により、ネットワーク仮想化の機器市場や

ビッグデータ関連サービス等の情報通信利活用の新サービス市場を

創出し、我が国主導の同市場における更なる国際競争力の強化を引

き続き目指す。 

 なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

3 

ミリ波帯チャネル高度

有効利用適応技術に関

する研究開発 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、60GHz 帯無線システムの高度化を目指した本

研究開発成果を活用することで IEEE802.11ad/WiGig の後継規格であ

る IEEE802.11ay 策定に向けた国際標準化活動を推進し、2019 年最

終仕様書発行を目指す。また、ミリ波帯の有効活用は、第 5世代移

動通信に代表される将来の無線通信システムにおいて、必要な性能

要件を満足するために不可欠な技術のひとつと考えられる。電波政

策ビジョン懇談会（平成 26 年 12 月）では、研究開発の戦略的推進

として「無線システムのミリ波帯等への移行促進に向けた技術のほ

か、周波数の使用効率を向上させるための上位レイヤーにおける通

信制御技術等に関する研究開発にも精力的に取り組んでいくことが
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求められる」と述べられており、ミリ波帯周波数の効率的な利用を

可能とする本研究開発成果を活用するとともに、今後は 6GHz 帯以下

の周波数を含む複数のシステムを組み合わせて周波数の効率的な使

用を可能とする通信制御技術等の実現を目指した取り組みを推進す

る。 

 なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

4 

無人航空機を活用した

無線中継システムと地

上ネットワークとの連

携及び共用技術の研究

開発 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、本研究開発によって開発された無線中継技術

は、今後、アジアや東南アジア等、災害や環境破壊のリスクが高い

地域におけるニーズが高まることも考えられ、将来の市場として有

望であるため、アジア太平洋地域における UAS の利用を促進させ、

その有効性および関連する技術を報告書にまとめ、日本を含む APT

加盟国の意見として ITU や ICAO へ情報提供を実施する。また、UAS

の日本での利用を有利に進めるとともに、将来的には海外展開を図

り国際競争力を高めることを目標とし、得られた成果を AWG や

ICAO、関連会合へ技術情報として提供し国際的な議論へ参加するこ

とにより、UAS における周波数の効率的な利用と国際競争力強化に

向けた貢献を図る。 

 なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

5 

次世代衛星放送システ

ムのための周波数有効

利用促進技術の研究開

発 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、4K･8K ロードマップに関するフォローアップ

会合中間報告（平成 26 年 9 月 総務省）においても、「衛星放送に関

する 2018 年の目標として、可能な限り早期に BS 等において 4K 及び

8K の実用放送の開始を目指す」とされており、本研究開発の成果を

踏まえ、21GHz 帯放送衛星システムの実用化に向けて取り組んでい

く。 

具体的には、4年間の研究開発期間を通じて、21GHz 帯衛星放送シス

テムの実現に必要な個別の要素技術に関する目標を達成したことか

ら、今後は実用化等による成果展開を目指し、実用化の主体となる

放送事業者やメーカ等と密に連携しつつ、実用化に向けた技術課題

の検討、平成 29 年打上げ予定の次期放送衛星を利用した実証実験の

実施、国際標準化の推進等を進めていく。 

 併せて、我が国の 21GHz 帯衛星放送に係る衛星軌道位置及び周波

数の確保に向けて、本研究開発の成果を反映し、諸外国との調整を

進めていく。 

 なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

6 

ミリ波帯ワイヤレスア

クセスネットワーク構

築のための周波数高度

利用技術の研究開発 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、電波政策ビジョン懇談会（平成 26 年 12 月）

においても「無線システムのミリ波帯等への移行促進に向けた技術

のほか、周波数の使用効率を向上させるための上位レイヤーにおけ

る通信制御技術等に関する研究開発にも精力的に取り組んでいくこ

とが求められる」ことが述べられており、IEEE（The Institute of 
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Electrical and Electronics Engineers, Inc）等を通じて本研究開

発の成果を活用した近接高速無線の規格化に向けて国際標準化活動

を推進するとともに、第 5世代移動通信に代表される将来の無線通

信システムにおいてミリ波帯無線システムの早期実用化を目指す。 

 なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

7 

90GHz 帯リニアセルによ

る高精度イメージング

技術の研究開発 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、2016 年 7 月に取りまとめられた「電波政策

2020 懇談会 報告書」においてもリニアセルセンサーネットワーク

の国内におけるサービスの実用化及び海外におけるシステムの展開

を図る旨が記載されていることから、実運用に向けて本研究開発の

成果をさらなる改良を図るとともに、今後も国際標準化活動及び本

研究開発において、研究成果の早期の実用化に向けた取組等を実施

することにより、2020 年頃の国内でのシステム導入をめざしつつ本

研究成果の展開を図る。 

 なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

8 

超高周波搬送波による

数十ギガビット無線伝

送技術の研究開発 

有効性、

効率性等

が認めら

れる 

 評価結果を踏まえ、本研究開発で得られた基盤技術を発展させ、

低価格の超小型デバイスや長距離化を実現するための研究開発を進

め、より実用性を高めることで、産業的に未利用な 300GHz 帯の産業

利用を推進していく。 

 なお、本政策は当初の目的を達成して平成 27 年度に終了してい

る。 

表 9－(6) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年９月 13 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（総務省の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mic.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

離島振興対策実施地域

における工業用機械等

に係る割増償却制度 

引き続き

本特例措

置を維持

【引き続き推進】

評価結果を踏まえ、本特例措置は、離島地域の経済の活性化及び就

業機会の確保を図る上で重要であるため、引き続き本特例措置を維持

する。
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法務省 





表 11 法務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 11－(1)  一般分野（事業評価方式）を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（法務省の一般分野の政策を対象とする政策評価（事

業評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/moj.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

社会経済情勢を踏まえた法務に関す

る調査研究の計画的実施と提言（薬

物事犯者に関する研究） 

＜予算要求＞ 

 本評価結果を踏まえ，平成 29 年度予算案において，所要の経費を

計上した。 

(1) 研究期間：平成 29 年度から平成 30 年度までの２か年

(2) 平成 29 年度予算要求額：3百万円，平成 29 年度予算案額：3

百万円 

(3) 研究内容：我が国における薬物犯罪の動向，薬物事犯者に係る

実態等を調査し，精神医学等の分野における学識経験者からの助

言を受けながら分析することで，薬物犯罪及び薬物事犯者の実態

を明らかにし，薬物事犯者に対する再犯防止対策の課題と今後の

在り方を取りまとめる。 

2 
施設の整備（岡山地方法務局新営工

事） 

＜予算要求＞ 

 岡山県岡山市に岡山地方法務局を整備するため，事業費を計上し

た。 

（平成 29 年度予算要求額：20 百万円，平成 29 年度予算案額：20 百

万円） 

○今後の予定

施設の全体運用開始から５年経過後に事後評価を実施する予定で

ある。 

2 事後評価 

表 11－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（法務省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/moj_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【基本政策Ⅰ政

策 2施策（2）】 

法曹養成制度の

充実 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ，高度の専門的な法律知識，幅広い教養，豊かな

人間性及び職業倫理を備えた多数の法曹の養成及び確保その他の司法

制度を支える体制を充実強化することとし，これに必要な経費を平成

29 年度予算案に計上した。 
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（平成 29 年度予算要求額：17 百万円，平成 29 年度予算案額：17 百万

円［平成 28 年度予算額：20 百万円］） 

2 

【基本政策Ⅰ政

策 2施策（4）】 

法教育の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ，法教育の更なる普及・充実に向けて，学校現場

における法教育授業の実践状況に係る調査結果を踏まえた新たな法

教育教材を作成することとし，必要経費を平成 29 年度予算案に計上

すると同時に，広報活動等について，執行実績に基づき計画の見直し

を行い，経費の削減を図った。 

（平成 29 年度予算要求額：23 百万円，平成 29 年度予算案額：21 百

万円［平成 28 年度予算額：10 百万円］） 

3 

【基本政策Ⅱ政

策 4施策（2）】 

検察権行使を支

える事務の適正

な運営 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ，「サイバー犯罪への対処能力の充実・強化」,

「犯罪被害者に対する対応の充実」及び「検察広報の積極的推進」等

の事業を積極的に推進することとし,これに必要な経費を平成 29 年

度予算案に計上した。 

（平成 29年度予算要求額：4,503 百万円，平成 29年度予算案額：3,374

百万円［平成 28 年度予算額：3,420 百万円］） 

＜機構要求＞ 

 評価結果を踏まえ，サイバー犯罪への対処能力の充実・強化を積極

的に図るため，情報解析監理官及び情報解析官の新設要求を行った。 

4 

【基本政策Ⅱ政

策 5施策（2）】 

矯正施設におけ

る収容環境の維

持及び適正な処

遇の実施 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ，再犯防止に向けた矯正処遇等の充実に必要な経

費を重点的に要求する一方，収容見込人員の精査等を行い，その結果

を適切に予算に反映した。 

（平成 29 年度予算要求額：46,360 百万円，平成 29 年度予算案額：

45,481 百万円［平成 28 年度予算額：46,633 百万円］） 

5 

【基本政策Ⅱ政

策 7施策（1）】 

破壊的団体等の

規制に関する調

査等を通じた公

共の安全の確保

を図るための業

務の実施 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ，引き続き団体規制法に基づき，オウム真理教に

対する観察処分を適正かつ厳格に実施するとともに，教団の活動状況

解明のための調査に必要な経費を平成 29 年度予算案に計上した。ま

た，国内外の情報について，正確・適時・迅速な収集・分析を行い，

ニーズや時宜に応じて，収集・分析した情報を政府・関係機関に提供

するとともに，ホームページを活用するなどした国民に対する情報提

供を進めるために必要な経費を平成 29 年度予算案に計上した。一方

で，調達数量や単価等について，執行実績等を踏まえた見直しを行い，

その結果を適切に予算に反映した。 

（平成 29年度予算要求額：2,772 百万円，平成 29年度予算案額：2,357

百万円［平成 28 年度予算額：2,498 百万円］） 

6 

【基本政策Ⅲ政

策 9施策（2）】 

国籍・戸籍・供託

事務の適正円滑

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ，戸籍副本管理システム運用サポート経費につい

て，執行実績を反映し，戸籍副本管理システム機器等の借料について， 

再リースすることなどにより経費の縮減を図った。また，供託金利子
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な処理 について，執行実績等を踏まえた見直しを行うことにより，経費の節

減を図った。 

（平成 29年度予算要求額：2,239 百万円，平成 29年度予算案額：2,203

百万円［平成 28 年度予算額：1,922 百万円］） 

7 

【基本政策Ⅲ政

策 10 施策（1）】 

人権の擁護 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ，執行実績や活動実績を踏まえた見直しや，単位

当たりコスト上昇及び不用額発生の原因となった外国語人権相談ダ

イヤル関係経費につき，実施手法の見直し等の事業計画の見直しを行

い，予算の削減を図った。 

（平成 29年度予算要求額：3,717 百万円，平成 29年度予算案額：3,309

百万円［平成 28 年度予算額：3,261 百万円］） 

8 

【基本政策Ⅴ政

策 12 施策（1）】 

出入国の公正な

管理 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ,リース契約が満了するシステム機器についてリ

ース期間満了後もその契約を延伸することによって経費縮減を図り，

予算の減額要求を行った。 

（平成 29 年度予算要求額：23,864 百万円，平成 29 年度予算案額：

21,322 百万円［平成 28 年度予算額：23,764 百万円］） 

9 

【基本政策Ⅵ政

策 13 施策（2）】 

法務行政におけ

る国際協力の推

進

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ，刑事司法運営の改善，国際協力の推進及び法制

度整備支援活動のための経費等を平成 29 年度予算案に計上した。 

（平成 29 年度予算要求額：271 百万円，平成 29 年度予算案額：258

百万円［平成 28 年度予算額：226 百万円］） 

表 11－（3）事業評価方式により評価を実施した政策（完了後）（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（法務省の完了後・終了時の政策を対象とする政策

評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/moj.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

法務に関する調査研究

（外国人の犯罪に関す

る研究） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

 外国人による犯罪の実態と現状を明らかにし，犯罪防止策及び処

遇の在り方を検討するために有益な基礎資料を提供するという目的

を達成した。今後計画する研究についても，同様の結果が得られる

よう努める。 

2 

法務に関する調査研究

（非行少年と保護者に

関する研究） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

 非行少年の保護者の実態を明らかにするとともに，必要な支援内

容を把握することによって，少年院等による保護者への働き掛けの

在り方を検討するための基礎資料を提供するという目的を達成し

た。今後計画する研究についても，同様の結果が得られるよう努め

る。 

3 
施設の整備（大分法務総

合庁舎整備等事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

老朽及び面積不足の解消を図るとともに，業務効率の改善，利用

者へのサービスの向上を図るという目的を達成した。今後計画する

事業についても，同様の結果が得られるよう努める。 
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4 

施設の整備（さいたま第

２法務総合庁舎整備等

事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

老朽及び面積不足の解消を図るとともに，業務効率の改善，利用

者へのサービスの向上を図るという目的を達成した。今後計画する

事業についても，同様の結果が得られるよう努める。 

5 
施設の整備（富士法務総

合庁舎整備等事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

老朽及び面積不足の解消を図るとともに，業務効率の改善，利用

者へのサービスの向上を図るという目的を達成した。今後計画する

事業についても，同様の結果が得られるよう努める。 

6 
施設の整備（仙台第３法

務総合庁舎整備等事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

老朽及び面積不足の解消を図るとともに，業務効率の改善，利用

者へのサービスの向上を図るという目的を達成した。今後計画する

事業についても，同様の結果が得られるよう努める。 

7 
施設の整備（八日市場拘

置支所整備等事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

老朽を解消するとともに，被収容者の人権に配慮した施設を整備

することにより，適切な収容環境を確保するという目的を達成した。

今後計画する事業についても，同様の結果が得られるよう努める。 

8 
施設の整備（仙台少年鑑

別所整備等事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

施設の老朽を解消するとともに，少年の人権に配慮した施設を整

備することにより，適正な少年の調査に寄与するという目的を達成

した。今後計画する事業についても，同様の結果が得られるよう努

める。 

表 11－（4）事業評価方式により評価を実施した政策（平成 29 年 3 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（法務省の一般分野の政策を対象とする政策評価（事

業評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/moj.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 登記情報提供業務 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

【引き続き推進】 

 不動産取引の安全と円滑等に資するという電気通信回線による登

記情報の提供に関する法律第 1条に掲げる所期の事業目的を達成し

た。今後も，同法の目的を踏まえ，登記情報提供業務を推進する。 
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外務省 





表 12 外務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 12－(1)  新規個別政府開発援助を対象として評価を実施した政策（無償資金協力）（平成 28 年 4 月 28 日、5 月

31 日、6月 30 日、7月 29 日、8月 31 日、9 月 30 日、10 月 31 日、12 月 28 日、2 月 28 日及び 3 月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（外務省の政府開発援助を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/oda/mofa.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

少数民族地域における緊急食糧支援

計画（国連世界食糧計画（WFP）連携）

（ミャンマー連邦共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 4 月 27 日） 

供与額 22 億 5,500 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

2 

危機の影響を受けたシリアのコミュ

ニティにおける緊急の人道的必要性

に対応するための電力安定供給計画

（UNDP 連携）（シリア・アラブ共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 4 月 15 日） 

供与額 13 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

3 ロメ漁港整備計画（トーゴ共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 4 月 13 日） 

供与限度額 27 億 9,400 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

4 
コスラエ州電力セクター改善計画（ミ

クロネシア連邦）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 4 月 1日） 

供与限度額 11 億 9,300 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

5 
ウガンダ北部グル市内道路改修計画

（ウガンダ共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 4 月 29 日） 

供与限度額 21 億 3,600 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

6 
国道九号線橋梁改修計画（ラオス人民

民主共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 5 月 4日） 

供与限度額 25 億 2,800 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

7 

国立ヌアクショット公衆衛生学校拡

張・機材整備計画（モーリタニア・イ

スラム共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 5 月 9日） 

供与限度額 11 億 8,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

8 
野口記念医学研究所先端感染症研究

センター建設計画（ガーナ共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 5 月 18 日） 

供与限度額 22 億 8,500 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 
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9 

ジャフナ大学農学部研究研修複合施

設設立計画（スリランカ民主社会主義

共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 5 月 18 日） 

供与限度額 16 億 6,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

10 
海上安全能力強化計画（スリランカ民

主社会主義共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 6 月 30 日） 

供与限度額 18 億 3,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

11 
口蹄（てい）疫対策改善計画（ミャン

マー連邦共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 6 月 2日） 

供与限度額 14 億 1,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

12 

エジプト日本科学技術大学教育・研究

機材調達計画（エジプト・アラブ共和

国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 7 月 26 日） 

供与限度額 20 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

13 
イレ－クアンバ間道路橋梁整備計画

（モザンビーク共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 7 月 20 日） 

供与限度額 12 億 3,600 万円（追加贈与） 

平成 29 年度予算要求に反映 

14 
ニッポン・コーズウェイ改修計画（キ

リバス共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 7 月 11 日） 

供与限度額 38 億 500 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

15 
主要空港航空安全設備整備計画（ネパ

ール連邦民主共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 8 月 31 日） 

供与限度額 14 億 5,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

16 

ササンドラ市商業地帯開発のための

船着場整備及び中央市場建設計画（コ

ートジボワール共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 8 月 17 日） 

供与限度額 26 億 5,900 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

17 

災害リスク軽減及び対応能力強化計

画（UNDP 連携）（タジキスタン共和国

及びアフガニスタン・イスラム共和

国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 7日） 

供与額 11 億 7,200 万円 

18 
ダカール港第三埠頭改修計画（セネガ

ル共和国）

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 20 日） 

供与限度額 39 億 7,100 万円 
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19 

主要病院における医療サービス向上

のための医療機材整備計画（キューバ

共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 22 日） 

供与限度額 12 億 7,300 万円 

20 
プノンペン公共バス交通改善計画（カ

ンボジア王国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 27 日） 

供与限度額 13 億 9,600 万円 

21 
第三次地雷除去活動強化計画（カンボ

ジア王国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 27 日） 

供与限度額 18 億 1,000 万円 

22 
ディリ港フェリーターミナル緊急移

設計画（東ティモール民主共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 30 日） 

供与限度額 21 億 9,700 万円 

23 
コスティ市浄水場施設改善計画（スー

ダン共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 10 月 11 日） 

供与限度額 31 億 5,100 万円 

24 
地上デジタルテレビ放送網整備計画

（モルディブ共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 10 月 27 日） 

供与限度額 27 億 9,200 万円 

25 
マグウェイ総合病院整備計画（ミャン

マー連邦共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 12 月 7 日） 

供与限度額 22 億 8,100 万円 

26 
小児感染症予防計画（UNICEF 連携）（ア

フガニスタン・イスラム共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 12 月 13 日） 

供与額 12 億 6,200 万円 

27 
国道四号線橋梁架け替え計画（ブータ

ン王国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 12 月 16 日） 

供与額 21 億 5,600 万円 

28 
ポカラ上水道改善計画（ネパール連邦

民主共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 2 月 15 日） 

供与額 48 億 1,300 万円 

29 

ヘラートにおける農業のバリューチ

ェーンの向上計画（UN 連携/UNOPS 実

施）（アフガニスタン・イスラム共和

国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 2 月 27 日） 

供与限度額 10 億円 

30 
ミャンマーラジオテレビ局放送機材

拡充計画（ミャンマー連邦共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 3日） 

供与限度額 22 億 6,300 万円 
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31 
ドゥシャンベ変電所整備計画（タジキ

スタン共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 9日） 

供与限度額 21 億 9000 万円 

32 
稲種子生産技術向上のための農業機

材整備計画（キューバ共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 10 日） 

供与限度額 12 億 1,500 万円 

33 
第二次モンロビア首都圏ソマリアド

ライブ復旧計画（リベリア共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 14 日） 

供与限度額 52 億 2000 万円 

34 
カーボデルガード州国道三百八十号

橋梁整備計画（モザンビーク共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 15 日） 

供与限度額 34 億 1,900 万円 

35 
違法薬物使用者治療強化計画（フィリ

ピン共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 23 日） 

供与額 18 億 5,000 万円 

36 
アロタウ市場及び水産設備改修計画

（パプアニューギニア独立国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 27 日） 

供与限度額 11 億 6,900 万円 

37 
バッタンバン州病院改善計画（カンボ

ジア王国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 30 日） 

供与限度額 14 億 5,300 万円 

38 
コンポントム上水道拡張計画（カンボ

ジア王国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 30 日） 

供与額 32 億 7,100 万円 

39 
ビシュケクーオシュ道路雪崩対策計

画(キルギス共和国) 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 30 日） 

供与限度額 42 億 8,800 万円 

40 
ルワマガナ郡灌漑施設改修計画（ルワ

ンダ共和国） 

無償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 31 日） 

供与限度額 20 億 7,700 万円 

 
表 12－（2）新規個別政府開発援助を対象として評価を実施した政策（有償資金協力）（平成 28 年 4 月 28 日、5月 31

日、6月 30 日、9月 30 日、10 月 31 日、11 月 30 日、12 月 28 日、平成 29 年 1 月 31 日及び 3月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（外務省の政府開発援助を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/oda/mofa.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
パナマ首都圏都市交通 3 号線整備計

画（パナマ共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 4 月 20 日） 
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供与限度額 2,810 億 7,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

2 

第二期ホーチミン市水環境改善計画

（第三期）（ベトナム社会主義共和

国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 5 月 6日） 

供与限度額 209 億 6,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

3 

ホーチミン市都市鉄道建設計画（ベ

ンタイン－スオイティエン間（1 号

線））（第三期）（ベトナム社会主義共

和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 5 月 28 日） 

供与限度額 901 億 7,500 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

4 

クロスボーダー道路網整備計画（バ

ングラデシュ）（バングラデシュ人民

共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 6 月 29 日） 

供与限度額 286 億 9,800 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

5 
ダッカ都市交通整備計画（Ⅱ）（バン

グラデシュ人民共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 6 月 29 日） 

供与限度額 755 億 7,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

6 
マタバリ超々臨界圧石炭火力発電計

画（Ⅱ）（バングラデシュ人民共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 6 月 29 日） 

供与限度額 378 億 2,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

7 
災害リスク管理能力強化計画（バン

グラデシュ人民共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 6 月 29 日） 

供与限度額 169 億 9,600 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

8 
ラグナ・コロラダ地熱発電所建設計

画（第二段階）（ボリビア多民族国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 27 日） 

供与限度額 614 億 8,500 万円 

9 
バンコク大量輸送網整備計画（レッ

ドライン）（第三期）（タイ王国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 9 月 30 日） 

供与限度額 1,668 億 6,000 万円 

10 
アヌラダプラ県北部上水道整備計画

（フェーズ 2）（スリランカ） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 10 月 10 日） 

供与限度額 231 億 3,700 万円 

11 
電力セクター復旧改善計画（エジプ

ト・アラブ共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 10 月 24 日） 

供与限度額 410 億 9,800 万円 

12 
大エジプト博物館建設計画（第二期）

（エジプト・アラブ共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 10 月 24 日） 

供与限度額 494 億 900 万円 
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13 

フィリピン沿岸警備隊海上安全対応

能力強化計画（フェーズ 2）（フィリ

ピン共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 10 月 26 日） 

供与限度額 164 億 5,500 万円 

14 
マメル海水淡水化計画（セネガル共

和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 11 月 15 日） 

供与限度額 274 億 6,300 万円 

15 
ナグドゥンガ・トンネル建設計画（ネ

パール連邦民主共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 12 月 22 日） 

供与限度額 166 億 3,600 万円 

16 
バゴー橋建設計画（ミャンマー連邦

共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 12 月 23 日） 

供与限度額 310 億 5,100 万円 

17 
電力セクター復興計画（フェーズ 3）

（イラク共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 1 月 10 日） 

供与限度額 272 億 2,000 万円 

18 
貧困削減地方開発計画（フェーズ 2）

（ミャンマー連邦共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 1 月 18 日） 

供与限度額 239 億 7,900 万円 

19 

ヤンゴン・マンダレー鉄道整備計画

（フェーズ I）（第二期）（ミャンマー

連邦共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 1 月 18 日） 

供与限度額 250 億円 

20 

ヤンゴン都市圏上水整備計画（フェ

ーズ 2）（第一期）（ミャンマー連邦共

和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 1 月 18 日） 

供与限度額 250 億円 

21 
農業・農村開発ツーステップローン

計画（ミャンマー連邦共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 1 月 18 日） 

供与限度額 151 億 3,500 万円 

22 
トアマシナ港拡張計画（マダガスカ

ル共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 21 日） 

供与限度額 452 億 1,400 万円 

23 
ルンタン灌漑近代化計画（インドネ

シア共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 29 日） 

供与限度額 482 億 3,700 万円 

24 
コメリン灌漑計画（第三期）（インド

ネシア共和国） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 29 日） 

供与限度額 158 億 9,600 万円 

25 
ムンバイ湾横断道路建設計画（第一

期）（インド） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 31 日） 

供与限度額 1,447 億 9,500 万円 

26 
チェンナイ地下鉄建設計画（第五期）

（インド） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 31 日） 

供与限度額 333 億 2,100 万円 
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27 
貨物専用鉄道建設計画（電気機関車

調達）（インド） 

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 31 日） 

供与限度額 1,084 億 5,600 万円 

28 

アンドラ・プラデシュ州灌漑・生計

改善計画（フェーズ２）（第一期）（イ

ンド）

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 31 日） 

供与限度額 212 億 9,700 万円 

29 
タミル・ナド州投資促進プログラム

（フェーズ２）（インド）

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 29 年 3 月 31 日） 

供与限度額 221 億 4,500 万円 

表12－(3) 「平成27年度政策評価等の実施状況及びこれらの結果の政策への反映状況に関する報告」において報告

した「新規個別政府開発援助を対象として評価を実施した政策」（新たに報告すべき事項） 

以下の 59 案件（無償資金協力 29、有償資金協力 30）は、平成 27 年 4 月から，政府開発援助を対象として無

償資金協力及び有償資金協力についての評価結果をそれぞれ「政策評価法に基づく事前評価書」として公表し、

「平成 27 年度政策評価等の実施状況及びこれらの結果の政策への反映状況に関する報告」に掲載したものであ

るが、今回、当該政策評価結果の政策への反映状況として 29 年度予算要求への反映につき、新たに報告すべき

ものとして、以下のとおり掲載 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況

1 
ナイロビ市医療・有害廃棄物適正処

理施設建設計画（ケニア共和国）

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 2 月 25 日）  

供与限度額 16 億 2,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

2 
ハルツーム州郊外保健サービス改善

計画（スーダン共和国）

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 9 月 16 日）  

供与限度額 23 億 2,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

3 
カチン州及びチン州道路建設機材整

備計画（ミャンマー連邦共和国）

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 9 月 16 日）  

供与限度額 27 億 4,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

4 
第二次中央乾燥地村落給水計画（ミ

ャンマー連邦共和国）

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 9 月 16 日）  

供与限度額 12 億 4,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

5 
クロワ・デ・ミッション橋梁及び新

線橋梁架け替え計画（ハイチ共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 9 月 2日）  

供与限度額 36 億 7,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

6 
マナス国際空港機材整備計画（キル

ギス共和国）

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 10 月 26 日）  

供与限度額 16 億 3,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 
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7 
ナカラ市医療従事者養成学校建設計

画（モザンビーク共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 10 月 12 日）  

供与限度額 21 億 2,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

8 
コモロ川上流新橋建設計画（東ティ

モール民主共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 30 日）  

供与限度額 26 億 500 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

9 
カタンガ州ルブンバシ市国立職業訓

練校整備計画（コンゴ民主共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 21 日）  

供与限度額 32 億 5,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

10 
洪水及び地滑り被害地における学校

復旧計画（ミャンマー連邦共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 13 日）  

供与限度額 15 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

11 
ニャコンバ灌漑事業のための灌漑開

発計画（ジンバブエ共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 9 日）  

供与限度額 17 億 9,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

12 
カムズ国際空港ターミナルビル拡張

計画（マラウイ共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 4 日）  

供与限度額 36 億 7,500 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

13 
ネパール地震復旧・復興計画（ネパ

ール連邦民主共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 21 日）  

供与額 40 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

14 

灌漑システム改善及び組織能力強化

を通じた農業生産性向上計画（ＦＡ

Ｏ連携）（アフガニスタン・イスラム

共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 19 日）  

供与額 14 億 8,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

15 
カイロ大学小児病院外来診療施設建

設計画（エジプト・アラブ共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 14 日）  

供与限度額 15 億 6,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

16 
アクラ中心部電力供給強化計画（ガ

ーナ共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 8 日）  

供与限度額 43 億 5,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

17 ナミベ港改修計画（アンゴラ共和国） 
無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 1 月 15 日）  
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供与限度額 21 億 3,600 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

18 
アブジャ電力供給施設緊急改修計画

（ナイジェリア連邦共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 2 月 11 日）  

供与限度額 13 億 1,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

19 
洪水被災学校再建計画（ミャンマー

連邦共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名 （平成 28 年 2 月 17 日） 

供与限度額 12 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

20 

小児感染症予防計画（ＵＮＩＣＥＦ

連携）（アフガニスタン・イスラム共

和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 2 月 17 日）  

供与額 17 億 4,800 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

21 

ソグド州及びハトロン州東部道路維

持管理機材整備計画（タジキスタン

共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月３日）  

供与限度額 19 億 9,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

22 
第二次変電及び配電網整備計画（ル

ワンダ共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月８日）  

供与限度額 22 億 1,900 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

23 

グラズエ市及びダッサズメ市におけ

る地下水を活用した飲料水供給計画

（ベナン共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月８日）  

供与限度額 10 億 7,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

24 
セラヤセントラル保健管区二次機能

病院建設計画（ニカラグア共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月 11 日）  

供与限度額 20 億 9,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

25 
東ティモール国立大学工学部新校舎

建設計画（東ティモール民主共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月 15 日）  

供与限度額 22 億 3,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

26 
チュルイ・チョンバー橋改修計画（カ

ンボジア王国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月 21 日）  

供与限度額 33 億 4,300 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

27 
第七次地雷除去活動機材整備計画

（カンボジア王国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月 21 日）  

供与限度額 13 億 7,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 
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28 
第二次マヘ島零細漁業施設整備計画

（セーシェル共和国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月 22 日）  

供与限度額 14 億 6,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

29 
道路管理機材整備計画（ジブチ共和

国） 

無償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年３月 28 日）  

供与限度額 12 億 3,900 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

30 
チョーライ日越友好病院整備計画

（ベトナム社会主義共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 9 月 15 日）  

供与限度額 286 億 1,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

31 
ナザブ空港整備計画（パプアニュー

ギニア独立国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 9 月 11 日）  

供与限度額 269 億 4,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

32 
カンパラ立体交差建設・道路改良計

画（ウガンダ共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 9 月 10 日）  

供与限度額 199 億 8,900 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

33 

バンダラナイケ国際空港改善計画

（フェーズ 2）（第二期）（スリランカ

民主社会主義共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 10 月 6 日）  

供与限度額 454 億 2,800 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

34 
ヤンゴン環状鉄道改修計画（ミャン

マー連邦共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 10 月 16 日）  

供与限度額 248 億 6,600 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

35 
全国基幹送変電設備整備計画フェー

ズ II（ミャンマー連邦共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 10 月 16 日）  

供与限度額 411 億 1,500 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

36 
東西経済回廊整備計画（ミャンマー

連邦共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 10 月 16 日）  

供与限度額 338 億 6,900 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

37 
チェンナイ地下鉄建設計画（第四期）

（インド） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 27 日）  

供与限度額 199 億 8,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

38 
アーメダバード・メトロ計画（第一

期）（インド） 
有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 27 日）  
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供与限度額 824 億 3,400 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

39 
ジャカルタ都市高速鉄道計画（第二

期）（インドネシア共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 27 日）  

供与限度額 752 億 1,800 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

40 
ジャワ・スマトラ連系送電線計画（第

二期）（インドネシア共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 27 日）  

供与限度額 629 億 1,400 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

41 
南北通勤鉄道計画（マロロス－ツツ

バン）（フィリピン共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 11 月 19 日）  

供与限度額 2,419 億 9,100 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

42 
西部バングラデシュ橋梁改良計画

（バングラデシュ人民共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 13 日）  

供与限度額 293 億 4,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

43 
外国直接投資促進計画（バングラデ

シュ人民共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 13 日）  

供与限度額 158 億 2,500 万円 

え 29 年度予算要求に反映 

44 
ダッカ－チッタゴン基幹送電線強化

計画（バングラデシュ人民共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 13 日）  

供与限度額 437 億 6,900 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

45 
母子保健及び保健システム改善計画

（バングラデシュ人民共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 27 年 12 月 13 日）  

供与限度額 175 億 2,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

46 

南北高速道路建設計画（ダナン－ク

アンガイ間）（第三期）（ベトナム社

会主義共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 1 月 15 日）  

供与限度額 300 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

47 

ラックフェン国際港建設計画（港湾）

（第三期）（ベトナム社会主義共和

国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 1 月 15 日）  

供与限度額 322 億 8,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

48 

ラックフェン国際港建設計画（道

路・橋梁）（第三期）（ベトナム社会

主義共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 1 月 15 日）  

供与限度額 228 億 8,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 
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49 
ボルグ・エル・アラブ国際空港拡張

計画（エジプト・アラブ共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 2 月 29 日）  

供与限度額 182 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

50 
配電システム高度化計画（エジプ

ト・アラブ共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 2 月 29 日）  

供与限度額 247 億 6,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

51 
オルカリアⅤ地熱発電開発計画（ケ

ニア共和国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 9日）  

供与限度額 456 億 9,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

52 
官民連携インフラ・ファイナンス促

進計画（インド） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 11 日）  

供与限度額 500 億円 

平成 29 年度予算要求に反映 

53 

国道五号線改修計画（プレッククダ

ム－スレアマアム間）（第二期）（カ

ンボジア王国） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 21 日）  

供与限度額 172 億 9,800 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

54 
北東州道路網連結性改善計画（フェ

ーズ１）（第一期）（インド） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 31 日）  

供与限度額 671 億 7,000 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

55 
マディヤ・プラデシュ州送電網増強

計画（インド） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 31 日）  

供与限度額 154 億 5,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

56 
貨物専用鉄道建設計画（フェーズ１）

（第三期）（インド） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 31 日）  

供与限度額 1,036 億 6,400 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

57 
オディシャ州総合衛生改善計画（第

二期）（インド） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 31 日）  

供与限度額 257 億 9,600 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

58 
タミル・ナド州都市保健強化計画（イ

ンド） 

有償資金協力の実施  

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 31 日）  

供与限度額 255 億 3,700 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

59 
「タイビン火力発電所及び送電線建

設計画（第四期）」（ベトナム社会主

有償資金協力の実施 

交換公文の署名（平成 28 年 3 月 31 日） 
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義共和国） 供与限度額 549 億 8,200 万円 

平成 29 年度予算要求に反映 

 

2 事後評価     

     

表 12－(4) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（外務省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/mofa_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【基本目標Ⅱ施

策Ⅱ－1】 

国際の平和と安

定に対する取組 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

【中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信】政策評価結

果を踏まえ，必要な予算を重点的に要求する一方，外交青書作成関

係経費及び元老会議開催関係経費の見直しにより，予算の減額要求

を行った。 

【日本の安全保障に係る基本的な外交政策】政策評価結果を踏まえ，

事務事業の見直しを行い，必要な予算を重点的に要求する一方，職

員旅費や文化人等派遣旅費，諸謝金について経費縮減を図り，メリ

ハリのある予算要求を行うこととした。 

【国際平和協力の拡充，体制の整備】政策評価結果を踏まえ，「平和

構築・開発におけるグローバル人材育成事業」に関しては経費縮小

を図った。また，その他の事務事業についても，予算の重点化によ

り経費縮減を図りつつ，各種訓練分野における必要経費を要求する

など，メリハリのある予算要求を行った。 

【国際ﾃﾛ対策協力及び国際組織犯罪への取組】多様化・複雑化する国

際テロ及び国際組織犯罪の防止のためには，国際社会の一致した継

続的取組が重要である点を踏まえ，各国と協力して国際テロ及び国

際組織犯罪対策への取組を強化するために必要な経費を要求した。 

【宇宙に関する取組の強化】政策評価結果を踏まえ，事務事業の見直

しを行い，宇宙空間の平和利用に向けた課題についての議論・宇宙

分野での国際的な規範作りに貢献するための取組に必要な予算を

重点的に配置する一方，海外でのレセプション開催に係る費用につ

いては縮減を図り，メリハリのある予算要求を行うこととした。 

【国連を始めとする国際機関における我が国の地位向上，望ましい国

連の実現】現在行っている事業を着実に継続実施していく必要があ

るところ，安保理改革を始めとする国連の諸改革の実現に向けた取

り組みの強化，国連改革の進展に資する国連政策に関する研究・諮

問・啓発・広報活動の強化，国際機関における邦人職員増強に必要

な経費を要求した。 

【国際社会における人権・民主主義の保護・促進のための国際協力の

推進】我が国の人権及び民主主義分野での外交政策に関する意見交

換，国際人権・人道法の普及，理解の増進等，並びに政府報告の作
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成・提出を含む主要人権条約の履行及び女性の権利の保護・促進並

びに女性・ジェンダー問題に関する我が国取り組みの広報等に関す

る経費を要求した。また，我が国における難民や難民認定申請者が

我が国社会に適応して生活していくことは社会的安定のために重

要であり，難民認定者の我が国定住のための各種支援事業，難民認

定申請者の生活保護等のための経費及び平成 22 年度より開始して

いる第三国定住に係る国内における支援事業に必要な経費を要求

した。 

【軍備管理・軍縮・不拡散への取組】我が国は，核兵器不拡散条約（NPT）

体制の強化，国連総会での核軍縮決議の提出・採択，包括的核実験

禁止条約（CTBT）の早期発効及び兵器用核分裂性物質生産禁止条約

（FMCT）の早期交渉開始に向けた働きかけ，国際原子力機関（IAEA）

の保障措置の強化・効率化，輸出管理体制の強化等，核軍縮・不拡

散に向けた各種取り組みを積極的に行っているが，今般の政策評価

結果を受けて，必要な調整を行った結果を反映した。 

【原子力の平和的利用のための国際協力の推進】現在行っている事業

を着実に継続実施していく必要があるところ，国際原子力機関

（IAEA）等の国際機関や各国との協力案件や協議の実施等に必要な

経費を要求した。また，IAEA の技術協力活動支援のための拠出に必

要な経費を要求した。 

【科学技術に係る国際協力の推進】我が国の科学技術力を外交に活用

するとともに，外交を通じて我が国の科学技術向上に資するため，

引き続き科学技術外交に積極的に取り組む。限られた予算及び人的

投入資源について，更なる有効活用をするために行った見直し結果

を反映した。 

○平成 29 年度概算要求額：3,483,924 千円［平成 28 年度予算額：

2,293,827 千円］

○必要な機構要求（総合外交政策局安全保障政策課サイバー政策室の

新設）及び定員要求（サイバー関係の業務拡大に伴う増等）を行っ

た。

＜事前分析表の変更＞ 

・目標の達成度合いの測定結果を踏まえ，当該目標について見直しを

行い，一部新たな目標を設定することとした。

・達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかについ

て検証するとともに，目標を達成しなかった原因の分析を行い，測

定指標（中長期的かつ総合的な外交政策の企画立案と対外発信，日

本の安全保障に係る基本的な外交政策等）及び達成手段（宇宙に関

する取組の強化等）を変更することとした。 
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2 

【基本目標Ⅱ施

策Ⅱ－2】 

国際経済に関す

る取組 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

【１．多角的自由貿易体制の維持・強化と経済連携の推進】 

１ 世界貿易機関（WTO)については，事業の効率性を見直しつつ，紛

争解決制度等各種枠組みの活用により国際貿易ルールを維持・強化

するとともに，WTO を中心とする多角的貿易体制の安定を図るため

の内容とした。 

２ 経済連携協定については，一部の事業の効率性の見直しを行う一

方で，アジア太平洋地域，東アジア地域，欧州地域等の国々と二国

間や地域レベルの経済連携を戦略的に推進し，日本企業等が EPA を

一層活用できる環境を整備することで，海外の成長市場の活力を取

り組み，我が国の経済成長を力強く後押しするべく，以下の具体的

な戦略に沿った取組を強化する要求内容とした。 

・２０１８年までに日本の貿易総額に占めるＦＴＡ比率７０％（２０

１５年末時点に３９．５％）にするとの政府目標の下，ＴＰＰを推

進し，日ＥＵ，ＲＣＥＰ，日中韓等の高いレベルの経済連携協定（Ｅ

ＰＡ）の締結を目指すとともに,より大きな構想であるアジア太平

洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）のルール作りを目指す。 

・発効済みのＥＰＡにつき，協定の運用規則に沿って，継続協議，

見直し交渉等を含め，その着実な実施に取り組む。 

 ・投資関連協定を２０２０年までに１００の国・地域を対象に署

名・発効させるとの政府目標の下，アフリカ諸国を中心に，交渉を

加速化するための措置をとる。 

【２．日本企業の海外展開支援】 

１ 平成２８年度政策評価を踏まえ，平成２９年度においても，日本

の優れた技術に裏付けられた企業製品やインフラ，日本産農産物等

の海外への売り込みを一層積極的に行い，また，日本企業が安心し

て，より円滑に海外での活動を行えるよう，外部の専門家も活用し

ながら，日本企業のトラブル解決を支援するための取組やトラブル

の未然防止に資する活動を強化していく要求内容とした。 

２ 平成２８年度政策評価において，世界各国・各地域から模倣品・

海賊版による被害・取締り状況の情報を収集できた他，模倣品・海

賊版対策の重要性への理解が浸透しつつあり，同対策のための他国

との協力が深まった等の効果があったと評価した。 

上記結果を踏まえ，今後は以下の取組を強化する。 

（１）模倣品・海賊版の取引防止に関する国際的な取組を通じ，知的

財産権保護を促進する。 

（２）二国間対話等を通じた知的財産権問題の対策・協力を強化する。 

（３）在外公館知的財産担当官の対応力を強化する。 

【３．経済安全保障の強化 】 

１．我が国へのエネルギー・資源の安定供給の確保に関する平成 28

年度政策評価結果としては，①国際エネルギー機関（IEA）などの

国際的な枠組みの議論に積極的に参加・貢献し，国際的なエネルギ

ー市場の透明性の向上や価格の安定化，緊急時対応能力の強化など
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を効果的に図ることができ，目標達成したと評価。また，②省エネ

ルギーや再生可能エネルギーの普及促進に関しては，国際再生可能

エネルギー機関（IRENA）とも協力し，平成 27 年 6 月に外務省主催

で「国際セミナー：太平洋島嶼国におけるエネルギー安全保障」を

開催したほか，平成 28 年 1 月の IRENA 総会では，前回議長国の我

が国を代表して，山田外務大臣政務官（当時）が冒頭の議事運営及

び挨拶を行ったことで，同分野の国際協力において我が国知見を共

有すること，及びリーダーシップを発揮することといった目標達成

につながったと評価した。加えて，③平成 27 年 12 月に開催された

在外公館戦略会議においては，資源確保の取組に向けた専門家や関

連機関間での連携強化や，2030 年を見据えた資源確保戦略など今後

の政策形成へのインプットといった有益な成果が得られたと評価

した。 

これらの評価結果を受け，また資源を巡る内外の厳しい情勢を踏

まえ，引き続きエネルギー・資源の安定的かつ安価な供給の確保に

取り組むとの目標を今後とも維持し，その達成に向け取組を一層充

実させていくべく，平成 29 年度においても上記各取組を中心とす

る要求内容とした。 

２ 我が国及び世界の食料安全保障の強化に関する平成 28 年度政策

評価結果としては，①我が国が推進してきた「責任ある農業投資」

が国際規範化された(平成 26 年 10 月の世界食糧安全保障委員会

（CFS）総会で採択)ことや，国連食糧農業機関（FAO)を我が国の優

先課題に照らしてよく活用できていることを評価したほか，②国際

コーヒー機関への再加盟を果たしたこと等の成果が極めて大きく，

当初の目標を大幅に上回って達成したと評価。コーヒーの安定供給

に影響を与える政府間協議へ関与することが可能となったことは，

我が国の食料安全保障に資する観点から特に高く評価できる。ま

た，③FAO が実施する世界農業遺産（GIAHS）に我が国から新たに３

地域（計８地域）が認定されるとともに，GIAHS が FAO の通常予算

事業に組み込まれることとなり，我が国の分担金搬出の成果の向上

が期待でき，また我が国が重視する政策が FAO の優先課題として通

常予算化されたことを目標達成に向けた好材料として評価。 

これらの評価結果を踏まえ，引き続き我が国及び世界の食料安全

保障の強化に取り組むとの目標を維持し，情報収集・分析を強化す

るなど，その達成に向け取組を一層充実させていくべく，平成 29

年度においても上記各取組を中心とする要求内容とした。 

３ 海洋生物資源の持続可能な利用のための適切な保存管理及び我

が国権益の確保については，新南極海鯨類科学調査（NEWREP-A）へ

の支持獲得・理解に尽力した結果調査実施に至った。反捕鯨国の間

にも我が国の立場への理解を示す国が見られるようになった。ま

た，地域漁業管理機関の年次会合等への出席について，我が国の立

場に添った形での保存管理措置が採択された。これらの評価を踏ま
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え，29 年度の概算要求においては，捕鯨に関する国際社会の理解促

進強化や地域漁業管理機関において漁業交渉を主導していくため

に引き続き取り組むための要求内容とした。 

【４．国際経済秩序形成への積極的参画】 

１ 国際経済秩序の形成及び国際的政策協調に更に積極的に参画し

ていくための政策立案や対外交渉に資するわかりやすい資料を作

成するために必要な経済・金融データベースの契約や経済調査員の

委嘱費等を継続要求した。 

２ 日ＥＵ・ＥＰＡについては，欧州委員会が平成２４年１１月に交

渉権限（マンデート）を取得したことを受けて，平成２５年３月に

実施した日ＥＵ電話首脳会談にて交渉開始を決定した。同決定を踏

まえ，同年４月に第１回交渉会合を開催し，これまで計１７回の交

渉会合を実施した。平成２８年５月のＧ７伊勢志摩サミット及び７

月の日ＥＵ首脳会談の際に日ＥＵ首脳間で本交渉に係る強いコミ

ットメントを確認したほか，１１月には交渉の早期妥結に向け，主

要閣僚会議の開催が閣議決定されるとともに交渉推進タスクフォ

ースが立ち上げられた。また，平成２９年２月には岸田大臣とマル

ムストローム欧州委員（貿易担当）との会談が開催され，日ＥＵ・

ＥＰＡは日ＥＵ間の最優先課題であり，可能な限り早期の大枠合意

を目指して交渉を継続していくことで一致した。かかる取組を継続

し，日ＥＵ間の関係強化及びＥＰＡ交渉の可能な限り早期の大枠合

意を実現するため，必要な予算要求を行った。 

３ 平成２８年度政策評価においては，平成２６年のＯＥＣＤ閣僚理

事会の議長国及び東南アジア地域プログラムの共同議長を務めた

ことにより，ＯＥＣＤにおける我が国の影響力とプレゼンスを確保

し，また東南アジアとの関係強化を推進することができたと評価し

た。平成２８年には閣僚理事会における副議長国を務め，平成２６

年の議長国としての経験を活かしつつ議論をリードしたほか，東南

アジア地域プログラムの共同議長として同運営グループ会合及び

第３回ＯＥＣＤ東南アジア地域フォーラムの開催の機会を捉え，我

が国の影響力・プレゼンスの更なる向上と東南アジア地域との関係

強化を更に推進した。かかる成果にも鑑み，引き続きＯＥＣＤにお

ける我が国のプレゼンス向上及び東南アジアとの関係強化のため，

平成２９年度概算要求を行った。 

４ Ｇ２０サミットは，経済問題を中心に新興国を含む政策調整の場

として，重要な役割を果たしている。平成２８年度政策評価におい

て，我が国の主張は，Ｇ20 サミットにおいても，首脳間の議論，成

果文書等に有効に反映することができたと評価した。これを踏ま

え，引き続きＧ２０サミットプロセスを通じて積極的に参加し貢献

すると同時に，地球規模課題の解決に向けた取組を強化し，我が国

にとって好ましい国際経済秩序を作っていくことを重視しつつ，一

方で効率性の見直しを考慮した要求内容とした。 
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５ 我が国として，ＡＰＥＣ首脳会議，閣僚会議等を通じ，域内の貿

易・投資の自由化・円滑化を通じた地域経済統合，成長戦略等の分

野における具体的な協力の推進に積極的に貢献し，国際経済秩序形

成への参画に努める必要がある。この方針を踏まえ，ＡＰＥＣ域内

の貿易・投資の自由化・円滑化に資する取組を引き続き推進するた

めの関連予算として，ＡＰＥＣ域内のビジネス関係者の移動の円滑

化のために要する経費（ＡＰＥＣビジネストラベルカード発給に関

する経費）やＡＰＥＣ公式オブザーバーたるＰＥＣＣの日本事務局

の運営に要する経費，ＡＰＥＣの優先議題にかかる調査・ワークシ

ョップ開催等に要する経費を要求した。 

 

○平成 29 年度概算要求額：668,597 千円［平成 28 年度予算額：

14,495,722 千円］ 

 

○必要な機構要求（経済局政策課官民連携推進室の新設）及び定員要

求（ビジネス環境整備関係業務の増加に伴う増等）を行った。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・評価結果を踏まえ，達成手段を変更した。 

 

3 

【基本目標Ⅱ施

策Ⅱ－3】 

国際法の形成・発

展に向けた取組 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

１「国際法規の形成への寄与と外交実務への活用経費」に関しては，

政策評価を踏まえ，今日の国際社会において国際法が果たす役割が

ますます大きくなっており，施策の目標の達成に向け，引き続き対

応する必要があるとの観点から，（１）国際法に関連する各種会合

における我が国の立場の主張及びそのような会合における国際法

規の形成及び発展の促進 ，（２）国際法局長協議や国際司法機関等

との交流，及び各種研究会等を通じて得た国際法に関する最新の知

見の蓄積，並びにそれらの知見の外交実務への活用，（３）要請に

基づいた公開講座や大学における臨時の講義の実施，我が国の国際

約束に関する情報の継続的取りまとめ及び対外的な公表につき，十

分な体制で取り組んでいくための経費を要求した。 

２ 「政治・安全保障分野」に関しては，政策評価を踏まえ，日米安

保体制の強化を始めとする，我が国の外交・安全保障に関する枠組

み作りを推進するとともに，犯罪人引渡条約等の国際約束締結交渉

を含む刑事分野における協力の促進，原子力安全の向上等，諸外

国・国際機関との間での政治分野における枠組み作りを推進するこ

とを目的に，関係重要分野での二国間・多数国間協議や条約交渉を

活発化させ，各種国際約束・枠組みの実施を着実に進めていくため

に，十全の体制で臨むための経費を要求した。 

３ 「経済・社会分野における国際約束の締結・実施」に関しては，

政策評価を踏まえ，多角的貿易体制の強化及び経済連携の推進を図

り，日本国民及び日本企業等の海外における利益の保護・促進のた
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めの各種経済・社会条約（経済連携協定・投資協定・社会保障協定・

租税条約等）の締結・実施を推進し，並びに国民生活に大きな影響

を与え得る経済及び社会分野における国際ルール作りへの積極的

な参画を通じて，地球規模の課題の解決に貢献し，日本国民の利益

を増進するため，国際約束の作成に向けた交渉の段階から適時のか

つ十分な法的助言を行うことが不可欠であり，これらの取組につき

十分な体制で取り組んでいくための経費を要求した。 

 

○平成 29年度概算要求額：112,617 千円［平成 28年度予算額：105,474

千円］ 

 

○必要な定員要求（新協定作成に関する交渉及び事務の強化に伴う増

等）を行った。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・評価結果を踏まえ，達成手段を変更した。 

 

4 

【基本目標Ⅱ施

策Ⅱ－4】 

的確な情報収集

及び分析,並びに

情報及び分析の

政策決定ライン

への提供 

目標達

成 

引き続

き推進 

的確な情報収集及び分析能力の強化，及び政策決定ラインへの情

報及び分析の適時な提供のため，今後とも体制の充実に努めるべく，

在外公館に対する収集すべき情報に関する本省側の関心事項・問題

意識の的確な伝達，在外公館職員の任国内外への出張による情報収

集活動の活発化，新たな情報源・情報収集手法の開拓，衛星画像の

一層の活用，公開情報の効果的な活用，外部有識者等の知見の活用，

諸外国との協力強化，及び職員に対する研修の実施等に必要な予算

を要求する。 

 

○平成 29 年度概算要求額：671,135 千円［平成 28 年度予算額：577，

994 千円］ 

 

○必要な機構要求（安全保障情報特別研究官の新設）及び定員要求（国

際テロ情勢に係る分析関係事務の強化に伴う増等）を行った。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標の達成度合いの測定結果を踏まえ，当該目標を継続的に指標と

して設定することとした。 

 

5 

【基本目標Ⅲ施

策Ⅲ－1】 

国内広報・海外広

報・IT 広報・文

化交流・報道対策 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえ，諸外国国民の対日理解及び親日感の醸成を図る

とともに，我が国外交政策に対する国内外での理解を促進し，日本外

交を展開する上での環境を整備するため，引き続き（１）国民への外

交政策の説明，（２）戦略的発信，在外公館における日本文化紹介事

業を通じた対日理解の増進，親日感の醸成及び我が国政策への理解促

進，（３）ＩＴ技術の進展を踏まえた広報体制整備，（４）人物交流，

97



（５）文化協力を通じた知日層，親日感の醸成，（６）国内報道機関

対策を通じた国民の外交政策への理解促進，（７）外国報道機関対策

を通じた対日親近感の醸成を重点として，パブリック・ディプロマシ

ーに取り組んでいくために必要な経費を要求した。 

 外交政策の円滑な推進のために，国民の更なる理解と支持を得る

べく，引き続き，適切かつタイムリーで分かりやすい情報発信を行う

とともに，幅広い年齢層の理解及び信頼醸成に取り組んでいくための

取組を充実・強化しつつ，事業内容の見直しによる経費削減を図り，

概算要求に反映させた。 

 外国報道機関対策としては，外国報道機関に対する情報伝達及び

資料提供を強化し，在京特派員の漸減に対応するため，招へい事業を

通じて日本理解を促進させ，効果的な対外発信を進めるための取組を

充実・強化しつつ，効率性の見直しにより経費削減を図り，概算要求

に反映させた。 

 ＩＴを利用した広報では，ウェブコンテンツの充実・強化，ソー

シャルメディアを活用した発信力の強化等，時宜を捉えた迅速な情報

発信を進めるための取組を充実・強化しつつ，事業内容見直しによる

経費削減を図り，概算要求に反映させた。 

 

○平成 29 年度概算要求額：23,740,535 千円［平成 28 年度予算額：

21,612,074 千円］ 

 

○必要な定員要求（日本博の実施のための体制整備に伴う増等）を行

った。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・当該施策目標実現に向けた達成手段の成果を適正かつわかりやすく

評価できるように測定指標（海外広報の実施）及び達成手段（文化

の分野における国際協力の実施）を変更した。 

 

6 

【基本目標Ⅵ施

策Ⅵ－1】 

経済協力 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

１ 政府の方針である「日本再興戦略」，「経済財政運営と改革の基本

方針」等を踏まえ，①対テロ等安全対策，②不透明性を増す国際情

勢への対応（安全保障環境への対応と日米同盟の強化，法の支配の

強化，社会安定化支援，軍縮・不拡散），③経済外交，④戦略的対

外発信といった重点分野での取組を進める。 

２ また，その財政的裏付けの中心となるＯＤＡ予算の確保及び政

府，自治体，中小企業，ＮＧＯ，個人などとの連携に努める。 

３ 国民からの信頼の向上につながるよう，引き続きＯＤＡ評価の透

明性改善に取り組んでいく。 

との方針を踏まえ，予算要求を行った。 

 

○平成 29 年度概算要求額：360,657,675 千円［平成 28 年度予算額：
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314,547,152 千円］ 

 

○必要な定員要求（開発協力大綱の運用に関する企画・調整関係事務

の強化に伴う増等）を行った。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・評価結果を踏まえ，達成手段を変更した。 

 

7 

【基本目標Ⅵ施

策Ⅵ－2】 

地球規模の諸問

題への取組 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

１ 引き続き多数国間会合や二国間会合・国際機関との会合等の場を

活用しつつ，人間の安全保障の概念の一層の普及に努めるととも

に，アフリカ連合，欧州連合を始めとする地域機構との協力に向け

た具体的な施策を行っていく。 

２ 人間の安全保障基金や世界基金，草の根・人間の安全保障無償資

金協力を始めとする二国間支援，国際機関を通じた人道支援等の相

互補完性も念頭に置きつつ，より効果的・効率的な支援を実施する

ことで人間の安全保障の実現に努める。 

との方針を踏まえ，予算要求を行った。 

 

○平成 29 年度概算要求額：66,479 千円［平成 28 年度予算額：51,275

千円］ 

 

○必要な定員要求（水銀に関する水俣条約関係事務等の強化に伴う

増）を行った。 

 

＜事前分析表の変更＞ 

・評価結果を踏まえ，測定指標（「地球温暖化に対処するための国際

的な取組の進展」を廃止）及び達成手段を変更した。 

 

8 

【基本目標Ⅶ施

策Ⅶ－1】 

国際機関を通じ

た政務及び安全

保障分野に係る

国際貢献 

目標達

成 

引き続

き推進 

政務及び安全保障分野における国際機関への拠出金・分担金による

我が国の国際貢献については，主な拠出金・分担金を順次取り上げ評

価することにより，施策全体の評価に代えている。２８年度について

は，国際連合平和維持活動（PKO)分担金を取り上げて評価した。 

 国際連合平和維持活動分担金の支払いは国連憲章第 17条第２項に

基づく加盟国の義務である。我が国の分担率は９．６８０％で，加盟

国中第３位となっており，支払いを誠実に履行することは，国連ＰＫ

Ｏの諸活動を円滑に実施するために極めて重要であり，我が国の外交

目標である国際社会の平和と安全の達成に貢献するものである。同支

払いは，国連における我が国の地位・影響力の維持・向上のために不

可欠であるので，外務省として分担率に応じた要求を行った。 

 

○平成 29 年度概算要求額：106,411,172 千円（うち，PKO への分担金

要求額は 50,603,949 千円）［平成 28 年度予算額：104,222,526 千円
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（うち，PKO への分担金額は 51,906,287 千円）］ 

9 

【基本目標Ⅶ施

策Ⅶ－2】 

国際機関を通じ

た経済及び社会

分野に係る国際

貢献 

目標達

成 

引き続

き推進 

経済及び社会分野における国際機関への拠出金・分担金による我が

国の国際貢献については，主な拠出金・分担金を順次取り上げ評価す

ることにより，施策全体の評価に代えている。２８年度については，

経済協力開発機構国際エネルギー機関（ＩＥＡ）分担金を取り上げて

評価した。 

（１）経済協力機構（ＯＥＣＤ）条約第２０条２項の規定により，我

が国が加盟する経済協力開発機構国際エネルギー機関（ＩＥＡ）に

支払うことが義務づけられている我が国分担金である。ＩＥＡ分担

金は，事業計画予算（２０１７－２０１８年）のうち，２０１７年

（平成２９年）予算に係る我が国分担金を支払うための義務的経費

であり，主として事務局運営経費及び事業費に充てられる（事務局

員数約２３５名，ＨＰに掲載されている報告数は１００）。ＩＥＡ

は，石油・ガス供給途絶などの緊急時への準備・対応，市場の分析，

中長期の需給見通し，エネルギー源多様化に向けた分析・研究，エ

ネルギー技術・開発協力，低炭素社会にむけた取組，高効率エネル

ギー・省エネルギーの研究・普及，加盟国のエネルギー政策の相互

審査，非加盟国との協力等を行っているが，我が国及び世界のエネ

ルギー安全保障の強化に貢献するこれらの取組を推進するために，

理事会及び主要作業部会等を年４６回程度開催している。特に，化

石燃料の大半を外国に依存する我が国にとって，石油・ガス供給途

絶などの緊急時への準備・対応といったＩＥＡの活動への参加は我

が国のエネルギー安全保障を維持する上で必要不可欠。ＩＥＡは震

災後の我が国のエネルギー政策の見直しに対して，情報・知見の提

供も行っており，同機関との協力は我が国のエネルギー安全保障政

策の検討・策定にとって必要不可欠なものとして機能している。ま

た，ＩＥＡが毎年発行している各種統計出版物は，我が国のエネル

ギー政策にとって有益なインプットとなっている。 

（２）施策目標は，我が国を含む世界のエネルギー安全保障の向上の

ため，IEA を通じ，石油・ガス供給途絶等の緊急時への準備・対応

を行う他，短期-中長期の市場分析やエネルギー源の多様化に向け

た分析・研究などを進め，また非加盟国との協力を進めるという内

容であった。これに対する政策評価結果としては，３つの測定指標

（①石油・ガス供給途絶等の緊急時への準備・対応，②市場の分析，

エネルギー源多様化に向けた分析・研究，③非加盟国との協力）の

いずれについても，目標を達成したと評価した。特に，平成 28 年

２月に実施した首都緊急時対応訓練によって，石油供給途絶等の緊

急時への対応に対する準備・対応につき改めて国内外関係者間で確

認や検証を行うことが可能となり，大きな成果があったとされてい

る。また，IEA は，気候変動に関する特別報告書，世界エネルギー

展望（WEO）2015（インドに関する特別レポートを含む）を発行し，

特に気候変動に関する特別報告書は，12 月に実施された国連気候変
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動枠組条約第 21 回締約国会議に向けた気候変動関係者の議論に貢

献するという具体的な成果があった。また，IEA 事務局長は２度訪

日し，９月の訪日に際しては安倍総理大臣への表敬の機会も得る

等，政府内の幅広い関係者が，最近のエネルギー情勢や今後の見通

しなどにつき，IEA のトップから直接見解を聞くことができたこと

は，エネルギー情勢及び我が国のエネルギー源多様化 に関する分

析や研究に有益であったとされている。加えて，IEA による非加盟

国との協力を我が国としても一貫して支持しており，平成 27 年 11

月に実施された閣僚理事会においても，アソシエーション（非加盟

国との協力イニシアティブ）の始動を宣言するという大きな成果が

あった。また，我が国としても強く推進するインドを始めとする IEA

非加盟国との協議等を通じ，IEA非加盟国によるIEAの取組及びIEA

に対する理解を深化させるとの成果があった。 

（３）以上の評価結果を踏まえつつ，供給国における資源ナショナリ

ズムの台頭や不安定な状況に，東日本大震災の影響も加わり，資

源・エネルギーの安定供給がより重要な課題となる中，在外公館を

通じた外交の戦略的基盤を維持・強化しつつ，国際的な枠組み等を

利用して，産出国と消費国が連携して行動することにより，エネル

ギー市場の安定化に貢献することが必要である。よって，IEA を通

じ引き続き施策を継続することとし，ＯＥＣＤ条約第２０条２項の

規定に基づき毎年理事会にて決定される分担率に応じた要求額と

した。 

○平成 29 年度概算要求額：11,813,404 千円（うち，IEA への分担金

要求額は 377,453 千円）［平成 28 年度予算額：13,042,433 千円（う

ち，IEA への分担金額は 452,903 千円）］

10 

【基本目標Ⅶ施

策Ⅶ－3】 

国際機関を通じ

た地球規模の諸

問題に係る国際

貢献 

目標達

成 

引き続

き推進 

地球規模の諸課題分野における国際機関への拠出金・分担金による

我が国の国際貢献については，主な拠出金・分担金を順次取り上げて

評価することにより，施策全体の評価に代えている。28 年度につい

ては，国際連合工業開発機関（UNIDO）分担金を取り上げて評価した。 

事業内容について引き続き適切に把握し，事業が効果的効率的に実

施されるよう注視していくとの方針を踏まえ，要求を行った。 

○平成 29 年度概算要求額：40,034,570 千円（うち，UNIDO への分担

金要求額は 1,393,584 千円）［平成 28 年度予算額：32,420,484 千円

（うち，UNIDO への分担金額は 1,713,147 千円）］
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表 12－(5)  未着手の事業（政府開発援助）を対象として評価を実施した政策（平成 29 年 3 月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（外務省の未着手・未了の政策を対象とする政策評

価(事後評価)） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mofa.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価の

結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

太陽光を活用したクリ

－ンエネルギー導入計

画（カザフスタン共和

国） 

継続が妥当 引き続き推進 

 

表 12－(6)  未了の事業（政府開発援助）を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（外務省の未着手・未了の政策を対象とする政策評

価(事後評価)） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mofa.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

バンガロール上下水道

整備計画（第二期第二段

階）（インド） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

2 
バンガロール ・メトロ

建設計画（インド） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

3 
スワン川総合流域保全

計画（インド） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

4 
オリッサ州森林セクタ

ー開発計画（インド） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

5 
フセイン・サガール湖流

域改善計画（インド） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

6 
コルカタ廃棄物管理改

善計画（インド） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

7 

タンジュンプリオク港

アクセス道路建設計画

（第二期）（インドネシ

ア） 

継続が妥

当 
引き続き推進 
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8 

アサハン第三水力発電

所建設計画（インドネシ

ア） 

継続しつ

つ事業進

捗を注視

する 

引き続き推進 

9 

カモジャン地熱発電所

拡張計画（E/S）（インド

ネシア） 

中止が妥

当 
廃止，休止，中止 

10 

スマラン総合水資源・洪

水対策計画（インドネシ

ア） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

11 
ゴール港開発計画（第一

期）（スリランカ） 

継続する

が改善・

見直しが

必要 

引き続き推進 

12 
高等教育支援計画（IT

セクター）（ベトナム） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

13 
紅河橋建設計画（第四

期）（ベトナム） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

14 
高等教育借款基金計画

（Ⅲ）（マレーシア） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

15 
サンホセ首都圏環境改

善計画（コスタリカ） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

16 

ボルジュ・セドリア・テ

クノパーク建設計画（チ

ュニジア） 

継続が妥

当 
引き続き推進 

17 
下水道整備計画（モロッ

コ） 

継続しつ

つ事業進

捗を注視

する 

引き続き推進 
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表 12－（7） 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 9 月 15 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（外務省の租税特別措置等の政策を対象とする政策

評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mofa.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
特定非営利活動法人に

係る税制上の特例措置 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

当該税制優遇措置は、NPO法人の財政上の問題を緩和し、その活動の

継続・発展に不可欠と考えられることから、引き続き同措置を継続中。 
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財務省 





表 13 財務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 13－(1)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28年 8月 31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（財務省の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mof.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

適格退職年金契約の積立金に対する

特別法人税の撤廃もしくは非課税措

置の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29年度税制改正要望を行った。 

2 
銀行等保有株式取得機構に係る資本

割の特例措置 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29年度税制改正要望を行った。 

3 
退職等年金給付の積立金に対する特

別法人税の撤廃 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29年度税制改正要望を行った。 

2 事後評価 

表 13－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年 6月 30日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（財務省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/mof_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【総合目標 1】 

我が国の財政状

況が歴史的に見

ても諸外国との

比較においても、

極めて厳しい状

況にあることを

踏まえ、社会保

障・税一体改革を

継続するととも

に、国・地方を合

わせた基礎的財

政収支について、

2020（平成 32）

年度までに黒字

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

我が国の財政に対する信認を確保していくために、社会保障・税一

体改革を継続するとともに、国・地方の基礎的財政収支について、2020

（平成 32）年度までに黒字化するとの財政健全化目標達成に向けて、

歳入・歳出両面において財政健全化に向けて取り組んだ。 
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化、その後の債務

残高対ＧＤＰ比

の安定的な引下

げを目指すとの

財政健全化目標

達成に向け、歳

入・歳出両面にお

いて財政健全化

に取り組む。 

2 

【総合目標 2】 

財政健全化目標

達成に向け、歳

出・歳入面におい

て財政健全化に

向けて取り組む

中で、社会保障と

税の一体改革を

継続するととも

に、少子高齢化・

グローバル化の

進展等の経済・社

会の構造変化に

対応するための

税制を構築する。 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

社会保障・税一体改革に引き続き取り組んだ。「所得税法等の一部

を改正する等の法律案」を国会に提出した（平成 29年２月提出）。 

3 

【総合目標 3】 

経済金融情勢及

び財政状況を踏

まえつつ、市場と

の緊密な対話に

基づき、国債管理

政策を遂行し、中

長期的な調達コ

ストの抑制を図

りながら、必要な

財政資金を確実

に調達する。同時

に、国庫金の適正

な管理を行う。ま

た、社会経済情勢

等の変化を踏ま

え、財政投融資を

活用して政策的

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

（国債管理政策） 

我が国の財政は、過去に例を見ない厳しい状況にあり、今後も大量

の国債発行が見込まれている。国債発行当局として確実かつ円滑な国

債発行により、必要とされる財政資金を確実に調達するとともに、中

長期的な調達コストを抑制していくことによって、円滑な財政運営の

基盤を確保するという基本的な考え方に基づき、国債管理政策を運営

した。 

（財政投融資） 

財政投融資計画の策定に当たっては、政策的必要性、民業補完性や 

償還確実性等を精査し、必要な資金需要に的確に対応した。 

各省庁・機関においては、財政投融資計画要求を行うに当たり、要

求内容について事前に自ら政策評価を行い、要求に際して自己の政策

評価の結果を合わせて提出するよう求めた。要求内容の審査を行うに

あたっては、各省庁・機関から提出された政策評価を積極的に活用し

た。 

（国有財産） 

地域や社会のニーズ及び個々の財産の特性に応じて、中長期的な 

視点から、国公有財産の最適利用に取り組んだ。 
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に必要とされる

資金需要に的確

に対応する。さら

に、地方公共団体

との連携を進め、

国公有財産の最

適利用に取り組

む。 

(国庫金の管理) 

国庫金の管理を一層効率的に行い、また出納の正確性を引き続き 

確保した。 

4 

【総合目標 4】 

近年の米国発の

金融危機や欧州

債務危機を受け

て進展している

金融規制改革の

国際的な議論を

踏まえながら、関

係機関との連携

を図りつつ、金融

破綻処理制度の

整備・運用を図る

とともに、預金保

険法等の法令に

基づき、金融危機

管理を行うこと

により、金融シス

テムの安定の確

保を図る。また、

通貨の流通状況

を把握するとと

もに、偽造・変造

の防止等に取り

組み、高い品質の

通貨を円滑に供

給することによ

り、通貨に対する

信頼の維持に貢

献する。 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

（金融システムの安定の確保に向けた適切な制度の整備・運用） 

 金融システムの安定の確保のために、関係機関と連携をとりつつ、

金融破綻処理制度の適切な整備･運用や金融危機管理に努めた。 

（通貨に対する信頼を維持するための取組） 

 通貨が様々な経済取引の決済において、国民から信頼され、安心し

て使われるために、通貨の流通状況等を適切に把握し、偽造されにく

い通貨を円滑に供給できるよう製造計画を策定すること等により、日

本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の防止等通貨制度の適切

な運用に万全を期した。 

5 

【総合目標 5】 

我が国経済の健

全な発展に資す

るよう、国際的な

協力等に積極的

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

世界経済の持続的発展等を目的として、Ｇ20等の国際的な枠組み

において積極的に貢献するとともに、Ｇ７議長国として議論を主導

し、国際機関及び各国の財務金融当局等との政策対話も積極的に行っ

た。また、ＩＭＦのガバナンスや機能強化の議論に積極的に貢献した。 

ＡＳＥＡＮ＋３の枠組みや二国間金融協力を通じ、アジア地域金融
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に取り組むこと

により、世界経済

の持続的発展、ア

ジア地域を含む

国際金融システ

ムの安定及びそ

れに向けた制度

強化、質の高いイ

ンフラ投資等を

通じた開発途上

国の経済社会の

発展、国際貿易の

秩序ある発展を

目指すとともに、

日本企業の海外

展開支援も推進

する。 

協力を推進した。 

ＯＤＡに関しては、開発途上国における安定的な経済社会の発展に

寄与するため、我が国の厳しい財政状況や国民のＯＤＡに対する見方

も踏まえつつ、効果的かつ効率的な資金協力等を実施した。 

ＭＤＢｓに関しては、主要出資国として業務運営に積極的に参画

し、我が国のＯＤＡ政策・開発理念をＭＤＢｓの政策に反映させた。 

質の高いインフラパートナーシップについては、2015 年 11月 21

日に公表した「質の高いインフラパートナーシップのフォローアッ

プ」に盛り込まれた更なる具体策を着実に実施した。 

日本企業のインフラビジネスにおける海外展開支援は、「日本再興

戦略 2016」においても重要な柱の一つとされており、関係省庁・機

関と連携しながら、ＪＩＣＡの円借款やＪＢＩＣ等を通じて引き続き

推進した。 

 国際貿易に関する取組については、ＷＴＯを中心とする多角的自由

貿易体制の強化に引き続き取り組むとともに、アジア・太平洋地域、

東アジア地域、欧州などとの経済連携を戦略的に推進した。 

6 

【総合目標 6】 

総合目標１から

５の目標を追求

しつつ、大震災か

らの復興の加速

に取り組むとと

もに、デフレから

の脱却を確実な

ものとし、経済再

生と財政再建の

双方を同時に実

現することを目

指し、関係機関と

の連携を図りな

がら、適切な財

政・経済の運営を

行う。 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

関係府省と連携しながら、社会保障・税一体改革を継続しつつ、財

政健全化と経済成長を両立できるよう、「経済財政運営と改革の基本

方針」や「産業競争力強化に関する実行計画」に沿って適切な財政・

経済の運営を行った。 

また、「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」、「一億総活躍社会の実現に

向けて緊急に実施すべき対策」、並びにこれらを踏まえた平成 27年度

補正予算を迅速かつ着実に実施するとともに、平成 28年度予算につ

いて、できる限り上半期に前倒して実施していくことに加え、東日本

大震災からの復興の加速に取り組んだ。 

7 

【政策目標 1－1】 

重点的な予算配

分を通じた財政

の効率化・質的改

善の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

2020年度（平成 32年度）の財政健全化目標を堅持し、「経済・財政

再生計画」期間の当初３年間（2016～2018 年度（平成 28～30年度））

を「集中改革期間」と位置づけ、集中改革期間における改革努力のメ

ルクマールとして、2018年度（平成 30年度）のＰＢ赤字の対ＧＤＰ

比▲１％程度を目安とし、引き続き経済再生と財政健全化を共に達成

することを目指した。 

 同時に、予算執行調査結果、政策評価結果、決算及び決算検査報告、

国会での指摘・議決などの予算への反映・適切な活用に努めた。 

108



 広報活動については、財政の現状や政府の取組に係る図表等を用い

た分かりやすい説明を、資料やホームページ等の多様な媒体によっ

て、引き続き積極的に行った。 

 また、財政の効率化・質的改善を推進するための調査研究等及び予

算編成支援システムの運用に必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：3,448,412千円 

8 

【政策目標 1－2】 

必要な歳入の確

保 

目標達

成 

引き続

き推進 

経済情勢等に配意し税収及び税外収入の確保に努めるとともに、税

収の適切な見積りや説明責任の向上に努めた。 

9 

【政策目標 1－3】 

予算執行の透明

性の向上・適正な

予算執行の確保 

目標達

成 

引き続

き推進 

法令や予算との整合性等に留意し、円滑かつ効率的な予算執行の確

保に努めた。 

予算の効率化が図られるよう、様々な視点から、より深度のある予

算執行調査を実施し、予算執行に関する情報開示の充実、各府省庁等

の会計事務職員を対象とした会議・研修の効果的な実施及び随意契約

の適正化に努めた。 

また、予算執行の透明性の向上・適正な予算執行の確保を図るため、

予算執行状況について調査の着実な実施等に取り組むために必要な

経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：4,904,456千円 

10 

【政策目標 1－4】 

決算の作成を通

じた国の財政状

況の的確な開示 

目標達

成 

引き続

き推進 

年度途中における予算使用の状況、国庫歳入歳出状況及び予算の執

行実績である決算の概要について、正確性を確保しつつ、国民及び国

会に対し適時適切に報告した。 

また、平成 27年度歳入歳出決算については、平成 26年度歳入歳出

決算に引き続き、会計検査院へ早期に送付し、会計年度翌年の 11月

20日前後には国会提出が可能となるよう準備を行い、平成 28年 11

月 18日に国会に提出した。 

11 

【政策目標 1－5】 

地方財政計画の

策定をはじめ、地

方の歳入・歳出、

国・地方間の財政

移転に関する事

務の適切な遂行 

目標達

成 

引き続

き推進 

国・地方の財政の健全化に向けて、地方歳出の削減や、地方交付税

の制度改革等の諸課題等について総務省と調整を行った。 

12 

【政策目標 1－6】 

公正で効率的か

つ透明な財政・会

計に係る制度の

構築及びその適

正な運営 

目標達

成 

引き続

き推進 

平成 27年度「国の財務書類」について、平成 26年度分に引き続き、

より充実した説明資料も併せて作成・公表し、国民に対する分かりや

すい説明に努め、予算の審議等に活用するために、翌年度１月に公表

した。 

更に「省庁別財務書類」等についても、各省庁より的確な財務情報

の開示がなされるよう必要な助言等を行った。 

また、平成 29年度の予算要求については、平成 28年度「国の財務
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書類」の平成 30年１月公表等のため、引き続き企業会計の考え方な

どの高度で専門的な知識を有する公認会計士に「省庁別財務書類」等

の審査、｢国の財務書類｣の作成補助等を業務委託するための経費の確

保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：8,968千円 

13 

【政策目標 2－1】 

 デフレ脱却・経

済再生をより確

実なものとして

いくための税制

の着実な実施、我

が国の経済・社会

の構造変化に対

応するとともに

喫緊の課題に応

えるための税制

の検討及び税制

に関する広報 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

(我が国の経済・社会の構造変化に対応するとともに、喫緊の課題に

応えるための税制の構築) 

 社会保障・税一体改革に引き続き取り組んだ。「所得税法等の一部

を改正する等の法律案」を国会に提出した（平成29年2月提出）。 

(税制についての広報の充実) 

 税の意義・役割、税の使途、税制の現状と課題、税制改正の内容な

ど、税制全般に対する国民の理解・納得が深まるよう、幅広い媒体を

活用し、広報活動の一層の充実を図った。 

(政策評価の活用) 

租税特別措置を含めた税制改正を行うに当たって、要望時において

各府省等に対し、「政策の達成目標」の実現状況など各府省等が行っ

た政策評価の結果を記載した要望書の提出を求め、税制改正案の立案

に向けた各府省等との議論の材料とした。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：167,416千円 

＜事前分析表の変更＞ 

測定指標政 2-1-2-A-2：アクセス件数のみでは、税制についての広報

の充実度向上について、十分に全体を推し量ることは難しいと思われ

るため、税制に関する広報の充実度を向上させる観点から、より適切

と考える指標である「財務省の税制関連ホームページに関する評価

（内容の分かりやすさ）」を新設した。なお、これに伴い、従来の測

定指標政 2-1-2-A-1「財務省ホームページの税制に関するページへの

アクセス件数」については参考指標へ移行した。 

14 

【政策目標 3－1】 

国債の確実かつ

円滑な発行及び

中長期的な調達

コストの抑制 

目標達

成 

引き続

き推進 

国債発行計画の策定に当たっては、市場のニーズ・動向を踏まえつ

つ、国債の確実かつ円滑な発行及び中長期的な調達コストの抑制の観

点から、国債の発行額・発行年限を設定した。さらに、平成 28年度

においても、「国債市場特別参加者会合」等の場を通じ丁寧に市場と

の対話を行いつつ、流動性供給入札などの国債市場の流動性維持・向

上に向けた施策を実施した。 

個人や海外投資家を含めた保有者層の多様化を図る観点から、個人

向け国債の利便性の向上や海外投資家に対するＩＲに取り組んだ。 

また、国債市場や国債管理政策についての透明性を高めるため、積

極的にホームページ等を通じた情報発信や広報活動に引き続き努め

た。なお、平成 27年度政策評価結果を踏まえ、平成 29年度において

も、国債の確実かつ円滑な発行・償還及び中長期的な調達コストの抑

制のため、引き続き必要な経費（国債保有者層の多様化に向けた海外
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ＩＲの実施に必要な経費等）の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：24,617,543,765 千円 

平成 29年度国債整理基金特別会計予算概算要求額：193,630,227,647

千円 

平成 29年度東日本大震災復興特別会計予算概算要求額：46,471,516

千円 

15 

【政策目標 3－2】 

財政投融資の対

象として必要な

事業を実施する

機関の必要な資

金需要への的確

な対応、ディスク

ロージャーの推

進及び機関に対

するチェック機

能の充実 

目標達

成 

引き続

き推進 

財政投融資計画の策定にあたっては、政策的必要性、民業補完性や

償還確実性等を精査し、必要な資金需要に的確に対応した。 

各省庁・機関においては、財政投融資計画要求を行うに当たり、要

求内容について事前に自ら政策評価を行い、要求に際して自己の政策

評価の結果を合わせて提出するよう求めた。要求内容の審査を行うに

あたっては、各省庁・機関から提出された政策評価を積極的に活用し

た。 

また、財政投融資の透明性向上を一層進め、財政投融資対象機関に

対するチェック機能の充実を図った。 

 さらに、財政融資資金の資産・債務管理（ＡＬＭ）の高度化のため

の施策を引き続き実施した。 

 その他、引き続き、民間では実施困難であるが政策として必要な事

業を実施する機関への資金供給の確保と、適切なＡＬＭを実施するた

めに必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度財政投融資特別会計予算概算要求額：32,102,214,147千

円 

16 

【政策目標 3－3】 

庁舎及び宿舎を

含む国有財産の

適正な管理・処分

及び有効活用と

情報提供の充実 

目標達

成 

引き続

き推進 

国民共有の貴重な財産である国有財産については、適正な管理・処

分及び地方公共団体等と連携し、地域や社会のニーズに対応した有効

活用を図った。具体的には、行政財産等の監査の実施、「国家公務員

宿舎の削減計画」等の実施、庁舎の効率的な活用の推進、未利用国有

地等の有効活用の推進、事務の効率化及び外部委託の活用などによる

普通財産等の管理・処分の適正かつ迅速な事務処理に取り組んだ。 

また、国有財産増減及び現在額総計算書等の国会への早期報告や情

報提供の充実に取り組んだ。 

 さらに、国有財産の適正な管理、有効活用の推進並びに情報提供の

充実のために必要な経費、庁舎の計画的かつ効率的な整備に必要な経

費、庁舎の耐震化に必要な経費及び「国家公務員宿舎の削減計画」等

を踏まえた宿舎の耐震改修等に必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：22,667,922 千円 

平成 29年度財政投融資特別会計予算概算要求額：28,605,975千円 

＜機構・定員要求＞ 

【財務（支）局】 

機構要求：少子高齢化に対応した国有財産の有効活用等のための体制
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の整備を図るため、上席国有財産管理官等を要求した。 

定員要求：上記に対応した体制整備のため、定員 48人を要求した。 

また、国有財産の売却に向けた体制の整備のための時限定員 6人につ

いて、時限の延長を要求した。 

17 

【政策目標 3－4】 

国庫金の効率的

かつ正確な管理 

目標達

成 

引き続

き推進 

資金の受け手の事情も考慮しつつ、資金の受入と支払を合わせる調

整を行うとともに、それでも国庫全体の現金に余裕が生じている場合

には、これを資金需要への対応に際して有効活用するなど、国庫金の

効率的な管理を進めた。 

 出納事務の正確性の確保については、国庫原簿と歳入歳出主計簿と

の突合により、日本銀行の国庫金の出納事務が正確に行われているか

どうかの検証を引き続き行った。 

 国庫収支に関する情報提供については、財政資金対民間収支を毎月

報道発表し、ホームページに掲載すること等により、国庫収支に関す

る迅速かつ正確な情報提供を引き続き行った。 

また、国庫収支の見込みの精度向上に必要なシステム関係経費等、

国庫金の効率的な管理に必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：56,490千円 

18 

【政策目標 4－1】 

日本銀行券・貨幣

の円滑な供給及

び偽造・変造の防

止 

目標達

成 

引き続

き推進 

平成 27年度政策評価結果においては、一定の評価を得られたもの

の、通貨が様々な経済取引の決済において、国民から信頼され、安心

して使われるために、引き続き平成 28年度以降においても、通貨に

対する信頼を維持することを目的として、通貨の円滑な供給及び偽

造・変造の防止等通貨制度の適切な運用を行った。 

 このため、通常貨幣や記念貨幣の発行のために必要な経費、通貨の

偽造・変造を防止する環境整備のために必要な経費など、通貨の円滑

な供給のために必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：14,920,598 千円 

19 

【政策目標 4－2】 

金融破綻処理制

度の適切な整

備・運用及び迅

速・的確な金融危

機管理 

目標達

成 

引き続

き推進 

金融システムの状況を適切に踏まえながら、金融庁等と連携をとり

つつ、政府保証枠の適切な設定、預金保険機構等の監督等を通じた金

融破綻処理制度の適切な整備・運用や迅速かつ的確な金融危機管理に

努めた他、株式会社地域経済活性化支援機構や株式会社東日本大震災

事業者再生支援機構の監督等を通じた地域の信用秩序の基盤強化等

に努めた。 

また、金融破綻処理制度の適切な整備・運用を図るとともに、迅速・

的確な金融危機管理を行うことによる金融システムの安定の確保を

目的として、引き続き、事務運営のために必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：10,549千円 

20 

【政策目標 5－1】 

内外経済情勢等

を踏まえた適切

目標達

成 

引き続

き推進 

関税改正に当たっては、内外の経済情勢の変化等を踏まえつつ、関

係府省より提出された改正要望について、関係府省の政策評価結果を

適切に活用し、措置の必要性や実現される具体的な効果、更にはその
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な関税率の設

定・関税制度の改

善等 

所管する産業の情勢や個別要望の国民経済全体への影響を聴取し、関

係府省とも協議を十分に行った上で、関税・外国為替等審議会の調

査・審議の結果を踏まえながら、適切に判断した。 

また、これらの過程において、国民のニーズの的確な把握に努める

とともに、内外の市況や国内の生産者の状況など客観的なデータの収

集を行った。 

 不当廉売関税等の特殊関税制度については、ＷＴＯ協定及び国内関

係法令等に則り、透明かつ公平・適正に運用を行った。 

 平成 29年度予算概算要求にあたっては、最近における内外の経済

情勢等を踏まえ、公平・中立・簡素という観点に留意しつつ、関税改

正において適切な関税率の設定等の関税制度の改善、及び特殊関税制

度の適正な運営を行うため、関税制度等の企画及び立案等に必要な経

費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：584,958千円 

21 

【政策目標 5－2】 

多角的自由貿易

体制の維持・強化

及び経済連携の

推進並びに税関

分野における貿

易円滑化の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

多角的自由貿易体制の維持・強化については、貿易円滑化協定の適

切な実施を他の加盟国に促すとともに、様々なＷＴＯ上の取組みにも

貢献した。 

 経済連携の推進については、それぞれの交渉に引き続き積極的に取

り組んだ。 

税関分野における貿易円滑化の推進については、相手国税関の支援

ニーズ等を的確に把握した上で、各地域の特性等に応じて、技術協力

を進めた。 

 また、ＷＣＯをはじめとする国際機関等枠組み、ＥＰＡ及び外国税

関当局等との協力の枠組みにおいて、引き続き、税関手続の国際的調

和・簡素化を推進するための取組や税関分野における国際貿易の安全

確保に向けた取組を進めた。 

 平成 29年度予算概算要求にあたっては、多角的自由貿易体制の維

持・強化及び経済連携の推進並びに税関分野における貿易円滑化の推

進のため、必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：49,162千円 

22 

【政策目標 5－3】 

関税等の適正な

賦課及び徴収、社

会悪物品等の密

輸阻止並びに税

関手続における

利用者利便の向

上 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

政策運営にあたっては、評価結果を踏まえた改善を行った。 

 適正な納税申告が行われ、関税等の適正な賦課及び徴収が確保され

るよう、研修等による関係職員の知識向上を通じて、通関審査及び輸

入事後調査の一層的確な実施を図るとともに、通関業者に対する指

導・監督、保税制度の適切な運用等に努めた。 

また、安全・安心な社会の構築のため、内外関係機関との積極的連

携や情報交換等を行うとともに、近年の密輸事犯の悪質・巧妙化や多

様化に対応した取締体制の整備、取締・検査機器等の充実化及び的確

な貨物、旅客等のリスク分析を図ることにより、不正薬物、テロ関連

物資、知的財産侵害物品等の一層効果的な水際取締りが可能となるよ
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う努めた。 

 さらに、国際貿易の安全確保と円滑化を両立させるため、ＡＥＯ制

度の利用拡大に努め、我が国と同様のＡＥＯ制度を導入している国と

の間の相互承認の早期実現や適切な実施に向けて協議を推進した。ま

た、職員の資質向上のための研修の充実や、事業者からの相談に丁寧

に対応するなど、各種の取組に努め、利用者利便の向上に努めた。さ

らに、引き続きＮＡＣＣＳの安定稼働に努めた。 

 加えて、税関ホームページや説明会等を通じて、利用者ニーズを踏

まえつつ、これらの施策や制度のメリット等について、情報をわかり

やすく提供・発信することによって税関の取組に対する国民の理解向

上や新しい制度等の利用拡大に努めた。その際、ソーシャルメディア

を活用した情報提供の充実にも努めた。 

 平成 29年度予算概算要求に当たっては、関税等の適正な賦課及び

徴収、不正薬物、テロ関連物資等の密輸阻止並びに税関手続における

利用者利便の向上のため、引き続き必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：32,784,382 千円 

＜機構・定員要求＞ 

【税関】 

機構要求：観光立国実現に向けた計画的体制整備、テロ対策を含む治

安のための水際取締体制整備等のため、統括監視官等を要求した。 

定員要求：観光立国実現に向けた計画的体制整備、テロ対策を含む治 

安のための水際取締体制整備等のため、307人を要求した。 

＜事前分析表の変更＞ 

測定指標政 5-3-2-A-2：より早期かつ電子的に詳細な情報を入手でき 

る出港前報告制度を活用した貨物の選定状況を適切に把握するため、 

「出港前報告情報による検査の割合」を新設した。 

測定指標政 5-3-4-A-1:ＮＡＣＣＳの利用者利便の状況を適切に把握 

するため、「ＮＡＣＣＳの利用者状況（システム処理率）」を新設した。 

測定指標政 5-3-4-B-1:ＮＡＣＣＳの安定稼働の確保のため、「ＮＡＣ

ＣＳセンターの監督」を新設した。  

23 

【政策目標 6－1】 

外国為替市場の

安定並びにアジ

ア地域を含む国

際金融システム

の安定に向けた

制度強化及びそ

の適切な運用の

確保 

目標達

成 

引き続

き推進 

平成 28年度においてもＧ７声明やＧ20声明で確認されている考え

方を踏まえつつ、各国当局との意見交換や国際協調等を行うなど、外

国為替市場の安定に向けた取組を行った。また、外為特会の保有する

外貨資産に関しては安全性及び流動性に最大限留意しつつ、可能な限

り収益性を追求する運用を行った。 

 世界経済の持続的発展等を目的として、Ｇ20等の国際的な枠組み

において積極的に貢献するとともに、Ｇ７議長国として議論を主導

し、また国際機関及び各国の財務金融当局等との政策対話も積極的に

行った。またＩＭＦのガバナンスや機能強化の議論に積極的に貢献し

た。 

 ＡＳＥＡＮ＋３財務大臣・中央銀行総裁プロセスでは、ＣＭＩＭ、
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ＡＭＲＯの強化及びＡＢＭＩを推進した。 

 また、ＡＳＥＡＮ諸国との二国間金融協力の枠組み等を通じて、よ

り率直かつ密接な意見交換を行った。 

 各国・関連国際機関等との協力、外為法及び「犯罪による収益の移

転防止に関する法律」（犯収法）の実効性の確保、ＦＡＴＦ勧告の実

施に向けた更なる国内措置の検討、北朝鮮等に係る資産凍結等の措置

等を適切に実施した。 

 また、平成 27年度政策評価結果を踏まえ、国際的な取組への参画

及び外国為替資金の運営のため、必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度外国為替資金特別会計予算概算要求額：875,143,941千

円 

＜機構・定員要求＞ 

【本省】 

機構・定員要求：マネーロンダリング・テロ資金対策強化のための体

制整備のため、課長補佐１人を要求した。 

24 

【政策目標 6－2】 

開発途上国にお

ける安定的な経

済社会の発展に

資するための資

金協力・知的支援

を含む多様な協

力の推進 

目標達

成 

引き続

き推進 

これまでの経協インフラ戦略会議の議論等を踏まえ、関係省庁間で

密接な連携を図りながら、財務省所管のＯＤＡの一層効率的・戦略的

な活用に取り組んだ。 

 ＪＩＣＡ円借款業務に関しては、新設された円借款の活用を進める

等、ＯＤＡの効率的・戦略的な活用に向けた取組を引き続き推進した。 

 ＪＢＩＣに関しては、その目的である日本及び国際経済社会の健全

な発達に寄与するための取組を引き続き推進した。 

 ＭＤＢｓに関しては、引き続き主要出資国として業務運営に積極的

に参画した。 

 我が国は、気候変動等の地球環境問題分野における支援を引き続き

実施しＧＥＦ及びＣＩＦの運営や、ＧＣＦの制度設計に係る議論に、

積極的に参画した。 

 開発途上国の債務救済や、債務に関する諸問題に取り組むため、パ

リクラブをはじめとする国際的枠組みにおける議論に積極的に参加

した。 

 知的支援の実施に当たっては、引き続き意見交換等を行い、相手国

の要望に即した内容となるよう、必要に応じて見直しに努め、国際協

力に積極的に取り組んだ。 

 また、平成 27年度政策評価結果等を踏まえつつ、国際社会の平和

と発展に貢献し、これを通じて我が国の安全と繁栄を確保するととも

に、国際公約及び国際的責務を果たすため、平成 29年度予算要求 

において、必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：102,545,523 千円 

25 
【政策目標 6－3】 

日本企業の海外

目標達

成 

引き続

き推進 

「質の高いインフラパートナーシップのフォローアップ」、「質の

高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」等を踏まえ、円借款の新たな
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展開支援の推進 制度や機能強化されたＪＢＩＣの活用を通じて、引き続き日本企業の

海外展開支援を推進した。 

＜機構・定員要求＞ 

【本省】 

機構・定員要求：JBICのガバナンス態勢・リスク管理態勢の監督充

実のため、課長補佐１人を要求した。 

26 

【政策目標 7－1】 

政府関係金融機

関等の適正かつ

効率的な運営の

確保 

目標達

成 

引き続

き推進 

政府関係金融機関等は、国の政策金融の担い手として、経済・金融

情勢等に即応して迅速・的確な対応を行うことが必要であることか

ら、関係省庁等と緊密な連携の下、経済動向を踏まえつつ、必要 

なニーズに対し、政府関係金融機関等が質・量ともに的確な対応を行

うことができるよう、民業補完の観点から不断の業務の見直しを行っ

た。 

 主務省として、リスク管理分野に関する検査を委任している金融庁

をはじめ関係省庁と緊密に連携しつつ、政策目的の実現及び適正な業

務運営の確保という観点から、各機関の法令等遵守態勢に関し、引き

続き効果的・効率的な検査を行うとともに、上記リスク管理分野及び

法令等遵守態勢に関する検査結果も踏まえて、各機関の財務の健全性

の確保や業務運営体制の改善に努めた。 

また、平成 29年度予算要求において、政府関係金融機関等の適正

かつ効率的な運営が確保されるよう、必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：101,465,893 千円 

27 

【政策目標 8－1】 

地震再保険事業

の健全な運営 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

 平成 24年 11月にとりまとめられた「地震保険制度に関するプロジ

ェクトチーム」（以下「ＰＴ」という。）の報告書では、地震保険制度

の諸課題について提言された。これらについて平成 25年 11月からＰ

Ｔフォローアップ会合を開催し、対応状況の報告と、引き続き検討す

べき課題等についての議論を行い、平成 27年６月 24日に議論のとり

まとめを公表した。 

 ＰＴ報告書及びＰＴフォローアップ会合では、地震保険の更なる普

及促進の必要性が確認されている。平成 29年１月に複数段階で予定

されている地震保険料率の引上げの１回目が実施されたが、官民挙げ

て地震保険の更なる普及促進に努めた。 

 なお、測定指標の達成度が「×」となった付帯率について、財務省

としては、政府広報テレビ番組・政府広報ラジオ番組・ホームページ・

ツイッター・フェイスブックを活用した広報活動を実施したほか、損

害保険業界と意見交換などを行い、付帯率の改善に努めた。更に、日

本損害保険協会を中心とした地震保険の普及促進に向けた平成 28年

度の広告・宣伝等の取組の中で、特に消費者と直接接する代理店の募

集活動を業界全体で支援するため、下記のとおり理解促進・加入促進

策を実施した。 

・地震保険制度創設 50周年を機に「地震保険制度創設 50周年記念フ

ォーラム」を開催して、代理店に地震保険の必要性の再認識を促し、
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取組推進の機運を高めた。 

・代理店向けセミナーを実施するほか、全国の地震リスクや補償の必

要性について、代理店に消費者への説明材料を提供した。

また、損害保険会社に対し、政府の再保険事業の健全な運営の確保

を図るため、引き続き地震保険検査を実施するとともに、検査費用な

どの必要な経費の確保に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度地震再保険特別会計予算概算要求額：177,925,733千円 

28 

【政策目標 9－1】 

安定的で効率的

な国家公務員共

済制度等の構築

及び管理 

目標達

成 

引き続

き推進 

重要な改正に関し、説明会の開催、ホームページによる広報及びリ

ーフレットの配付等を行うとともに、その他の社会保障制度改革につ

いて、関係省庁とも連携を図って引き続き検討を行った。 

 各国との人的交流の促進を図る観点から、我が国と各国間の社会保

障制度の適用について、厚生労働省等と協力して、今後、順次締結が

予定されている各国との社会保障協定への対応を行った。 

 国家公務員共済年金の支給等の実務を担う国家公務員共済組合連

合会等の適正な業務運営を確保することにより、安定的で効率的な国

家公務員共済組合制度等の管理・運営に努めた。 

＜予算要求＞ 

平成 29年度予算概算要求額：65,369,800 千円 

29 

【政策目標 10－

1】 

日本銀行の業務

及び組織の適正

な運営の確保 

目標達

成 

引き続

き推進 

経費予算の認可、財務諸表の承認等を通じ、日本銀行の業務が一層

適正かつ効率的に運営されるよう努めた。 

30 

【政策目標 11－

1】 

たばこ・塩事業の

健全な発展の促

進と適切な運営

の確保 

目標達

成 

引き続

き推進 

 (たばこ事業の適切な運営の確保) 

「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」を踏まえた国内措

置の円滑な実施に適切に対応するとともに、未成年者喫煙防止の取組

を引き続き推進した。 

 また、たばこ事業法及び日本たばこ産業株式会社法に基づき、各財

務（支）局等及び各税関ともに連携し、円滑な運営を図るとともに、

たばこ事業の健全な発展に向けた管理・監督を引き続き行った。 

(塩事業の適切な運営の確保) 

塩事業については、塩需給見通し及び塩需給実績の調査・公表、生

活用塩の供給業務等を行う塩事業センターに対する業務規程・事業計

画及び収支予算の認可、各財務（支）局等及び各税関が行っている塩

事業者の登録･届出に関する事務の調整等を通じ、塩事業の適切な運

営が確保されるように努めた。 
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文部科学省 





表 14 文部科学省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 14－(1)  個別研究開発事業を対象として評価を実施した政策（平成 28年 9月 1日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（文部科学省の研究開発を対象とする政策評価（事

前評価））（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/mext.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
データプラットフォーム拠点形成事

業（物質・材料研究機構）（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○国立研究開発法人物質・材料研究機構を中核として日本全国の大

学や民間企業等と連携して、産学官による世界最大級の物質・材

料分野のデータベースを構築し、集めたビッグデータを利活用出

来るプラットフォームを形成するため、平成 29年度概算要求

（2,500百万円）を行った。

（平成 29年度予算額：国立研究開発法人物質・材料研究機構運

営費交付金 13,459百万円の一部として措置） 

2 
データプラットフォーム拠点形成事

業（理化学研究所）（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○国立研究開発法人理化学研究所が、ライフサイエンス、健康・医

療分野のデータやその解析モデルを利活用しやすい形で集積し、

広く大学や研究機関に共有することで、新たな価値の創出につな

げるデータプラットフォーム拠点を構築するため、平成 29年度概

算要求（2,500百万円）を行った。

（平成 29年度予算額：国立研究開発法人理化学研究所運営費交付

金 849百万円の一部として措置） 

3 

AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サ

イバーセキュリティ統合プロジェク

ト（理化学研究所 AIPセンター）（拡

充） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○国立研究開発法人理化学研究所に新設した「革新知能統合研究セ

ンター」（AIPセンター）において、世界をリードする革新的人工

知能基盤技術を構築し、革新的アルゴリズムにより現在の人工知

能技術が適用できない高度に複雑・不完全なデータにも対応し、

幅広い分野に適用可能な統合的な基盤技術を実現するため、ま

た、総務省・経済産業省等、データプラットフォーム拠点、COI

拠点等との連携により、サイエンスや実社会などの幅広い「出

口」に向けた応用研究を推進するため、平成 29年度概算要求

（5,000百万円）を行った。（平成 29年度予算額：2,950百万円）

4 
統合的気候モデル高度化研究プログ

ラム（新規）

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○国内外における気候変動対策に活用されるよう、地球観測ビッグ

データやスーパーコンピュータ等を活用し、気候変動メカニズム

の解明、気候変動予測モデルの高度化や気候変動影響評価等を推

進するため、平成 29年度概算要求（623百万円）を行った。

（平成 29年度予算額：582百万円）
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5 
省エネルギー社会の実現に資する次

世代半導体研究開発（拡充） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○温室効果ガスの抜本的な排出削減の実現に向けた次世代半導体の

研究開発を推進するため、平成 29年度概算要求（1,885百万円）

を行った。（平成 29年度予算額：1,253百万円） 

6 

再生医療実現拠点ネットワークプロ

グラム 

疾患特異的 iPS 細胞の利活用促進・

難病加速プログラム（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○以下の取組を実施し、iPS細胞等研究を活用した治療薬創出を図

るため、 

・疾患特異的 iPS細胞を用いて疾患メカニズムの解明に資する新

たな知見を創出するとともに、表現型解析や疾患モデリングな

ど解析技術を高度化する 

・「難治性疾患実用化研究事業」等の厚生労働省の事業等に本プロ

グラムでの成果を導出し、実用化に向けた研究開発を推進する 

・iPS細胞バンクに寄託された細胞の利活用を促進する 

平成 29年度概算要求（1,050百万円）を行った。 

（平成 29年度予算額：1,050百万円） 

7 
老化メカニズムの解明・制御プロジ

ェクト（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○老化遅延による健康寿命の延長を目的として、老化そのものを加

齢関連疾患の基盤と捉え、老化メカニズムの解明・制御を目指す

基礎研究を体系的に実施するとともに、疾患への応用、人材育成

等を包括的に推進するため、平成 29年度概算要求（2,817百万

円）を行った。（平成 29年度予算額：1,306百万円） 

8 
ナショナルバイオリソースプロジェ

クト（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○国が戦略的に整備することが重要なバイオリソースについて、体

系的な収集・保存・提供等の体制を整備し、品質の確保された世

界最高水準のバイオリソースを大学・研究機関等に提供すること

により、我が国のライフサイエンス研究の発展に貢献するため、 

平成 29年度概算要求（1,674百万円）を行った。 

（平成 29年度予算額：1,266百万円） 

9 
創薬等ライフサイエンス研究支援基

盤事業（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○我が国の優れた基礎研究の成果を医薬品等としての実用化につな

げるため、創薬等のライフサイエンス研究に資する高度な技術や

施設等を共用する創薬・医療技術支援基盤を整備・強化して、大

学・研究機関等による創薬標的候補等の創出を支援するため、平

成 29年度概算要求（3,584百万円）を行った。（平成 29年度予算

額：2,900百万円） 
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10 
橋渡し研究戦略的推進プログラム

（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○これまでに整備されてきた革新的医療技術創出拠点の基盤を活用

しつつ、全国の大学等の拠点において、他機関のシーズの積極的

支援や産学連携を強化し、大学等発の有望なシーズを育成するこ

とで、アカデミア等における革新的な基礎研究の成果を臨床研

究・実用化へ効率的に橋渡しができる体制を我が国全体で構築

し、革新的な医薬品・医療機器等をより多く持続的に創出するこ

とを目指すため、平成 29年度概算要求（6,900百万円）を行っ

た。（平成 29年度予算額：4,347百万円） 

11 
感染症研究革新イニシアティブ（新

規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○大学等の多様な領域の研究者が分野横断的に連携し、危険性の高 

い病原体やＡＭＲ微生物をはじめとする様々な病原体に関して、

感染症の病態メカニズムの根本的解明等による創薬シーズの探索

研究や人材育成等を図り、感染症の革新的な医薬品の創出を目指

すため、平成 29年度概算要求（1,720百万円）を行った。 

（平成 29年度予算額：720百万円） 

12 

脳科学研究戦略推進プログラム・脳

機能ネットワークの全容解明プロジ

ェクト 

（行動選択・環境適応を支える種を

超えた脳機能原理の抽出と解明（環

境適応脳））（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○本課題において、行動選択・環境適応を支える脳機能原理の抽出

に必要な新しい計測・解析技術を創出するとともに、それを解明

する研究を推進することで、その破綻によって生じる疾患のメカ

ニズム・病態の解明や、創造性の基盤となる脳機能の理解等に貢

献するため、平成 29年度概算要求（800百万円）を行った。 

（平成 29年度予算額：218百万円） 

13 

データプラットフォーム拠点形成事

業（防災分野） 

～首都圏を中心としたレジリエンス

総合力向上プロジェクト～（新規） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

○理化学研究所 AIPセンターと連携し、官民連携超高密度地震観測

システムの構築、IoT/ビッグデータ解析による都市機能維持の観

点からの精緻な即時被害把握等の実現を目指すため、また、これ

らを活用し、官民一体の総合的な災害対応や事業継続、個人の防

災行動等に資する適切な提供情報の在り方の確立を目指すため、

平成 29年度概算要求（734百万円）を行った。 

（平成 29年度予算額：397百万円） 
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表 14－（2）租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28年 9月 1日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（文部科学省の租税特別措置等を対象とする政策評

価）（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mext.html）参照 

№ 政策評価の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
退職等年金給付の積立金に対する

特別法人税の撤廃 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

○退職等年金給付の積立金に対する特別法人税の撤廃について、平

成 29年度税制改正要望を行った。

（平成 29年度税制改正大綱において、「退職年金等積立金に対する

法人税の課税の停止措置の適用期限を３年延長する。」ことが認め

られた。 ） 

2 
試験研究を行った場合の法人税額

等の特別控除の拡充  

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

○試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充について、

平成 29年度税制改正要望を行った。

（平成 29年度税制改正大綱において、 

①総額型の控除率について試験研究費の増減に応じてメリハリ

をつける仕組みを導入

②試験研究費の対売上比率が 10％を超えた場合の控除制度を

２年延長

③対象にビッグデータ等を活用した第４次産業革命型の「サービ

ス」の開発を新たに追加（定義の見直し）

④オープンイノベーション型に係る手続きの簡素化等の運用改善

することが認められた。 ） 

3 
中小企業者等の試験研究費に係る

特例措置の拡充  

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

○中小企業者等の試験研究費に係る特例措置の拡充について、平成

29年度税制改正要望を行った。

（平成 29年度税制改正大綱において、上記２と同様の措置が認め

られた。）

4 

2019 年ラグビーワールドカップ大

会の開催に向けた税制上の所要の

措置 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

○2019 年ラグビーワールドカップ大会の開催に向けた税制上の所要

の措置について、平成 29年度税制改正要望を行った。

（要望は認められなかった。）

5 

2020 年東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会の開催に伴う所

要の非課税措置の創設 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

○2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に伴う

所要の非課税措置の創設について、平成 29年度税制改正要望を行

った。（要望は認められなかった。）
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2 事後評価     

     

表 14－(3) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年 9月 1日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（文部科学省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/mext_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【政策目標 1 

施策目標 1－3】 

地域の教育力の

向上  

目標達

成 

引き続

き推進 

多様な学習活動の機会や情報提供、様々な機関、団体が連携すること

により、地域における学習活動を活性化させ、地域における様々な現

代的課題等に対応するとともに、総合的に地域の教育力の向上を図る

ため、評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。  

＜予算要求＞  

○拡充事業  

・学校を核とした地域力強化プラン 

平成 29年度概算要求額：8,247百万円（平成 29年度予算額：

6,932百万円）  

＜法令改正＞  

教育委員会における地域学校協働活動を推進するための体制の整

備や、地域学校協働活動を推進するための人材の役割等について規

定する「義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改善を図るため

の公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律等の一部を改正する法律案」を平成 29年 2月に国会へ提出し、同

年 3月に成立した。 

＜事前分析表の変更＞  

・測定指標が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標を追加した。 

2 

【政策目標 2 

施策目標 2－4】 

健やかな体の育

成及び学校安全

の推進  

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

児童生徒が心身ともに健やかで安全に成長していくことができる

よう、学校・家庭・地域が連携して心身の健康と安全を守ることので

きる体制の整備を推進するとともに、児童生徒が自らの心身の健康を

育み、安全を確保することのできる基礎的な素養の育成を図るため、

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。  

＜予算要求＞  

○新規要求・拡充事業  

・学校給食・食育総合支援事業（拡充） 

平成 29年度概算要求額：243百万円（平成 29年度予算額：140百

万円） 

・学校安全推進事業（学校安全推進事業・防災教育推進事業を組替 

え統合）（新規） 

平成 29年度概算要求額：336百万円（平成 29年度予算額：266百

万円） 
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○縮小事業 

・薬物乱用防止教育等推進事業 

平成 29年度概算要求額：16百万円(平成 29年度予算額：16百万

円) 

＜事前分析表の変更＞  

・測定指標が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標の見直しを行った。 

3 

【政策目標 2 

施策目標 2－6】 

魅力ある優れた

教員の養成・確保 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

教員として適性のある優れた人材を確保するとともに、幅広い分 

野の高い専門性と実践的な指導力を身に付けられるよう、養成・採

用・研修の一体的な取組を進めるため、評価結果を踏まえて、以下

の措置を行った。  

＜予算要求＞  

○新規要求・拡充事業（同額を含む）  

・教員資格認定試験（同額） 

平成 29年度概算要求額：111百万円（平成 29年度予算額：111百

万円） 

・独立行政法人教員研修センター運営費交付金（拡充） 

平成 29年度概算要求額：1,363百万円（平成 29年度予算額：

1,226百万円） 

・教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業（新規） 

平成 29年度概算要求額：147百万円（平成 29年度予算額：122百

万円） 

○縮小・廃止事業 

・現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業（縮小） 

平成 29年度概算要求額：36百万円(平成 29年度予算額：33百万

円) 

・大学における教員の現職教育への支援（縮小） 

平成 29年度概算要求額：81百万円(平成 29年度予算額：72百万

円) 

・総合的な教師力向上のための調査研究事業（廃止） 

＜法令改正＞  

教員等としての資質の向上に関する指標の全国的整備や、独立行

政法人教員研修センターの独立行政法人教職員支援機構への改組

等、教員の養成・採用・研修を通じた資質向上のための環境整備に

ついて規定する「教育公務員特例法等の一部を改正する法律案」を

平成 28年 10月に国会へ提出し、同年 11月に成立した。 

＜事前分析表の変更＞  

・測定指標が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標の見直しを行った。 

・達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、達成手段を追加した。 
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4 

【政策目標 7 

施策目標 7－4】 

科学技術の国際

活動の戦略的推

進  

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

国際的な人材・研究ネットワークの強化、戦略的な国際共同研究や

交流の推進等に取り組むとともに、関係府省等との有機的な連携を図

り、科学技術のための外交を推進することにより、我が国の科学技術

水準の一層の向上を図るため、評価結果を踏まえて、以下の措置を行

った。  

＜予算要求＞  

○拡充事業  

・国際科学技術共同研究推進事業等（拡充） 

平成 29年度概算要求額：7,119百万円（平成 29年度予算額：

4,590百万円） 

・頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進事業（拡

充） 

平成 29年度概算要求額：1,690百万円（平成 29年度予算額：

1,124百万円） 

・グローバルに活躍する若手研究者の育成（拡充） 

平成 29年度概算要求額：7,258百万円（平成 29年度予算額：

5,910百万円） 

＜事前分析表の変更＞  

・測定指標が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標の見直しを行った。 

・達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、達成手段を追加した。 

5 

【政策目標 9 

施策目標 9－1】 

ライフサイエン

ス分野の研究開

発の重点的推進

及び倫理的課題

等への取組 

目標達

成 

引き続

き推進 

「生命現象の統合的理解」を目指した研究を推進するとともに、 

「先端的医療の実現のための研究」等の推進を重視し、国民への成

果還元を抜本的に強化し、さらに、生命倫理問題等が及ぼす倫理

的・法的・社会的課題に対し、研究の進展状況を踏まえた施策への

反映、研究者等への法令等の遵守の徹底等を通じ、最先端のライフ

サイエンス研究の発展と社会の調和を目指すため、評価結果を踏ま

えて、以下の措置を行った。  

＜予算要求＞  

○拡充事業  

・日本医療研究開発機構補助金（拡充） 

平成 29年度概算要求額：65,166百万円（平成 29年度予算額：

53,154百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

・感染症研究拠点の形成に関する業務実施のための体制を強化する 

ため定員 1名を要求した。（要求が認められた） 

・次世代の遺伝的改変研究に関する生命倫理・安全対策の推進に必

要な実施体制の整備のため定員 1名を要求した。（要求が認められ

た） 

・バイオバンク等の基盤整備のため定員１名を要求した。（時限延長

が認められた） 
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＜事前分析表の変更＞  

・測定指標が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標を追加した。 

6 

【政策目標 9 

施策目標 9－3】 

環境分野の研究

開発の重点的推

進 

目標達

成 

改善・

見直し 

気候変動やエネルギー確保の問題等、環境分野の諸問題は、人類 

の生存や社会生活と密接に関係していることから、環境分野の諸問

題を科学的に解明し、国民生活の質の向上と安全を図るための研究

開発を推進するため、評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。  

＜予算要求＞  

○拡充事業  

・省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発（拡充） 

平成 29年度概算要求額：1,885百万円（平成 29年度予算額：

1,253百万円） 

○廃止（終了）事業 

・東北復興次世代エネルギー研究開発プロジェクト 

＜機構・定員要求＞ 

・エネルギー科学技術に関する研究開発の推進体制を強化するため

定員 1名を要求した。（要求が認められなかった） 

＜事前分析表の変更＞  

・測定指標が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標の見直しを行った。 

7 

【政策目標 11 

施策目標 11－1】 

子供の体力の向

上  

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

子供のスポーツ機会の充実を目指し、学校や地域等において、子 

供がスポーツを楽しむことができる環境を整備し、そうした取組の

結果として、今後 10年以内に子供の体力が昭和 60年頃の水準を上

回るため、評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。  

＜予算要求＞  

○新規要求・拡充事業（同額を含む）  

・子供の運動習慣アップ支援事業（新規） 

平成 29年度概算要求額：60百万円（平成 29年度予算額：10百万

円） 

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査（同額） 

平成 29年度概算要求額：270百万円（平成 29年度予算額：240百

万円） 

・学校における子供の体力向上課題対策プロジェクト（同額） 

平成 29年度概算要求額：95百万円（平成 29年度予算額：46百万

円） 

・学校における体育・スポーツ資質向上等推進事業(新規) 

平成 29年度概算要求額：144百万円（平成 29年度予算額：70百

万円） 

・武道等指導充実・資質向上支援事業(拡充) 

平成 29年度概算要求額：251百万円（平成 29年度予算額：190百

万円） 

・運動部活動の在り方に関する調査研究事業（新規） 
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平成 29年度概算要求額：220百万円（平成 29年度予算額：100百

万円） 

・中学校・高等学校スポーツ活動振興事業（同額）

平成 29年度概算要求額：66百万円（平成 29年度予算額：66百万

円）

○縮小・廃止事業

・学校における体育活動での事故防止対策推進事業（縮小）

平成 29年度概算要求額：24百万円(平成 29年度予算額：22百万

円)

・運動部活動指導の工夫・改善支援事業（廃止）

＜事前分析表の変更＞ 

・測定指標が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標の見直しを行った。
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厚生労働省 





表 15 厚生労働省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 15－(1) 個別公共事業を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 5 月 18 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
水道水源開発等施設整備事業（4 地

区） 

4 地区を採択した。 

表 15－(2) 個別研究開発事業を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 9 月 2日公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の研究開発を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 厚生労働科学研究費（27 事業） 
27 事業につき、平成 29 年度予算概算要求（8,240 百万円）を行った

（平成 29 年度予算案額：7,092 百万円）。 

表 15－(3) 規制を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 5 月 11 日、5 月 18 日、7 月 15 日、8 月 31 日、平

成 29 年 1 月 25 日、1月 26 日、2月 3日、2月 27 日、3月 6日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の規制を対象とする政策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

臨床研究法案 

1 

特定臨床研究を実施する者に対す

る実施計画の策定及び届出の義務

付け

臨床研究のうち、①医薬品等製造販売業者等から資金等の提供を受け

た者が実施する臨床研究、②未承認・適応外の医薬品等を用いる臨床

研究を、研究対象者へのリスクが特に高い「特定臨床研究」とし、厚

生労働大臣が定める臨床研究実施基準の遵守を義務付けるとともに、

特定臨床研究の実施に関する計画の厚生労働大臣への提出を義務付け

ること等を盛り込んだ「臨床研究法案」を国会に提出した（平成 28

年５月提出）。 

2 
特定臨床研究の実施に係る記録の

作成保存義務

特定臨床研究を実施する者に対して、特定臨床研究に関する記録の作

成及び保存を義務付けること等を盛り込んだ「臨床研究法案」を国会

に提出した（平成 28 年５月提出）。 

3 臨床研究審査委員会の認定

特定臨床研究に係る審査意見業務を実施する臨床研究審査委員会の設

置者は、厚生労働大臣の認定を受けなければならないこと等を盛り込

んだ「臨床研究法案」を国会に提出した（平成 28 年５月提出）。 

4 
臨床研究に関する資金等の提供に

関する措置の義務付け

臨床研究に対する国民の信頼を確保するため、医薬品等製造販売業者

等は、臨床研究の資金等の提供を行うときは契約を締結して行うこと
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とするとともに、臨床研究に関する資金等の提供に関する情報を公表

しなければならないこと等を盛り込んだ「臨床研究法案」を国会に提

出した（平成 28 年５月提出）。 

毒物及び劇物指定令の一部を改正する政令案  

5 

毒物及び劇物指定令の改正（毒物又

は劇物の指定並びに劇物からの指

定除外について）（2件） 

毒物及び劇物指定令を改正し、「（クロロメチル）ベンゼン及びこれを

含有する製剤」等を毒物に指定、「無水酢酸及びこれを含有する製

剤」等を劇物に指定、「２―メルカプトエタノールが容量２０リット

ル以下の容器に収められたものであって、２―メルカプトエタノール

０.１％以下を含有する製剤」等を劇物から除外した。 
麻薬、麻薬原料植物、向精神薬及び麻薬向精神薬原料を指定する政令を一部改正する政令案  

6 

麻薬、麻薬原料植物、向精神薬及び

麻薬向精神薬原料を指定する政令

の一部改正（向精神薬の指定）   

麻薬、麻薬原料植物、向精神薬及び麻薬向精神薬原料を指定する政令

を改正し、「（ＲＳ）―６―（５―クロロピリジン―２―イル）―７―

オキソ―６,７―ジヒドロ―５Ｈ―ピロロ［３,４―ｂ］ピラジン―５

―イル＝４―メチルピペラジン―１―カルボキシラート（別名ゾピク

ロン）（塩類及びこれらを含有するものを含む。）」等を新たに向精神

薬に指定した。 
労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令案  

7 

オルト－トルイジンに係る労働者

の健康障害防止対策のための規制

強化 

労働安全衛生法施行令を改正し、オルト―トルイジンを特定化学物質

に指定し、事業者に新たに作業主任者の選任、作業環境測定の実施、

特殊健康診断の実施を義務付けた。 
雇用保険法等の一部を改正する法律案  

8 労働条件等の明示 

求職者等が、労働契約の締結の前に、当該契約の中に、職業紹介・募

集広告等で示された労働条件と異なる内容等が含まれていないかどう

か確認できるよう、求人者等に新たな明示義務を課すことを盛り込ん

だ「雇用保険法等の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成

29 年１月提出）。 

9 
労働関係の法律の規定に違反する

求人者等からの求人不受理 

就職後のトラブルの未然防止を図るため、公共職業安定所等は、全て

の求人について一定の労働関係の法律の規定に違反する求人者からの

求人申込み、暴力団員等からの求人申込み等を受理しないことができ

ること等を盛り込んだ「雇用保険法等の一部を改正する法律案」を国

会に提出した（平成 29 年１月提出）。 

10 職業紹介事業者に関する情報提供 

求職者と求人者による適切な職業紹介事業者の選択に資するよう、各

事業者に紹介実績等に関する情報提供を義務付けることを盛り込んだ

「雇用保険法等の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成

29 年１月提出）。 

11 職業紹介事業者に関する欠格事由 

労働者派遣事業の許可に係る欠格事由と同様に、職業紹介事業の許可

に係る欠格事由について、労働・社会保険関係法令違反で罰金刑に処

された者、職業紹介事業の許可を取り消された者の役員であった者、

職業紹介事業の許可取消しに係る処分逃れをした者及び暴力団員等職

業紹介事業者についても欠格事由に追加することを盛り込んだ「雇用

保険法等の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年１

月提出）。 
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12 指導監督、報告徴収等の規定の整備 

求人者、労働者供給を受ける者について、職業安定法上の助言及び指

導並びに報告徴収及び立入検査等の対象とすること等を盛り込んだ

「雇用保険法等の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成

29 年１月提出）。 

13 
募集情報等提供事業を行う者の返

還命令等の対象化、報告等の義務化 

不正受給を防止するため、募集情報等提供事業を行う者について、不

正受給を幇助した場合に、不正に受給した給付金の連帯返還又は当該

給付金の額の二倍に相当する額以下の金額の納付命令の対象に加える

こと等を盛り込んだ「雇用保険法等の一部を改正する法律案」を国会

に提出した（平成 29 年１月提出）。 

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令案  

14 

三酸化二アンチモンに係る労働者

の健康障害防止対策のための規制

強化 

労働安全衛生法施行令を改正し、三酸化二アンチモンを特定化学物質

に指定し、事業者に新たに作業主任者の選任、作業環境測定の実施、

特殊健康診断の実施を義務付けた。 
地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案  

15 介護医療院の創設 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、

「日常的な医学管理が必要な重介護者の受入れ」や「看取り・ターミ

ナルケア」等の機能と、「生活施設」としての機能を兼ね備えた新た

な介護保険施設として介護医療院を介護保険法上に位置づけ、その開

設を都道府県知事の許可制にして施設基準等の必要な規制を設けるこ

とを盛り込んだ「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等

の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年２月提出）。 

16 
共生型居宅サービス等における廃

止及び休止の届出 

利用者の利便の観点や、高齢化が進む中で人材の確保が課題となるこ

とを踏まえ、高齢者と障害者等が同一の事業所でサービスを受けやす

くするため、障害福祉サービス事業所が介護保険事業所の指定を受け

やすくするための特例（当該特例を受けた事業者に係る休廃止の届出

に係る規定を含む。）を設けることを盛り込んだ「地域包括ケアシス

テムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」を国会に

提出した（平成 29 年２月提出）。 

17 
有料老人ホームの前払金保全措置

の対象拡大 

平成 18 年の老人福祉法改正の前に届出された有料老人ホームについ

ても、施行日から３年を経過する日以降新たに入居した者について

は、前払金保全措置の義務対象とすることを盛り込んだ「地域包括ケ

アシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」を

国会に提出した（平成 29 年２月提出）。 

18 

有料老人ホームの入所者保護のた

めの事業主に対する報告の義務づ

け 

消費者保護の観点から、消費者の健全な選択に資する情報開示を促進

するため、有料老人ホームの設置者に事業運営に係る情報を、定期的

に指導監督権限を有する都道府県知事等に報告することを義務付ける

とともに、都道府県知事等において当該情報の公表を義務付けること

を盛り込んだ「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年２月提出）。 

19 
地域包括支援センターの評価の義

務化 

地域包括支援センターの実施する事業について、評価指標を国におい

て確立した上で、当該指標に基づいた評価の実施を義務付けることを

盛り込んだ「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一
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部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年２月提出）。 

20 

悪質な有料老人ホームの事業主に

対する都道府県知事による事業停

止命令の創設 

有料老人ホームの指導監督の仕組みを強化するため、都道府県知事等

が入居者の保護のため特に必要がある等と認めるときは、有料老人ホ

ームの設置者に対して事業制限又は事業停止命令を行うことができる

ことを盛り込んだ「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法

等の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年２月提

出）。 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案 

21 
措置入院先病院の管理者による退

院後生活環境相談員の選任 

措置入院者を入院させている精神科病院又は指定病院の管理者に、措

置入院者及びその家族等からの退院後の生活環境に関する相談等に応

じる退院後生活環境相談員の選任を義務付けることを盛り込んだ「保

健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案」を国会

に提出した（平成 29 年２月提出）。 

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一部を改正する法律案 

22 
新規化学物質の審査特例制度にお

ける国内の総量規制の見直し 

新規化学物質の審査特例制度について、日本全国における一の新規化

学物質の量が一定の数量上限を超える場合は数量確認をしてはならな

いとする規定において、新規化学物質に係る各事業者の製造及び輸入

数量を合計した数量を用いていたものを、その環境に対する影響を勘

案して算出する環境排出量を合計した数量（各事業者の製造又は輸入

数量に用途別の一定の係数を乗じた数量を合計した数量）を用いるこ

とを盛り込んだ「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一

部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

旅館業法の一部を改正する法律案 

23 

違法な民泊サービスの広がり等を

踏まえた無許可営業者等に対する

規制の強化 

違法な民泊サービスの広がり等を踏まえ、無許可営業者に対する報告

徴収及び立入検査並びに緊急命令の規定を盛り込んだ「旅館業法の一

部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

水道法の一部を改正する法律案 

24 

地方公共団体以外の者が経営する

水道事業の休廃止に係る規定の整

備 

給水人口が政令で定める基準を超える水道事業を経営する地方公共団

体以外の水道事業者に限り、その事業の一部又は全部の休止又は廃止

に関する許可の申請に当たり、あらかじめ、当該申請に係る給水区域

をその区域に含む市町村に協議しなければならないことを盛り込んだ

「水道法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３

月提出）。 

25 水道施設の維持修繕の義務付け 

水道事業者等は、厚生労働省令で定める基準に従い、水道施設を良好

な状態に保つため、その維持及び修繕をしなければならないこと等を

盛り込んだ「水道法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平

成 29 年３月提出）。 

26 
水道施設台帳の作成及び保管の義

務付け 

水道施設を適切に管理するため、水道事業者等はその管理に属する水

道施設の台帳を作成し、保管しなければならないことを盛り込んだ

「水道法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３

月提出）。 
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27 

水道施設運営権者に対する水道施

設運営等事業技術管理者の配置の

義務付け 

水道施設運営等事業の適正な実施を期するため、水道施設運営権者

は、当該事業について技術上の業務を担当させるため、水道施設運営

等事業技術管理者一人を置かなければならないこと等を盛り込んだ

「水道法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29 年３

月提出）。 

医療法等の一部を改正する法律案 

28 
特定機能病院におけるガバナンス

体制の強化 

特定機能病院の開設者に対し、当該特定機能病院の管理者として当該

特定機能病院の管理運営に必要な能力及び経験を有する者を選任する

ことを義務付けるとともに、当該選任は当該開設者と特別の関係を有

する者以外の者を含む合議体の審査の結果を踏まえて行わなければな

らないこと等を盛り込んだ「医療法等の一部を改正する法律案」を国

会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

29 

助産所の管理者等が助産を行うこ

とを約した時における、妊婦等の異

常に対応する医療機関等に関する

説明等の義務付け 

助産所の管理者等に対し、助産師が妊婦又は産婦の助産を行うことを

約した際には、当該妊婦等の助産を担当する助産師が当該妊婦等の異

常に対応する病院又は診療所の名称等を記載した書面を作成し、当該

書面を妊婦等又はその家族へ交付の上、適切な説明を行わなければな

らないこと等を盛り込んだ「医療法等の一部を改正する法律案」を国

会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

30 医療に関する広告規制の見直し 

美容医療サービスに関する医療トラブルの相談件数の増加等を踏ま

え、医療機関のウェブサイト等についても、虚偽又は誇大な内容等不

適切な内容を禁止すること等を盛り込んだ「医療法等の一部を改正す

る法律案」を国会に提出した（平成 29 年３月提出）。 

31 

医療機関が行う検体検査及び医療

機関からの業務委託により行われ

る検体検査の精度の確保 

医療機関で検体検査の業務を行う場合において、検体検査の業務を行

う施設の構造設備、管理組織、検体検査の精度の確保の方法等に関す

る基準を設けること及び医療機関から衛生検査所、病院又は診療所で

検体検査を行う受託業者等に検体検査の業務を委託する場合における

検体検査の精度の確保に係る基準を設けることを明確化すること等を

盛り込んだ「医療法等の一部を改正する法律案」を国会に提出した

（平成 29 年３月提出）。 

32 病院等に対する監督規制の見直し 

都道府県知事等は、病院等の業務が法令若しくは法令に基づく処分に

違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該病院

等の開設者に対し、医療法の施行に必要な限度において、期限を定め

て、必要な措置をとるべき旨を命ずることができること等を盛り込ん

だ「医療法等の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平成 29

年３月提出）。 

（注）表中の（ ）の件数は、評価対象とした規制の新設又は改廃に係る政策において、発生する効果と負担

の関係を分析するのに適した評価の単位を計上 
 
表 15－(4)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表）  
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の租税特別措置等を対象とする政策評

価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mhlw.html）参照 
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№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
医療機関の設備投資に関する特例

措置の創設  

都道府県で策定された地域医療構想に沿った病床の機能分化・連携な

どに資する固定資産を医療機関等が取得した場合に、税制上の特例措

置を創設するという税制改正要望を行い、検討事項となっている。 

2 
高額な医療用機器に係る特別償却

制度の適用期限の延長  

高額な医療用機器に係る特別償却制度について、対象機器の見直しを

行った上で、適用期限を２年間延長するという税制改正要望を行い、

所要の改正が盛り込まれた。 

3 
試験研究を行った場合の法人税額

等の特別控除の拡充  

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除について、高水準型に

ついて、適用期限を３年間延長すること、増加型の廃止に伴い、総額

型の控除率について、試験研究費の増減に応じたものに見直すこと等

の税制改正要望を行い、高水準型ついて、適用期限を２年間延長する

こと、総額型の控除率について試験研究費の増減割合に応じた率とす

ることなどの改正が盛り込まれた。 

4 
中小企業者等の試験研究費に係る

特例措置の拡充  

中小企業者等の試験研究費に係る税額控除について、高水準型につい

て、適用期限を３年間延長すること、増加型の廃止に伴い、総額型の

控除率について、試験研究費の増減に応じたものに見直すこと等の税

制改正要望を行い、高水準型ついて、適用期限を２年間延長するこ

と、総額型の控除率について試験研究費の増減割合に応じた率とする

ことなどの改正が盛り込まれた。 

5 
公害防止用設備に係る特例措置の

延長  

公害防止用設備（テトラクロロエチレン溶剤を使用する活性炭吸着回

収装置内蔵型のドライクリーニング機）に係る特別償却の特例措置を

２年延長するという税制改正要望を行い、対象設備の取得価格要件の

見直を行った上で、所要の改正が盛り込まれた。 

6 

公共施設等運営権制度（コンセッシ

ョン制度）を活用した水道事業等の

経営安定化のための準備金に対す

る税制上の特例措置の創設  

水道事業等における公共施設等運営権制度の活用促進を図るため、逓

増する償却費を事業期間前期に準備金として積み立てる制度を創設す

るとともに、民間事業者が積み立てる当該準備金について、損金算入

や課税の留保の特例措置を創設するという税制改正要望を行ったが、

別途運用により対応できることが明らかとなったため、措置しないこ

ととされた。 

7 

生活衛生同業組合等が設置する共

同利用施設に係る特別償却制度の

適用期限の延長  

生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度につ

いて、適用期限を２年延長するという税制改正要望を行い、対象施設

の取得価格要件の見直しを行った上で、所要の改正が盛り込まれた。 

8 

生活衛生同業組合等及び消費生活

協同組合等の貸倒引当金の特例措

置の適用期限の延長  

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特例措置

について、適用期限を２年延長するという税制改正要望を行い、割増

率の見直しを行った上で、所要の改正が盛り込まれた。 

9 

中小企業者等が機械等を取得した

場合の特別償却又は法人税額の特

別控除（中小企業投資促進税制）の

拡充 
 

中小企業者等が一定の設備投資を行った場合に、税額控除（７％）又

は特別償却（30％）(上乗せ措置については、税額控除（１０）％又

は即時償却)の選択適用を認めるという特別措置について、対象設備

を追加した上で、適用期限を２年延長するという税制改正要望を行

い、上乗せ措置については「中小企業等経営強化法」に基づく措置へ

と見直しを行った上で、所要の改正が盛り込まれた。 
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10 

特定中小企業者等が経営改善設備

を取得した場合の特別償却又は法

人税額等の特別控除（商業・サービ

ス業・農林水産業活性化税制）の延

長

商業・サービス業を営む中小企業者等が経営改善指導等に基づき、建

物附属設備（１台６０万円以上）又は器具・備品（１台３０万円以

上）を取得した場合の税額控除等について、適用期限を３年延長する

という税制改正要望を行い、適用期限の見直しを行った上で、所要の

改正が盛り込まれた。 

11 
サービス付き高齢者向け住宅供給

促進税制の延長 

サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制における固定資産税の減額

措置及び不動産取得税の特例措置について、適用期限を２年延長する

という税制改正要望を行い、所要の改正が盛り込まれた。 

12 
企業年金等の積立金に対する特別

法人税の撤廃 

企業年金等（厚生年金基金、確定拠出年金、確定給付企業年金、勤労

者財産形成給付金及び勤労者財産形成基金）の積立金に対する特別法

人税を撤廃するという税制改正要望を行い、平成二十九年度税制改正

大綱において、特別法人税の課税停止措置の期限が平成三十一年度末

まで再延長されることとなった。 

2 事後評価 

表 15－(5) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年 9 月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/mhlw_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【基本目標 1 施

策目標 3-2】 

医療安全確保対

策の推進を図る

こと  

目標達

成 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（1,275 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：1,104 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

測定指標が、当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかにつ

いて検証し、測定指標（医療事故情報収集等事業の参加登録医療機

関数、医療安全支援センターの設置数、病院の立入検査における検

査項目に対する遵守率）の見直しを検討していく予定である。 

2 

【基本目標 1 施

策目標 9-2】 

生活習慣病対策

や長期入院の是

正等により中長

期的な医療費の

適正化を図るこ

と 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（23,876 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：22,695 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

平均在院日数の減少については、平成 26 年の数値において目標値

を達成している。 

平成 26 年度時点の特定健康診査（以下「特定健診」という。）の

受診者は約 2,600 万人であり、平成 20 年度時点の受診者約 2,000 

万人と比較して毎年 100 万人増加しているが、特定健診・特定保健

指導の実施率とメタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少
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率について、直近の実績値ではまだ目標を達成していない。 

保険者による特定健診・特定保健指導を着実に実施し、保険者全

体で更なる実施率の向上を達成する観点から、第３期特定健康診査

等実施計画期間（平成 30 年度～35 年度）に向けて、以下のような

制度の運用を見直し、本年１月 19 日に議論のまとめを行った。引き

続き、目標達成に向けた取り組みを進めていく。 

○保険者機能の責任を明確にする観点から、全保険者の特定健診・

特定保健指導の実施率を、29 年度実績から公表。 

○詳細な健診項目に血清クレアチニン検査を追加（糖尿病性腎症の

重症化予防）。 

○特定保健指導の質を確保しつつ、現場の創意工夫や効率化を推進

する観点から、以下のとおり特定保健指導の運用ルールを見直

す。 

・行動計画の実績評価の時期を現在の「６か月以降」から、保険者の判

断で「３か月以降」とすることができる。 

・保険者が特定保健指導全体の総括・管理を行う場合、初回面接と実績

評価の「同一機関要件」を廃止する。 

・初回面接の分割実施を可能とし、特定健診受診当日に対象者と見込ま

れる者に初回面接をできるようにする。 

・積極的支援対象者に対する柔軟な運用による特定保健指導のモデル実

施の導入（モデル実施は、一定の要件を満たせば、特定保健指導を実

施したとみなすこととする）。 等 

3 

【基本目標 1 施

策目標 10-1】 

地域住民の健康

の保持・増進及び

地域住民が安心

して暮らせる地

域保健体制の確

保を図ること 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（3,881 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：3,478 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れ、引き続きこれまでの取組を推進していく。 

4 

【基本目標 2 施

策目標 3-1】 

規制されている

乱用薬物につい

て、不正流通の遮

断及び乱用防止

を推進すること 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成29年度概算要求（1,691百万円）を行った（平成29年度予算案

額：1,496百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

薬物事犯取締関係で、依然として高水準の検挙人員となっている覚醒

剤事犯や大麻事犯について、薬物専門捜査機関としての麻薬取締部の

体制強化のため増員要求を行った。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れ、引き続きこれまでの取組を推進していくこととした。 
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5 

【基本目標 2 施

策目標 5-1】 

生活衛生関係営

業の衛生水準の

確保及び振興等

により、生活衛生

の向上、増進を図

ること  

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（4,297 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：4,128 百万円）。 

＜税制改正要望＞ 

生活衛生同業組合等が設置する振興計画に基づく共同利用施設に係

る特別償却制度の他、生活衛生関係営業の振興を推進していくため、

所要の税制改正要望を行った。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れ、引き続き当該施策目標の達成に向けこれまでの取組を推進してい

くこととした。 

6 

【基本目標 3 施

策目標 3-2】 

被災労働者等の

社会復帰促進・援

護等を図ること 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（154,098 百万円）を行った（平成 29 年度予算

案額：153,212 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

厚生労働省政策評価に関する有識者会議労働・子育てワーキンググ

ループ（平成 28 年７月 22 日開催）での議論を踏まえ、 

○平成 28 年度事前分析表中の測定指標の選定理由を見直した。 

○また、平成 29 年度事前分析表においては、複数の測定指標を設定

する予定である。 

7 

【基本目標 3 施

策目標 7-1】 

個別労働紛争の

解決の促進を図

ること  

目標達

成 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（2,121 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：2,102 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れ、さらに高い目標値を設定して、引き続きこれまでの取組を推進

していくこととした。 

8 

【基本目標 4 施

策目標 5-1】 

求職者支援訓練

の実施や職業訓

練受講給付金の

支給等を通じ、雇

用保険を受給で

きない求職者の

就職を支援する

こと  

目標達

成 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（22,866 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：20,431 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れ、さらに高い目標値を設定して、引き続きこれまでの取組を推進

していくこととした。 

9 
【基本目標 6 施

策目標 5-1】 

相当程

度進展

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 
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ひとり親家庭の

自立のための総

合的な支援を図

ること 

あり 平成 29 年度概算要求（195,224 百万円）を行った（平成 29 年度予算

案額：193,568 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

すくすく・サポート・プロジェクト（ひとり親家・多子世帯等自立応

援プロジェクト）（平成 27 年 12 月 21 日「子どもの貧困対策会議」決

定）に基づき、取組を推進すべきという評価結果を踏まえ、測定指標

を同プロジェクトのＫＰＩに見直す予定である。 

10 

【基本目標 7 施

策目標 3-4】 

旧陸海軍に関す

る人事資料を適

切に整備保管す

ること及び旧陸

海軍に関する恩

給請求書を適切

に進達すること 

目標達

成 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（279 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額： 

254 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れるものについて、引き続きこれまでの取組を推進していくととも

に、より重点的に取り組むべき課題について検証を行い、次期目標等

へ反映していく予定である。 

11 

【基本目標 8 施

策目標 1-1】 

障害者の地域に

おける生活を支

援するため、障害

者の生活の場、働

く場や地域にお

ける支援体制を

整備すること 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（1,114,405 百万円）を行った（平成 29 年度予

算案額：1,119,071 百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

障害者の地域生活支援や精神障害者の地域移行を推進していく必要

があることから、施策の企画立案や自治体、関係団体等との調整を行

う人員など推進体制の強化を図るための増員を要求する。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れ、これまでの取組を引き続き推進していくこととした。 

12 

【基本目標 10 施

策目標 1-2】 

二国間等の国際

協力を推進し、連

携を強化するこ

と 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（519 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：

493 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与しているかについ

て検証した上で、引き続きこれまでの取組を推進していくこととし

た。 

13 

【基本目標 11 施

策目標 2-1】 

厚生労働科学研

究事業の適正か

つ効果的な実施

及び医薬品等の

研究開発の促進

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求（70,375 百万円）を行った（平成 29 年度予算案

額：58,214 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

達成手段が当該施策目標へ有効かつ効率的に寄与していると考えら

れ、引き続きこれまでの取組を推進していくこととした。 
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を図ること

14 

【基本目標 12 施

策目標 1-2】 

社会保障・税番号

制度について、国

民の理解を得な

がら、その着実な

導入を図るとと

もに、社会保障・

税番号の利活用

を推進し、国民の

利便性の向上を

図ること 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

測定指標としている医療保険者中間サーバーの開発については、28年

度に開発完了することを目標としているため、平成 29 年度の概算要

求は行っていない。 

＜事前分析表の変更＞ 

測定指標が、達成手段の当該施策目標に対する寄与度を適切に示し

ているかについて検討し、測定指標を変更する予定である。 

表 15－(6) 事業評価方式により評価を実施した政策（成果重視事業）（平成 28 年 9 月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の一般分野の政策を対象とする政策評

価（事業評価方式））

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
公的年金業務の業務・シ

ステム最適化事業

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度概算要求（13,923 百万円）を行った

（平成 29 年度予算案額：13,178 百万円）。 

表 15－（7）総合評価方式により評価を実施した政策（平成 28 年 9 月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の一般分野の政策を対象とする政策評

価（総合評価方式））

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippansogo/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
「国民に信頼される行

政の実現」について 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】

今後も、主に民間出身者で構成されるアフターサービス推進室の

知見を活用して制度・業務の改善へ繋げる仕組みにより、引き続

き、「国民の皆様の声」の活用を図るとともに、業務効率化の流れを

踏まえつつ、より分かりやすい公表方法やより効果的かつ効率的な

運用のための方策を検討する。

 国民に伝わるような情報発信については、引き続き、省全体の分

かりやすい情報発信に対する意識を高める活動を行っていくことと

する。

アフターサービスについては、業務対象分野を更に拡大し、新規分

野の調査を進めるとともに、好事例の紹介等にも取り組んで行くこと
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とする。 

2 
「行政事業レビュー」に

ついて

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】

今後も、引き続き、行政事業レビューの実施に取り組む予定。 

3 

「適切な人事評価と適

材適所の人事の推進」に

ついて 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】

今後は、人事評価制度について、実施状況等も踏まえつつ、必要に

応じて見直しを行う。併せて、定められた基準、方法等に則って人事

評価を行うよう職員に対する指導を徹底するとともに、評価者訓練を

着実に進める。

このような人事評価制度の取組を踏まえて、次代の厚生労働行政

を担う人物像に照らして、前例にとらわれない適材適所の人事を推

進していくこととしている。 

4 「職員の育成」について

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】

昨年の情報政策関連事業に係る収賄容疑による職員逮捕・起訴事

案や日本年金機構における個人情報流出事案を踏まえ、二度と同じ

ような事案が発生しないよう、管理職員に求められる情報技術や職

員管理等に関する知識の修得を図るため、関係各局と調整のうえ速

やかに必要な研修を実施する。 

5 

「職員一人一人がやり

がいをもって業務を行

うことができるよう、職

場環境の改善等を進め

ること」について

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】

「厚生労働省における女性活躍とワークライフバランス推進のた

めの取組計画」（平成 27 年 4 月 1日策定、平成 28 年４月 1日一部改

正）において、引き続き男性職員の育児休業等取得率の目標を掲げ

ているところであり、大臣等政務 3役から子どもが生まれた本省男

性職員及びその上司に対し、育児休業等の取得を直接促すととも

に、地方機関においても当該機関の長から同様の取組を行う等によ

り、取得率の更なる向上を目指す。 

恒常的な残業実態の改善等については、平成 26 年 10 月に発足し

た「省内長時間労働削減推進チーム」により、平成 27 年 1 月に「厚

生労働省働き方・休み方改革推進戦略～『休むことも仕事です。今

度こそ本気です。』～」が提言された。この提言を踏まえ、平成 27

年 10 月から本省内部部局及び中央労働委員会事務局において、厚生

労働省働き方・休み方改革の取組を実施している。この取り組みで

は、超過勤務の縮減の取組として原則として毎日 20 時までに退庁す

ること、年次休暇の取得促進のため全ての職員が年間 16 日以上の年

次休暇を取得することを目標として掲げており、働きやすい職場環

境の改善を推進する。また、「指定休暇」及び「節目休暇」による休

暇取得促進の取組、並びに「メールや省内放送による周知」による

超過勤務の縮減の取組を継続するとともに、職場のいじめ・嫌がら

せの防止に向けた職員への意識啓発を更に推進する。 
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6 

「政策の企画・立案に時

間を割くことができる

ような体制を確立する

ため、業務改善・効率化

の取組を進めること」に

ついて 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】 
今後も、「組織活性化推進プロジェクトチーム」等を中心に、厚

生労働省全体で業務改善に向けた取組を総合的に推進する。 

特に、「業務適正化推進チーム（主査：副大臣、副主査：政務

官）」において、業務適正化に向けた様々な取組がとりまとめられて

おり、今後も引き続き、更なる業務の改善・効率化のため、その具

体化・着実な実行に取り組んでいく。 

 

表 15－（8）租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の租税特別措置等を対象とする政策評

価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
家内労働者等の事業所

得等の所得計算の特例 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】 
家内労働者の生活の安定を確保するため、当該措置を継続することと

する。 

 

表 15－（9）事業評価方式により評価を実施した政策（公共事業の再評価（平成 27 年度予算））（平成 28 年 5 月 18

日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
簡易水道等施設整備事

業（1地区） 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】 
引き続き 1地区を継続する。 

2 
水道水源開発等施設整

備事業（5地区） 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】 
引き続き 5地区を継続する。 

 

表 15－（10）事業評価方式により評価を実施した政策（公共事業の再評価（平成 28 年度予算））（平成 28 年 5 月 18

日、11 月 16 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
簡易水道等施設整備事

業（6地区） 

そのまま

継続が妥

【引き続き推進】 
引き続き 6地区を継続する。 
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当 

2 
水道水源開発等施設整

備事業（1地区） 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】

引き続き 1地区を継続する。 

3 
生活基盤施設耐震化等

交付金（3地区） 

そのまま

継続が妥

当 

【引き続き推進】 
引き続き 2地区を継続する。 
【改善・見直し】 
1 地区を見直しの上継続する。 

表 15－（11）事業評価方式により評価を実施した政策（終了時の個別研究開発課題）（平成 28 年 9 月 2日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（厚生労働省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/mhlw.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
政策科学総合研究事業

（8課題） 

有効性・

効率性等

が認めら

れる。 

行政課題の解決に資する成果が挙げられており、効率的な研究事業が

運営されているとの評価を踏まえ、引き続き施策等への活用の観点も

踏まえた研究の推進を図ることとしている。また、平成 27 年度に終

了した計 162 課題の成果に関する評価結果については、今後同種の政

策の企画立案や次期研究開発課題の実施に際し、反映する予定として

いる。 

2 

地球規模保健課題解決

推進のための行政施策

に関する研究事業（1課

題） 

3 
厚生労働科学特別研究

事業（24 課題） 

4 
未承認薬評価研究事業

（終了課題なし）

5 

成育疾患克服等次世代

育成基盤研究事業（健

やか次世代育成総合研

究事業）（2課題）

6 

がん対策推進総合研究

事業（がん政策研究事

業）（1課題） 

7 

循環器疾患・糖尿病等

生活習慣病対策総合研

究事業（9課題） 

8 

女性の健康の包括的支

援総合研究事業（終了

課題なし） 

9 
難治性疾患政策研究事

業（24 課題） 

10 

免疫アレルギー疾患等

政策研究事業（免疫ア

レルギー疾患政策研究
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分野）（終了課題なし） 

11 

免疫アレルギー疾患等

政策研究事業（移植医

療基盤整備研究分野）

（1課題） 

12 
慢性の痛み政策研究事

業（終了課題なし） 

13 
長寿科学政策研究事業

（1課題） 

14 
認知症政策研究事業（2

課題） 

15 
障害者政策総合研究事

業（22 課題） 

16 

新興・再興感染症及び

予防接種政策推進研究

事業（5課題） 

17 
エイズ対策研究事業（2

課題） 

18 
肝炎等克服政策研究事

業（4課題） 

19 
地域医療基盤開発推進

研究事業（21 課題） 

20 
労働安全衛生総合研究

事業（6課題） 

21 

食品の安全確保推進研

究事業・カネミ油症に

関する研究事業（15 課

題） 

22 

医薬品・医療機器等レ

ギュラトリーサイエン

ス政策研究事業（4課

題） 

23 
化学物質リスク研究事

業（4課題） 

24 

健康安全・危機管理対

策総合研究事業（6課

題） 
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農林水産省 





表 16 農林水産省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 16－(1) 国営土地改良事業等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
国営かんがい排水事業（直轄）（11

地区） 

11 地区を概算要求した。 

2 
国営農地再編整備事業（直轄）（1

地区） 

1 地区を概算要求した。 

3 
国営総合農地防災事業（直轄）（1

地区）

1地区を概算要求した。 

表 16－(2) 農業農村整備事業補助事業を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 10 月 11 日、平成 29 年３月

31 日公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
農村地域防災減災事業（補助）（13 地

区） 

13 地区を採択した。 

2 
農業競争力強化基盤整備事業（補

助）（63 地区） 

63 地区を採択した。 

3 水利施設整備事業（補助）（1地区） 
１地区を採択した。 

表 16－(3) 林野公共事業を対象として評価を実施した政策（平成 29 年３月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
森林環境保全整備事業（直轄）（15 地

区） 

15 地区を採択した。 

2 
森林環境保全整備事業（補助）（22 地

区） 

22 地区を採択した。 

3 
水源林造成事業（国立研究開発法人

事業）（2地区） 

2 地区を採択した。 
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表 16－(4) 水産関係公共事業を対象として評価を実施した政策（平成 28 年８月 31 日、平成 28 年 10 月 11 日、平

成 29 年３月 31 日公表）  
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
直轄特定漁港漁場整備事業（直轄）

（6地区） 

6 地区を概算要求した。 

2 
水産物供給基盤整備事業（補助）（7

地区） 

7 地区を採択した。 

3 
水産資源環境整備事業（補助）（16 地

区） 

16 地区を採択した。 

 

表 16－(5) 研究開発を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の研究開発を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/maff.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
未来を開拓する農林水産業革新プ

ログラム事業（新規） 
評価結果を踏まえ、「戦略的プロジェクト研究推進事業」として一括

で平成 29 年度予算概算要求（2,151 百万円）を行った。（平成 29 年

度予算案額：1,050 百万円） 

2 

生産現場強化のための研究開発の

うち、農林水産業における昆虫等の

積極的利活用技術の開発（新規） 

3 
薬剤耐性問題に対応した家畜疾病

防除技術の開発（新規） 

4 

農林水産分野における気候変動対

応のための研究開発のうち、農林水

産分野における気候変動緩和技術

の開発（新規） 

5 
蚕業革命による新産業創出プロジ

ェクト（新規） 

 
表 16－(6) 規制を対象として評価を実施した政策（平成 29 年２月 21 日、平成 29 年２月 28 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の規制を対象とする政策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/maff.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

海洋生物資源の保存及び管理に関

する法律第２条第６項の第１種特

定海洋生物資源の指定（対象の追

加） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 2 月 21 日から 3月 22 日まで「海洋生

物資源の保存及び管理に関する法律施行令の一部を改正する政令」に

ついての意見・情報の募集を実施した。 
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2 

農林物資の規格化等に関する法律

の一部改正に伴う登録試験業者制

度の創設 

評価結果を踏まえ、平成 29 年２月 28 日、「農林物資の規格化等に関

する法律及び独立行政法人農林水産消費安全技術センター法の一部を

改正する法律案」を閣議決定した。 

 
表 16－(7) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（11 措置 24 評価書）（平成 28 年８月 31 日、平成 29

年２月 10 日公表）  
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の租税特別措置等を対象とする政策評

価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/maff.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

中小企業者等が機械等を取得した場

合の特別償却又は法人税額等の特別

控除（中小企業投資促進税制） 
評価結果を踏まえ、中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償

却又は法人税額等の特別控除（中小企業投資促進税制）（食品企業者

関係）の拡充・延長について、税制改正要望を行った。 
(ア) 食品企業者関係 

(イ) 農業者関係 

評価結果を踏まえ、中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償

却又は法人税額等の特別控除（中小企業投資促進税制）（農業者関

係）の拡充・延長について、税制改正要望を行った。 

(ウ) 森林組合等関係 

評価結果を踏まえ、中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償

却又は法人税額等の特別控除（中小企業投資促進税制）（森林組合等

関係）の拡充・延長について、税制改正要望を行った。 

(エ) 漁業協同組合等関係 

評価結果を踏まえ、中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償

却又は法人税額等の特別控除（中小企業投資促進税制）（漁業協同組

合等関係）の拡充・延長について、税制改正要望を行った。 

2 
肉用牛の売却による農業所得の課税

の特例 

評価結果を踏まえ、肉用牛の売却による農業所得の課税の特例の延

長について、税制改正要望を行った。 

3 

特定の事業用資産の買換え・交換の

場合の譲渡所得の課税の特例措置 評価結果を踏まえ、特定の事業用資産の買換え・交換の場合の譲渡所

得の課税の特例措置（市街化区域等の内外の土地等）の延長について、

税制改正要望を行った。 (ア) 市街化区域等の内外の土地等 

(イ) 農用地区域内にある土地等 

評価結果を踏まえ、特定の事業用資産の買換え・交換の場合の譲渡

所得の課税の特例措置（農用地区域内にある土地等）の延長につい

て、税制改正要望を行った。 

(ウ) 漁船 

評価結果を踏まえ、特定の農業用資産の買換え及び交換の場合の譲

渡所得の課税の特例（漁船）の延長について、税制改正要望を行っ

た 
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4 
企業年金等の積立金に対する特別法

人税の撤廃 

評価結果を踏まえ、企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃

について、税制改正要望を行った。 

5 

特定中小企業者等が経営改善設備を

取得した場合の特別償却又は法人税

額等の特別控除（商業・サービス業・

農林水産業活性化税制） 

評価結果を踏まえ、特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場

合の特別償却又は法人税額等の特別控除（商業・サービス業・農林

水産業活性化税制）（食品企業者関係）の延長について、税制改正要

望を行った。 

(ア) 食品企業者関係 

(イ) 農林水産業関係 

評価結果を踏まえ、特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場

合の特別償却又は法人税額等の特別控除（商業・サービス業・農林

水産業活性化税制）（農林水産業関係）の延長について、税制改正要

望を行った。 

6 

中小企業等の貸倒引当金の特例 評価結果を踏まえ、中小企業等の貸倒引当金の特例（農業協同組合

等）の延長について、税制改正要望を行った。 

(ア) 農業協同組合等 

(イ) 森林組合等 

評価結果を踏まえ、中小企業等の貸倒引当金の特例（森林組合等）

の延長について、税制改正要望を行った。 

(ウ) 漁業協同組合等 

評価結果を踏まえ、中小企業等の貸倒引当金の特例（漁業協同組合

等）の延長について、税制改正要望を行った。 

7 
農業経営基盤強化準備金及び農用地

等を取得した場合の課税の特例 

評価結果を踏まえ、農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得し

た場合の課税の特例の拡充・延長について、税制改正要望を行っ

た。 

8 

特定地域における工業用機械等に係

る割増償却制度 

評価結果を踏まえ、特定地域における工業用機械等に係る割増償却

制度（振興山村における工業用機械等の割増償却）の延長につい

て、税制改正要望を行った。 
(ア) 振興山村における工業用機械

等の割増償却 

(イ) 過疎地域における事業用設備

等に係る特別償却 

評価結果を踏まえ、特定地域における工業用機械等に係る割増償却

制度（過疎地域における事業用設備等に係る特別償却）の拡充・延

長について、税制改正要望を行った。 

(ウ) 奄美群島における工業用機械

等に係る割増償却制度 

評価結果を踏まえ、特定地域における工業用機械等に係る割増償却

制度（奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度）の延長

について、税制改正要望を行った。 
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(エ) 半島振興対策実施地域におけ

る工業用機械等に係る割増償却制度 

評価結果を踏まえ、特定地域における工業用機械等に係る割増償却

制度（半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却

制度）の延長について、税制改正要望を行った。 

(オ) 離島振興対策実施地域におけ

る工業用機械等に係る割増償却制度 

評価結果を踏まえ、特定地域における工業用機械等に係る割増償却

制度（離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却

制度）の延長について、税制改正要望を行った。 

9 

試験研究を行った場合の法人税額等

の特別控除 

評価結果を踏まえ、試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除

の拡充・延長について、税制改正要望を行った。 

中小企業者等の試験研究費に係る特

例措置の拡充及び延長 

評価結果を踏まえ、中小企業者等の試験研究費に係る特例措置の拡

充・延長について、税制改正要望を行った。 

10 

森林法等の改正に伴う税制上の措置

（森林経営計画関係）のうち、農地保

有の合理化等のために農地等を譲渡

した場合の譲渡所得の特別控除 

評価結果を踏まえ、森林法等の改正に伴う税制上の措置について、

税制改正要望を行った。 

11 
認定事業再編事業者を対象とする割

増償却の特例 

評価結果を踏まえ、認定事業再編事業者を対象とする割増償却の特

例の新設について、税制改正要望を行った。 

 
2 事後評価     

     

表 16－(8) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年８月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/maff_h27.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【政策分野（1）】 

国際的な動向等

に対応した食品

の安全確保と消

費者の信頼の確

保 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・農林水産省ガイドラインに則したＧＡＰの普及・拡大を図るた

め、引き続き、生産者向け研修会や指導者の育成を行う「産地活性

化総合対策事業（継続）（0135）」のうちＧＡＰ体制強化・供給拡大

事業について、平成 29 年度予算概算要求（60 百万円）を行った。

（平成 29 年度予算案額：56 百万円）。 

・平成 28 年６月に行われた行政事業レビュー（公開プロセス）にお

いて対象となった「食品の品質管理体制強化対策事業(0019)」につ

いて、外部有識者の「研修やセミナーが HACCP 導入率に影響するま

での中間アウトカムを設定すべき。」等の指摘を踏まえ、28 年度事

業の実施の中で研修主体ごとに研修受講者が HACCP に取り組むよう

になったかの確認を行い、その結果を基に中間アウトカムの設定に
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ついて検討し、29 年度事業を行うに当たって対応することとした。 

・「トレーサビリティ対策事業（0003）」は、平成 28 年度農林水産省

行政事業レビュー公開プロセスにおいて、「事業内容の一部改善」と

の評価結果となった。外部有識者の「競争性の確保。」等の指摘を踏

まえ、公募の公告時期の早期化、公告期間の延長について検討した

ほか、事業者に対するヒアリング又はアンケート調査を実施し、可

能な改善策についての検討等を行った。 

・食品トレーサビリティの取組を促進するため、地域段階における

食品トレーサビリティの普及推進活動を支援する「食品トレーサビ

リティの普及促進（継続）（消費・安全対策交付金（0047））」につい

て、平成 29 年度予算概算要求（2,200 百万円の内数）を行った。

（平成 29 年度予算案額：1,910 百万円の内数）。 

＜その他（法令、組織、定員等）＞ 

・GAP の運営主体である都道府県、ＪＡに対し、ガイドラインへの

準拠状況を確認し、ガイドラインに準拠した GAP の名称等を公表し

た。また、準拠していない GAP については、取組項目の追加等の検

討を働きかけている。 

・卸売業者、小売業者及び外食産業事業者等の内部トレーサビリテ

ィの取組を促進するため、特に取組率の低い中小企業に着目し、こ

れらの中小企業が参加するセミナー等の場での食品トレーサビリテ

ィ「実践的なマニュアル」の説明による普及啓発等を図っている。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況を踏まえ、基準値及び目標値の見直しを行っ

た。 

2 

【政策分野（2）】 

幅広い関係者に

よる食育の推進

と国産農産物の

消費拡大、「和食」

の保護・継承 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・食料・農業・農村基本計画における国産農産物の消費拡大を目指

す取組の推進や第３次食育推進基本計画において掲げられた学校給

食における地場産物等を使用する割合を増やすという目標の達成を

図るため、引き続き、国産農産物の利用を積極的に進める食品関連

事業者等の取組を後押しするための表彰等の実施や、学校給食等へ

の地場食材の供給の取組をはじめとした地産地消の取組を推進する

ためのコーディネーターの育成等を支援する「日本の食消費拡大国

民運動推進事業（継続）（新 28-0003）」について、平成 29 年度予算

概算要求（311 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：288 百万

円）。 

・これまでの食育の推進の成果と食をめぐる状況や諸課題を踏まえ

つつ、食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、新た

に、平成 28 年３月 18 日に食育推進会議にて決定された「第３次食

育推進基本計画」の目標のうち、食文化の継承等当省関連の目標達

成に向けて、地域の関係者が連携して取り組む、地域食文化の継

承、和食給食の普及、共食機会の提供、食品ロスの削減、農林漁業
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体験の提供、地域で食育を推進するリーダーの育成等の食育活動を

支援する「地域の魅力再発見食育推進事業（新規）（新 29-0002）」

について、平成 29 年度予算概算要求（400 百万円）を行った（平成

29 年度予算案額：280 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況及び平成 28 年３月に決定された「第３次食育推

進基本計画」を踏まえ、基準値及び目標値の見直しを行うととも

に、目標及び測定指標の新設を行った。 

3 

【政策分野（3）】 

生産・加工・流通

過程を通じた新

たな価値の創出

による需要の開

拓 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・６次産業化の市場規模が拡大した結果を踏まえ、これを更に促進

するため、引き続き農林漁業者等と多様な事業者がネットワークを

構築して取り組む新商品開発や販路開拓、加工・販売施設等の整備

等を支援する「６次産業化ネットワーク推進対策事業（継続）

（0016）」について、平成 29 年度予算概算要求（2,156 百万円）を

行った（平成 29 年度予算案額：1,909 百万円）。 

・食品関連事業者と農業者の連携に向けての商談件数が増加した結

果を踏まえ、これを更に促進するため、目標値の設定方法を見直す

とともに、引き続き６次産業化に取り組む農林漁業者等の支援体制

の整備、６次産業化ネットワーク活動の全国的な推進に向けた優良

事例の収集・提供及び啓発セミナーの開催等を支援する「６次産業

化サポート事業（継続）（0018）」について、平成 29 年度予算概算要

求（399 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：379 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況及び平成 27 年４月に決定された「サービス産業

チャレンジプログラム」を踏まえ、目標値の設定方法及び目標値の

見直しを行うとともに、測定指標の新設を行った。 

4 

【政策分野（4）】 

グローバルマー

ケットの戦略的

な開拓 

目標達

成 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・農林水産物・食品の輸出額が３年連続で増加し、過去最高となっ

た結果を踏まえ、平成 28 年５月に取りまとめられた「農林水産業の

輸出力強化戦略」に基づき、更なる輸出促進を図るため、新たに輸

出に取り組む事業者の裾野を広げるとともに、多くの輸出機会を創

出し、川上から川下に至るまでの総合的なビジネスサポートを強化

する取組を支援する「輸出総合サポートプロジェクト（拡充）

（0026）」について、平成 29 年度予算概算要求（1,747 百万円）を

行った（平成 29 年度予算案額：1,601 百万円）。 

・農林水産物・食品の輸出額が３年連続で増加し、過去最高となっ

た結果を踏まえ、現在支援対象としている国際空港近辺の卸売市場

に加え、新たに国際港湾近辺の卸売市場から国産農産物等を輸出す

る構想を推進するための調査と計画策定を支援するとともに、卸売

業者や仲卸業者等が輸出対応型の品質管理高度化設備を導入する取
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組を支援する「国際農産物等市場構想推進事業（拡充）（0036）」に

ついて、平成 29 年度予算概算要求（372 百万円）を行った（平成 29

年度予算案額：220 百万円）。 

・アジアにおける我が国食品産業の現地法人数の増加傾向が維持さ

れた結果を踏まえ、測定指標及び目標値を見直すとともに、これを

更に促進するため、海外展開を図る食品関連事業者に対し、現地の

消費者の特徴や想定市場規模等の調査、海外進出・現地展開に係る

豊富な専門知識や経験を持つ人材派遣、食品関連事業者間の連携先

開拓を目的とした国内外の展示会・商談会の開催等を通じ、事業検

討段階から現地法人立ち上げ後までの一貫した支援を行う「食品産

業グローバル展開推進事業（拡充）（0029）」について、平成 29 年度

予算概算要求（208 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：188

百万円）。 

・地理的表示が 10 都道府県 12 産品の登録に至った結果を踏まえ、

地理的表示（GI）保護制度による知的財産保護を、地域農業・食品

産業の活性化につなげていくため、生産者の GI 保護制度活用に向け

た相談体制を充実するとともに、国内のみならず海外の流通業者や

消費者等に向け日本の GI 産品の詳細な情報の発信等を行う「地理的

表示（GI）等活用総合対策事業（拡充）（新 28-0008）」について、

平成 29 年度予算概算要求（191 百万円）を行った（平成 29 年度予

算案額：174 百万円）。事業名は概算決定時に「地理的表示保護制度

活用総合推進事業」とした。 

＜その他（法令、組織、定員等）＞ 

・地理的表示が 10 都道府県 12 産品の登録に至った結果を踏まえ、

GI 制度の適切な運用を図るため、地理的表示審査官の増員を要求す

るとともに、地方農政局等に GI 産品の管理等を行う者の配置を要求

した。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況及び平成 28 年５月に取りまとめられた「農林水

産業の輸出力強化戦略」を踏まえ、測定指標の見直しを行った。 

5 

【政策分野（6）】 

力強く持続可能

な農業構造の実

現に向けた担い

手の育成・確保等 

目標達

成 

引き続

き推進 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・平成 28 年６月に行われた行政事業レビュー（公開プロセス）にお

いて対象となった「収入保険制度検討調査費（0081）」について、収

入保険制度の仕組みの検討に当たって、モラルハザードの防止策が

必要等の要請を受けたことについては、今後、制度の検討を進める

中で、適切に対応する。なお、収入保険制度の関連予算について

は、平成 29 年度予算編成過程において、制度設計等と併せて検討を

進めることとしている。 

6 

【政策分野（7）】 

担い手への農地

集積・集約化と農

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・荒廃農地の解消を推進するため、既存の耕作放棄地再生利用緊急
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地の確保 対策交付金に荒廃農地の発生を予防するための簡易な再生作業の追

加等を行い、新たに「荒廃農地等利活用促進交付金（新規）（新 29-

0007）」として、平成 29 年度予算概算要求（381 百万円）を行った

（平成 29 年度予算案額：231 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞  

・目標値の達成状況、平成 28 年８月に閣議決定された「土地改良長

期計画」等を踏まえ、測定指標の見直しを行った。 

7 

【政策分野（8）】 

構造改革の加速

化や国土強靱化

に資する農業生

産基盤整備の推

進 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・良好な営農条件を備えた農地を確保するため、新たに工事コスト

の低減に寄与する支援を行う「農業競争力強化基盤整備事業（拡

充）（0115）」について、平成 29 年度概算要求（46,179 百万円）を

行った（平成 29 年度予算案額：42,077 百万円）。 

・農業水利施設の機能診断及び劣化の状況に応じた補修・更新等を

行うことによる長寿命化とライフサイクルコスト低減を図る戦略的

な保全管理を強化するため、新たに事業対象となる施設整備等を追

加する「農業用用排水施設の整備・保全（直轄）（拡充）（0108）」に

ついて、平成 29 年度概算要求（66,234 百万円）を行った（平成 29

年度予算案額：53,598 百万円）。 

・農地及び周辺地域の湛水被害等の防止を図るため、新たに事業対

象となる整備等を追加する「農地の防災保全（補助）（拡充）

（0109）」について、平成 29 年度概算要求（59,341 百万円）を行っ

た（平成 29 年度予算案額：51,081 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況、平成 28 年８月に閣議決定された「土地改良長

期計画」等を踏まえ、測定指標の見直しを行った。 

8 

【政策分野（9）】 

需要構造等の変

化に対応した生

産・供給体制の改

革 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・繁殖基盤の強化に向けて、引き続き、地域での収益力を向上させ

るための施設整備や和子牛生産を拡大するための和牛受精卵の活用

を支援する「畜産・酪農収益力強化総合対策基金事業（継続）

（0148）」について、平成 28 年度補正予算（73,181 百万円）を措置

した。 

・自給飼料生産の一層の拡大等を図るため、引き続き「飼料増産総

合対策事業（継続）（0130、0133、0136）」について、平成 29 年度予

算概算要求（1,011 百万円）を行った。（平成 29 年度予算案額：

1,011 百万円）。 

・肉用子牛生産者補給金制度等を実施し、肉用牛子牛生産の安定を

図るため、引き続き「牛肉等関税財源畜産業振興対策交付金（継

続）（0125）」について、平成 29 年度予算概算要求（99,276 百万

円）を行った。（平成 29 年度予算案額：35,281 百万円）。 

・茶園の改植等による優良品種への転換や高品質化を加速化するた
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め、支援単価の改定や高付加価値化に必要な資材の導入に対する支

援に係る見直しを行い、「茶改植等支援事業（継続）（0138）」につい

て、平成 29 年度予算概算要求（627 百万円）を行った。（平成 29 年

度予算案額）：616 百万円） 

9 

【政策分野（11）】 

先端技術の活用

等による生産・流

通システムの革

新等 

進展が

大きく

ない 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・農林水産省ガイドラインに則したＧＡＰの普及・拡大を図るた

め、引き続き、生産者向け研修会や指導者の育成を行う「産地活性

化総合対策事業（継続）（0135）」のうちＧＡＰ体制強化・供給拡大

事業について、平成 29 年度予算概算要求（60 百万円）を行った。

（平成 29 年度予算案額：56 百万円）。 

・「産地リスク軽減技術総合対策事業（0183）」は、平成 28 年度行政

事業レビュー（公開プロセス）において「廃止」と評価されたこと

から、平成 28 年度限りで廃止とした。 

・また、生産資材価格形成の仕組みの見直しの観点から、生産コス

ト削減に資するため、農業生産資材価格「見える化」推進事業（新

規）について、平成 28 年度補正予算（50 百万円）を措置した。 

＜その他（法令、組織、定員等）＞ 

・GAP の運営主体である都道府県、ＪＡに対し、ガイドラインへの

準拠状況を確認し、ガイドラインに準拠した GAP の名称等を公表し

た。また、準拠していない GAP については、取組項目の追加等の検

討を働きかけている。 

10 

【政策分野（13）】 

農業の自然循環

機能の維持増進

とコミュニケー

ション 

目標達

成 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・環境保全効果の高い営農活動を推進するため、引き続き、化学肥

料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球

温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援する「環

境保全型農業直接支払交付金（0188）」について、平成 29 年度予算

概算要求（2,716 百万円）を行った。（平成 29 年度予算案額：2,410

百万円）。 

・オーガニック・エコ農産物の国内シェアを拡大するため、引き続

き、生産者と実需者の連携を促進し円滑なビジネス環境を整えると

ともに、新規就農・転換者の定着・拡大や地域の生産供給拠点を構

築するための取組を支援する「オーガニック・エコ農産物安定供給

体制構築事業（新 28-0026）」について、平成 29 年度予算概算要求

（102 百万円）を行った。（平成 29 年度予算案額：99 百万円）。 

11 

【政策分野（14）】 

地域コミュニテ

ィ機能の発揮等

による地域資源

の維持・継承等 

目標達

成 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、多様な主体の

参画を得て取り組む地域の共同活動を支援する「多面的機能支払交

付金（継続）（0191)」について、平成 29 年度概算要求（50,251 百

万円）を行った（平成 29 年度予算案額：48,251 百万円）。 
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・実施隊未設置市町村であって比較的被害が大きい市町村を中心と

した鳥獣被害対策を推進するため、鳥獣被害対策実施隊の設置を促

進するとともに、実施隊を中心とした地域ぐるみでの被害防止の取

組を支援する「鳥獣被害防止総合対策交付金（継続）（0190）」につ

いて、平成 29 年度概算要求（11,000 百万円）を行った（平成 29 年

度予算案額：9,500 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況、平成 28 年８月に閣議決定された「土地改良長

期計画」を踏まえ、測定指標の見直しを行った。 

12 

【政策分野（15）】 

多様な地域資源

の積極的活用に

よる雇用と所得

の創出 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・平成 28 年６月に行われた行政事業レビュー（公開プロセス）にお

いて対象となった「小水力等再生可能エネルギー導入推進事業

（0194）」について、今後は、施設設計等の成果指標を考えるべき等

の指摘を踏まえ、新指標を「農業水利施設を活用した小水力等発電

電力量のかんがい排水に用いる電力量に占める割合」とし、計画作

成した地域において発電施設の導入を着実に進めることとした。 

・バイオマス産業都市が新たに 12 地域選定され、計 34 地域（52 市

町村）となった結果を踏まえ、これを更に拡大し、農山漁村に存在

する再生可能なバイオマス資源を最大限活用した新たな産業・雇用

の創出により農山漁村の活性化を図るため、新たにバイオマス産業

都市構想の実現に向けた情報発信や指導等の取組を支援するととも

に、バイオマス産業都市として選定された地域におけるプロジェク

トの推進に必要な調査・設計、施設整備等を支援する「地域バイオ

マス利活用推進事業（新規）（新 29-0012）」について、平成 29 年度

予算概算要求（700 百万円）を行った（平成 29 年度予算案額：480

百万円）。 

・再生可能エネルギーを活用した取組を行う地区数が 32 地区とな

り、また、その取組の検討に着手している地区が 132 地区となった

結果を踏まえ、農山漁村に存在する資源を活用した再生可能エネル

ギーの導入拡大により農山漁村の活性化を図るため、引き続き農林

漁業者やその組織する団体、農山漁村の集落・集団等が行う再生可

能エネルギーの取組について、事業構想づくりから運転開始・利用

に至るまでに必要となる様々な取組や手続を支援する「農山漁村活

性化再生可能エネルギー総合推進事業（継続）（0197）」について、

平成 29 年度予算概算要求（103 百万円）を行った（平成 29 年度予

算案額：96 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況及び平成 28 年８月に閣議決定された「土地改良

長期計画」を踏まえ、測定指標の見直しを行った。 

13 
【政策分野（16）】 

多様な分野との

目標達

成 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 
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連携による都市

農村交流や農村

への移住・定住等 

・都市農業の理解の促進を強化するため、新たに、都市農地の機能

発揮のための取組への支援等を行う「都市農業機能発揮対策事業

（拡充）（0202)」について、平成 29 年度概算要求（291 百万円）を

行った（平成 29 年度予算案額：160 百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・目標値の達成状況、平成 28 年３月に策定された「明日の日本を支

える観光ビジョン」を踏まえ、目標の見直しを行った。 

14 
【政策分野（20）】 

水産資源の回復 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・広域・重要資源に係る計画作成の指導及び改良漁具の導入に係る

実証調査、個別割当（IQ）方式の効果実証、資源管理計画等の評

価・検証及び高度化の取組を支援し、水産資源の維持回復を図るた

め、引き続き「資源管理体制高度化推進事業（継続）（0267）」、「資

源管理指針等高度化推進事業（継続）（0268）」について、平成 29 年

度概算要求（406 百万円及び 50 百万円）を行った。（平成 29 年度予

算案額：366 百万円及び 45 百万円） 

・「種苗放流等による資源造成の推進と環境負荷の少ない持続的な養

殖業の確立」を達成するため、引き続き、「増殖対策（継続）

（0266）」及び「養殖対策（継続）（0265）」について、平成 29 年度

概算要求（590 百万円及び 254 百万円）を行った。（平成 29 年度予

算案額：489 百万円及び 236 百万円） 

15 
【政策分野（21）】 

漁業経営の安定 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・各年度 2,000 人の新規漁業就業者数を確保するため、引き続き漁

業への就業を希望する者が経験ゼロからでも円滑に漁業へ就業でき

るよう、就業準備段階における資金の給付や就業相談会等の開催、

漁業現場での実地による長期研修等を行う「新規漁業就業者総合支

援事業（新規・拡充）（0290）」について、平成 29 年度概算要求

（1,078 百万円）を行った。（平成 29 年度予算案額：927 百万円） 

・漁業者等に対し低利の施設資金等の融通を円滑にすることにより

漁業経営の安定を図る「漁業経営金融支援事業（継続）（0276）」

について、29 年度予算概算要求（509 百万円）を行った。（平成 29

年度予算案額：475 百万円） 

16 

【政策分野（22）】 

漁村の健全な発

展 

相当程

度進展

あり 

改善・

見直し 

評価結果を踏まえて以下の措置を行った。 

＜予算＞ 

・「行政事業レビュー（公開プロセス）」に対する対応方向 

平成 28 年６月に行われた農林水産省行政事業レビュー（公開プロセ

ス）において、「水産基盤整備事業（補助）（0303）」については、成

果がより判り易くなるようアウトカム指標の改善が必要等の指摘が

なされた。 

現在、次期漁港漁場整備長期計画（平成 29 年度～平成 33 年度閣議

決定）に向け、水産政策審議会（うち漁港漁場整備分科会）におい
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て、検討を進めているところであるが、水産基盤整備事業（補助）

は当該長期計画を踏まえ実施される事業であることから、行政事業

レビューのアウトカム目標は当該長期計画の設定と整合させる必要

がある。このため、今般の行政事業レビューにおけるアウトカム指

標の改善については、当該長期計画の検討と並行して行うこととし

て、その結果を踏まえ、平成 29 年度のレビューシートから反映させ

ることとする。 

・水産物の消費拡大と安全な水産物の安定供給のため、国産水産物

の流通促進と消費拡大に向け、引き続き「国産水産物流通促進事業

（継続）（0310）」について、平成 29 年度概算要求（821 百万円）を

行った。（平成 29 年度予算案額：800 百万円） 

 
表 16－(9)  国営土地改良事業等を対象として評価を実施した政策（期中）（平成 28 年８月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
国営かんがい排水事業

（直轄）（6地区） 

継続が妥

当（6 地

区） 

【引き続き推進】 

6 地区を継続した。 

2 
国営総合農地防災事業

（直轄）（2地区） 

継続が妥

当（2 地

区） 

【引き続き推進】 

2 地区を継続した。 

3 
直轄海岸保全施設整備

事業（直轄）（1地区） 

継続が妥

当（1 地

区） 

【引き続き推進】 

1 地区を継続した。 

 
表 16－(10)  農業農村整備事業補助事業を対象として評価を実施した政策（期中）（平成 29 年３月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
農業競争力強化基盤整

備事業（補助）（9地区） 

継続が妥

当（9 地

区） 

【引き続き推進】 

9 地区を継続した。 

2 
農村地域防災減災事業

（補助）（7地区） 

継続が妥

当（7 地

区） 

【引き続き推進】 

７地区を継続した。 
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表 16－(11) 林野公共事業を対象として評価を実施した政策（期中）（平成 28 年８月 31 日、平成 29 年３月 31 日公

表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
国有林直轄治山事業

（直轄）（2地区） 

計画変更

の上、継

続が妥当

（2地

区） 

【改善・見直し】 

2 地区を計画変更した。 

2 
民有林直轄治山事業

（直轄）（1地区） 

計画を変

更の上、

継続が妥

当（1地

区） 

【改善・見直し】 

1 地区を計画変更した。 

3 
直轄地すべり防止事業

（直轄）（1地区） 

計画を変

更の上、

継続が妥

当（1地

区） 

【改善・見直し】 

1 地区を計画変更した。 

4 
民有林補助治山事業

（補助）（3地区） 

継続が妥

当（1地

区） 

計画を変

更の上、

継続が妥

当（2地

区） 

【引き続き推進】 

1 地区を継続した。 

【改善・見直し】 

2 地区を計画変更した。 

5 

水源林造成事業（国立

研究開発法人事業）（22

地区） 

継続が妥

当（22 地

区） 

【引き続き推進】 

22 地区を継続した。 

 
表 16－(12)  水産関係公共事業を対象として評価を実施した政策（期中）（平成 28 年８月 31 日、平成 29 年３月 31

日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/maff.html）参照 
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№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
直轄特定漁港漁場整備

事業（直轄）（5地区） 

継続が妥

当（2地

区） 
計画を変

更の上、

継続が妥

当（3地

区） 

【引き続き推進】 

2 地区を継続した。 

【改善・見直し】 

3 地区を計画変更した。 

2 
水産物供給基盤整備事

業（補助）（5地区） 

継続が妥

当（3地

区） 

計画を変

更の上、

継続が妥

当（2地

区） 

【引き続き推進】 

3 地区を継続した。 

【改善・見直し】 

2 地区を計画変更した。 

3 
水産資源環境整備事業

（補助）（12 地区） 

継続が妥

当（5地

区） 

計画を変

更の上、

継続が妥

当（7地

区） 

【引き続き推進】 

5 地区を継続した。 

【改善・見直し】 

7 地区を計画変更した。 

4 
海岸保全施設整備事業

（補助）（1地区） 

計画を変

更の上、

継続が妥

当（1地

区） 

【改善・見直し】 

1 地区を計画変更した。 

 
表 16－(13) 国営土地改良事業等を対象として評価を実施した政策（完了後）（平成 28 年８月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
国営かんがい排水事業

（直轄）（9地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

関係機関や地元農家と連携を図り、地域農業の発展に向けた活動の推

進に努める。 
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（9地

区） 

2 
国営総合農地防災事業

（直轄）（1地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（1地

区） 

関係機関や地元農家と連携を図り、地域農業の発展に向けた活動の推

進に努める。 

3 

独立行政法人水資源機

構事業（独立行政法人

事業）（1地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（1地

区） 

関係機関や地元農家と連携を図り、地域農業の発展に向けた活動の推

進に努める。 

4 
農用地総合整備事業

（直轄）（2地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（2地

区） 

関係機関や地元農家と連携を図り、地域農業の発展に向けた活動の推

進に努める。 

 
表 16－(14)  農業農村整備事業補助事業を対象として評価を実施した政策（完了後）（平成 29 年３月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
かんがい排水事業（補

助）（3地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（3地区） 

今後も整備を推進することにより、農業経営の効率化や安定化に努

める。 

2 
経営体育成基盤整備事
業（補助）（10 地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（ 10 地

区） 

今後も整備を推進することにより、経営規模の拡大等を図り、地域農

業構造の改善に努める。 

3 
畑地帯総合整備事業（補
助）（4地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

今後も整備を推進することにより、農業経営の安定や地域の中心とな

る経営体の育成に努める。 
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（4地区） 

4 
農道整備事業（補助）（2
地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（2地区） 

今後も整備を推進することにより、農業経営の効率化を図るととも

に、長寿命化の推進に努める。 

5 
中山間地域総合整備事
業（補助）（3地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（3地区） 

今後も整備を推進することにより、中山間地域の農業・農村の活性化

に努める。 

6 
農地防災事業（補助）（3
地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（3地区） 

今後も整備を推進することにより、農業生産の維持、農業経営の安定

化及び地域住民の生活環境の向上に努める。 

 

7 

草地畜産基盤整備事業
（補助）（1地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（1地区） 

今後も整備を推進することにより、飼料自給率の向上を図りつつ、生

産コストの低減や経営規模の拡大に努める。 

 
表 16－(15)  林野公共事業を対象として評価を実施した政策（完了後）（平成 28 年８月 31 日、平成 29 年３月 31

日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
国有林直轄治山事業

（直轄）（3地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（3地

区） 

森林の水源涵養機能等を維持させていくため、施設の維持管理を行う

とともに、森林整備の適切な実施及び地域防災対策との連携に努め

る。 

2 
民有林直轄治山事業

（直轄）（2地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（2地

区） 

森林の水源涵養機能等を維持させていくため、施設の維持管理を行う

とともに、森林整備の適切な実施及び地域防災対策との連携に努め

る。 
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3 
森林環境保全整備事業

（直轄）（8地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（8地

区） 

森林の水源涵養機能等を維持させていくため、施設の維持管理を行う

とともに、森林整備の適切な実施に努める。 

4 
民有林補助治山事業
（補助）（1地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（1地

区） 

森林の水源涵養機能等を維持させていくため、施設の維持管理を行う

とともに、森林整備の適切な実施及び地域防災対策との連携に努める。 

5 
森林環境保全整備事業
（補助）（6地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（6地

区） 

森林の水源涵養機能等を維持させていくため、施設の維持管理を行う

とともに、森林整備の適切な実施に努める。 

6 
森林居住環境整備事業
（補助）（5地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（5地

区） 

森林の水源涵養機能等を維持させていくため、施設の維持管理を行う

とともに、森林整備の適切な実施に努める。 

 
表 16－(16) 水産関係公共事業を対象として評価を実施した政策（完了後）（平成 28 年 8 月 31 日、平成 29 年３月

31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
直轄特定漁港漁場整備

事業（直轄）（3地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（3地

区） 

衛生管理対策の強化等による地域水産業の競争力強化に努める。 

2 
水産物供給基盤整備事
業（補助）（18 地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

波浪や潮位等、自然条件の変化に伴い機能が低下している施設の強化

等に努める。 

162



（18 地

区） 

3 
水産資源環境整備事業
（補助）（6地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（6地

区） 

海域の資源・環境変動に対応していくため、モニタリングの実施や関

係者の取組との連携体制の構築に努める。 

4 
漁村総合整備事業（補
助）（1地区） 

一定の事

業効果の

発現が認

められる

（1地

区） 

平成23年度より補助対象となった機能診断・機能保全計画策定を活用

して、維持管理手法・体制づくりの推進に努める。 

 

表 16－(17) 研究開発を対象として評価を実施した政策（完了後）（平成 28 年 8 月 31 日、平成 29 年３月 31 日公

表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
農林水産業の革新的技

術緊急展開事業 

概ね目的 
を達成し 
た。 

研究結果を今後の研究開発課題の企画・立案に適切に反映するととも

に、成果の普及・実用化を推進する。 

2 

農林水産業におけるロ

ボット技術研究開発事

業 

概ね目的 
を達成し 
た。 

研究結果を今後の研究開発課題の企画・立案に適切に反映するととも

に、成果の普及・実用化を推進する。 

3 
農林水産業・食品産業

科学技術研究推進事業 

目的の達

成がやや

不十分だ

った。 

研究結果を今後の研究開発課題の企画・立案に適切に反映するととも

に、成果の普及・実用化を推進する。 

4 
食料生産地域再生のた

めの先端技術展開事業 

目的の達

成がやや

不十分だ

った。 

研究結果を今後の研究開発課題の企画・立案に適切に反映するととも

に、成果の普及・実用化を推進する。 

5 

ゲノム情報を活用した

農産物の次世代生産基

盤技術の開発プロジェ

クト（うち「ゲノム情

報等を活用した薬剤抵

抗性管理技術の開発」

概ね目的 
を達成し 
た。 

研究結果を今後の研究開発課題の企画・立案に適切に反映するととも

に、成果の普及・実用化を推進する。 
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を除く） 

6 

食品の安全性と動物衛

生の向上のためのプロ

ジェクト 

概ね目的 
を達成し 
た。 

研究結果を今後の研究開発課題の企画・立案に適切に反映するととも

に、成果の普及・実用化を推進する。 

 
表 16－(18) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（4 措置 9 評価書）（平成 28 年８月 31 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の租税特別措置等を対象とする政策評

価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

特定住宅地造成事業等

のために土地等を譲渡し

た場合の譲渡所得の特

別控除 

 【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した

場合の譲渡所得の特別控除（食品流通構造改善促進法の認定計画に基

づく食品商業集積施設整備事業の用に供する土地として地方公共団体

の出資を受けた事業実施法人に土地を譲渡した場合）について、引き

続き継続する方針とした。 
 

 (ア) 食品流通構造改善

促進法の認定計画に基

づく食品商業集積施設

整備事業の用に供する

土地として地方公共団

体の出資を受けた事業

実施法人に土地を譲渡

した場合 

継続が妥

当 

(イ) 農業経営基盤強化

促進法の協議に基づく

買い入れ協議により農

地保有合理化法人又は

農地利用集積円滑化団

体に買い取られる場合 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した

場合の譲渡所得の特別控除（農業経営基盤強化促進法の協議に基づく

買い入れ協議により農地保有合理化法人又は農地利用集積円滑化団体

に買い取られる場合）について、引き続き継続する方針とした。 

(ウ) 農業協同組合法に

規定する宅地等供給事

業に基づき、組合が特

定宅地造成事業等のた

めに土地を譲渡した場

合 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した

場合の譲渡所得の特別控除（農業協同組合法に規定する宅地等供給事

業に基づき、組合が特定宅地造成事業等のために土地を譲渡した場

合）について、引き続き継続する方針とした。 

2 

換地処分等に伴い資産

を取得した場合の課税

の特例 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特

例について、引き続き継続する方針とした。 

3 

特定土地区画整理事業

等のために土地等を譲

渡した場合の譲渡所得

の特別控除 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡し

た場合の譲渡所得の特別控除について、引き続き継続する方針とし

た。 
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4 

農地保有の合理化等の

ために農地等を譲渡した

場合の譲渡所得の特別

控除 

 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場

合の譲渡所得の特別控除（農用地区域内の農用地等について農業委員

会のあっせん若しくは農用地利用集積計画により譲渡又は農地売買等

事業により農地中間管理機構若しくは農地利用集積円滑化団体に譲

渡）について、引き続き継続する方針とした。 
(ア) 農用地区域内の農

用地等について農業委

員会のあっせん若しく

は農用地利用集積計画

により譲渡又は農地売 
買等事業により農地中

間管理機構若しくは農

地利用集積円滑化団体

に譲渡 

継続が妥

当 

(イ) 農業振興地域の整

備に関する法律に基づ

く市町村の勧告等が行

われ、土地所有者がこ

れに従って土地を譲渡

する場合 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場

合の譲渡所得の特別控除（農業振興地域の整備に関する法律に基づく

市町村の勧告等が行われ、土地所有者がこれに従って土地を譲渡する

場合）について、引き続き継続する方針とした。 

 (ウ) 特定農山村地域に

おける農林業等の活性

化のための基盤整備の

促進に関する法律の定

めるところにより、農

林地等を譲渡した場合 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場

合の譲渡所得の特別控除（特定農山村地域における農林業等の活性化

のための基盤整備の促進に関する法律の定めるところにより、農林地

等を譲渡した場合）について、引き続き継続する方針とした。 

 (エ) 地域森林計画の対

象とされた土地を譲渡

した場合、又は、都道

府県知事のあっせんに

より、林業経営改善計

画の認定を受けた者に

林地を譲渡した場合 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場

合の譲渡所得の特別控除（地域森林計画の対象とされた土地を譲渡し

た場合、又は、都道府県知事のあっせんにより、林業経営改善計画の

認定を受けた者に林地を譲渡した場合）について、引き続き継続する

方針とした。 

 
表 16－(19) 総合評価方式により評価を実施した政策（平成 29 年３月 16 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（農林水産省の一般分野の政策を対象とする政策評

価（総合評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippansogo/maff.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

気候変動に対する緩和・

適応策の推進及び生物

多様性の保全・利用 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、全体として講ずべき施策は各種政府計画に照らし

て順調に進捗していると判断できるものの、世界的には気候変動によ

165



る影響及び生物多様性の損失が継続していることから、我が国におい

ても引き続き各種計画の見直し等を行い、一層の取組を進める。
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経済産業省 





表 17 経済産業省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 17－(1)  個別研究開発事業を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 5 月 19 日、8 月 31 日、平成 29 年 2

月 10 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（経済産業省の研究開発を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/meti.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

省エネルギー型製造プロセス実現に

向けた三次元積層造形技術の開発・

実用化事業 

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 28 年度概算要求（600 百万円）を行

った。（平成 28 年度予算案額：600 百万円） 

2 銅原料からの不純物低減技術開発 

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 29 年度概算要求（100 百万円）を行

った。（平成 29 年度予算案額：100 百万円） 

3 

再生医療の産業化に向けた評価基盤

技術開発事業（新規テーマ「再生医療

技術を応用した創薬支援基盤技術開

発」）

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 29 年度概算要求（3,482 百万円の内

数）を行った。（平成 29 年度予算案額：2,450 百万円の内数） 

4 

省エネ型電子デバイス材料の評価技

術の開発事業（新規テーマ「機能性材

料の社会実装を支える高速・高効率

の安全性評価手法の開発」）

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 29 年度概算要求（1,050 百万円の内

数）を行った。（平成 29 年度予算案額：830 百万円の内数） 

5 
ロボット・ドローンが活躍する省エ

ネルギー社会の実現プロジェクト

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 29 年度概算要求（4,310 百万円）を

行った。（平成 29 年度予算案額：3,300 百万円） 

6 

バイオ燃料の生産システム構築のた

めの技術開発事業（旧：セルロース系

エタノール生産システム総合開発実

証事業）（新規テーマ：バイオジェッ

ト燃料生産技術開発）

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 29 年度概算要求（3,000 百万円）を

行った。（平成 29 年度予算案額：2,000 百万円の内数） 

7 

高効率な資源循環システムを構築す

るためのリサイクル技術の研究開発

事業

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 29 年度概算要求（900 百万円）を行

った。（平成 29 年度予算案額：500 百万円） 

8 

環境調和型製鉄プロセス技術の開発

事業（フェロコークス活用製銑プロ

セス技術の開発事業）

＜予算要求＞ 

政策評価結果を踏まえて、平成 29 年度概算要求（2,100 百万円の内

数）を行った。（平成 29 年度予算案額：2,100 百万円の内数） 
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表 17－(2)  規制を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 7 月 25 日、8 月 12 日、9 月 9 日、10 月 17 日、平

成 29 年 1 月 11 日、1月 31 日、2月 7日、2月 10 日、3月 3日、3月 7日、3月 10 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（経済産業省の規制を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/meti.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
非リスト規制品目に関する輸出規制

の対象国の見直し

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「輸出貿易管理令の一部を

改正する政令」（平成 28 年政令第 266 号）が平成 28 年 7 月 29 日に

公布された。 

2 
国際的な枠組みにおける合意の国内

履行に係る新たな輸出規制

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「輸出貿易管理令の一部を

改正する政令」（平成 28 年政令第 346 号）が平成 28 年 11 月 7 日に

公布された。 

3 
農林水産物に関する輸出規制の見直

し

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「輸出貿易管理令の一部を

改正する政令」（平成 28 年政令第 346 号）が平成 28 年 11 月 7 日に

公布された。 

4 

高圧ガス保安法の自主保安の高度化

を促す制度及び新技術等の出現・普

及に円滑に対応する制度に係る政策

（高圧ガス保安のスマート化）（2件） 

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「高圧ガス保安法施行令の

一部を改正する政令」（平成 28 年政令第 340 号）が平成 28 年 10 月

28 日に公布された。 

5 

安全・安心なクレジットカードの利

用環境の整備及び FinTech によるイ

ノベーションを促す新たな規制・制

度環境の整備

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「割賦販売法の一部を改正

する法律」（平成 28 年法律第 99 号）が平成 28 年 12 月 9 日に公布さ

れた。 

6 
ショーケースのエネルギー消費効率

の向上を進める政策

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「エネルギーの使用の合理

化等に関する法律施行令の一部を改正する政令」（平成 29 年政令第

27 号）が平成 29 年 2 月 24 日に公布された。 

7 

我が国の現下のガス市場を巡る状況

に鑑み、ガスの小売業への参入の全

面自由化及びこれに伴う各種制度の

整備等の措置を講ずる政策

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「電気事業法等の一部を改

正する等の法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する

政令」（平成 29 年政令第 40 号）が平成 29 年 3 月 23 日に公布され

た。 

8 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構か

ら資金援助を受ける原子力事業者に

よる廃炉等の適切かつ着実な実施の

確保を図るため、当該原子力事業者

は廃炉等積立金を同機構に積み立て

なければならないこととする等の措

置を講ずる政策

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「原子力損害賠償・廃炉等

支援機構法の一部を改正する法律案」を平成 29 年 2 月 7日に国会に

提出した。 
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9 

計量法の適切な執行に向けた計量制

度見直し（民間事業者の参入の促進、

技術革新・社会的環境変化への対応

等）に係る規制の見直し 

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「計量法施行令の一部を改

正する政令」及び「計量法関係手数料令の一部を改正する政令」が

公布される予定 

10 

安全保障に関連する貨物や技術の国

外流出を防止するための貿易管理等

の強化（3件） 

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「外国為替及び外国貿易法

の一部を改正する法律案」を平成 29 年 3 月 3日に国会に提出した。 

11 

化学物質管理に関する技術革新や化

学産業の実態を踏まえた化学物質管

理の見直し（2件） 

＜法令改正＞ 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「化学物質の審査及び製造

等の規制に関する法律の一部を改正する法律案」を平成 29 年 3 月 7

日に国会に提出した。 

（注）表中の（ ）の件数は、評価対象とした規制の新設又は改廃に係る政策において、発生する効果と負担

の関係を分析するのに適した評価の単位を計上 
 
表 17－(3)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表）  
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（経済産業省の租税特別措置等を対象とする政策評

価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/meti.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 車体課税の抜本的見直し 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、車体課税の抜本的見直しに関する税制措

置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（平成 29 年度税制改

正において、措置された。） 

2 所得拡大促進税制の見直し 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、所得拡大促進税制の見直しに関する税制

措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（平成 29 年度税制

改正において、要件等を見直した上で措置された。） 

3 
企業年金等の積立金に対する特別法

人税の撤廃 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、企業年金等の積立金に対する特別法人税

の撤廃に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行っ

た。（平成 29 年度税制改正大綱において、長期検討事項として盛り

込まれた。） 

4 
新事業開拓事業者投資損失準備金制

度の拡充 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、新事業開拓事業者投資損失準備金制度の

拡充に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。

（平成 29 年度税制改正において、要件等を見直した上で措置され

た。） 

5 
特定事業再編投資損失準備金制度の

延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、特定事業再編投資損失準備金制度の延長

に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。 

6 
長期保有土地等に係る事業用資産の

買換え等の場合の課税の特例措置の

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、長期保有土地等に係る事業用資産の買換
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延長 え等の場合の課税の特例措置の延長に関する税制措置について平成

29 年度税制改正要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、要

件等を見直した上で措置された。） 

7 
中小企業者等の試験研究費に係る特

例措置の拡充・延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、中小企業者等の試験研究費に係る特例措

置の拡充・延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望

を行った。（平成 29 年度税制改正において、要件等を見直した上で

措置された。） 

8 
試験研究を行った場合の法人税額等

の特別控除の拡充 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、試験研究を行った場合の法人税額等の特

別控除の拡充に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を

行った。（平成 29 年度税制改正において、要件等を見直した上で措

置された。） 

9 

特定の用途に供する石炭に係る石油

石炭税の軽減措置の拡充（苛性ソー

ダ製造のための自家発電用石炭） 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、特定の用途に供する石炭に係る石油石炭

税の軽減措置の拡充（苛性ソーダ製造のための自家発電用石炭）に

関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（平成

29 年度税制改正において、要件等を見直した上で措置された。） 

10 
特定都市再生建築物等の割増償却制

度の延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、特定都市再生建築物等の割増償却制度の

延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。 

11 
個人事業者の事業用資産に係る事業

承継時の負担軽減措置の創設   

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、個人事業者の事業用資産に係る事業承継

時の負担軽減措置の創設に関する税制措置について平成 29 年度税制

改正要望を行った。（与党の平成 29 年度税制改正大綱において、長

期検討事項として盛り込まれた。） 

12 
信用保証協会が受ける抵当権の設定

登記等の税率の軽減の延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、信用保証協会が受ける抵当権の設定登記

等の税率の軽減の延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改

正要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、措置された。） 

13 
中小企業者等の法人税率の特例の延

長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、中小企業者等の法人税率の特例の延長に

関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（平成

29 年度税制改正において、措置された。） 

14 
非上場株式等についての相続税・贈

与税の納税猶予制度の見直し 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、非上場株式等についての相続税・贈与税

の納税猶予制度の見直しに関する税制措置について平成 29 年度税制

改正要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、措置された。） 

15 
中小企業等経営強化法に係る固定資

産税の特例の拡充 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、中小企業等経営強化法に係る固定資産税

の特例の拡充に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を

行った。（平成 29 年度税制改正において、措置された。） 
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16 

特定中小企業者等が経営改善設備を

取得した場合の特別償却又は法人税

額等の特別控除の延長（商業・サー

ビス業・農林水産業活性化税制） 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、特定中小企業者等が経営改善設備を取得

した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除の延長（商業・サー

ビス業・農林水産業活性化税制）に関する税制措置について平成 29

年度税制改正要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、措置

された。） 

17 
中小企業等の貸倒引当金の特例の延

長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、中小企業等の貸倒引当金の特例の延長に

関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（平成

29 年度税制改正において、要件等を見直した上で措置された。） 

18 

中小企業者等が機械等を取得した場

合の特別償却又は法人税額の特別控

除（中小企業投資促進税制）の拡充・

延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、中小企業者等が機械等を取得した場合の

特別償却又は法人税額の特別控除（中小企業投資促進税制）の拡充

に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（平

成 29 年度税制改正において、要件等を見直した上で措置された。） 

19 
地域未来投資促進税制（仮称）の創

設 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、地域未来投資促進税制（仮称）の創設に

関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（平成

29 年度税制改正において、措置された。） 

20 
沖縄の観光地形成促進地域における

課税の特例の拡充・延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、沖縄の観光地形成促進地域における課税

の特例の拡充・延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改正

要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、要望の一部につい

て措置された。） 

21 
沖縄の情報通信産業特別地区・地域

における課税の特例の延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、沖縄の情報通信産業特別地区・地域にお

ける課税の特例の延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改

正要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、要件等を見直し

た上で措置された。） 

22 
沖縄の産業高度化・事業革新促進地

域における課税の特例の拡充・延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、沖縄の産業高度化・事業革新促進地域に

おける課税の特例の拡充・延長に関する税制措置について平成 29 年

度税制改正要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、要望の

一部について措置された。） 

23 
沖縄の国際物流拠点産業集積地域に

おける課税の特例の延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、沖縄の国際物流拠点産業集積地域におけ

る課税の特例の延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改正

要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、要件等を見直した

上で措置された。） 

24 
非製品ガスに係る石油石炭税の還付

措置の延長 

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、非製品ガスに係る石油石炭税の還付措置

の延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行っ
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た。（平成 29 年度税制改正において、措置された。） 

25 
農林漁業用輸入 A 重油の石油石炭税

の免税・還付措置の延長

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、農林漁業用輸入 A重油の石油石炭税の免

税・還付措置の延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改正

要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、措置された。） 

26 
コージェネレーションに係る課税標

準の特例措置の延長

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、コージェネレーションに係る課税標準の

特例措置の延長に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望

を行った。（平成 29 年度税制改正において、要件等を見直した上で

措置された。） 

27 
ガス供給業に係る法人事業税の課税

方式の変更

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、ガス供給業に係る法人事業税の課税方式

の変更に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行っ

た。（与党の平成 29 年度税制改正大綱において、長期検討事項とし

て盛り込まれた。） 

28 
電気供給業に係る法人事業税の課税

方式の変更

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、電気供給業に係る法人事業税の課税方式

の変更に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要望を行っ

た。（与党の平成 29 年度税制改正大綱において、長期検討事項とし

て盛り込まれた。） 

29 

電気事業者の分社化に伴い外部化す

るグループ会社間取引を控除する収

入割の特例措置

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、電気事業者の分社化に伴い外部化するグ

ループ会社間取引を控除する収入割の特例措置に関する税制措置に

ついて平成 29 年度税制改正要望を行った。 

30 

卸電力取引所におけるグロス・ビデ

ィング実施時の社内取引に係る法人

事業税の特例制度の創設

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、卸電力取引所におけるグロス・ビディン

グ実施時の社内取引に係る法人事業税の特例制度の創設に関する税

制措置について平成 29 年度税制改正要望を行った。（後に要望を取

り下げた。） 

31 
電気供給業における託送料金を控除

する収入割の特例措置

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、電気供給業における託送料金を控除する

収入割の特例措置に関する税制措置について平成 29 年度税制改正要

望を行った。（平成 29 年度税制改正において、措置された。） 

32 

低公害自動車に燃料を充てんするた

めの設備に係る課税標準の特例措置

の延長

＜税制改正＞ 

政策評価の結果を踏まえ、低公害自動車に燃料を充てんするための

設備に係る課税標準の特例措置の延長に関する税制措置について平

成 29 年度税制改正要望を行った。（平成 29 年度税制改正において、

要件等を見直した上で措置された。） 
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2 事後評価 

表 17－(4) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（経済産業省の政策体系一覧）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/meti_h25.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
【施策 1－1】 

経済基盤 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

※ 2 新陳代謝（平成 29 年度概算要求額：768 百万円（平成 29 年度

予算案額：637 百万円））の内数 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：７名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

「設備投資額」の目標値及び目標達成年度を変更 

2 
【施策 1－2】 

新陳代謝 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：768 百万円（平成 29 年度予算案額：637 百 

万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

・「ベンチャー企業へのＶＣ投資額の対名目ＧＤＰ比」等を新たな測

定指標として設定 

・「グローバル・ベンチャー・エコシステム連携強化事業におけるプ

ログラム参加者の２年後事業化実現比率」を新たな参考指標とし

て設定 

3 
【施策 1－3】 

イノベーション

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：974 百万円（平成 29 年度予算案額：853 百

万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：１名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

「研究開発型ベンチャーの育成とエコシステムの構築」の目標値及

び目標達成年度を変更 

4 
【施策 1－4】 

基準認証 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：3,044 百万円（平成 29 年度予算案額：

2,706 百万円） 

5 
【施策 1－5】 

経済産業統計 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：3,154 百万円（平成 29 年度予算案額：

3,040 百万円） 

6 
【施策 2－1】 

ものづくり 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：28,596 百万円（平成 29 年度予算案額：

22,416 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 
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定員要求：１名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

「設備投資額」の目標値及び目標達成年度を変更 

7 
【施策 2－2】 

サービス 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：1,226 百万円（平成 29 年度予算案額：855 

百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：１名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

「バイオ技術の実用化件数」を新たな測定指標として設定 

8 
【施策 2－3】 

クールジャパン 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：1,320 百万円（平成 29 年度予算案額：

2,060 百万円） 

9 
【施策 2－4】 

IT 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：9,430 百万円（平成 29 年度予算案額：

8,165 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：２名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

・「法人ポータルのデータ数」を新たな測定指標として設定 

・「法人ポータルのアクセス数（概数）」等を新たな参考指標として

設定 

10 
【施策 2－5】 

流通・物流 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

※ 26 商取引安全（平成 29 年度概算要求額：497 百万円（平成 29

年度予算案額：466 百万円））等の内数 

11 
【施策 3－1】 

国際交渉・連携 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：3,857 百万円（平成 29 年度予算案額：

3,647 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：３名増員要求 

12 

【施策 3－2】 

海外市場開拓支

援 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：9,324 百万円（平成 29 年度予算案額：

7,079 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

機構要求：１名新設要求 

定員要求：１名増員要求 

13 
【施策 3－3】 

貿易投資 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：4,142 百万円（平成 29 年度予算案額：34

百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

「グローバル企業の日本でのビジネス展開の支援施策の実施状況誘

致」の目標値を変更 
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14 
【施策 3－4】 

貿易管理 

目標達

成 

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：720 百万円（平成 29 年度予算案額：685 百 

万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：１名増員要求 

15 

【施策 4－1】 

経営革新・創業促

進 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：51,161 百万円（平成 29 年度予算案額：

42,116 百万円） 

16 
【施策 4－2】 

事業環境整備 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：30,402 百万円（平成 29 年度予算案額：

25,453 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：５名増員要求 

17 

【施策 4－3】 

経営安定・取引適

正化 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：8,788 百万円（平成 29 年度予算案額：

6,401 百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

「取引の適正化」の目標値を変更 

18 
【施策 4－4】 

地域産業 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：6,637 百万円（平成 29 年度予算案額：

4,712 百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

「地域経済分析システムへのログイン自治体数」を新たな測定指標

として設定 

19 
【施策 4－5】 

福島・震災復興 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：7,314 百万円（平成 29 年度予算案額：

33,818 百万円） 

20 
【施策 5－1】 

資源・燃料 

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：348,906 百万円（平成 29 年度予算案額： 

311,580 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

機構要求：１名新設要求 

定員要求：３名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

「石油・石油ガス供給網の維持・強化」を新たな測定指標として設

定 

21 

【施策 5－2】 

新エネルギー・省

エネルギー

相当程

度進展

あり

引き続

き推進

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：395,834 百万円（平成 29 年度予算案額： 

329,918 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：２名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

175



「再生可能エネルギー（熱利用）の導入量」を新たな測定指標とし

て設定 

22 
【施策 5－3】 

電力・ガス 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：174,881 百万円（平成 29 年度予算案額： 

178,988 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：１８名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

「先進超々臨界圧火力発電（A-USC)の要素技術開発の累計件数

（件）」等の測定指標を廃止 

23 
【施策 5－4】 

環境 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：15,435 百万円（平成 29 年度予算案額：

13,048 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：１名増員要求 

＜事前分析表の変更＞ 

「2030 年度において 2013 年度比温室効果ガス 26％削減」を新たな

測定指標として設定 

24 
【施策 6－1】 

産業保安 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：3,401 百万円（平成 29 年度予算案額：

3,368 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

定員要求：９名増員要求 

25 
【施策 6－2】 

製品安全 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

※ 26 商取引安全（平成 29 年度概算要求額：497 百万円（平成 29

年度予算案額：466 百万円））等の内数 

＜事前分析表の変更＞ 

「重大製品事故の発生件数」を新たな測定指標として設定 

26 
【施策 6－3】 

商取引安全 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：497 百万円の内数（平成 29 年度予算案

額：466 百万円の内数） 

27 
【施策 6－4】 

化学物質管理 

目標達

成 

引き続

き推進 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：911 百万円（平成 29 年度予算案額：837 百 

万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

「新規化学物質の審査及び制度の見直し」を新たな測定指標として

設定 
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表 17－(5)  個別公共事業を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 9 月 30 日、平成 29 年 3 月 31 日公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（経済産業省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/meti.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 工業用水道事業（7事業） 
事業の継

続が妥当 

【引き続き推進】 

＜予算要求＞ 

平成 29 年度概算要求額：2,290 百万円の内数（平成 29 年度予算案

額：2,010 百万円の内数） 

表 17－(6)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（経済産業省の租税特別措置等を対象とする政策評

価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/meti.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
外国組合員に対する課

税の特例

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】 

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

2 

（エンジェル税制）

特定中小会社が発行し

た株式の取得に要した

金額の控除等

特定中小会社が発行し

た株式に係る譲渡損失

の繰越控除等

特定新規中小会社が発

行した株式を取得した

場合の課税の特例

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

3 

特定中小会社が発行し

た株式に係る譲渡損失

の繰越控除等及び譲渡

所得等の課税の特例措

置（エンジェル税制）

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

4 

（ストックオプション

税制）

特定の取締役等が受け

る新株予約権等の行使

による株式の取得に係

る経済的利益の非課税

等

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。
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5 

特定住宅地造成事業等

のために土地等を譲渡

した場合の譲渡所得の

特別控除（総合特区法） 

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

6 

特定の基金に対する負

担金等の損金算入の特

例（信用保証協会）

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

7 

特定の基金に対する負

担金等の損金算入（必要

経費算入）の特例（中小

企業倒産防止共済制度

の掛金に係るもの）

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

8 

小規模宅地等について

の相続税の課税価格の

計算の特例

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

9 青色申告特別控除
措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

10 

相続財産に係る株式を

その発行した非上場会

社に譲渡した場合のみ

なし配当課税の特例

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

11 

特定住宅地造成事業等

のために土地等を譲渡

した場合の譲渡所得の

特別控除（地域商店街活

性化法、中心市街地活性

化法）

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

12 

石油又は可燃性天然ガ

スを目的とする鉱業権

の鉱区に係る軽減税率

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

13 
使用済自動車に係る自

動車重量税の還付

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

14 

特定の基金に対する負

担金等の損金算入の特

例（鉱害防止事業基金） 

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

15 
先物取引の差金等決済

に係る損失の繰越控除

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。

16 

特定の基金に対する負

担金等の損金算入の特

例（商品先物取引法に基

づく委託者保護基金）

措置の継

続が妥当

【引き続き推進】

政策評価の結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き進めた。
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国土交通省 





表 18 国土交通省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 18－(1)  政策アセスメントを実施した政策＜平成 29 年度予算概算要求時＞（平成 28 年 8 月 31 日公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の一般分野の政策を対象とする政策評

価（事業評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【政策目標 1】 

民間賃貸住宅を活用した新たな住

宅セーフティネット制度の創設 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 48,466 百万円の内数、社会資本整備総合交付金等の内

数） 

2 

【政策目標 3・政策目標 5】 

安全・環境基準適合性の事後チェッ

ク体制の構築

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 350 百万円） 

3 

【政策目標 4】 

大規模地震に対応した震度予測精

度の向上 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 147 百万円） 

4 

【政策目標 5】 

自動車運送事業の安全総合対策事

業 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 1,163 百万円（事故対策勘定）） 

5 

【政策目標 6】 

訪日外国人旅行者受入基盤整備・

加速化事業 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 15,500 百万円） 

6 

【政策目標 6】 

地方空港における CIQ 機能強化の

促進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 （一般空港等）92,228 百万円の内数） 

7 

【政策目標 6】 

地方管理空港における国際線新規

就航・増便支援 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 102 百万円） 

8 
【政策目標 8】 

次世代ステーション創造事業 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 2,397 百万円の内数） 

9 

【政策目標 9】 

空き家・空き地バンクの標準化や

地域協議会による空き家・空き地

等の有効活用・管理等への支援 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 140 百万円） 

10 
【政策目標 9】 

クラウドファンディング等を活用

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 
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した空き家・空き店舗等の再生の

推進 

（概算要求額 136 百万円） 

11 
【政策目標 10】 

広域連携プロジェクト等の推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（概算要求額 240 百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

広域連携プロジェクト等の推進に係る業務を適切に推進するための必

要な人員（係長 1名）を要求した。 

表 18－(2)  政策アセスメントを実施した政策＜平成 28 年度 2 次補正予算時＞（平成 28 年 9 月 13 日公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の一般分野の政策を対象とする政策評

価（事業評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【政策目標 6】

訪日外国人旅行者受入基盤整備・加

速化事業

評価結果を踏まえ、平成 28 年度 2次補正予算に反映した。 

（補正予算額 15,500 百万円）

2 

【政策目標 9】

熊本地震に伴う被災地域境界基本

調査

評価結果を踏まえ、平成 28 年度 2次補正予算に反映した。 

（補正予算額 440 百万円）

3 

【政策目標 9】

トラック運送業の生産性向上の促

進

評価結果を踏まえ、平成 28 年度 2次補正予算に反映した。 

（補正予算額 400 百万円）

表 18－(3) 政策アセスメントを実施した政策＜平成 28 年度政策アセスメント評価書の追加＞（平成 29 年 3 月 22 日

公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の一般分野の政策を対象とする政策評

価（事業評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
国際クルーズ旅客受入機能高度化

事業の創設

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算に反映した。 

（予算額 1,000 百万円）

表 18－(4) 規制を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 6 月 2 日、6 月 21 日、9 月 15 日、10 月 17 日、10

月 18 日、11 月 8 日、11 月 16 日、平成 29 年 2 月 2日、2月 9日、3月 2日及び 3月 9日公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の規制を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
駐車場法施行令の一部を改正する

政令案

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 7 月 15 日、駐車場法施行令の一部を改

正する政令が公布された。 
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2 

都市再生特別措置法等の一部を改

正する法律の施行に伴う関係政令

の整備に関する政令案（3件） 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 8 月 29 日、都市再生特別措置法等の一

部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令が公布さ

れた。 

3 

日本国とアメリカ合衆国との間の

相互協力及び安全保障条約第六条

に基づく施設及び区域並びに日本

国における合衆国軍隊の地位に関

する協定及び日本国における国際

連合の軍隊の地位に関する協定の

実施に伴う航空法の特例に関する

法律施行令の一部を改正する政令

案 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 10 月 28 日、日本国とアメリカ合衆国

との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並び

に日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定及び日本国における

国際連合の軍隊の地位に関する協定の実施に伴う航空法の特例に関す

る法律施行令の一部を改正する政令が公布された。 

4 
道路運送法の一部を改正する法律

案（4件） 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 12 月 9 日、道路運送法の一部を改正す

る法律が公布された。 

5 
河川法施行令の一部を改正する政

令案 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 12 月 2 日、河川法施行令の一部を改正

する政令が公布された。 

6 

海洋汚染等及び海上災害の防止に

関する法律施行令の一部を改正す

る政令案 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 12 月 16 日、海洋汚染等及び海上災害

の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令が公布された。 

7 
都市公園法施行令の一部を改正す

る政令案 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 12 月 26 日、都市公園法施行令の一部

を改正する政令が公布された。 

8 
都市計画法施行令の一部を改正す

る政令案 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 28 年 12 月 26 日、都市計画法施行令の一部

を改正する政令が公布された。 

9 
海上運送法及び船員法の一部を改

正する法律案（2件） 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 2 月 3日、海上運送法及び船員法の一

部を改正する法律案が国会に提出された。 

10 
水防法等の一部を改正する法律案

（4件） 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 2 月 10 日、水防法等の一部を改正する

法律案が国会に提出された。 

11 
都市緑地法等の一部を改正する法

律案 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 2 月 10 日、都市緑地法等の一部を改正

する法律案が国会に提出された。 

12 
道路運送車両法の一部を改正する

法律案 

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 3 月 3日、道路運送車両法の一部を改

正する法律案が国会に提出された。 

13 
不動産特定共同事業法の一部を改

正する法律案（5件） 
＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 3 月 3日、不動産特定共同事業法の一
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部を改正する法律案が国会に提出された。 

14 
港湾法の一部を改正する法律案（2

件）

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 3 月 10 日、港湾法の一部を改正する法

律案が国会に提出された。 

15 
通訳案内士法及び旅行業法の一部

を改正する法律案（6件）

＜法令改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 3 月 10 日、通訳案内士法及び旅行業法

の一部を改正する法律案が国会に提出された。 

16 住宅宿泊事業法案

＜法令制定＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年 3 月 10 日、住宅宿泊事業法案が国会に

提出された。 

（注）表中の（ ）の件数は、評価対象とした規制の新設又は改廃に係る政策において、発生する効果と負担

の関係を分析するのに適した評価の単位を計上

表 18－(5) 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算に向けた事業>（平成 28 年 8 月 29 日

公表）

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 ダム事業（直轄事業等）

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、1件について平成 29 年度予算概算要求を行っ

た。

2 官庁営繕事業

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、3件について平成 29 年度予算概算要求を行っ

た。

3 船舶建造事業

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、4件について平成 29 年度予算概算要求を行っ

た。

4 海上保安官署施設整備事業

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、6件について平成 29 年度予算概算要求を行っ

た。

表 18－(6) 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業<平成 28 年度第 2 次補正予算要求時>（平成 28 年 10 月

11 日、10 月 12 日公表）

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 船舶建造事業
評価結果を踏まえ、7件について平成 28 年度 2次補正予算に反映し

た。

2 海上保安官署施設整備事業
評価結果を踏まえ、1件について平成 28 年度 2次補正予算に反映し

た。（うち 1件公表済分）
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3 都市・幹線鉄道整備事業 
評価結果を踏まえ、65 件について平成 28 年度 2次補正予算に反映し

た。 

 

表 18－(7) 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算に向けた事業>（平成 29 年 2 月 3 日公

表） 
事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 ダム事業（直轄事業等） 
評価結果を踏まえ、1件について平成 29 年度予算執行に反映した。

（うち 1件公表済分） 

2 官庁営繕事業 
評価結果を踏まえ、3件について平成 29 年度予算執行に反映した。

（うち 3件公表済分） 

3 船舶建造事業 
評価結果を踏まえ、6件について平成 29 年度予算執行に反映した。

（うち 4件公表済分） 
（注）「政策評価の結果の政策への反映状況」欄は、公表済分を含む。 
 
表 18－(8) 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算に向けた事業（直轄事業等）>（平成 29

年 3 月 30 日公表） 
事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 河川事業（直轄事業） 評価結果を踏まえ、2件について平成 29 年度予算執行に反映した。 
2 砂防事業等（直轄事業） 評価結果を踏まえ、1件について平成 29 年度予算執行に反映した。 
3 海岸事業（直轄事業） 評価結果を踏まえ、1件について平成 29 年度予算執行に反映した。 
4 道路・街路事業（直轄事業等） 評価結果を踏まえ、8件について平成 29 年度予算執行に反映した。 
5 港湾整備事業（直轄事業） 評価結果を踏まえ、7件について平成 29 年度予算執行に反映した。 

 
表 18－(9) 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算に向けた事業（補助事業等）>（平成 29

年 3 月 31 日公表） 
事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の公共事業を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kokyo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 河川事業（補助事業） 評価結果を踏まえ、3件について平成 29 年度予算執行に反映した。 
2 道路・街路事業（補助事業等） 評価結果を踏まえ、6件について平成 29 年度予算執行に反映した。 
3 市街地整備事業（補助事業） 評価結果を踏まえ、5件について平成 29 年度予算執行に反映した。 

4 都市・幹線鉄道整備事業（補助事業） 
評価結果を踏まえ、106 件について平成 29 年度予算執行に反映し

た。 
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5 
住宅市街地総合整備事業（補助事業

等） 
評価結果を踏まえ、8件について平成 29 年度予算執行に反映した。 

 

表 18－(10) 個別研究開発課題を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 6 月 1日、8月 30 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の研究開発を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
i-construction を加速させる長距

離無線 LAN システムの開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 45 百万円） 

2 

河川土工の施工管理のためのレー

ザスキャナ搭載UAVを用いた計測デ

ータの利活用技術に関する研究開

発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 27 百万円） 

3 

各種センサ等を用いたコンクリー

ト工事における品質管理の高度化・

工期短縮化技術の開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 44 百万円） 

4 
既設宅地のスマート液状化対策工

法の開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 45 百万円） 

5 
物流用ドローンポートシステムの

研究開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 50 百万円） 

6 
コンテナ船の大型化に向けた高圧

脱水固化処理工法の開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 55 百万円） 

7 

医学的知見に裏付けられた体調急

変に関するメカニズムの解明によ

るドライバーの体調スクリーニン

グに資する基礎研究 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 60 百万円） 

8 
ICT の全面的な活用による建設生産

性向上に関する研究 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 425 百万円） 

9 
新しい木質材料を活用した混構造

建築物の設計・施工技術の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 550 百万円） 

10 

住宅における省エネ・環境・快適性

を評価するシミュレーションツー

ル（BEST 住宅版）の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 10 百万円） 

11 

太陽熱・排熱活用型 HP による暖冷

房・換気・給湯一体型システムの技

術開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 100 百万円） 

12 
太陽熱を利用するハイブリッド給

湯・浴室乾燥システムの技術開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 66 百万円） 
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13 
居住者の世帯構成や住まい方を反

映した住宅環境設計手法の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 12 百万円）

14 

コンクリートスラッジから生成さ

れたヒ素除去剤の供給・処理装置開

発と実用化及び環境対策 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 48 百万円）

15 

実環境下における仕上げ材付きコ

ンクリートの中性化進行の非/微破

壊評価/と外観維持型鉄筋腐食抑制

技術の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 3.3 百万円）

16 

高経年施設の維持保全最適化を目

的とする耐久性（健全性）診断およ

び点検・調査診断技術の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 10 百万円）

17 
安価で施工性がよく変形追随性に

優れた木造用耐震デバイスの開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 83.3 百万円）

18 

構造用集成材を用いた建築物の火

災時倒壊時間予測に基づく設計技

術の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 6百万円）

19 
モルタル仕上既存木造住宅の外付

鋼板耐震補強工法の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 4百万円）

20 

人的被害および避難者数の大幅低

減を目的とした耐震シェルターの

開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 14.3 百万円）

21 

燃料電池鉄道車両実用化に向けた

開発（鉄道車両用水素貯蔵用システ

ムの開発）

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 30 百万円）

22 
燃料電池電車用電力変換装置の開

発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 150 百万円）

23 水防活動支援技術に関する研究 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 60 百万円）

24 

避難所における被災者の健康と安

全確保のための設備等改修技術の

開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 46 百万円）

25 
多様化する生活支援機能を踏まえ

た都市構造の分析・評価技術の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 44 百万円）

26 
地震火災時の通行可能性診断技術

の開発 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 
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（研究費総額 約 44 百万円） 

27 

建築物のエネルギー消費性能の向

上を目指したファサード設計法に

関する研究 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 52 百万円） 

28 
地震災害時における空港舗装の迅

速な点検・復旧方法に関する研究 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 20 百万円） 

29 
迅速・高精度な GNSS 定常解析シス

テムの構築に関する研究 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 26 百万円） 

30 
浸水状況把握のリアルタイム化に

関する研究 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（研究費総額 約 48 百万円） 
 

表 18－(11) 個別研究開発課題を対象として評価を実施した政策（平成 29 年 3 月 30 日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の研究開発を対象とする政策評価（事

前評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
i-construction を加速させる長距

離無線 LAN システムの開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 45 百万円） 

2 

河川土工の施工管理のためのレー

ザスキャナ搭載UAVを用いた計測デ

ータの利活用技術に関する研究開

発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 27 百万円） 

3 

各種センサ等を用いたコンクリー

ト工事における品質管理の高度化・

工期短縮化技術の開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 44 百万円） 

4 
既設宅地のスマート液状化対策工

法の開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 45 百万円） 

5 
物流用ドローンポートシステムの

研究開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 50 百万円） 

6 
コンテナ船の大型化に向けた高圧

脱水固化処理工法の開発 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 55 百万円） 

7 

医学的知見に裏付けられた体調急

変に関するメカニズムの解明によ

るドライバーの体調スクリーニン

グに資する基礎研究 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 60 百万円） 

8 
ICT の全面的な活用による建設生産

性向上に関する研究 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 425 百万円） 

9 
新しい木質材料を活用した混構造

建築物の設計・施工技術の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 550 百万円） 
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10 

住宅における省エネ・環境・快適性

を評価するシミュレーションツー

ル（BEST 住宅版）の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 10 百万円） 

11 

太陽熱・排熱活用型 HP による暖冷

房・換気・給湯一体型システムの技

術開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 100 百万円） 

12 
太陽熱を利用するハイブリッド給

湯・浴室乾燥システムの技術開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 66 百万円） 

13 
居住者の世帯構成や住まい方を反

映した住宅環境設計手法の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 12 百万円） 

14 

コンクリートスラッジから生成さ

れたヒ素除去剤の供給・処理装置開

発と実用化及び環境対策 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 48 百万円） 

15 

実環境下における仕上げ材付きコ

ンクリートの中性化進行の非/微破

壊評価/と外観維持型鉄筋腐食抑制

技術の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 3.3 百万円） 

16 

高経年施設の維持保全最適化を目

的とする耐久性（健全性）診断およ

び点検・調査診断技術の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 10 百万円） 

17 
安価で施工性がよく変形追随性に

優れた木造用耐震デバイスの開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 83.3 百万円） 

18 

構造用集成材を用いた建築物の火

災時倒壊時間予測に基づく設計技

術の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 6百万円） 

19 
モルタル仕上既存木造住宅の外付

鋼板耐震補強工法の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 4百万円） 

20 

人的被害および避難者数の大幅低

減を目的とした耐震シェルターの

開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 14.3 百万円） 

21 

燃料電池鉄道車両実用化に向けた

開発（鉄道車両用水素貯蔵用システ

ムの開発） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 30 百万円） 

22 
燃料電池電車用電力変換装置の開

発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 150 百万円） 

23 水防活動支援技術に関する研究 
評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 60 百万円） 

24 

避難所における被災者の健康と安

全確保のための設備等改修技術の

開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 46 百万円） 

25 
多様化する生活支援機能を踏まえ

た都市構造の分析・評価技術の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 44 百万円） 
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26 
地震火災時の通行可能性診断技術

の開発 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 44 百万円）

27 

建築物のエネルギー消費性能の向

上を目指したファサード設計法に

関する研究 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 52 百万円）

28 
地震災害時における空港舗装の迅

速な点検・復旧方法に関する研究 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 20 百万円）

29 
迅速・高精度な GNSS 定常解析シス

テムの構築に関する研究

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 26 百万円）

30 
浸水状況把握のリアルタイム化に

関する研究 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

（研究費総額 約 48 百万円）

（注）「政策評価の結果への反映状況」欄は、公表済分の再掲を含む。

表 18－(12) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日、12 月 22 日公表）

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の租税特別措置等を対象とする政策評

価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
試験研究を行った場合の法人税額

等の特別控除の拡充

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「試験研究を

行った場合の法人税額等の特別控除の拡充」を要望した。

2 
中小企業者等の試験研究費に係る

特例措置の拡充

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「中小企業者

等の試験研究費に係る特例措置の拡充」を要望した。 

3 
振興山村における工業用機械等の

割増償却

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「振興山村に

おける工業用機械等の割増償却」を要望した。 

4 
過疎地域における事業用資産の買

換えの場合の課税の特例措置

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「過疎地域に

おける事業用資産の買換えの場合の課税の特例措置」を要望した。

5 
過疎地域における事業用設備等に

係る特別償却

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「過疎地域に

おける事業用設備等に係る特別償却」を要望した。

6 

半島振興対策実施地域における工

業用機械等に係る割増償却制度の

延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「半島振興対

策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延長」を要望

した。

7 

離島振興対策実施地域における工

業用機械等に係る割増償却制度の

延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「離島振興対

策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延長」を要望

した。
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8 
奄美群島における工業用機械等に

係る割増償却制度の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「奄美群島に

おける工業用機械等に係る割増償却制度の延長」を要望した。

9 
投資信託等に係る二重課税調整措

置の見直し

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「投資信託等

に係る二重課税調整措置の見直し」を要望した。

10 
土地等の譲渡益に対する追加課税

制度（重課）の停止期限の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「土地等の譲

渡益に対する追加課税制度（重課）の停止期限の延長」を要望した。

11 

長期保有土地等に係る事業用資産

の買換え等の場合の課税の特例措

置の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「長期保有土

地等に係る事業用資産の買換え等の場合の課税の特例措置の延長」を

要望した。

12 

優良住宅地の造成等のために土地

等を譲渡した場合の長期譲渡所得

の課税の特例の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「優良住宅地

の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例

の延長」を要望した。

13 
中小企業等の貸倒引当金の特例の

延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「中小企業等

の貸倒引当金の特例の延長」を要望した。

14 

市町村が指定する緑地管理機構に

土地等を譲渡した場合の 2,000 万

円特別控除制度の適用

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「市町村が指

定する緑地管理機構に土地等を譲渡した場合の 2,000 万円特別控除制

度の適用」を要望した。

15 
特定都市再生緊急整備地域に係る

課税の特例措置の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「特定都市再

生緊急整備地域に係る課税の特例措置の延長」を要望した。

16 
都市再生緊急整備地域に係る課税

の特例措置の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「都市再生緊

急整備地域に係る課税の特例措置の延長」を要望した。

17 

関西文化学術研究都市建設促進法

に基づいて整備される文化学術研

究施設に係る特別償却制度の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「関西文化学

術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研究施設に係る

特別償却制度の延長」を要望した。

18 

三大都市圏の政策区域における特

定の事業用資産の買換え等の特例

措置の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「三大都市圏

の政策区域における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長」

を要望した。

19 

都市機能誘導区域外から区域内へ

の特定の事業用資産の買換え等の

特例措置の延長

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「都市機能誘

導区域外から区域内への特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延

長」を要望した。
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20 

市街地再開発事業における特定の

事業用資産の買換え等の特例措置

の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「市街地再開

発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長」を要

望した。 

21 

避難解除区域等に係る特例措置（収

用交換等の場合の譲渡所得の特別

控除等）の帰還困難区域内に設定さ

れる復興拠点等への拡大 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「避難解除区

域等に係る特例措置（収用交換等の場合の譲渡所得の特別控除等）の

帰還困難区域内に設定される復興拠点等への拡大」を要望した。 

22 
雨水貯留利用施設に係る割増償却

制度の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「雨水貯留利

用施設に係る割増償却制度の延長」を要望した。 

23 
サービス付き高齢者向け住宅供給

促進税制の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「サービス付

き高齢者向け住宅供給促進税制の延長」を要望した。 

24 
防災街区整備事業に係る事業用資

産の買換特例等の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「防災街区整

備事業に係る事業用資産の買換特例等の延長」を要望した。 

25 

中小企業者等が機械等を取得した

場合の特別償却又は法人税額の特

別控除（中小企業投資促進税制）の

拡充 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「中小企業者

等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（中小

企業投資促進税制）の拡充」を要望した。 

26 
船舶に係る特別償却制度の拡充及

び延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「船舶に係る

特別償却制度の拡充及び延長」を要望した。 

27 

海上運送業における特定の事業用

資産の買換等の場合の課税の特例

措置の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「海上運送業

における特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置の延長」

を要望した。 

28 

対外船舶運航事業を営む法人の日

本船舶による収入金額の課税の特

例措置（トン数標準税制）の拡充及

び延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「対外船舶運

航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税の特例措置（トン

数標準税制）の拡充及び延長」を要望した。 

29 

港湾の整備、維持管理及び防災対策

等に係る作業船の買換等の場合の

課税の特例措置の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「港湾の整

備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換等の場合の課税の特

例措置の延長」を要望した。 

30 

航空機騒音対策事業に係る特定の

事業用資産の買換え等の特例措置

の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「航空機騒音

対策事業に係る特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長」を要

望した。 

31 
沖縄の観光地形成促進地域におけ

る課税の特例の拡充・延長 
＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「沖縄の観光
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地形成促進地域における課税の特例の拡充・延長」を要望した。 

32 
生産緑地地区の要件緩和に伴う特

例措置の拡充 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「生産緑地地

区の要件緩和に伴う特例措置の拡充」を要望した。 

33 

熊本地震による被害等からの復旧

及び今後の災害への対応の観点か

らの税制上の措置（被災市街地復興

土地区画整理事業等に係る土地等

の譲渡所得の課税の特例） 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度税制改正要望において「熊本地震に

よる被害等からの復旧及び今後の災害への対応の観点からの税制上の

措置（被災市街地復興土地区画整理事業等に係る土地等の譲渡所得の

課税の特例）」を要望した。 
 

2 事後評価     

 
表 18－(13)  政策レビューを実施した政策（平成 29 年 4 月 3日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の一般分野の政策を対象とする政策評

価（総合評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippansogo/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 社会資本ストックの戦略的維持管理 

目標の達成状況等につい

て分析を行い、その要因

や課題を明らかにした 

【引き続き推進】 

評価結果等を踏まえながら、「①メンテナ

ンスサイクルの構築」、「②トータルコス

トの縮減・平準化」、「③地方公共団体に

対する支援」の施策を着実に進め、政策

に反映していく。 

2 官民連携の推進 

目標の達成状況等につい

て分析を行い、その要因

や課題を明らかにした 

【引き続き推進】 

・先導的官民連携支援事業の課題を踏ま

え、その運用の改善を図るとともに、地

域プラットフォーム（ブロックプラット

フォーム）も活用しつつ横展開の手法を

効果的なものに改善していく。 

・また、地域プラットフォーム等におい

て指摘されている PPP/PFI 推進に係る課

題に対応するため、新たな取組として、

先進自治体公務員の活用、マニュアル・

ガイドの作成、知識、事例等の体系的整

理等に取り組む。これらの取組の成果に

ついては、地域プラットフォーム（ブロ

ックプラットフォーム）等を活用して幅

広い関係者への共有を図る。 

3 LCC の事業展開の促進 

目標の達成状況等につい

て分析を行い、その要因

や課題を明らかにした 

【引き続き推進】 

今後の LCC 政策は観光や地方創生の観点

を重視して、地方空港のゲートウェイ機

能強化と併せ、LCC 就航促進を更に進め
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ていく。 

4 MICE 誘致の推進 

目標の達成状況等につい

て分析を行い、その要因

や課題を明らかにした 

【引き続き推進】 

我が国・都市がグローバルレベルの国際

会議誘致競争に打ち勝つため、MICE 国際

競争力強化委員会最終とりまとめ（平成

25 年 8 月）を踏まえて、都市の誘致競争

力の強化、MICE プレイヤーの強化、チー

ムジャパンの誘致体制の構築、国・都市

の戦略実現ツールとしての MICE の活用に

取り組む。 

     

表 18－(14) 再評価を実施した個別公共事業<平成 28 年度予算に係る再評価>（平成 28 年 7 月 20 日、8月 25 日公

表） 

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 ダム事業（直轄事業等） 

事業の継

続が妥当

（5 件）、

事業の中

止が妥当

（1件） 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

2 ダム事業（補助事業） 

事業の継

続が妥当

（2件） 

評価結果を踏まえ、平成 28 年度予算執行に反映した。 

 
表 18－(15) 再評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算概算要求に係る再評価>（平成 28 年 8 月 29 日、12

月 7 日公表） 

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 ダム事業（直轄事業等） 

事業の継

続が妥当

（7件）

（注） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 
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2 官庁営繕事業 
事業の継

続が妥当

（6件） 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算概算要求を行った。 

（注）うち 1件は、平成 28 年 8 月 29 日に評価手続中としていたが、平成 28 年 12 月 7 日に評価結果を公表し

た。 

 
表 18－(16) 再評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算に向けた再評価>（平成 29 年 2 月 3日公表） 

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 ダム事業（直轄事業等） 

事業の継

続が妥当

（12 件）、

事業の中

止が妥当

（1件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。（うち 13 件公

表済分） 

2 河川事業（直轄事業） 
事業の継

続が妥当

（72 件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

3 砂防事業等（直轄事業） 
事業の継

続が妥当

（23 件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

4 海岸事業（直轄事業） 
事業の継

続が妥当

（3件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

5 
道路・街路事業（直轄事

業等） 

事業の継

続が妥当

（200 件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

6 
港湾整備事業（直轄事

業） 

事業の継

続が妥当

（45 件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

7 
都市公園等事業（直轄

事業等） 

事業の継

続が妥当

（2件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

8 官庁営繕事業 
事業の継

続が妥当

（8件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。（うち 6件公

表済分） 

（注）「政策評価の結果」及び「評価結果の反映状況」欄は、公表済分を含む。 
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表 18－(17) 再評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算に向けた再評価（直轄事業等）>（平成 29 年 3 月 30

日公表） 

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 河川事業（直轄事業） 
事業の継

続が妥当

（1件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

2 ダム事業（直轄事業等） 
事業の継

続が妥当

（1件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

3 
道路・街路事業（直轄事

業等） 

事業の継

続が妥当

（2件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

 
表 18－(18) 再評価を実施した個別公共事業<平成 29 年度予算に向けた再評価（補助事業等）>（平成 29 年 3 月 31

日公表） 

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 河川事業（補助事業） 
事業の継

続が妥当

（2件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

2 ダム事業（補助事業） 
事業の継

続が妥当

（16 件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

3 
道路・街路事業（補助事

業等） 

事業の継

続が妥当

（49 件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

4 
市街地整備事業（補助

事業） 

事業の継

続が妥当

（4件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

5 
港湾整備事業（補助事

業） 

事業の継

続が妥当

（15 件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 

6 
都市・幹線鉄道整備事

業（補助事業） 

事業の継

続が妥当

（4件）、

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。 
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評価手続

き中（1

件） 

7 
住宅市街地総合整備事

業（補助事業等）

事業の継

続が妥当

（7件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。

8 
都市公園等事業（補助

事業）

事業の継

続が妥当

（2件） 

評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行に反映した。

表 18－(19)  完了後の事後評価を実施した個別公共事業（平成 29 年 3 月 31 日公表） 

事業ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/mlit.html）参照 

№ 事業区分 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 河川事業（直轄事業）
対応なし

（9件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 9件

2 ダム事業（直轄事業等） 
対応なし

（5件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 5件

3 
道路・街路事業（直轄事

業等）

対応なし

（23 件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 23 件

4 
道路・街路事業（補助事

業等）

再事後評

価（1件）、

対応なし

（2件） 

再事後評価 1件 

再事後評価、改善措置の必要なし 2件

5 
港湾整備事業（直轄事

業）

対応なし

（16 件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 16 件

6 
空港整備事業（直轄事

業等）

対応なし

（1件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 1件

7 
空港整備事業（補助事

業等）

対応なし

（1件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 1件

8 
都市・幹線鉄道整備事

業

対応なし

（1件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 1件

9 
都市公園等事業（直轄

事業等）

対応なし

（1件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 1件

10 官庁営繕事業
対応なし

（7件） 

再事後評価、改善措置の必要なし 7件
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表 18－(20) 個別研究開発課題を対象として中間評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の未着手・未了の政策を対象とする政

策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/miryo/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

海洋産業の戦略的育成

に向けた技術研究開発

（海洋資源開発関連技

術研究開発） 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 
＜予算要求＞ 
評価結果を踏まえ、平成 29 年度予算執行等に反映した。 

 
表 18－(21) 個別研究開発課題を対象として終了時評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

離島の交通支援のため

のシームレス小型船シ

ステムの開発 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

2 

沿道騒音対策策定のた

めのインテリジェント

化されたアコースティ

ックイメージングシス

テムの実用化研究 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

3 

海洋鉱物資源開発にお

ける交通運輸分野の技

術開発に関する研究 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

4 

機上の乱気流事故防止

システムに対する信頼

性評価の研究開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

 

表 18－(22) 個別研究開発課題を対象として終了時評価を実施した政策（平成 29 年 3 月 30 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の完了後・終了時の政策を対象とする

政策評価（事後評価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kanryogo/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

電力依存度低減に資す

る建築物の評価・設計技

術の開発 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 
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2 

高エネルギー可搬型 X
線橋梁その場透視検査

の実用化 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

3 

光学的計測法を用いた

効率的・低コストな新し

い橋梁点検手法の開発 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

4 

既存建物下の局部地盤

改良を可能にする極超

微粒子セメントを利用

したセメント浸透固化

型液状化対策工法の技

術開発 

あまり目

標を達成

できなか

った 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

5 

迅速かつ効率的な復旧・

復興のための災害対応

マルチプラットホーム

の開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

6 

地中に埋設される排水

管（ＦＲＰＭ管）の樹脂

モルタル部分の亀裂を

配管内部に紫外線を照

射することで検知する

塗装工法の開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

7 

大規模地震災害時にお

ける最低限の下水道機

能維持・早期復旧に関す

る研究 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

8 

持続可能な社会・経済・

生活を支える社会資本

の潜在的役割・効果に関

する研究 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

9 

道路インフラと自動車

技術との連携による次

世代 ITS の開発 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

10 

リスクマネジメントの

観点を組み込んだ維持

管理の持続性向上手法

に関する研究 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

11 
非構造部材の安全性評

価手法の研究 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

12 
地域の住宅生産技術に

対応した省エネルギー

十分に目

標を達成

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 
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技術の評価手法に関す

る研究 
できた 

13 

港湾分野における技術・

基準類の国際展開方策

に関する研究 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

14 

港湾地域における津波

からの安全性向上に関

する研究 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

15 

東日本大震災によって

影響を受けた港湾域の

環境修復技術に関する

研究 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

16 

女性の健康サポート機

能付き温水洗浄便座の

技術開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

17 

電力ピークカット及び

快適性向上に資する太

陽熱を利用した住宅向

け調湿・除湿並びに低温

床暖房システムの開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

18 

環境に配慮した既存躯

体と補強部材接続面に

おける省力化接合工法

の技術開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

19 

アーチフレーム方式に

よる木造住宅耐震改修

工法の技術開発 

あまり目

標を達成

できなか

った 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

20 

地震時における構造物

の共振現象の解明と走

行安全性への影響の研

究 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

21 

津波による橋りょう流

失のメカニズム解明と

対策法の開発 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

22 
車上連動による列車制

御システムの開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

23 

地域鉄道に対応した軌

道構造改良計画システ

ムの開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 
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24 
新たなホーム柵の整備

拡大に係る技術開発 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

25 

海洋産業の戦略的育成

に向けた技術研究開発

（次世代海洋環境関連

技術開発） 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

26 

広域地殻変動データに

基づくプレート境界の

固着とすべりのモニタ

リングシステムの開発 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

27 

ＧＮＳＳによる地殻変

動推定における時間分

解能向上のための技術

開発 

十分に目

標を達成

できた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

28 

空中三角測量の全自動

化によるオルソ画像作

成の効率化に関する研

究 

概ね目標

を達成で

きた 

評価結果を踏まえ、今後の研究開発の実施に当たり適切に反映する。 

 
表 18－(23) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28 年 8 月 31 日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（国土交通省の租税特別措置等を対象とする政策評

価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mlit.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
特定農山村地域におけ

る特別控除 
継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、特に過疎化が著しい中山間地域等において、地域

資源の保全管理上の問題が深刻化している状況にある中、農村の集落

機能の維持と地域の特性に即した農林業等の振興を図るため、当該措

置を継続することとした。 

2 
特定の土地等の長期譲

渡所得の特別控除 
継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、土地の流動化と有効利用を通じた景気の回復のた

め、当該措置を継続することとした。 

3 

平成 21 年及び 22 年中

に土地等の先行取得を

した場合の譲渡所得の

課税の特例 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、土地の流動化と有効利用を通じた景気の回復のた

め、当該措置を継続することとした。 

4 

関西国際空港土地保有

会社の用地整備準備金

制度 

継続が妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、関西国際空港を首都圏空港と並ぶ国際拠点空港と

して再生・強化するため、当該措置を継続することとした。 
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環境省 





表 19 環境省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 19－(1) 規制を対象として評価を実施した政策（平成 29年２月、３月公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（環境省の規制を対象とする政策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/env.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

遺伝子組換え生物等の違法な第一種

使用等、第二種使用等又は譲渡等に

より生物の多様性に係る損害が生じ

た場合の回復措置命令の新設 

「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に

関する法律の一部を改正する法律案」を国会に提出した。 

2 
特定第二種国内希少野生動植物種制

度の新設 

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律の一部を

改正する法律案」を国会に提出した。 

3 

希少野生動植物種の違法な捕獲等又

は譲渡し等をした者に対する譲渡し

等措置命令の新設等 

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律の一部を

改正する法律案」を国会に提出した。 

4 

国際希少野生動植物種の個体等の登

録に係る個体識別措置及び登録の更

新制の創設等

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律の一部を

改正する法律案」を国会に提出した。 

5 

特別国際種事業者の登録制度の創設

等、希少野生動植物種の個体等の譲

渡し又は引渡しに係る事業管理の強

化

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律の一部を

改正する法律案」を国会に提出した。 

6 
保護増殖事業の実施に係る土地への

立入り等に関する規定の新設

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律の一部を

改正する法律案」を国会に提出した。 

7 
希少種保全動植物園等の認定制度の

創設

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律の一部を

改正する法律案」を国会に提出した。 

8 
一般化学物質のうち毒性が強い化学

物質に係る管理の強化

「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一部を改正する

法律案」を国会に提出した。 

9 
新規化学物質の審査特例制度におけ

る国内の総量規制の見直し

「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一部を改正する

法律案」を国会に提出した。 

10 
土壌汚染状況調査の対象となる土地

の拡大

「土壌汚染対策法の一部を改正する法律案」を国会に提出した。 
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11 
汚染の除去等の措置内容に関する計

画提出命令の創設

「土壌汚染対策法の一部を改正する法律案」を国会に提出した。 

12 

我が国における処理技術・能力を考

慮できるようにするための「特定有

害廃棄物等」の範囲の見直し

「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国家に提出した。 

13 

我が国ではバーゼル条約上の「有害

廃棄物」に該当しない物であって、輸

出先国では同条約上の「有害廃棄物」

に該当する物とされているものにつ

いての、我が国バーゼル法の「特定有

害廃棄物等」の範囲への取り込み

「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国家に提出した。 

14 

再生利用事業者等目的輸入事業者の

認定及び再生利用等事業者の認定に

係る特定有害廃棄物等に係る輸入承

認を受ける義務の免除

「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国会に提出した。 

15 

廃棄物処理業の許可を取り消された

者等に対する措置命令の規定の準用

及び排出事業者への通知の義務付け

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案」を

国会に提出した。 

16 
電子マニフェストの使用の一部義務

化

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案」を

国会に提出した。 

17 
二以上の事業者による一体的処理の

特例

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案」を

国会に提出した。 

18 
有害使用済機器保管等業者に関する

届出制の新設

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案」を

国会に提出した。 

表 19－(2)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 29年２月公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（環境省の租税特別措置等を対象とする政策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/env.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
中小企業者等の試験研究費に係る特

例措置の拡充 

税制改正要望において、中小企業者等の試験研究費に係る特例措置

について、試験研究費の定義の見直し（サービス開発の追加）や、

総額型に関し試験研究費の増減に応じた控除率を設定すること等を

要望した。 

2 
試験研究を行った場合の法人税額等

の特別控除の拡充 

税制改正要望において、試験研究を行った場合の法人税額等の特別

控除について、試験研究費の定義の見直し（サービス開発の追加）
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や、総額型に関し試験研究費の増減に応じた控除率を設定すること

等を要望した。 

3 
低公害車の燃料等供給設備に係る課

税標準の特例措置の延長

税制改正要望において、燃料電池自動車に水素を充てんするための

設備、または専ら天然ガス自動車に可燃性天然ガスを充てんするた

めの設備で、新たに取得されたものに対する固定資産税の課税標準

額を最初の３年度分を２／３とする特例措置について、２年間延長

することを要望した。 

4 
コージェネレーションに係る課税標

準の特例措置の延長

税制改正要望において、コージェネレーション設備について、新た

に固定資産税が課せられることとなった年度から３年度分の固定資

産税の課税標準を課税標準となるべき価額の５／６に軽減する特例

措置について、２年間延長することを要望した。 

2 事後評価 

表 19－(3) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年９月公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（環境省の政策体系一覧） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/env_h24.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【施策 1 目標 1-

1】 

地球温暖化対策

の計画的な推進

による低炭素社

会づくり 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

地球温暖化の総合的かつ計画的な推進のための施策を引き続き行

っていくため、所要額を要求した。 

2 

【施策 1 目標 1-

2】 

国内における温

室効果ガスの排

出抑制 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

「気候変動に関する国際連合枠組条約に基づく第２回日本国隔年

報告書」に掲げられた対策・施策の着実な実施を図るため、所要額

を要求した。 

3 

【施策 1 目標 1-

3】 

森林吸収源によ

る温室効果ガス

吸収量の確保 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

京都議定書の第一約束期間に引き続き、温室効果ガスの吸収量確

保のため、所要額を要求した。 

4 

【施策 1 目標 1-

4】 

市場メカニズム

を活用した海外

目標達

成 

引き続

き推進 

途上国において優れた低炭素技術等の普及促進や対策実施を通

じ、我が国の排出削減・吸収への貢献を適切に評価する二国間クレ

ジット制度の本格的な運用を開始し、我が国の温室効果ガス排出削

減の目標達成に活用するため、所要額を要求した。 
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における地球温

暖化対策の推進 

5 

【施策 2 目標 2-

1】 

オゾン層の保護・

回復 

相当程

度進展

あり 

改善 ･

見直し 

フロン等対策推進調査費について、フロン類算定漏えい量報告・

公表制度等に必要な予算を重点的に要求する一方、フロン類の適正

管理推進モデル事業について経費縮減を図り、必要最小限の額を要

求した。 

6 

【施策 2 目標 2-

2】 

地球環境保全に

関する国際連携・

協力 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

パリ協定の実施や SDGs の達成といった世界全体の課題解決に向

け、地球環境保全に関する国際連携・協力を推進するため、所要額

を要求した。 

 

7 

【施策 2 目標 2-

3】 

地球環境保全に

関する調査研究 

目標達

成 

引き続

き推進 

地球環境保全の基盤的施策として、地球環境分野のモニタリング

を推進するとともに、気候変動の影響及び影響に対する適応の情報

収集・調査研究を引き続き行っていくため、所要額を要求した。 

8 

【施策 4 目標 4-

1】 

国内及び国際的

な循環型社会の

構築 

目標達

成 

引き続

き推進 

循環型社会形成推進基本計画に基づき定められた、資源生産性の

向上、循環利用率の向上、廃棄物最終処分量の削減等の目標を達成

するとともに、３Ｒイニシアティブに基づき国際的に３Ｒを推進す

ることにより、循環型社会の形成を目指すため、所要額を要求し

た。 

9 

【施策 4 目標 4-

2】 

各種リサイクル

法の円滑な施行

によるリサイク

ル等の推進 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

政策評価結果を踏まえ、引き続き、循環型社会の構築を目指し、

各種リサイクル法の円滑な推進に資するリサイクルに関する制度設

計、意識向上、技術の高度化等のための所要額を要求した。 

10 

【施策 4 目標 4-

3】 

一般廃棄物対策

（排出抑制・リサ

イクル・適正処理

等） 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等を推進するた

め、所要額を要求した。 

11 

【施策 4 目標 4-

4】 

産業廃棄物対策

（排出抑制・リサ

イクル・適正処理

等） 

目標達

成 

改善 ･

見直し 

政策評価結果を踏まえ、産業廃棄物処理業優良化推進事業費にお

いて、効率的な予算執行の観点から予算を削減した。 

また、石綿含有廃棄物無害化処理技術認定事業のうち、人件費に

ついて経費縮減を図り、予算を削減した。 

12 

【施策 4 目標 4-

5】 

廃棄物の不法投

棄の防止等 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

不法投棄等に起因する生活環境保全上の支障等の除去を促進する

等のため、所要額を要求した。 
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13 

【施策 4 目標 4-

6】 

浄化槽の整備に

よるし尿及び雑

排水の適正な処

理 

進展が

大きく

ない 

引き続

き推進 

地方部等に最適な汚水処理施設である浄化槽の普及を引き続き行

い、生活排水の適正な処理によって健全な水環境を確保するため、

所要額を要求した。 

14 

【施策 4 目標 4-

7】 

東日本大震災へ

の対応（災害廃棄

物の処理） 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

東日本大震災により発生した災害廃棄物の安全かつ迅速な処理を

推進するため、所要額を要求した。 

15 

【施策 6 目標 6-

1】 

環境リスクの評

価 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

引き続き、環境リスクの評価を着実に推進していく必要があるた

め、所要の概算要求を行った。 

16 

【施策 6 目標 6-

2】 

環境リスクの管

理 

目標達

成 

改善 ･

見直し 

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行経費につい

て、政策評価結果を踏まえ、化審法に基づくスクリーニング評価及

びリスク評価を着実に推進しつつ、運用していたデータベースを廃

止・統合するなどの見直し・効率化を図ることで、概算要求の縮減

（5,037 千円）を行った。 

平成 29年度当初予算額 671,446(千円) 

17 

【施策 6 目標 6-

3】 

国際協調による

取組 

目標達

成 

引き続

き推進 

引き続き、化学物質対策の国際協調について推進していく必要が

あるため、所要の概算要求を行った。 

18 

【施策 6 目標 6-

4】 

国内における毒

ガス弾等対策 

目標達

成 

引き続

き推進 

引き続き、国内における毒ガス弾等対策を進め必要があるため、

所要の概算要求を行った。 

19 

【施策 10 目標

10-1】

放射性物質によ

り汚染された廃

棄物の処理 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

引き続き、放射性物質により汚染された廃棄物の処理に関する施

策を推進していく必要があるため、所要額を要求した。 

20 

【施策 10 目標

10-2】

放射性物質汚染

対処特措法に基

づく除染等の措

置等 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 引き続き、放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等に

関する施策を推進していく必要があるため、所要額を要求した。 
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21 

【施策 10 目標

10-3】

放射線に係る一

般住民の健康管

理・健康不安対策 

目標達

成 

引き続

き推進 

政策評価結果を踏まえ、現状の事業について検討を重ね、概算要

求額の見直しを図った。 

表 19－(4) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 29年２月公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（環境省の租税特別措置等の政策を対象とする政策

評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/env.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

放射性物質環境汚染対

処特措法に基づく汚染

廃棄物等の処理施設に

関する収容代替資産の

所得に係る 5000 万円特

別控除等の適用 

今後とも

引き続き

措置して

いく 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、汚染廃棄物等の処理施設を整備することで、除染

の迅速化、仮置場の設置に係る環境整備、汚染廃棄物等の迅速な処理

が図られ、事故由来放射性物質による環境の汚染が人の健康又は生活

環境に及ぼす影響の速やかな低減に寄与するため、引き続き当該措置

を継続していくこととした。 

2 
特定非営利活動法人に

係る税制上の特例措置 

今後とも

引き続き

措置して

いく 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、ＮＰＯ法人の活動を支える資金調達の円滑化を図

ることにより、民間の公益活動の活性化を図り、活力あふれる共助社

会づくりを推進するため、引き続き当該措置を継続していくこととし

た。 
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原子力規制委員会 





表 20 原子力規制委員会における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 20－(1) 規制を対象として評価を実施した政策（平成 29年２月６日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（原子力規制委員会の規制を対象とする政策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/nsr.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

原子力利用における安全対策強化

のための原子力事業者に対する検

査制度の見直し及び放射性同位元

素の防護措置の義務化等 

政策評価結果を踏まえ、原子力事業者等に対する検査制度の見直し、

放射性同位元素の防護措置の義務化等の措置を講ずる「原子力利用に

おける安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律等の一部を改正する法律案」の閣議決定を平成 29年

２月７日に行った。 

2 事後評価 

表 20－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成 28年８月 31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（原子力規制委員会の政策体系一覧） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/nsr_h27.html）参照 

№ 政策の名称 

政策評

価の結

果 

評価結

果の反

映状況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【施策目標 1】 

原子力規制行政

に対する信頼の

確保 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 政策評価結果を踏まえ、引き続き対象施策を推進するため、以下の

措置を行った。 

＜予算要求＞ 

 平成 29年度概算要求（1,103百万円）を行った。 

【予算額 958百万円】 

＜機構・定員要求＞ 

原子力・放射線利用の更なる安全確保のため、必要な機構・定員等

を要求し、平成 29年度に原子力規制技監及び参事官（法規担当）を

設置し、定員６名を増員することとなった。 

また、原子力規制委員会の情報システム・セキュリティ確保の体制

強化のため、必要な定員を要求し、平成 29年度に定員２名を増員す

ることとなった。 

＜事前分析表の変更＞ 

総合規制評価サービス（IRRS)の受入れが終了したため、測定指標

の「総合規制評価サービス（IRRS)の受入れと指摘への対応」を「IRRS

ミッションにおいて明らかになった課題への対応」へ変更した。

2 

【施策目標 2】 

原子力施設等に

係る規制の厳正

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 政策評価結果を踏まえ、引き続き対象施策を推進するため、以下の

措置を行った。 

＜予算要求＞ 
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かつ適切な実施 平成 29年度概算要求（906百万円）を行った。 

【予算額 724百万円】 

＜機構・定員要求＞ 

原子力・放射線利用の更なる安全確保のため、必要な機構・定員等

を要求し、平成 29年度に検査監視総括課及び安全規制管理官（放射

線規制担当）を設置し、定員 24名を増員することとなった。 

＜事前分析表の変更＞ 

測定指標の「緊急作業員の被ばくに関する規制の見直し」に関して

は平成 27年度で見直しを終了したため、平成 28年度実施施策に係る

政策評価の事前分析表の測定指標からは削除した。 

3 

【施策目標 3】 

東京電力福島第

一原子力発電所

の廃炉に向けた

取組の監視等 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 政策評価結果を踏まえ、引き続き対象施策を推進するため、以下の

措置を行った。 

＜予算要求＞ 

 平成 29年度概算要求（2,111百万円）を行った。 

【予算額 1,467百万円】 

4 

【施策目標 4】 

原子力の安全確

保 に 向 け た 技

術・人材の基盤の

構築 

相当程

度進展

あり 

引き続

き推進 

 政策評価結果を踏まえ、引き続き対象施策を推進するため、以下の

措置を行った。 

＜予算要求＞ 

 政策評価結果を踏まえて、高経年化技術評価高度化及び発電炉設計

審査分野の規制研究事業の見直しを行うなどし、平成 29年度概算要

求（15,756百万円）を行った。【予算案額 12,232百万円】 

＜機構・定員要求＞ 

原子力・放射線利用の更なる安全確保のため、必要な定員を要求し、

平成 29年度に定員 10名を増員することとなった。 

＜事前分析表の変更＞ 

IRRSミッションの勧告を踏まえ、能力と経験を備えた職員の確保

を進めることを平成 28年度実施施策に係る政策評価の事前分析表の

測定指標に加えた。 

5 

【施策目標 5】 

核セキュリティ

対策の強化及び

保障措置の着実

な実施 

目標達

成 

引き続

き推進 

 政策評価結果を踏まえ、引き続き対象施策を推進するため、以下の

措置を行った。 

＜予算要求＞ 

 平成 29年度概算要求（4,481百万円）を行った。 

【予算額 4,073百万円】 

6 

【施策目標 6】 

原子力災害対策

及び放射線モニ

タリングの充実

目標達

成 

引き続

き推進 

 政策評価結果を踏まえ、引き続き対象施策を推進するため、以下の

措置を行った。 

＜予算要求＞ 

 平成 29年度概算要求（24,314百万円）を行った。 

【予算額 20,304百万円】 

＜機構・定員要求＞ 

原子力施設及び原子力艦の緊急時モニタリング体制強化のため、必

要な定員を要求し、平成 29年度に定員４名を増員することとなった。 
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表 21 防衛省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

1 事前評価 

表 21－(1)  個別研究開発事業を対象として評価を実施した政策（平成 28年９月５日、12月 26日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（防衛省の研究開発を対象とする政策評価（事前評

価）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kenkyu/mod.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 新艦対空誘導弾 

評価結果を踏まえ、平成29年度概算要求（約90億円。後年度負担額

を含む。試作総経費約224億円）を行った。 

（平成 29年度予算案額：約 90億円） 

2 
12式地対艦誘導弾（改）及び哨戒機

用新空対艦誘導弾 

評価結果を踏まえ、平成29年度概算要求（約116億円。後年度負担

額を含む。試作総経費約219億円）を行った。 

（平成 29年度予算案額：約 115億円） 

3 
将来潜水艦用ソーナーシステムの研

究試作

評価結果を踏まえ、平成29年度概算要求（約51億円。後年度負担額

を含む。）を行った。 

（平成 29年度予算案額：約 51億円） 

4 
流体雑音低減型潜水艦船型の研究試

作

評価結果を踏まえ、平成29年度概算要求（約12億円。後年度負担額

を含む。）を行った。 

（平成 29年度予算案額：約 12億円） 

5 電磁加速システムの研究

評価結果を踏まえ、平成29年度概算要求（約21億円。後年度負担額

を含む。）を行った。 

（平成 28年度補正予算額：約 10億円） 

6 車両用多種環境シミュレータの研究

評価結果を踏まえ、平成29年度概算要求（約20億円。後年度負担額

を含む。）を行った。 

（平成 28年度補正予算額：約 20億円） 

7 将来水陸両用技術の研究試作

評価結果を踏まえ、平成29年度概算要求（約24億円。後年度負担額

を含む。）を行った。 

（平成 29年度予算案額：約 24億円） 

8 電子戦評価技術の研究試作

評価結果を踏まえ、平成28年度補正予算（約62億円。後年度負担額

を含む。）の要求を行った。 

（平成 28年度補正予算額：約 62億円） 

表 21－(2)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28年９月５日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（防衛省の租税特別措置等を対象とする政策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mod.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
「予備自衛官等招集準備金」制度の

創設
評価結果を踏まえ、平成29年度税制改正要望を行った。 
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2 
特定の事業用資産の買換え等の場

合の譲渡所得の課税の特例

評価結果を踏まえ、平成 29年度税制改正要望を行った。 

3 
試験研究を行った場合の法人税額

等の特別控除の拡充

評価結果を踏まえ、平成 29年度税制改正要望を行った。 

4 

米軍等行動関連措置法等に基づく

免税軽油の提供時における課税免

除の特例措置の創設

評価結果を踏まえ、平成 29年度税制改正要望を行った。 

5 
ACSA に基づく免税軽油の提供時に

おける課税免除の特例措置の拡充

評価結果を踏まえ、平成 29年度税制改正要望を行った。 

2 事後評価 

表 21－(3)  租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成 28年９月５日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（防衛省の租税特別措置等を対象とする政策評価） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/mod.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

特定土地区画整理事業

等のために土地等を譲

渡した場合の譲渡所得

の特別控除 

継続は妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、本制度を継続することとした。 

2 

収用等に伴い代替資産

を取得した場合の課税

の特例 

継続は妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、本制度を継続することとした。 

3 

交換処分等に伴い資産

を取得した場合の課税

の特例

継続は妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、本制度を継続することとした。 

4 
収用交換等の場合の譲

渡所得等の特別控除

継続は妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、本制度を継続することとした。 

5 

特定住宅地造成事業等

のために土地等を譲渡

した場合の譲渡所得の

特別控除

継続は妥

当 

【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、本制度を継続することとした。 
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